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国民の皆様へ

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）は、平成 年度

より研究開発成果の最大化を第一目的とする国立研究開発法人に改称するとともに、第

三期中長期目標期間（７年間）を開始しました。

平成 年度は、原子力に関する我が国唯一の総合的な研究開発機関として、エネル

ギー基本計画等の国の原子力政策などを踏まえて、事業の重点化を行い、研究開発に取

り組んでまいりました。東京電力福島第一原子力発電所事故への対処については、高濃

度汚染水問題への対応、廃止措置等に向けた研究開発や環境汚染への対処に係る研究開

発等に対して、政府の定める中長期ロードマップを踏まえた対応を行い、廃止措置等の

早期実現や環境回復に向けて貢献いたしました。また、「原子力の安全性向上」、「原子

力基礎基盤研究と人材育成」、「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄

物の処理処分に関する研究開発等」等について、平成 年度計画の達成に努力いたし

ました。なお、研究開発の実施に当たっては、国立研究開発法人として、自らの研究開

発成果の最大化を図ることはもとより、大学、産業界等との積極的な連携と協働を通じ、

我が国全体の原子力科学技術分野における研究開発成果の最大化に貢献できるよう取

り組んでまいりました。

「もんじゅ」については、保安措置命令へのこれまでの対応を抜本的に見直し、電力、

メーカ等の民間の知恵を結集し、機構職員の増員を図ってオールジャパン体制で 名

規模の短期集中チームを組織し、保守管理プロセスの総合チェックや保守技術の根拠整

備による保全計画の体系的な見直しの加速、保守管理業務の 化・システム化の推進

等、根本的な課題への取り組みを進めています。また、平成 年 月 日に原子力

規制委員会から文部科学大臣に対して「もんじゅ」の運営に関する勧告がなされました

が、機構は現時点において「もんじゅ」を預かる当事者であり、停止中の「もんじゅ」

の安全を確保すべく、引き続き必要な安全対策を講じ、改善活動を確実に進めてい

く所存でございます。

機構は、平成 年 月１日より業務の更なる重点化を図るべく、核融合研究開発及

び量子ビーム応用研究の一部を国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構に移管し

ます。今後も重点化した全ての事業において、安全確保を大前提としつつ、国立研究開

発法人として、研究開発成果の最大化を目指して研究開発に取り組む所存でございます。

引き続き皆様のご理解とご指導、ご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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法人の基本情報

法人の概要

① 目的

機構は、原子力基本法第二条に規定する基本方針に基づき、原子力に関する基礎的研究

及び応用の研究並びに核燃料サイクルを確立するための高速増殖炉及びこれに必要な核燃

料物質の開発並びに核燃料物質の再処理に関する技術及び高レベル放射性廃棄物の処分

等に関する技術の開発を総合的、計画的かつ効率的に行うとともに、これらの成果の普及等を

行い、もって人類社会の福祉及び国民生活の水準向上に資する原子力の研究、開発及び利

用の促進に寄与することを目的としています。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第四条

② 業務内容

機構は、独立行政法人日本原子力研究開発機構法第四条の目的を達成するため、以下の

業務を行います。

ⅰ 原子力に関する基礎的研究

ⅱ 原子力に関する応用の研究

ⅲ 核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な業務で次に掲げるもの

イ 高速増殖炉の開発＇実証炉を建設することにより行うものを除く。（及びこれに必要な

研究

ロ イに掲げる業務に必要な核燃料物質の開発及びこれに必要な研究

ハ 核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに必要な研究

ニ ハに掲げる業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する技

術の開発及びこれに必要な研究

ⅳ ⅰ ～ ⅲ に掲げる業務に係る成果の普及、及びその活用の促進

ⅴ 放射性廃棄物の処分に関する業務で次に掲げるもの＇但し、原子力発電環境整備機

構の業務に属するものを除く（

イ 機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物及び機構以外の者から処分の委託を受け

た放射性廃棄物＇実用発電用原子炉等から発生したものを除く。（の埋設の方法によ

る最終的な処分

ロ 埋設処分を行うための施設の建設及び改良、維持その他の管理並びに埋設処分を

終了した後の埋設施設の閉鎖及び閉鎖後の埋設施設が所在した区域の管理

ⅵ 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究及び開発並びに原子力の開発及び利

用を行う者の利用に供すること

ⅶ 原子力に関する研究者及び技術者の養成、及びその資質の向上

ⅷ 原子力に関する情報の収集、整理、及び提供

ⅸ ⅰ から ⅲ までに掲げる業務として行うもののほか、関係行政機関又は地方公共団体

の長が必要と認めて依頼する原子力に関する試験及び研究、調査、分析又は鑑定

ⅹ ⅰ から ⅸ の業務に附帯する業務

－2－
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ⅹ 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律 平成六年法律第七十八号 第

五条第二項に規定する業務

ｘｉ ⅰ から ⅹ の業務のほか、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で、国、地方公

共団体その他政令で定める者の委託を受けて、これらの者の核原料物質＇原子力基

本法第三条第三号に規定する核原料物質をいう。（、核燃料物質又は放射性廃棄物

を貯蔵し、又は処理する業務

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第十七条

③ 沿革

昭和 年 月 特殊法人として日本原子力研究所発足

昭和 年 月 特殊法人として原子燃料公社発足

昭和 年 月 原子燃料公社を改組し、動力炉・核燃料開発事業団発足

昭和 年 月 日本原子力研究所、日本原子力船研究開発事業団を統合

平成 年 月 動力炉・核燃料開発事業団を改組し、核燃料サイクル開発機構発足

平成 年 月 日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構を統合し、

独立行政法人日本原子力研究開発機構発足

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構へ改称

④ 設立根拠法

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法＇平成十六年十二月三日法律第百五十五

号（＇以下、「機構法」という。（

⑤ 主務大臣

文部科学大臣、経済産業大臣及び原子力規制委員会

⑥ 組織図（平成 年 月現在）

理 事 長

副理事長

理 事

監 事

（運営管理組織）

（共通事業組織）

（部門組織）
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事務所の所在地

【本部】

〒 茨城県那珂郡東海村舟石川 番地

【研究開発拠点等】

・福島研究開発部門

〒 東京都千代田区内幸町 丁目 番 号

・福島研究開発部門 福島事務所

〒 福島県福島市栄町 番地

・福島研究基盤創生センター 楢葉遠隔技術開発センター

〒 福島県双葉郡楢葉町大字山田丘字仲丸１番地

・福島環境安全センター 福島県環境創造センター研究棟

〒 福島県田村郡三春町深作 番地

・福島環境安全センター 福島県環境創造センター環境放射線センター

〒 福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 番地

・原子力緊急時支援･研修センター

〒 茨城県ひたちなか市西十三奉行 番地

・東海管理センター

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・原子力科学研究所

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・核燃料サイクル工学研究所

〒 茨城県那珂郡東海村村松 番地

・ －ＰＡＲＣセンター

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・大洗研究開発センター

〒 茨城県東茨城郡大洗町成田町 番

・敦賀事業本部

〒 福井県敦賀市木崎 号 番

・高速炉研究開発部門

〒 福井県敦賀市白木 丁目 番地

・原子炉廃止措置研究開発センター

〒 福井県敦賀市明神町 番地

・那珂核融合研究所

〒 茨城県那珂市向山 番地

・高崎量子応用研究所

〒 群馬県高崎市綿貫町 番地

－4－
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・関西光科学研究所

〒 京都府木津川市梅美台 丁目 番地

・幌延深地層研究センター

〒 北海道天塩郡幌延町北進 番

・東濃地科学センター

〒 岐阜県土岐市泉町定林寺 番地

・人形峠環境技術センター

〒 岡山県苫田郡鏡野町上齋原 番地

・青森研究開発センター

〒 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字表舘 番

【海外事務所】

・ワシントン事務所

・パリ事務所

・ウィーン事務所

資本金の状況

＇単位：百万円（

区分 期首残高 当期増加額 当期減尐額 期末残高

政府出資金

民間出資金

資本金合計

役員の状況

定数＇機構法第十条（

機構に、役員として、その長である理事長及び監事 人を置く。

機構に、役員として、副理事長 人及び理事 人以内を置くことができる。

平成 年 月 日現在

役名 氏名 任期 主要経歴

理事長 児玉 敏雄
平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 名古屋大学工学部機械工学科

卒業

昭和 年 月 名古屋大学大学院工学研究科

機械工学専攻修了

昭和 年 月 三菱重工業株式会社技術本部
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【本部】

〒 茨城県那珂郡東海村舟石川 番地

【研究開発拠点等】

・福島研究開発部門

〒 東京都千代田区内幸町 丁目 番 号

・福島研究開発部門 福島事務所

〒 福島県福島市栄町 番地

・福島研究基盤創生センター 楢葉遠隔技術開発センター

〒 福島県双葉郡楢葉町大字山田丘字仲丸１番地

・福島環境安全センター 福島県環境創造センター研究棟

〒 福島県田村郡三春町深作 番地

・福島環境安全センター 福島県環境創造センター環境放射線センター

〒 福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場 番地

・原子力緊急時支援･研修センター

〒 茨城県ひたちなか市西十三奉行 番地

・東海管理センター

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・原子力科学研究所

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・核燃料サイクル工学研究所

〒 茨城県那珂郡東海村村松 番地

・ －ＰＡＲＣセンター

〒 茨城県那珂郡東海村白方白根 番地

・大洗研究開発センター

〒 茨城県東茨城郡大洗町成田町 番

・敦賀事業本部

〒 福井県敦賀市木崎 号 番

・高速炉研究開発部門

〒 福井県敦賀市白木 丁目 番地

・原子炉廃止措置研究開発センター

〒 福井県敦賀市明神町 番地

・那珂核融合研究所

〒 茨城県那珂市向山 番地

・高崎量子応用研究所

〒 群馬県高崎市綿貫町 番地
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高砂研究所

平成 年 月 同社技術本部高砂研究所長

平成 年 月 同社技術本部副本部長兼広島

研究所長

平成 年 月 同社執行役員技術本部副本部

長

平成 年 月 同社取締役常務執行役員技術

統括本部長

平成 年 月 同社取締役副社長執行役員技術

統括本部長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構理事長

副理事長 田口 康
平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 名古屋大学工学部原子核工学

科卒業

平成 年 月 外務省在ロシア日本国大使館

一等書記官

平成 年 月 科学技術庁原子力局政策課立

地地域対策室長

平成 年 月 独立行政法人理化学研究所次世

代スーパーコンピュータ開発実

施本部企画調整グループグルー

プディレクター

平成 年 月 文部科学省研究振興局研究環

境・産業連携課長

平成 年 月 同省研究開発局原子力計画課

長

平成 年 月 同省研究開発局環境エネルギ

ー課長

平成 年 月 同省研究開発局開発企画課長

（併）内閣官房内閣参事官

平成 年 月 同省大臣官房政策課長

平成 年 月 同省大臣官房審議官（研究開発

局担当）（併）内閣府大臣官房

審議官

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構副理事長

理 事

（常勤）
森山 善範

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学工学部原子力工学科

卒業

平成 年 月 原子力安全・保安院

原子力発電安全審査課長

平成 年 月 同院審議官（原子力安全基盤担

当）

平成 年 月 文部科学省大臣官房審議官

（研究開発局担当）

平成 年 月 併）原子力安全・保安院

原子力災害対策監

平成 年 月 独立行政法人原子力安全基盤

機構総括参事

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究開

発機構執行役
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平成 年 月 同機構理事

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
吉田 信之

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 慶應義塾大学大学院工学研究

科電気工学専攻修士課程修了

平成 年 月 中部電力株式会社浜岡原子力

建設準備事務所電気機械課長

平成 年 月 電気事業連合会原子力部副

部長

平成 年 月 中部電力株式会社浜岡原子力

建設所電気課長

平成 年 月 核燃料サイクル開発機構秘書役

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究開

発機構秘書役

平成 年 月 中部電力株式会社発電本部

原子力部サイクル企画グル

ープ長（部長）

平成 年 月 日本原燃株式会社取締役

濃縮事部・担任（企画）

平成 年 月 同社執行役員濃縮事業部長

代理

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構理事

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
田島 保英

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学法学部１類卒業

平成 年 月 日本原子力研究所業務部長

平成 年 月 同研究所 総務部長

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構産学連携推進部長

平成 年 月 同機構核融合研究開発部門副

部門長 那珂核融合研究所副所

長

平成 年 月 同機構経営企画部長

平成 年 月 同機構戦略企画室長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事
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高砂研究所

平成 年 月 同社技術本部高砂研究所長

平成 年 月 同社技術本部副本部長兼広島

研究所長

平成 年 月 同社執行役員技術本部副本部

長

平成 年 月 同社取締役常務執行役員技術

統括本部長

平成 年 月 同社取締役副社長執行役員技術

統括本部長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構理事長

副理事長 田口 康
平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 名古屋大学工学部原子核工学

科卒業

平成 年 月 外務省在ロシア日本国大使館

一等書記官

平成 年 月 科学技術庁原子力局政策課立

地地域対策室長

平成 年 月 独立行政法人理化学研究所次世

代スーパーコンピュータ開発実

施本部企画調整グループグルー

プディレクター

平成 年 月 文部科学省研究振興局研究環

境・産業連携課長

平成 年 月 同省研究開発局原子力計画課

長

平成 年 月 同省研究開発局環境エネルギ

ー課長

平成 年 月 同省研究開発局開発企画課長

（併）内閣官房内閣参事官

平成 年 月 同省大臣官房政策課長

平成 年 月 同省大臣官房審議官（研究開発

局担当）（併）内閣府大臣官房

審議官

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構副理事長

理 事

（常勤）
森山 善範

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学工学部原子力工学科

卒業

平成 年 月 原子力安全・保安院

原子力発電安全審査課長

平成 年 月 同院審議官（原子力安全基盤担

当）

平成 年 月 文部科学省大臣官房審議官

（研究開発局担当）

平成 年 月 併）原子力安全・保安院

原子力災害対策監

平成 年 月 独立行政法人原子力安全基盤

機構総括参事

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究開

発機構執行役
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理 事

（常勤）
青砥 紀身

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学工学部原子力工学科

修士課程修了

平成 年 月 東京大学（博士）工学取得

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構次世代原子力システ

ム研究開発部門長代理

平成 年 月 同機構次世代原子力システム

研究開発部門長

平成 年 月 同機構敦賀本部高速増殖炉研

究開発センター所長代理

平成 年 月 同機構高速炉研究開発部門高

速増殖原型炉もんじゅ所長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
大谷 吉邦

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東北大学工学部機械工学科

卒業

平成 年 月 核燃料サイクル開発機構東海

事業所再処理センター施設管

理部長

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構東海研究開発センタ

ー核燃料サイクル工学研究所

再処理技術開発センター環境

保全部長

平成 年 月 同機構東海研究開発センター

核燃料サイクル工学研究所副

所長

平成 年 月 同機構核燃料サイクル工学研

究所長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
三浦 幸俊

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東北大学工学部原子核工学科

卒業

昭和 年 月 東北大学大学院工学研究科原

子核工学専攻修士課程修了

昭和 年 月 東北大学工学博士取得

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構経営企画部上級研究

主席・部長

平成 年 月 同機構もんじゅ安全・改革本部

もんじゅ安全・改革室長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事
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理 事

（常勤）
大山 真未

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 九州大学法学部卒業

昭和 年 月 科学技術庁入庁

平成 年 月 独立行政法人日本学術振興会

国際事業部長

平成 年 月 文部科学省科学技術・学術政

策局科学技術・学術戦略官

平成 年 月 同省初等中等教育局特別支援

教育課長

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構事業計画統括部上席

参事・部長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

監 事

（常勤）
仲川 滋

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学工学部船舶工学科

卒業

昭和 年 月 東日本旅客鉄道株式会社入社

平成 年 月 同社安全研究所主任研究員

平成 年 月 同社総合技術開発推進部課長

（車両開発）

平成 年 月 同社新津車両製作所計画部長

平成 年 月 同社ＪＲ東日本総合研修セン

ター次長

平成 年 月 同社技術企画部次長（知的財産）

平成 年 月 東日本トランスポーテック

株式会社 取締役

平成 年 月 同社常勤監査役

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究開

発機構監事

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構監事

監 事

（常勤）
小長谷 公一

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 早稲田大学政治経済学部卒業

昭和 年 月 監査法人朝日新和会計社

（現あずさ監査法人）入所

平成 年 月 公認会計士登録

平成 年 月 同法人社員登用

平成 年 月 同法人代表社員登用

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究開

発機構監事

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構監事

常勤職員の状況

常勤職員は平成 年度末において 人＇前期末比 人減尐、 減（であり、平均年齢

は 歳 前期末 歳 となっています。このうち、国等又は民間からの出向者はおりません。

また、平成 年 月 日退職者は 人です。＇この他、平成 年 月発足の国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構への転籍のための退職者は 人です。（
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理 事

（常勤）
青砥 紀身

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東京大学工学部原子力工学科

修士課程修了

平成 年 月 東京大学（博士）工学取得

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構次世代原子力システ

ム研究開発部門長代理

平成 年 月 同機構次世代原子力システム

研究開発部門長

平成 年 月 同機構敦賀本部高速増殖炉研

究開発センター所長代理

平成 年 月 同機構高速炉研究開発部門高

速増殖原型炉もんじゅ所長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
大谷 吉邦

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東北大学工学部機械工学科

卒業

平成 年 月 核燃料サイクル開発機構東海

事業所再処理センター施設管

理部長

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構東海研究開発センタ

ー核燃料サイクル工学研究所

再処理技術開発センター環境

保全部長

平成 年 月 同機構東海研究開発センター

核燃料サイクル工学研究所副

所長

平成 年 月 同機構核燃料サイクル工学研

究所長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事

理 事

（常勤）
三浦 幸俊

平成 年 月 日～

平成 年 月 日

昭和 年 月 東北大学工学部原子核工学科

卒業

昭和 年 月 東北大学大学院工学研究科原

子核工学専攻修士課程修了

昭和 年 月 東北大学工学博士取得

平成 年 月 独立行政法人日本原子力研究

開発機構経営企画部上級研究

主席・部長

平成 年 月 同機構もんじゅ安全・改革本部

もんじゅ安全・改革室長

平成 年 月 国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構理事
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財務諸表の要約

要約した財務諸表

① 貸借対照表

＇単位：百万円（

資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 流動負債

現金及び預金 運営費交付金債務

有価証券 未払金

核物質 その他

その他

固定負債

固定資産 資産見返負債

有形固定資産 その他

建物

機械・装置 負債合計

土地 純資産の部

建設仮勘定 資本金

その他 政府出資金

無形固定資産 民間出資金

特許権

その他 資本剰余金 △

投資その他の資産 資本剰余金

損益外減価償却累計額 △

損益外減損損失累計額 △

その他 △

利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計
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② 損益計算書

＇単位：百万円（

金額

経常費用＇ （

業務費

職員等給与費

法定福利費

退職金

減価償却費

その他

受託費

職員等給与費

法定福利費

退職金

減価償却費

その他

一般管理費

役員給与費

職員等給与費

法定福利費

退職金

減価償却費

その他

財務費用

その他

経常収益＇ （

運営費交付金収益

受託研究収入

施設費収益

補助金等収益

資産見返負債戻入

その他

経常利益

臨時損益＇ （ △

法人税、住民税及び事業税＇ （

前中長期目標期間繰越積立金取崩額＇ （

当期総利益＇ （
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財務諸表の要約

要約した財務諸表

① 貸借対照表

＇単位：百万円（

資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 流動負債

現金及び預金 運営費交付金債務

有価証券 未払金

核物質 その他

その他

固定負債

固定資産 資産見返負債

有形固定資産 その他

建物

機械・装置 負債合計

土地 純資産の部

建設仮勘定 資本金

その他 政府出資金

無形固定資産 民間出資金

特許権

その他 資本剰余金 △

投資その他の資産 資本剰余金

損益外減価償却累計額 △

損益外減損損失累計額 △

その他 △

利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計
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③ キャッシュ・フロー計算書

＇単位：百万円（

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー＇ （

人件費支出 △

補助金等収入

その他収入

その他支出 △

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー＇ （ △

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー＇ （ △

Ⅳ資金増加額＇又は減尐額（＇ （ △

Ⅴ資金期首残高＇ （

Ⅵ資金期末残高＇ （

④ 行政サービス実施コスト計算書

＇単位：百万円（

金額

Ⅰ業務費用

損益計算書上の費用

＇控除（ 自己収入等 △

＇その他の行政サービス実施コスト（

Ⅱ損益外減価償却相当額

Ⅲ損益外減損損失相当額

Ⅳ損益外利息費用相当額 △

Ⅴ損益外除売却差額相当額

Ⅵ引当外賞与見積額

Ⅶ引当外退職給付増加見積額

Ⅷ機会費用

Ⅸ＇控除（ 法人税等及び国庫納付額 △

Ⅹ行政サービス実施コスト

財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

現金及び預金 ：現金及び預金

有価証券 ：有価証券

核物質 ：法令等で定める核原料物質及び核燃料物質

－12－
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建物 ：建物及び附属設備

機械･装置 ：機械及び装置

土地 ：土地

建設仮勘定 ：建設又は製作途中における当該建設又は製作のために

支出した金額及び充当した材料

無形固定資産 ：特許権、商標権、ソフトウェア等

投資その他の資産 ：投資有価証券、長期前払費用、敷金、保証金等

運営費交付金債務 ：運営費交付金受領時に発生する義務をあらわす勘定

未払金 ：機構の通常の業務活動に関連して発生する未払金で発

生後短期間に支払われるもの

資産見返負債 ：中長期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により、又

は国若しくは地方公共団体からの補助金等により機構があ

らかじめ特定した使途に従い、償却資産を取得した場合に

計上される負債

資本金 ：機構に対する出資を財源とする払込資本

資本剰余金 ：資本金及び利益剰余金以外の資本＇固定資産を計上した

場合、取得資産の内容等を勘案し、機構の財産的基礎を

構成すると認められる場合に計上するもの（

損益外減価償却累計額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産に係る減

価の会計処理を行うこととされた償却資産の減価償却累計

額

損益外減損損失累計額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産及び非償

却資産の減損に係る独立行政法人会計基準の規定により、

独立行政法人が中長期計画で想定した業務運営を行った

にもかかわらず生じた減損額の累計額

利益剰余金 ：機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

業務費 ：機構の研究開発業務に要する経費

受託費 ：機構の受託業務に要する経費

一般管理費 ：機構の本部運営管理部門に要する経費

役員給与費 ：機構の役員に要する報酬

職員等給与費 ：機構の職員等に要する給与

法定福利費 ：機構が負担する法定福利費

退職金 ：退職金

減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわ

たって費用として配分する経費

財務費用 ：ファイナンス・リースに係る利息の支払等の経費
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③ キャッシュ・フロー計算書

＇単位：百万円（

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー＇ （

人件費支出 △

補助金等収入

その他収入

その他支出 △

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー＇ （ △

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー＇ （ △

Ⅳ資金増加額＇又は減尐額（＇ （ △

Ⅴ資金期首残高＇ （

Ⅵ資金期末残高＇ （

④ 行政サービス実施コスト計算書

＇単位：百万円（

金額

Ⅰ業務費用

損益計算書上の費用

＇控除（ 自己収入等 △

＇その他の行政サービス実施コスト（

Ⅱ損益外減価償却相当額

Ⅲ損益外減損損失相当額

Ⅳ損益外利息費用相当額 △

Ⅴ損益外除売却差額相当額

Ⅵ引当外賞与見積額

Ⅶ引当外退職給付増加見積額

Ⅷ機会費用

Ⅸ＇控除（ 法人税等及び国庫納付額 △

Ⅹ行政サービス実施コスト

財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

現金及び預金 ：現金及び預金

有価証券 ：有価証券

核物質 ：法令等で定める核原料物質及び核燃料物質
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運営費交付金収益 ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識し

た収益

受託研究収入 ：受託研究に伴う収入

施設費収益 ：国からの施設費のうち、当期の収益として認識した収益

補助金等収益 ：国・地方公共団体等の補助金等のうち、当期の収益とし

て認識した収益

資産見返負債戻入 ：資産見返負債を減価償却等に応じて収益化したもの

臨時損益 ：固定資産の売却損益、災害損失等

法人税、住民税及び事業税 ：法人税、住民税及び事業税の支払額

前中長期目標期間繰越積立金

取崩額 ：機構法第 条第 項に基づき、前中長期目標期間から

繰り越された積立金の当期の費用発生による取崩額

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出等、投資活動および財務活動以

外のキャッシュ・フロー＇機構の通常の業務の実施に係

る資金の状態を表す（

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得・売却等によるキャッシュ・フロー＇将来

に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状態を表す（

財務活動によるキャッシュ・フロー：資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッ

シュ・フロー

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：機構の損益計算書上の費用から運営費交付金及び国又

は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益

を控除した額

損益外減価償却相当額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産に係る減

価の会計処理を行うこととされた償却資産の減価償却相当

額

損益外減損損失相当額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産及び非償

却資産の減損に係る独立行政法人会計基準の規定により、

独立行政法人が中長期計画で想定した業務運営を行った

にもかかわらず生じた減損額

引当外賞与見積額 ：独立行政法人会計基準第 賞与引当金に係る会計処

理により、引当金を計上しないこととされた場合の賞与見積

－14－
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額

引当外退職給付増加見積額 ：独立行政法人会計基準第 退職給付に係る会計処理

により、引当金を計上しないこととされた場合の退職給付の

増加見積額

機会費用 ：国又は地方公共団体の資産を利用することから生ずる機

会費用＇国又は地方公共団体の財産の無償又は減額され

た使用料による貸借取引から生ずる機会費用、政府出資又

は地方公共団体出資等から生ずる機会費用、国又は地方

公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融

資取引から生ずる機会費用（

財務情報

財務諸表の概要

① 経常費用、経常収益、当期総利益、資産、負債、キャッシュ・フロー等の主要な財務データ

の経年比較・分析

（経常費用）

平成 年度の経常費用は、 百万円と、前年度比 百万円減＇ ％減（と

なっている。これは、業務費の役務費が減尐したことが主な要因である。

 
＇経常収益（

平成 年度の経常収益は、 百万円と、前年度比 百万円減＇ ％減（とな

っている。これは、運営費交付金収益が減尐したことが主な要因である。

 
＇当期総利益（ 
上記経常費用及び収益の状況及び臨時損失として固定資産除却損等、臨時利益と

して運営費交付金収益等を計上した結果、平成 年度の当期総利益は 百万円とな

っている。 

＇資産（

平成 年度末現在の資産合計は、 百万円と前年度末比 百万円増

＇ ％増（となっている。これは未成受託研究支出金の 百万円増＇ 増（及び前

払金の 百万円増＇ ％増（が主な原因である。

＇負債（

平成 年度末現在の負債合計は、 百万円と前年度末比 百万円増

＇ ％増（となっている。これは預り補助金等の 百万円増＇ ％増（及び前受金の

百万円増＇ 増（が主な原因である。
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運営費交付金収益 ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識し

た収益

受託研究収入 ：受託研究に伴う収入

施設費収益 ：国からの施設費のうち、当期の収益として認識した収益

補助金等収益 ：国・地方公共団体等の補助金等のうち、当期の収益とし

て認識した収益

資産見返負債戻入 ：資産見返負債を減価償却等に応じて収益化したもの

臨時損益 ：固定資産の売却損益、災害損失等

法人税、住民税及び事業税 ：法人税、住民税及び事業税の支払額

前中長期目標期間繰越積立金

取崩額 ：機構法第 条第 項に基づき、前中長期目標期間から

繰り越された積立金の当期の費用発生による取崩額

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出等、投資活動および財務活動以

外のキャッシュ・フロー＇機構の通常の業務の実施に係

る資金の状態を表す（

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得・売却等によるキャッシュ・フロー＇将来

に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状態を表す（

財務活動によるキャッシュ・フロー：資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッ

シュ・フロー

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：機構の損益計算書上の費用から運営費交付金及び国又

は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益

を控除した額

損益外減価償却相当額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産に係る減

価の会計処理を行うこととされた償却資産の減価償却相当

額

損益外減損損失相当額 ：独立行政法人会計基準第 特定の償却資産及び非償

却資産の減損に係る独立行政法人会計基準の規定により、

独立行政法人が中長期計画で想定した業務運営を行った

にもかかわらず生じた減損額

引当外賞与見積額 ：独立行政法人会計基準第 賞与引当金に係る会計処

理により、引当金を計上しないこととされた場合の賞与見積
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＇業務活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の業務活動におけるキャッシュ・フローは、 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは研究開発活動に伴う支出が 百万

円減＇ ％減（となったことが主な要因である。

＇投資活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の投資活動におけるキャッシュ・フローは、△ 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは、投資有価証券の取得による支出が前

年度比 百万円減＇ 減（及び有形固定資産の取得による支出が前年度比

百万円減＇ ％減（となったことが主な要因である。

＇財務活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の財務活動におけるキャッシュ・フローは、△ 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは、不要財産に係る国庫納付等による支出が

前年度比 百万円減＇ 減（となったことが主な要因である。

表 主要な財務データの経年比較

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中長

期目標期間

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

経常費用

経常収益

当期総利益

資産

負債

利益剰余金

業務活動によるキャッシュ・

フロー

投資活動によるキャッシュ・

フロー
△ △ △ △ △

財務活動によるキャッシュ・

フロー
△ △ △ △

資金期末残高
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② セグメント事業損益の経年比較・分析

一般勘定の事業損益は 百万円の損失と、前年度比 百万円の減となっている。

・「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」セグメントの事業損益

は 百万円の損失となっている。

・「原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究」セグメントの事業

損益は 百万円の損失となっている。

・「原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動」セグメントの事業損益は 百万円の利益となっている。

・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっ

ている。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等」セグメントの事業損益は 百万円の利益となっている。

・「核融合研究開発」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの事業損益は

百万円の損失となっている。

・「法人共通」セグメントの事業損益は 百万円の利益となっている。

電源利用勘定の事業損益は 百万円の損失と、前年度比 百万円の減となってい

る。

・「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」セグメントの事業損益

は 百万円の利益となっている。

・「原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究」セグメントの事業損

益は 百万円の損失となっている。

・「原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。
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＇業務活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の業務活動におけるキャッシュ・フローは、 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは研究開発活動に伴う支出が 百万

円減＇ ％減（となったことが主な要因である。

＇投資活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の投資活動におけるキャッシュ・フローは、△ 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは、投資有価証券の取得による支出が前

年度比 百万円減＇ 減（及び有形固定資産の取得による支出が前年度比

百万円減＇ ％減（となったことが主な要因である。

＇財務活動によるキャッシュ・フロー（

平成 年度の財務活動におけるキャッシュ・フローは、△ 百万円と、前年度比

百万円増＇ ％増（となっている。これは、不要財産に係る国庫納付等による支出が

前年度比 百万円減＇ 減（となったことが主な要因である。

表 主要な財務データの経年比較

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中長

期目標期間

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

経常費用

経常収益

当期総利益

資産

負債

利益剰余金

業務活動によるキャッシュ・

フロー

投資活動によるキャッシュ・

フロー
△ △ △ △ △

財務活動によるキャッシュ・

フロー
△ △ △ △

資金期末残高
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・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっ

ている。

・「高速炉の研究開発」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの事業損益は

百万円の利益となっている。

・「法人共通」セグメントの事業損益は 百万円の利益となっている。

表 事業損益の経年比較＇区分経理によるセグメント情報（

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中

長期目標

期間

一般勘定 △ △

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発
△

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰを取り出す技術ｼｽﾃﾑの研究

開発
 

量子ﾋﾞｰﾑによる科学技術競争力向上と産

業利用に貢献する研究開発
△  

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
△  

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発
△  

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動
△ △ △ △  

法人共通 △ △  
東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発
△
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原子力安全規制行政等への技術的支援及

びそのための安全研究
△

原子力の安全性向上のための研究開発等

及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動

原子力の基礎基盤研究と人材育成 △

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

核融合研究開発 △

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動
△

電源利用勘定 △ △ △ △

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発
△

高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術の確立に向けた研究

開発
△ △ △ △

高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の処分技術に関する

研究開発

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
△ △ △

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発
△ △ △ △

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動
△ △

法人共通

東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発

原子力安全規制行政等への技術的支援及

びそのための安全研究
△

原子力の安全性向上のための研究開発等

及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動

△

原子力の基礎基盤研究と人材育成 △

高速炉の研究開発 △

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及 △
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・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっ

ている。

・「高速炉の研究開発」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等」セグメントの事業損益は 百万円の損失となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの事業損益は

百万円の利益となっている。

・「法人共通」セグメントの事業損益は 百万円の利益となっている。

表 事業損益の経年比較＇区分経理によるセグメント情報（

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中

長期目標

期間

一般勘定 △ △

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発
△

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰを取り出す技術ｼｽﾃﾑの研究

開発
 

量子ﾋﾞｰﾑによる科学技術競争力向上と産

業利用に貢献する研究開発
△  

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
△  

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発
△  

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動
△ △ △ △  

法人共通 △ △  
東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発
△

－19－
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び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動

埋設処分業務勘定

放射性廃棄物の埋設処分

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

   

合 計

③ セグメント総資産の経年比較・分析

一般勘定の総資産は、 百万円と、前年度比 百万円の増＇ ％増（となって

いる。

・「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究」セグメントの総資

産は、 百万円となっている。

・「原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する

活動」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの総資産は、 百万円となってい

る。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研

究開発等」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「核融合研究開発」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「法人共通」セグメントの総資産は、 百万円となっている。
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電源利用勘定の総資産は、 百万円と、前年度比 百万円の減＇ ％減（となって

いる。

・「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究」セグメントの総資

産は、 百万円となっている。

・「原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する

活動」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの総資産は、 百万円となってい

る。

・「高速炉の研究開発」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「法人共通」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

表 総資産の経年比較＇区分経理によるセグメント情報（

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中

長期目標

期間

一般勘定

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発

20 

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動

埋設処分業務勘定

放射性廃棄物の埋設処分

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

   

合 計

③ セグメント総資産の経年比較・分析

一般勘定の総資産は、 百万円と、前年度比 百万円の増＇ ％増（となって

いる。

・「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究」セグメントの総資

産は、 百万円となっている。

・「原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する

活動」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「原子力の基礎基盤研究と人材育成」セグメントの総資産は、 百万円となってい

る。

・「核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研

究開発等」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「核融合研究開発」セグメントの総資産は、 百万円となっている。

・「産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動」セグメントの総資産は、

百万円となっている。

・「法人共通」セグメントの総資産は、 百万円となっている。
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核融合ｴﾈﾙｷﾞｰを取り出す技術ｼｽﾃﾑの研究

開発
 

量子ﾋﾞｰﾑによる科学技術競争力向上と産

業利用に貢献する研究開発
 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
 

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発
 

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動
 

法人共通

東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発

原子力安全規制行政等への技術的支援及

びそのための安全研究

原子力の安全性向上のための研究開発等

及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動

原子力の基礎基盤研究と人材育成

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

核融合研究開発

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動

電源利用勘定

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発

高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術の確立に向けた研究

開発

高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の処分技術に関する

研究開発

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
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自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動

法人共通

東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発

原子力安全規制行政等への技術的支援及

びそのための安全研究

原子力の安全性向上のための研究開発等

及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動

原子力の基礎基盤研究と人材育成

高速炉の研究開発

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動

埋設処分業務勘定

放射性廃棄物の埋設処分

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

- - - 

合 計

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

平成 年度決算において一般勘定で 百万円の当期総利益が計上されているが、これ

は、自己収入で資産を取得したため財務決算上の利益と費用の計上期のズレにより発生し

た利益等によるものである。当該利益は現金を伴うものではないため、目的積立金の申請は

できない。

一方、埋設処分業務勘定においては、 百万円の当期総利益が生じているが、これは、

機構法第 条第４項に基づき、翌事業年度以降の埋設処分業務等の財源に充てなければ

ならないものであり、目的積立金としての申請は必要ない。

22 

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰを取り出す技術ｼｽﾃﾑの研究

開発
 

量子ﾋﾞｰﾑによる科学技術競争力向上と産

業利用に貢献する研究開発
 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
 

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性

廃棄物の処理処分に関わる技術開発
 

国内外との連携強化と社会からの要請に

対応する活動
 

法人共通

東京電力福島第一原子力発電所事故の対

処に係る研究開発

原子力安全規制行政等への技術的支援及

びそのための安全研究

原子力の安全性向上のための研究開発等

及び核不拡散・核セキュリティに資する活

動

原子力の基礎基盤研究と人材育成

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及

び放射性廃棄物の処理処分に関する研究

開発等

核融合研究開発

産学官との連携強化と社会からの信頼の

確保のための活動

電源利用勘定

福島第一原子力発電所事故への対処に係

る研究開発

高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術の確立に向けた研究

開発

高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の処分技術に関する

研究開発

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る高度化と共通的科学技

術基盤及び安全の確保と核不拡散
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前中長期目標期間繰越積立金取崩額は、第2期中期目標期間以前に先行して計上され
た会計上の利益を、法令の規定に基づき主務大臣から承認を受けて一般勘定 百万円

を第３期中長期目標期間に繰り越したが、この利益に見合う費用が平成27年度に発生した
ため、この費用に相当する額として、 百万円を取り崩したもの。 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析

平成 年度の行政サービス実施コストは 百万円と、前年度比 百万円増

＇ ％増（となっているが、これは、損益外減損損失相当額が 百万円増＇ 増（とな

ったことが主な要因となっている。

表 行政サービス実施コストの経年比較

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中長

期目標期間

業務費用

うち損益計算書上の費用

うち自己収入 △ △ △ △ △

損益外減価償却相当額

損益外減損損失相当額

損益外利息費用相当額 △ △ △

損益外除売却差額相当額 △ △

引当外賞与見積額 △ △ △

引当外退職給付増加見積額 △ △

機会費用

（控除）法人税等及び国庫納付金 △ △ △ △ △

行政サービス実施コスト
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重要な施設等の整備等の状況

① 当事業年度中に完成した主要施設等

・モックアップ試験施設＇楢葉遠隔技術開発センター（ ＇取得原価 百万円（

・研究坑道深度 ｍステージ＇東濃地科学センター（ ＇取得原価 百万円（

・ ／ 開発試験棟＇青森研究開発センター（＇取得原価 百万円（

・共同研究棟＇青森研究開発センター（ ＇取得原価 百万円（

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

・高速増殖原型炉「もんじゅ」の研究開発に関連する施設・設備の整備

・幌延深地層研究地下施設の整備

・ 関連施設の整備

・ＩＴＥＲ関連施設の整備

・ 関連施設の整備

・量子ビーム応用研究環境の整備・高度化

・大洗研究開発センター固体廃棄物減容処理施設の整備

・大洗研究開発センター南受電所の移設・更新

・原子力施設等の安全対策

・東京電力福島第一原子力発電所廃止措置等に向けた研究拠点施設の整備

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

・旧上灘社宅用地＇土地（の売却＇人形峠環境技術センター（＇取得価格 百万円（

・元吉田住宅＇土地（の売却＇大洗研究開発センター（＇取得価格 百万円（

・旧第２新原住宅用地＇土地（の売却＇東海管理センター（＇取得価格 百万円（

・山場平住宅用地＇土地（の売却＇大洗研究開発センター（＇取得価格 百万円（

・並榎東住宅＇土地（の売却＇高崎量子応用研究所（＇取得価格 百万円（

・テクノ交流館リコッティ＇土地（の売却＇東海管理センター（＇取得価格 百万円（

・テクノ交流館リコッティ＇建物（の売却＇東海管理センター（＇取得価格 百万円、減価

償却累計額 百万円（

・東濃鉱山管理棟＇建物（の除却＇東濃地科学センター（＇取得価格 百万円、減価償却

累計額 百万円（
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前中長期目標期間繰越積立金取崩額は、第2期中期目標期間以前に先行して計上され
た会計上の利益を、法令の規定に基づき主務大臣から承認を受けて一般勘定 百万円

を第３期中長期目標期間に繰り越したが、この利益に見合う費用が平成27年度に発生した
ため、この費用に相当する額として、 百万円を取り崩したもの。 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析

平成 年度の行政サービス実施コストは 百万円と、前年度比 百万円増

＇ ％増（となっているが、これは、損益外減損損失相当額が 百万円増＇ 増（とな

ったことが主な要因となっている。

表 行政サービス実施コストの経年比較

＇単位：百万円（

区分
第 期中期目標期間

第 期中長

期目標期間

業務費用

うち損益計算書上の費用

うち自己収入 △ △ △ △ △

損益外減価償却相当額

損益外減損損失相当額

損益外利息費用相当額 △ △ △

損益外除売却差額相当額 △ △

引当外賞与見積額 △ △ △

引当外退職給付増加見積額 △ △

機会費用

（控除）法人税等及び国庫納付金 △ △ △ △ △

行政サービス実施コスト

－25－
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予算及び決算の概要

）１ 差額の主因は、次年度への補助事業の繰越等による減です。
）２ 差額の主因は、前年度よりの補助事業の繰越による増です。
）３ 差額の主因は、廃炉・汚染水対策事業費補助金等の獲得による増です。
）４ 差額の主因は、高速炉等技術開発等の公募型研究受託事業等の増です。
）５ 一般管理費には、固定資産の購入等を含む経費が含まれているため、損益計算書上

の一般管理費とは一致しておりません。
）６ 差額の主因は、次年度への繰越による減です。
）７ 決算額欄記載金額＇廃棄物処理処分負担金の未使用額（は、中長期目標期間にお

ける使用計画に基づき、次年度以降に繰り越します。
）８ 決算額欄記載金額は、次年度以降の放射性廃棄物の処理及び貯蔵の経費に使用

するため、次年度以降に繰り越します。
）９ 決算額欄記載金額は、次年度以降の埋設処分業務の財源に充当するための積立金

として、次年度以降に繰り越します。
） 決算額欄記載金額は、次年度以降の放射性物質研究拠点施設等整備事業に使用

するため、次年度以降に繰り越します。

第2期中期目標期間 第3期中長期目標期間
区分

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入
　運営費交付金
　施設整備費補助金
　核融合研究開発施設整備費補助金
　防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金
　設備整備費補助金
　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金
　国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補助金
　先進的核融合研究開発費補助金
　防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金
　特定先端大型研究施設整備費補助金
　特定先端大型研究施設運営費等補助金
　核セキュリティ強化等推進事業費補助金
　核変換技術研究開発費補助金
　総合特区推進費補助金
　核燃料物質輸送事業費補助金
　原子力災害対策設備整備費等補助金
　最先端研究開発戦略的強化費補助金
　原子力災害環境修復技術早期確立事業費補助金
  放射性物質研究拠点施設等運営事業費補助金
　その他の補助金
　受託等収入
　その他の収入
　廃棄物処理処分負担金
　政府出資金

計

　前年度よりの繰越金（廃棄物処理処分負担金繰越）
　前年度よりの繰越金（廃棄物処理事業経費繰越）
　前年度よりの繰越金（放射性物質研究拠点施設等整備事業経費繰越）
　前年度よりの繰越金（埋設処分積立金）

支出
　一般管理費
　事業費
　施設整備費補助金経費
　東日本大震災復興施設整備費補助金経費
　核融合研究開発施設整備費補助金経費
　防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金経費
　設備整備費補助金経費
　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金経費
　東日本大震災復興国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補助金経費
　先進的核融合研究開発費補助金経費
　防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金経費
　特定先端大型研究施設整備費補助金経費
　特定先端大型研究施設運営費等補助金経費
　核セキュリティ強化等推進事業費補助金経費
　核変換技術研究開発費補助金経費
　総合特区推進費補助金経費
　核燃料物質輸送事業費補助金経費
　東日本大震災復興核セキュリティ強化等推進事業費補助金経費
　原子力災害対策設備整備費等補助金経費
　最先端研究開発戦略的強化費補助金経費
　原子力災害環境修復技術早期確立事業費補助金経費
  放射性物質研究拠点施設等運営事業費補助金経費
　その他の補助金経費
　受託等経費

計

　廃棄物処理処分負担金繰越
　廃棄物処理事業経費繰越
　埋設処分積立金繰越
　放射性物質研究拠点施設等整備事業経費繰越

（単位：百万円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成27年度平成26年度
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経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

① 経費削減及び効率化目標

独立行政法人会計基準に基づく一般管理費 公租公課を除く。 については、平成 年度

年度 に比べ約 ％削減した。これは、プロジェクトや研究開発、施設・設備の安全管

理に影響を及ぼさないように配慮しつつ、契約における競争性の確保や出張旅費の削減等へ

の取組みを行ったことによるものである。その他の事業費 安全研究の強化及び外部資金のう

ち廃棄物処理処分負担金等で実施した事業を除く。 についても効率化を進め、平成 年度

年度 に対して約 ％削減した。

事務経費の削減並びに事務の効率化及び合理化の取組については、平成 年度業務改

善・効率化推進計画に基づき行った活動のうち、経費削減活動で取組結果の見える化を推進

したこと等により、職員のコスト意識向上及び活動の定着にも効果的であったことが評価され

た。

② 経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較

平成 年度までの一般管理費及び事業費の削減状況は以下のとおりである。

＇単位：百万円（

区分

平成 年度 当中長期目標期間

金額 比率
平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費   
事業費   

注 一般管理費は公租公課を除く。

注 事業費は外部資金によるものを除く。また、平成 年度においては新規・拡

充事業、外部資金のうち廃棄物処理処分負担金等で実施した事業費、科

学研究費補助金間接経費及び埋設処分業務勘定への繰入は除く。

事業の説明

財源の内訳

当機構の経常収益は 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 百万

円＇経常収益の ％（、補助金等収益 百万円＇経常収益の ％（、政府受託研究収

入 百万円＇経常収益の ％（、その他民間受託研究収入等 百万円＇経常収益

の ％（となっている。これを事業別に区分すると、以下のようになる。 
 

東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発では、運営費交付金収

益 百万円 経常収益の ％ 、政府受託研究収入 百万円＇経常収益の

％（等 
 

原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究では、運営費交付
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予算及び決算の概要

）１ 差額の主因は、次年度への補助事業の繰越等による減です。
）２ 差額の主因は、前年度よりの補助事業の繰越による増です。
）３ 差額の主因は、廃炉・汚染水対策事業費補助金等の獲得による増です。
）４ 差額の主因は、高速炉等技術開発等の公募型研究受託事業等の増です。
）５ 一般管理費には、固定資産の購入等を含む経費が含まれているため、損益計算書上

の一般管理費とは一致しておりません。
）６ 差額の主因は、次年度への繰越による減です。
）７ 決算額欄記載金額＇廃棄物処理処分負担金の未使用額（は、中長期目標期間にお

ける使用計画に基づき、次年度以降に繰り越します。
）８ 決算額欄記載金額は、次年度以降の放射性廃棄物の処理及び貯蔵の経費に使用

するため、次年度以降に繰り越します。
）９ 決算額欄記載金額は、次年度以降の埋設処分業務の財源に充当するための積立金

として、次年度以降に繰り越します。
） 決算額欄記載金額は、次年度以降の放射性物質研究拠点施設等整備事業に使用

するため、次年度以降に繰り越します。

第2期中期目標期間 第3期中長期目標期間
区分

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入
　運営費交付金
　施設整備費補助金
　核融合研究開発施設整備費補助金
　防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金
　設備整備費補助金
　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金
　国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補助金
　先進的核融合研究開発費補助金
　防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金
　特定先端大型研究施設整備費補助金
　特定先端大型研究施設運営費等補助金
　核セキュリティ強化等推進事業費補助金
　核変換技術研究開発費補助金
　総合特区推進費補助金
　核燃料物質輸送事業費補助金
　原子力災害対策設備整備費等補助金
　最先端研究開発戦略的強化費補助金
　原子力災害環境修復技術早期確立事業費補助金
  放射性物質研究拠点施設等運営事業費補助金
　その他の補助金
　受託等収入
　その他の収入
　廃棄物処理処分負担金
　政府出資金

計

　前年度よりの繰越金（廃棄物処理処分負担金繰越）
　前年度よりの繰越金（廃棄物処理事業経費繰越）
　前年度よりの繰越金（放射性物質研究拠点施設等整備事業経費繰越）
　前年度よりの繰越金（埋設処分積立金）

支出
　一般管理費
　事業費
　施設整備費補助金経費
　東日本大震災復興施設整備費補助金経費
　核融合研究開発施設整備費補助金経費
　防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金経費
　設備整備費補助金経費
　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金経費
　東日本大震災復興国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補助金経費
　先進的核融合研究開発費補助金経費
　防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金経費
　特定先端大型研究施設整備費補助金経費
　特定先端大型研究施設運営費等補助金経費
　核セキュリティ強化等推進事業費補助金経費
　核変換技術研究開発費補助金経費
　総合特区推進費補助金経費
　核燃料物質輸送事業費補助金経費
　東日本大震災復興核セキュリティ強化等推進事業費補助金経費
　原子力災害対策設備整備費等補助金経費
　最先端研究開発戦略的強化費補助金経費
　原子力災害環境修復技術早期確立事業費補助金経費
  放射性物質研究拠点施設等運営事業費補助金経費
　その他の補助金経費
　受託等経費

計

　廃棄物処理処分負担金繰越
　廃棄物処理事業経費繰越
　埋設処分積立金繰越
　放射性物質研究拠点施設等整備事業経費繰越

（単位：百万円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成27年度平成26年度
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金収益 百万円 経常収益の ％ 、政府受託研究収入 百万円＇経常収益の

％（等

原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動

では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（等

原子力の基礎基盤研究と人材育成では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益

の ％（、補助金等収益 百万円＇経常収益の ％（等

高速炉の研究開発では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、政府受

託研究収入 百万円＇経常収益の ％（等

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研

究開発等では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、廃棄物処理処

分負担金収益 百万円＇経常収益の ％（等

核融合研究開発では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、補助金等

収益 百万円＇経常収益の ％（等

産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動では、運営費交付金収益

百万円＇経常収益の ％（等

法人共通事業では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（等

財務情報及び業務の実績に基づく説明

① 福島第一原子力発電所事故への対処に係る研究開発

東京電力福島第一原子力発電所事故により、同発電所の廃炉、汚染水対策、環境回復等、

世界にも前例のない困難な課題が山積しており、これらの解決のための研究開発の重要性は

極めて高い。このため、機構が有する人的資源や研究施設を最大限活用しながら、エネルギ

ー基本計画等の国の方針や社会のニーズ等を踏まえ、機構でなければ実施することができな

いものに重点化を図る。東京電力福島第一原子力発電所 〜 号機の廃止措置等に向けた

研究開発及び福島再生・復興に向けた環境汚染への対処に係る研究開発を確実に実施する

とともに、国の方針を踏まえつつ研究資源を集中的に投入するなど、研究開発基盤を強化す

る。また、産学官連携、外国の研究機関等との国際協力を進めるとともに、中長期的な研究開

発及び関連する活動を担う人材の育成等を行う。

東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置及び廃棄物の処理処分に向け、政府の定め

る「東京電力＇株（福島第一原子力発電所 ～ 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマッ
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プ」＇平成 年 月原子力災害対策本部・東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進会

議（に示される研究開発を工程に沿って実施する。また、原子力損害賠償・廃炉等支援機構

＇ （が策定する戦略プラン等の方針等を踏まえつつ、燃料デブリの取り出し、放射性廃棄

物の処理処分、事故進展シナリオの解明及び遠隔操作技術等に係る基礎基盤的な研究開発

を廃止措置等に向けた中長期ロードマップの工程と整合性を取りつつ、着実に進める。これら

の研究開発で得られた成果により廃止措置等の実用化技術を支えるとともに、廃止措置等の

工程を進捗させ得る代替技術等の提案につなげることにより、東京電力福島第一原子力発電

所の廃止措置等の安全かつ確実な実施に貢献する。また、事故進展シナリオの解明等で得ら

れた成果を国内外に積極的に発信することにより、原子力施設の安全性向上にも貢献する。さ

らに、専門的知見や技術情報の提供等により、 等における廃炉戦略の策定、研究開発の

企画・推進等を支援する。

「福島復興再生基本方針」＇平成 年 月閣議決定（に基づく取組を的確に推進するため

の「環境創造センター中長期取組方針」＇福島県環境創造センター運営戦略会議（や同方針

で策定される ～ 年毎の段階的な方針等に基づき、住民が安全で安心な生活を取り戻すた

めに必要な環境回復に係る研究開発を確実に実施する。環境モニタリング・マッピング技術開

発については、目標期間半ばまでに、生活圏のモニタリング、個人線量評価技術の提供を行う

とともに、未除染の森林、河川、沿岸海域等の線量評価手法を確立する。また、環境動態研究

については、セシウム挙動評価等を実施し、自治体や産業界等に対し、目標期間半ばまでに

農業・林業等の再興に資する技術提供を行い、その後は外部専門家による評価も踏まえ調査

の継続を判断する。これらを踏まえた包括的評価システムの構築を進め、科学的裏付けに基

づいた情報を適時適切に提供することにより、合理的な安全対策の策定、農業・林業等の再

生、避難指示解除及び帰還に関する各自治体の計画立案等に貢献する。また、セシウムの移

行メカニズムの解明等を行うとともに、その成果を活かした合理的な減容方法及び再利用方策

の検討・提案を適時行うことによって、除去土壌等の管理に係る負担低減に貢献する。本活動

は、福島県及び国立研究開発法人国立環境研究所との 機関で緊密な連携・協力を行いな

がら、福島県環境創造センターを活動拠点として、計画策定段階から民間・自治体への技術

移転等を想定して取り組むなど、成果の着実な現場への実装により、住民の帰還に貢献する。

東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等のより安全かつ確実な実施に向けた研究

開発の加速に貢献するため、廃止措置等に向けた中長期ロードマップで示された目指すべき

運用開始時期を念頭において、遠隔操作機器・装置の開発実証施設並びに放射性物質の分

析・研究に必要な研究開発拠点の整備に取り組む。遠隔操作機器・装置の開発実証施設は

平成 年夏頃に一部運用を開始し、廃止措置推進のための施設利用の高度化に資する標

準試験法の開発・整備、遠隔操作機器の操縦技術の向上等を図る仮想空間訓練システムの

開発・整備、ロボットの開発・改造に活用するロボットシミュレータの開発等を進める。一方、放

射性物質の分析・研究施設は、認可手続を経て建設工事を行い、平成 年度内の運用開始

を念頭に整備し、廃止措置に伴って発生する放射性廃棄物の処理処分等のための放射性物

質、燃料デブリ等に係る分析・研究に必要な機器について、技術開発を行いながら整備する。

「東京電力＇株（福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」＇平成 年
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金収益 百万円 経常収益の ％ 、政府受託研究収入 百万円＇経常収益の

％（等

原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動

では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（等

原子力の基礎基盤研究と人材育成では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益

の ％（、補助金等収益 百万円＇経常収益の ％（等

高速炉の研究開発では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、政府受

託研究収入 百万円＇経常収益の ％（等

核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研

究開発等では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、廃棄物処理処

分負担金収益 百万円＇経常収益の ％（等

核融合研究開発では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（、補助金等

収益 百万円＇経常収益の ％（等

産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動では、運営費交付金収益

百万円＇経常収益の ％（等

法人共通事業では、運営費交付金収益 百万円＇経常収益の ％（等

財務情報及び業務の実績に基づく説明

① 福島第一原子力発電所事故への対処に係る研究開発

東京電力福島第一原子力発電所事故により、同発電所の廃炉、汚染水対策、環境回復等、

世界にも前例のない困難な課題が山積しており、これらの解決のための研究開発の重要性は

極めて高い。このため、機構が有する人的資源や研究施設を最大限活用しながら、エネルギ

ー基本計画等の国の方針や社会のニーズ等を踏まえ、機構でなければ実施することができな

いものに重点化を図る。東京電力福島第一原子力発電所 〜 号機の廃止措置等に向けた

研究開発及び福島再生・復興に向けた環境汚染への対処に係る研究開発を確実に実施する

とともに、国の方針を踏まえつつ研究資源を集中的に投入するなど、研究開発基盤を強化す

る。また、産学官連携、外国の研究機関等との国際協力を進めるとともに、中長期的な研究開

発及び関連する活動を担う人材の育成等を行う。

東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置及び廃棄物の処理処分に向け、政府の定め

る「東京電力＇株（福島第一原子力発電所 ～ 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマッ
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月文部科学省（を着実に進めるため、廃炉国際共同研究センターを平成 年度に立ち上げ、

東京電力福島第一原子力発電所の周辺に国際共同研究棟＇仮称（を早期に整備し、遠隔操

作機器・装置の開発実証施設及び放射性物質の分析・研究施設の活用も含めて、国内外の

英知を結集し、東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期的な課題の

研究開発を実施するとともに、国内外の研究機関や大学、産業界等の人材が交流するネットワ

ークを形成することで、産学官による研究開発と人材育成を一体的に進める。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万

円（であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、政府受託研

究収入 百万円 等である。これらの費用による本年度の主な実績は、以下に示す通りで

ある。

ⅰ 廃止措置等に向けた研究開発

平成 年 月に、廃炉国際共同研究センターを立ち上げ、基礎、基盤から応用までの連続

的な研究開発を通じて、東京電力福島第一原子力発電所廃炉において直面する課題の解決

に貢献した。

国の中長期ロードマップに基づく廃炉・汚染水対策事業において、技術研究組合国際廃炉

研究開発機構＇ （の構成員として取り組み、燃料デブリの性状把握及び固体廃棄物の処

理・処分に関する研究開発では研究代表を担い、自ら研究計画を提案するとともに、着実に成

果を出した。また、使用済燃料プールから取出した燃料集合体の長期健全性評価、燃料デブ

リ臨界管理技術の開発、圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発においても、研究代

表であるメーカの下、求められる成果を着実に出した。

○燃料デブリの取出しに向けた研究開発

燃料デブリ取出しのためには、炉内の燃料デブリや放射性物質等の分布や付着の状況、機

械的、化学的、熱的な特性を把握する必要があるとともに、取出し時の被ばく量を把握する必

要がある。このため、実験・解析による特性把握に係る研究開発を実施するとともに、分析・測

定技術の開発を実施した。

放射性物質の炉内分布や配管等への付着状況の予測に向け、セシウムの化学吸着・反応

特性評価に係る試験を実施した。平成 年度は、高温領域において付着セシウム量が減尐

する傾向を確認するため、付着セシウムの再蒸発に着目した試験を実施した。

燃料デブリの発熱・冷却評価については、燃料デブリの完全気中取出し工法の成立性評価

に必要な空冷による燃料デブリ冷却能力を評価するため、 コードをもとに評価手法の

開発を開始し、予備解析により コードの自然対流熱伝達評価に対する適用性を確認

した。また、妥当性評価のための試験項目などを検討し予備試験装置の設計を行った。

燃料デブリの取出しを想定した線量評価については、東京電力福島第一原子力発電所プ

ラント内の線量率分布を線源毎の応筓関数から評価する手法を開発し、 次元モデルによる

廃炉工法に関するケーススタディを行って結果を公表した。また、長岡技術科学大学、国立研

究開発法人海上技術安全研究所＇海技研（と協力して外部資金を獲得し、日英共同研究「プ
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ラント内線量率分布評価と水中デブリ探査に係る技術開発」を開始し、 次元プラントモデルを

構築した。

燃料デブリ中の核物質量の評価・測定技術開発のため、随伴 ガンマ線測定、パッシブ及

びアクティブ中性子測定による非破壊測定技術について基礎試験を実施した。また、米国エ

ネルギー省との今後の協力に関して、関係機関である規制庁、 を含め調整しているところ、

これまでに得られたデブリ収納容器とデブリ性状等に関する情報を基に、非破壊測定技術の

適用性を評価する条件について検討した。アクティブガンマ線非破壊測定技術の適合性評価

に関して電力中央研究所と共同研究契約を締結した。

その他、模擬デブリを用いて金属デブリや溶融炉心・コンクリート反応＇ （生成物の特

性を評価するとともに、 デブリの特性データを取得した。同様に、燃料デブリ収納・保管

に係る特性＇含水・乾燥特性等（や実デブリの性状分析に係る技術開発＇ 定量分析

方法の検討等（を実施した。

炉内の観察技術開発として、光ファイバレーザー誘起発光分光法＇ファイバ 法（による

炉内モニタリング技術の開発を進め、実用化に向けて機器の高分解能化＇従来の約 倍（・コ

ンパクト化＇従来の大きさの約 （を図った。東電 と福島第一原子力発電所における利用

を前提として協議を進めた結果、新たに炉外不明物分析への適用の重要性も明らかとなった。

スペクトル評価手法等については、スペクトル全体の関数近似による解析法について検討を進

めた。高放射線環境がプラズマ発光に影響を及ぼす可能性が示唆された。多段階レーザー共

鳴電離法によるストロンチウム ＇ （の迅速分析法開発では、先行研究に比べ選択性を約

倍向上させることに成功した。文部科学省廃炉加速化研究プログラムにおいて、ファイバ

法の性能向上、懸濁微粒子分析の可能性を目指した計画が採択され、研究開発を開始

した。

圧力容器╱格納容器等の腐食抑制策として、五ホウ酸塩やリン酸塩等の防錆剤のガンマ線

照射下での効果や副次的悪影響を及ぼす反応生成物の有無を調べた。燃料デブリ及びコン

クリートから溶出する可能性のある成分と腐食影響について文献調査を行った。

○放射性廃棄物の処理・処分に係る研究開発

事故により発生した放射性廃棄物は多種多様であるとともに、その性状等が不明確なため、

適用する処理技術の適切性や処分時の安全性に大きな不確実性が存在する。このため、不

確実性を可能な限り減尐させるよう、既存の処理処分に係る技術に加え、より高度化された合

理的な処理・処分技術の開発を実施した。

処分の安全性評価の信頼性向上並びに人工バリア材、廃棄体性能及び分析・測定技術の

高度化開発に係る開発については、廃棄物のインベントリデータセットの設定、廃棄体化基礎

試験、実機のセシウム吸着塔を用いたセシウム吸着試験、廃棄物の性状を考慮した処分概念

の検討を実施した。

汚染水処理に役立てるため、ゼオライト系吸着材の動的な除染性能データを取得した。保

管加熱時の含水特性を取得し、蒸発に伴う含水率変化をシミュレーションする二次元過渡解

析コードを整備した。
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月文部科学省（を着実に進めるため、廃炉国際共同研究センターを平成 年度に立ち上げ、

東京電力福島第一原子力発電所の周辺に国際共同研究棟＇仮称（を早期に整備し、遠隔操

作機器・装置の開発実証施設及び放射性物質の分析・研究施設の活用も含めて、国内外の

英知を結集し、東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期的な課題の

研究開発を実施するとともに、国内外の研究機関や大学、産業界等の人材が交流するネットワ

ークを形成することで、産学官による研究開発と人材育成を一体的に進める。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万

円（であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、政府受託研

究収入 百万円 等である。これらの費用による本年度の主な実績は、以下に示す通りで

ある。

ⅰ 廃止措置等に向けた研究開発

平成 年 月に、廃炉国際共同研究センターを立ち上げ、基礎、基盤から応用までの連続

的な研究開発を通じて、東京電力福島第一原子力発電所廃炉において直面する課題の解決

に貢献した。

国の中長期ロードマップに基づく廃炉・汚染水対策事業において、技術研究組合国際廃炉

研究開発機構＇ （の構成員として取り組み、燃料デブリの性状把握及び固体廃棄物の処

理・処分に関する研究開発では研究代表を担い、自ら研究計画を提案するとともに、着実に成

果を出した。また、使用済燃料プールから取出した燃料集合体の長期健全性評価、燃料デブ

リ臨界管理技術の開発、圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発においても、研究代

表であるメーカの下、求められる成果を着実に出した。

○燃料デブリの取出しに向けた研究開発

燃料デブリ取出しのためには、炉内の燃料デブリや放射性物質等の分布や付着の状況、機

械的、化学的、熱的な特性を把握する必要があるとともに、取出し時の被ばく量を把握する必

要がある。このため、実験・解析による特性把握に係る研究開発を実施するとともに、分析・測

定技術の開発を実施した。

放射性物質の炉内分布や配管等への付着状況の予測に向け、セシウムの化学吸着・反応

特性評価に係る試験を実施した。平成 年度は、高温領域において付着セシウム量が減尐

する傾向を確認するため、付着セシウムの再蒸発に着目した試験を実施した。

燃料デブリの発熱・冷却評価については、燃料デブリの完全気中取出し工法の成立性評価

に必要な空冷による燃料デブリ冷却能力を評価するため、 コードをもとに評価手法の

開発を開始し、予備解析により コードの自然対流熱伝達評価に対する適用性を確認

した。また、妥当性評価のための試験項目などを検討し予備試験装置の設計を行った。

燃料デブリの取出しを想定した線量評価については、東京電力福島第一原子力発電所プ

ラント内の線量率分布を線源毎の応筓関数から評価する手法を開発し、 次元モデルによる

廃炉工法に関するケーススタディを行って結果を公表した。また、長岡技術科学大学、国立研

究開発法人海上技術安全研究所＇海技研（と協力して外部資金を獲得し、日英共同研究「プ
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高塩濃度汚染水を保管した炭素鋼製容器の健全性評価のため、照射下での腐食試験の計

画策定及び装置を整備し、塩分濃度及び線量率の腐食影響を明らかにした。

さらに、東京電力福島第一原子力発電所において発生した、汚染水を処理する多核種除

去設備＇ （の炭酸塩廃棄物容器＇ （からの溢水について、水素発生と保持挙動を模擬

試験により示し、成果を東電 に提供することにより、溢水に至る事象解明に貢献した。

○事故進展シナリオの解明

事故進展シナリオについては、過酷事故解析コードによる評価や、プラントの運転データを

活用し解析が進められているが、この解析結果の裏付けや精度の向上には、事故の過程にお

ける各種の事象・挙動について詳細な解析や実験データが必要である。このため、構造材等

の破損挙動や熱流動挙動の評価に必要な解析・実験を実施した。

構造材等の破損挙動評価については、圧力容器下部ヘッド破損挙動に関して、有限要素

法を用いた構造解析に必要な材料特性データや境界条件の見直し等を行い、熱流動－構造

連成解析を実施した。その結果では、 圧力容器下部ヘッド上に溶融物が落下した際には、

制御棒ハウジング、スタブチューブの溶融破損が最初に起こり、その後、スタブチューブ付け

根部でクリープによる貫通破損、さらに下部ヘッド中央部での溶融による貫通破損が起こる可

能性が高いと示された。

熱流動挙動評価については、事故時の海水注入が燃料棒表面における沸騰挙動や熱伝

達に及ぼす影響を把握する研究において、海水を強制循環させないプール沸騰条件では、

伝熱面表面に硫酸カルシウム＇ （を主成分とする結晶が析出することが判明した。海水を

強制循環させた試験では、炭酸カルシウム＇ （が析出しており、温度条件等により異なる

成分が析出すると考えられる。

シビアアクシデント時の炉心溶融物移行挙動を把握するためのウラン模擬物質試験

で必要となる溶融物生成・制御技術、計測技術等の見通しを得るため、模擬燃料試験体プラ

ズマ加熱試験を実施した。また、炉心溶融移行挙動解析により、実機事故条件を適切に模擬

するための試験条件を検討し、併せて解析コードの課題摘出を行った。

原子炉内の燃料デブリや放射性物質の状態を的確に把握するためには、これまで国による

廃炉・汚染水対策補助事業で進められてきた過酷事故解析コードによる評価結果や運転デー

タによる解析等と、機構におけるこれらの挙動評価に係る解析・実験の成果や燃料デブリの取

出しに向けた研究開発におけるセシウムの化学吸着・反応特性評価に係る試験の結果を合わ

せて、総合的に分析・評価することが重要であるとされ、平成 年度より、「総合的な炉内状況

把握の高度化」として新たなプロジェクトが立ち上がり、 を通じて機構が研究代表を担うこ

ととなった。

○遠隔操作技術開発

遠隔操作技術開発については、施設利用の高度化に資する標準試験法、遠隔操作機器の

操縦技術の向上等を図る仮想空間訓練システム及びロボットの開発・改造に活用するロボット

シミュレータの開発・整備を進めた。仮想空間訓練システムについては、東電 より提供され
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たデータ＇ 号機； 階、地下階（を基に基本システムの運用を開始した。

○成果の発信

廃炉国際共同研究センター＇ （では、廃止措置等に向けた研究開発における国際協

力の進め方等について情報の交換やご意見をいただき、今後の研究開発の促進を図ることを

目的に、「第１回 廃止措置研究国際ワークショップ」を東海村で開催し、約 名に参

加いただいた。＇平成 年 月 日（

災害対応ロボットの標準試験法の研究開発状況、原子力災害や廃止措置における特有の

課題に対しての標準試験法のあり方について、各国の専門家と議論することを目的に、「ロボッ

ト性能標準試験法に関する国際ワークショップ」を開催し、延べ約 名に参加いただいた。＇平

成 年 月 日～ 日（

第 回原子力機構報告会において、「東京電力 株 福島第一原子力発電所の廃炉に向け

た研究開発」と題し、パネルディスカッションを実施した。＇平成 年 月 日（

原子力緊急時対応遠隔機材の研究開発状況等について各国の専門家と議論することを目

的に、「原子力緊急時対応遠隔機材に関する国際ワークショップ」を開催し、延べ約 名に参

加いただいた。 平成 年 月 日～ 日

福島県いわき市において、平成 年度福島研究開発部門成果報告会を開催し、約 名

に参加いただいた。＇平成 年 月 日（

東京電力福島第一原子力発電所事故に係る廃止措置及び環境回復に向けた研究開発の

取組をまとめた冊子を作成し、上記の成果報告会において配付するとともに、平成 年 月

日にホームページに掲載した。

故時における 放出・移行時の化学挙動解明や、燃料デブリ取出し時の建屋内線量評価

等、原子力損害賠償・廃炉等支援機構＇ （や東京電力ホールディングス株式会社＇東電

（等に成果を提供し、平成 年 月 日に がとりまとめた「東京電力㈱福島第一原

子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 」の作成に協力する等、廃炉工法検討に資

する活動を実施した。

広い場所の除染前後の計測や、ため池底の放射線分布測定等、環境回復係る取組におい

て開発した ＇ （を用いた放射線位置分布測定装置について、東京

電力福島第一原子力発電所内においてタンクからの汚染水漏えい検知や排水路での汚染検

知試験を実施し、排水路における汚染検知手段として採用された。

多核種除去設備＇ （の炭酸塩廃棄物容器＇ （の溢水について、水素発生と保持挙

動を模擬試験により示し、溢水に至る事象解明に貢献した。

東京電力福島第一原子力発電所における高濃度汚染水の漏えい等について、組織横断

的かつ機動的に対応するため設置したタスクフォースの活動を通じ、港湾内の海底土からのセ

シウム溶出や海側遮水壁閉合後の港湾内の核種濃度の変化を予測し、東電 に成果を提

供した。

中長期ロードマップに基づく研究開発拠点である遠隔操作機器・装置の開発実証施設＇楢

葉遠隔技術開発センター（及び放射性物質の分析・研究施設＇大熊分析・研究センター（の整
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高塩濃度汚染水を保管した炭素鋼製容器の健全性評価のため、照射下での腐食試験の計

画策定及び装置を整備し、塩分濃度及び線量率の腐食影響を明らかにした。

さらに、東京電力福島第一原子力発電所において発生した、汚染水を処理する多核種除

去設備＇ （の炭酸塩廃棄物容器＇ （からの溢水について、水素発生と保持挙動を模擬

試験により示し、成果を東電 に提供することにより、溢水に至る事象解明に貢献した。

○事故進展シナリオの解明

事故進展シナリオについては、過酷事故解析コードによる評価や、プラントの運転データを

活用し解析が進められているが、この解析結果の裏付けや精度の向上には、事故の過程にお

ける各種の事象・挙動について詳細な解析や実験データが必要である。このため、構造材等

の破損挙動や熱流動挙動の評価に必要な解析・実験を実施した。

構造材等の破損挙動評価については、圧力容器下部ヘッド破損挙動に関して、有限要素

法を用いた構造解析に必要な材料特性データや境界条件の見直し等を行い、熱流動－構造

連成解析を実施した。その結果では、 圧力容器下部ヘッド上に溶融物が落下した際には、

制御棒ハウジング、スタブチューブの溶融破損が最初に起こり、その後、スタブチューブ付け

根部でクリープによる貫通破損、さらに下部ヘッド中央部での溶融による貫通破損が起こる可

能性が高いと示された。

熱流動挙動評価については、事故時の海水注入が燃料棒表面における沸騰挙動や熱伝

達に及ぼす影響を把握する研究において、海水を強制循環させないプール沸騰条件では、

伝熱面表面に硫酸カルシウム＇ （を主成分とする結晶が析出することが判明した。海水を

強制循環させた試験では、炭酸カルシウム＇ （が析出しており、温度条件等により異なる

成分が析出すると考えられる。

シビアアクシデント時の炉心溶融物移行挙動を把握するためのウラン模擬物質試験

で必要となる溶融物生成・制御技術、計測技術等の見通しを得るため、模擬燃料試験体プラ

ズマ加熱試験を実施した。また、炉心溶融移行挙動解析により、実機事故条件を適切に模擬

するための試験条件を検討し、併せて解析コードの課題摘出を行った。

原子炉内の燃料デブリや放射性物質の状態を的確に把握するためには、これまで国による

廃炉・汚染水対策補助事業で進められてきた過酷事故解析コードによる評価結果や運転デー

タによる解析等と、機構におけるこれらの挙動評価に係る解析・実験の成果や燃料デブリの取

出しに向けた研究開発におけるセシウムの化学吸着・反応特性評価に係る試験の結果を合わ

せて、総合的に分析・評価することが重要であるとされ、平成 年度より、「総合的な炉内状況

把握の高度化」として新たなプロジェクトが立ち上がり、 を通じて機構が研究代表を担うこ

ととなった。

○遠隔操作技術開発

遠隔操作技術開発については、施設利用の高度化に資する標準試験法、遠隔操作機器の

操縦技術の向上等を図る仮想空間訓練システム及びロボットの開発・改造に活用するロボット

シミュレータの開発・整備を進めた。仮想空間訓練システムについては、東電 より提供され
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備及び「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」

＇平成 年 月 日文部科学省（に基づく国際共同研究棟の整備を計画どおり進めた。

＇ⅱ 環境回復に係る研究開発

国の定めた復興の基本方針を踏まえ、福島県、国立環境研究所及び機構の三機関で平成

年 月にとりまとめた「環境創造センターの中長期取組方針」及び運営戦略会議の決定に

従い、環境モニタリング・マッピングの技術開発、環境動態研究、除染・減容技術の高度化技

術開発を実施した。

環境回復に係る研究開発の成果や計画については、各地元自治体に出向き、首長や幹部

に説明し理解を得るとともに、各自治体が抱える課題の解決などのニーズに応えるべく、研究

開発内容を追加するなど、地元自治体の要望を踏まえた研究成果を創出・提供した。

○環境動態研究

環境中での放射性セシウムの挙動等の環境動態研究によって得られた科学的成果や知見

について、環境モニタリング・マッピングにおける研究成果や、住民が知りたいことに応えること

を念頭に、一般の国民にもわかりやすい階層 形式にまとめ、機構の公開ホームページで公

開した。＇平成 年 月 日（

作成に当たり、自治体職員、相談員、漁業事業者、住民の方々に研究成果を紹介し、ニー

ズや意見を収集した。＇平成 年 月 日漁協、平成 年 月 日葛尾村、平成 年

月 日大熊町役場（

走行サーベイデータ等の空間線量率データに基づいて、 年後までの空間線量率の予測

結果を公開した。本予測結果は、多数、新聞報道された。

○環境モニタリング・マッピングの技術開発

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構＇ （との共同研究である小型無人航空機を

利用した放射線モニタリングシステムの開発について、南相馬市小高地区＇避難指示解除準

備区域（における、当該システムの運用性を実証評価＇放射線検出器の評価を含む（するため

の飛行試験をプレスに公開した。＇平成 年 月 日（

人が歩行しながら空間線量率を測定する技術開発の成果を利用して、帰還後の具体的な

生活行動経路の聞き取りと行動経路に沿った詳細な空間線量率測定の組み合わせによる生

活行動経路に沿った空間線量率測定による推定手法を開発した。この手法について複数の

自治体の協力を得て、避難指示区域における帰還後の個人線量評価を実施した。特に葛尾

村では、「放射線に関するご質問に筓える会」を開催して評価結果を住民に説明し、村内の詳

細な空間線量率測定等について数多くの質問や要望を頂いた。

平成 年度に実施した、原子力規制庁委託事業「東京電力株式会社福島第一原子力発

電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約及び移行モデルの開発」に係る成果報告書

を平成 年 月に公表し、楢葉町での個人線量予測評価について ニュースで報道され

た。
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平成 年 月に福島研究開発部門のホームページに公開した「放射性物質モニタリングデ

ータの情報公開サイト」＇多種のモニタリング結果を同一サイトで統一した方式で提供し、地図

上でのデータ表示や経時変化のグラフ化など可視化を図り公開したのは初めて（について、さ

らに使いやすくするため、利用者自らがグラフ等を作図できる機能を追加し、平成 年 月

日から公開している。

日本科学未来館で平成 年 月 日～ 月 日に開催された企画展「 年前、そして

年間に起きたこと」において、同館の依頼により原子力規制庁委託事業「放射性物質の分布状

況等に関する調査」の結果を展示した。

○環境動態研究

被ばく量の把握や将来予測を適切に行い、福島県内の除染や県民の帰還を促進するため、

環境中における放射性セシウム移行等の状況を正確に把握し、その予測・影響の評価に取り

組む必要がある。このため、森林などの陸域における物質循環の実態把握と再汚染メカニズム

の解明、放射性セシウムの移行の調査及び評価を行うとともに、河川・湖沼・海域などの水系

における放射性物質の移動や蓄積の実態把握及び環境中での移行挙動の評価・モデル化を

進めた。

森林、河川、ダム・ため池、及び河口域において、関係機関と連携し、林産物・水産物・農産

物等への放射性セシウム移行の定量的評価に必要な、放射性セシウム移行挙動の詳細な調

査・解析及びその手法整備を継続した。

生活圏近傍や市街地における放射性セシウムの移動挙動調査を継続し、生活圏における

線量率変動の有無や移動挙動に基づく変動の現象理解を進めた。

上記研究により得られた成果である森林、河川、ダム・ため池、河口域に至るセシウムの移

行現象について、溶存性セシウムについては林産物・水産物・農産物等への移行、懸濁態セ

シウムについては河川敷・ダム・河口域への沈着による分布状況変化への寄与が大きいことか

ら、それぞれのセシウムの移行現象理解と、その知見に基づくセシウム移行予測モデル整備と

解析を進め、河川水系における放射性セシウムのストック・フローを定量的に評価した。

これまでの環境動態研究で得られたデータ、整備した解析モデル、予測結果や知見をパッ

ケージ化し、様々な条件下での外部被ばく線量評価や、内部被ばく評価に関連する生態系の

放射性セシウム濃度を評価する包括的評価システムの概念を整理した。

○環境モニタリング・マッピングの技術開発

現在及び将来の被ばく量の予測等を行うための放射線計測技術と被ばく線量評価手法の

開発に取り組む必要がある。このため、広範囲にわたる詳細な線量率分布等の測定、水系＇河

川、湖沼、海など（の測定、現場での高精度な連続測定などに向けた技術開発を行うとともに、

線量率分布の可視化表示技術など測定結果の分かりやすい提示方法の研究を進めた。その

結果、遠隔放射線計測技術開発において、ドローン＇無人航空機、無人ヘリコプター、マルチ

コプター（、無人水中ロボット＇ 、無人観測船のそれぞれの計測技術に関して放射線計測

システムを構築し、現地測定に適用できた。
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備及び「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」

＇平成 年 月 日文部科学省（に基づく国際共同研究棟の整備を計画どおり進めた。

＇ⅱ 環境回復に係る研究開発

国の定めた復興の基本方針を踏まえ、福島県、国立環境研究所及び機構の三機関で平成

年 月にとりまとめた「環境創造センターの中長期取組方針」及び運営戦略会議の決定に

従い、環境モニタリング・マッピングの技術開発、環境動態研究、除染・減容技術の高度化技

術開発を実施した。

環境回復に係る研究開発の成果や計画については、各地元自治体に出向き、首長や幹部

に説明し理解を得るとともに、各自治体が抱える課題の解決などのニーズに応えるべく、研究

開発内容を追加するなど、地元自治体の要望を踏まえた研究成果を創出・提供した。

○環境動態研究

環境中での放射性セシウムの挙動等の環境動態研究によって得られた科学的成果や知見

について、環境モニタリング・マッピングにおける研究成果や、住民が知りたいことに応えること

を念頭に、一般の国民にもわかりやすい階層 形式にまとめ、機構の公開ホームページで公

開した。＇平成 年 月 日（

作成に当たり、自治体職員、相談員、漁業事業者、住民の方々に研究成果を紹介し、ニー

ズや意見を収集した。＇平成 年 月 日漁協、平成 年 月 日葛尾村、平成 年

月 日大熊町役場（

走行サーベイデータ等の空間線量率データに基づいて、 年後までの空間線量率の予測

結果を公開した。本予測結果は、多数、新聞報道された。

○環境モニタリング・マッピングの技術開発

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構＇ （との共同研究である小型無人航空機を

利用した放射線モニタリングシステムの開発について、南相馬市小高地区＇避難指示解除準

備区域（における、当該システムの運用性を実証評価＇放射線検出器の評価を含む（するため

の飛行試験をプレスに公開した。＇平成 年 月 日（

人が歩行しながら空間線量率を測定する技術開発の成果を利用して、帰還後の具体的な

生活行動経路の聞き取りと行動経路に沿った詳細な空間線量率測定の組み合わせによる生

活行動経路に沿った空間線量率測定による推定手法を開発した。この手法について複数の

自治体の協力を得て、避難指示区域における帰還後の個人線量評価を実施した。特に葛尾

村では、「放射線に関するご質問に筓える会」を開催して評価結果を住民に説明し、村内の詳

細な空間線量率測定等について数多くの質問や要望を頂いた。

平成 年度に実施した、原子力規制庁委託事業「東京電力株式会社福島第一原子力発

電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約及び移行モデルの開発」に係る成果報告書

を平成 年 月に公表し、楢葉町での個人線量予測評価について ニュースで報道され

た。
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無人航空機を用いた広域の放射線モニタリング技術開発に関しては、 との共同研究

を継続し、飛行安定性、検出器の性能や運用面での安全性、信頼性の向上等のために北海

道大樹町での試験を実施するとともに、福島県内の福島スカイパーク及び南相馬市小高区で

の運用実施試験を実施した。

マルチコプターであるマイクロ ＇ （を用いたモニタリング技術開

発に関しては、計測時の飛行安定性を向上させるためのソフトを追加し、機体制御機能を評価

するとともに、東京電力福島第一原子力発電所周辺でのテストフライトを実施し、平野部での

有用性を確認した。

無人ヘリコプターを用いた放射線モニタリング技術開発に関しては、河川敷等における放射

性物質の分布評価及び東京電力福島第一原子力発電所の 圏内における放射線モニタリ

ングを実施した。

水中モニタリング技術開発については、 ＇プラスチックシンチレーションファイバー（を用

いた農業用ため池の放射線分布測定に関して、水土里ネットへの技術支援を行った。また、深

水底測定用の無人水中ロボットの実用化開発を進め、横川ダムで現場確認試験を実施した。

海底の無人観測技術開発に関しては、無人観測船に水底測定用放射能検出器を搭載し、浪

江町沿岸での運用試験を実施した。

海産生物中の有機結合型トリチウム＇ （等の迅速分析法について、海産生物試料の凍

結乾燥、その後の加温乾燥、燃焼の各条件について検討し、従来法では約 週間を要したこ

れらの処理を約 日間に短縮できる見通しを得た。

国が進めている放射能測定法シリーズマニュアル「連続モニタによる環境γ線測定法」及び

「ゲルマニウム半導体検出器を用いた 測定法」の改定において、放射性物質等分布状

況調査で得た知見が掲載される見込みである。

○除染・減容技術の高度化技術開発

環境の回復のためには、汚染された土壌等から効果的・効率的に放射性物質を除去する除

染技術の開発とともに、除染等に伴い発生する大量の除去土壌及び汚染廃棄物を適正に処

理・管理するための技術開発・調査研究に取り組む必要がある。このため、放射性セシウムの

吸着・脱着メカニズムを踏まえた効果的・効率的な除染技術や、森林等からの放射性物質の

流出抑制技術の開発・研究に取り組むとともに、除染の効果の評価及び除染による環境への

影響評価に関する調査研究を進めた。具体的には、「除去土壌等の減容・再生利用技術開発

戦略の具体化等に係る調査業務」を環境省から受託し、中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利

用技術開発戦略策定に貢献した。減容処理技術の現状を整理し、除去土壌等を性状とセシウ

ム濃度で分類し、各種減容技術を組み合わせた処理による最終処分量を試算するとともに、

再生利用の追加被ばく線量目安を導く考え方の整理を行った。

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討」において、第２回検討

会＇平成 年 月 日（で、減容・再生利用技術の開発課題等が諮られた。また、第３回検

討会 平成 年 月 日 では、再生利用の基本的考え方等が諮られた。この結果、機構が

示した技術や考え方が、検討会における今後の基本方針として採用された。
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森林型放射線分布簡易可視化装置の原位置での実証試験を行い、操作性の向上などを

図った。また、営農再開の一助として、既装置＇ガンマープロッターＨ（の小規模水路内におけ

る放射線量分布の可視化に向けた改良を継続した。

除去土壌等の減容化を含む除染技術の高度化についての調査・検討を進めると共に、有

効性が期待できる技術の減容基礎試験を実施した。

○成果の発信

機構における福島対応の状況を伝える「明日へ向けて」と「 福島」を発行し、福島県内

を中心に冊子を配付するとともに、ホームページに掲載した。＇発行回数：「明日へ向けて」 回、

「 福島」 回（

機構の福島県内における環境回復に係る研究開発の内容等について、広く知って頂くこと

を目的として、プレスを対象に、平成 年度の成果及び平成 年度の事業計画について説

明会を実施した。＇平成 年 月 日：福島、同年 月 日：東京（

福島市において「ふくしまの環境回復に係るこれまでの取組～研究成果報告会～」 を開催

し、地元住民等、延べ約 名に参加いただいた。＇平成 年 月 日～ 日（

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構＇ （との共同研究である小型無人航空機を

利用した放射線モニタリングシステムの開発について、南相馬市小高地区＇避難指示解除準

備区域（における、当該システムの運用性を実証評価＇放射線検出器の評価を含む（するため

の飛行試験をプレスに公開した。＇平成 年 月 日（

福島県いわき市において、平成 年度福島研究開発部門成果報告会を開催し、約 名

に参加いただいた。＇平成 年 月 日（

東京電力福島第一原子力発電所事故に係る廃止措置及び環境回復に向けた研究開発の

取組をまとめた冊子を作成し、上記の成果報告会において配付するとともに、平成 年 月

日にホームページに掲載した。

環境動態研究等で得られた知見を階層 形式で整理しホームページに公開した。＇平成

年 月 日（

○除染・減容技術の高度化技術開発

除染効果評価システム＇ （を用いた解析により、帰還困難区域の除染シミュレーション

結果と線量率の将来予測結果を提供し、双葉町及び富岡町の復興計画の立案等に活用され

た。

環境省、福島県、県内外の市町村からの要請に基づき、これまで培ってきた知見を活用し、

各種除染活動に関してより高度で専門的な技術的支援を実施し、除染活動の進捗に貢献し

た。

環境省等支援として実施している「除染関係基準等検討支援業務」について、除染効果評

価システム を用いて、帰還困難区域市町村の一部を対象とした解析評価等を実施し、

その結果を同自治体へ報告した。

葛尾村の避難指示解除準備区域・居住制限区域内における個人線量の実測値、並びに代
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無人航空機を用いた広域の放射線モニタリング技術開発に関しては、 との共同研究

を継続し、飛行安定性、検出器の性能や運用面での安全性、信頼性の向上等のために北海

道大樹町での試験を実施するとともに、福島県内の福島スカイパーク及び南相馬市小高区で

の運用実施試験を実施した。

マルチコプターであるマイクロ ＇ （を用いたモニタリング技術開

発に関しては、計測時の飛行安定性を向上させるためのソフトを追加し、機体制御機能を評価

するとともに、東京電力福島第一原子力発電所周辺でのテストフライトを実施し、平野部での

有用性を確認した。

無人ヘリコプターを用いた放射線モニタリング技術開発に関しては、河川敷等における放射

性物質の分布評価及び東京電力福島第一原子力発電所の 圏内における放射線モニタリ

ングを実施した。

水中モニタリング技術開発については、 ＇プラスチックシンチレーションファイバー（を用

いた農業用ため池の放射線分布測定に関して、水土里ネットへの技術支援を行った。また、深

水底測定用の無人水中ロボットの実用化開発を進め、横川ダムで現場確認試験を実施した。

海底の無人観測技術開発に関しては、無人観測船に水底測定用放射能検出器を搭載し、浪

江町沿岸での運用試験を実施した。

海産生物中の有機結合型トリチウム＇ （等の迅速分析法について、海産生物試料の凍

結乾燥、その後の加温乾燥、燃焼の各条件について検討し、従来法では約 週間を要したこ

れらの処理を約 日間に短縮できる見通しを得た。

国が進めている放射能測定法シリーズマニュアル「連続モニタによる環境γ線測定法」及び

「ゲルマニウム半導体検出器を用いた 測定法」の改定において、放射性物質等分布状

況調査で得た知見が掲載される見込みである。

○除染・減容技術の高度化技術開発

環境の回復のためには、汚染された土壌等から効果的・効率的に放射性物質を除去する除

染技術の開発とともに、除染等に伴い発生する大量の除去土壌及び汚染廃棄物を適正に処

理・管理するための技術開発・調査研究に取り組む必要がある。このため、放射性セシウムの

吸着・脱着メカニズムを踏まえた効果的・効率的な除染技術や、森林等からの放射性物質の

流出抑制技術の開発・研究に取り組むとともに、除染の効果の評価及び除染による環境への

影響評価に関する調査研究を進めた。具体的には、「除去土壌等の減容・再生利用技術開発

戦略の具体化等に係る調査業務」を環境省から受託し、中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利

用技術開発戦略策定に貢献した。減容処理技術の現状を整理し、除去土壌等を性状とセシウ

ム濃度で分類し、各種減容技術を組み合わせた処理による最終処分量を試算するとともに、

再生利用の追加被ばく線量目安を導く考え方の整理を行った。

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討」において、第２回検討

会＇平成 年 月 日（で、減容・再生利用技術の開発課題等が諮られた。また、第３回検

討会 平成 年 月 日 では、再生利用の基本的考え方等が諮られた。この結果、機構が

示した技術や考え方が、検討会における今後の基本方針として採用された。
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表的な生活場所における空間線量と個人線量の関係の解析を行い、葛尾村が平成 年 月

日に開催した「放射線に関するご質問に筓える会」にて、村からの要請により結果について説

明した。また、個人線量に関わる成果を、復興庁に提供した。

「除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略の具体化等に係る調査業務」を環境省から受

託し、中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略策定に貢献した。減容処理技術

の現状を整理し、除去土壌等を性状とセシウム濃度で分類し、各種減容技術を組み合わせた

処理による最終処分量を試算するとともに、再生利用の追加被ばく線量目安を導く考え方の

整理を行った。

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討」において、第２回検討

会＇平成 年 月 日（で、減容・再生利用技術の開発課題等が諮られた。また、第３回検

討会 平成 年 月 日 では、再生利用の基本的考え方等が諮られた。この結果、機構が

示した技術や考え方が、検討会における今後の基本方針として採用された。

ⅲ 研究開発基盤の構築

中長期ロードマップに基づく研究開発拠点である遠隔操作機器・装置の開発実証施設＇楢

葉遠隔技術開発センター（及び放射性物質の分析・研究施設＇大熊分析・研究センター（の整

備については、経済産業省資源エネルギー庁、文部科学省、原子力損害賠償・廃炉等支援

機構＇ （、国際廃炉研究開発機構＇ （及び東京電力ホールディングス株式会社＇東電

（の関係者が定期的に一同に会する場＇定例会（を設置し、リスクとなり得る工程管理や計

画に影響し得る課題などを審議し、結果を速やかに反映する体制を構築した。

○遠隔操作機器・装置の開発実証施設＇楢葉遠隔技術開発センター（

楢葉遠隔技術開発センターの建設工事に関しては、短期間での整備のため、きめ細かな工

程管理を行い、上記の定例会並びに建設会社との詳細打合せを重ね、一部運用を平成 年

月 日 に開始し、同年 月 日 に安倍内閣総理大臣ご臨席のもと開所式を開催した。

また、平成 年 月に試験棟が竣工し、完成式を同年 月 日に開催、計画どおりに整備

を完了した。

上記の開所式及び完成式において、関係省庁、福島県、楢葉町の関係者に施設を内覧い

ただいた。また、国、地方自治体、企業、学校関係者、報道機関等、平成 年 月末までに約

件、約 名の視察、取材を受け入れた。

整備の状況については、廃炉・汚染水対策チーム会合＇チーム長：経済産業大臣（事務局

会議において報告し、報告した資料は、機構の公開ホームページにおいて公開するとともに、

経済産業省及び東電 のホームページにおいても公開されている。

施設利用の高度化に資する標準試験法、遠隔操作機器の操縦技術の向上等を図る仮想

空間訓練システム及びロボットの開発・改造に活用するロボットシミュレータの開発・整備を進

め、仮想空間訓練システムについては、東電 より提供されたデータ＇ 号機； 階、地下階（

を基に基本システムの運用を開始した。

施設利用について、平成 年 月 日から 月末までの試験運用を実施し、県内外の企
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業、大学等、約 件の利用があった。

施設の整備と並行して、災害対応ロボットの標準試験法の研究開発状況、原子力災害や廃

止措置における特有の課題に対しての標準試験法のあり方について、各国の専門家と議論す

ることを目的に、「ロボット性能標準試験法に関する国際ワークショップ」を開催し、延べ約 名

に参加いただいた。＇平成 年 月 日～ 日（

原子力緊急時対応遠隔機材の研究開発状況等について各国の専門家と議論することを目

的に、「原子力緊急時対応遠隔機材に関する国際ワークショップ」を開催し、延べ約 名に参

加いただいた。 平成 年 月 日～ 日

○放射性物質の分析・研究施設＇大熊分析・研究センター（

第 期施設の建屋詳細設計を継続し、内装設備の詳細設計に着手するとともに、認可申請

準備として、敷地境界線量評価や自治体説明を東京電力と協力して実施した。

第 期施設の設計に最新の知見を反映するため、外部有識者で構成する分析技術等検

討会で議論し、適用すべき最新技術等を検討し、その結果を詳細設計に反映させた。

第 期施設については、詳細設計に向けた検討を進め、詳細設計契約の手続きを実施した。

また、分析・研究に必要な技術や手法、施設運営に必要な分析技術者の確保や育成のため、

人材育成計画の策定等を担う運転管理準備室を平成 年 月に新設した。職員、職員外に

係らず分析技術者自体が尐ない中、必要な人員確保に向け、関係者と継続した協議を進めて

いる。

○廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟

文部科学省、自治体及び建設部等と密に連絡をとり、詳細設計を完了し、建設工事に係る

契約を平成 年 月に締結した。また、土地の売買についても、平成 年度内に契約締結

し、計画どおり進捗した。

廃炉国際共同研究センター＇ （と文部科学省が実施している「廃止措置研究・人材育

成等強化プログラム」の採択機関等による、廃炉に関わる基礎基盤研究分野での幅広い連携

を進めるため、基礎・基盤研究の推進協議体となる「廃炉基盤研究プラットフォーム」＇事務局：

（を平成 年 月に設置し、 に設置された廃炉研究開発連携会議と連携しつつ、

研究開発マップの作成やワークショップ等を開催するなど、機構や大学等が持つシーズを、廃

炉へ応用していくための仕組み作り、人材育成に向けた取組に着手した。

○地域再生への波及効果

楢葉遠隔技術開発センター、大熊分析・研究センター及び廃炉国際共同研究センター国

際共同研究棟は、地元を含む産学官の有識者で構成される福島・国際研究産業都市＇イノベ

ーション・コースト（構想研究会によるイノベーション・コースト構想において、主要なプロジェクト

として位置付けられるとともに、最も事業化が進んでいる事例として挙げられている。

これらの施設は、廃炉の研究拠点、ロボットの研究・実証拠点などの新たな研究・産業拠点

として、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、イノベーションによる産業基盤の再構築を図り、
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表的な生活場所における空間線量と個人線量の関係の解析を行い、葛尾村が平成 年 月

日に開催した「放射線に関するご質問に筓える会」にて、村からの要請により結果について説

明した。また、個人線量に関わる成果を、復興庁に提供した。

「除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略の具体化等に係る調査業務」を環境省から受

託し、中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略策定に貢献した。減容処理技術

の現状を整理し、除去土壌等を性状とセシウム濃度で分類し、各種減容技術を組み合わせた

処理による最終処分量を試算するとともに、再生利用の追加被ばく線量目安を導く考え方の

整理を行った。

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討」において、第２回検討

会＇平成 年 月 日（で、減容・再生利用技術の開発課題等が諮られた。また、第３回検

討会 平成 年 月 日 では、再生利用の基本的考え方等が諮られた。この結果、機構が

示した技術や考え方が、検討会における今後の基本方針として採用された。

ⅲ 研究開発基盤の構築

中長期ロードマップに基づく研究開発拠点である遠隔操作機器・装置の開発実証施設＇楢

葉遠隔技術開発センター（及び放射性物質の分析・研究施設＇大熊分析・研究センター（の整

備については、経済産業省資源エネルギー庁、文部科学省、原子力損害賠償・廃炉等支援

機構＇ （、国際廃炉研究開発機構＇ （及び東京電力ホールディングス株式会社＇東電

（の関係者が定期的に一同に会する場＇定例会（を設置し、リスクとなり得る工程管理や計

画に影響し得る課題などを審議し、結果を速やかに反映する体制を構築した。

○遠隔操作機器・装置の開発実証施設＇楢葉遠隔技術開発センター（

楢葉遠隔技術開発センターの建設工事に関しては、短期間での整備のため、きめ細かな工

程管理を行い、上記の定例会並びに建設会社との詳細打合せを重ね、一部運用を平成 年

月 日 に開始し、同年 月 日 に安倍内閣総理大臣ご臨席のもと開所式を開催した。

また、平成 年 月に試験棟が竣工し、完成式を同年 月 日に開催、計画どおりに整備

を完了した。

上記の開所式及び完成式において、関係省庁、福島県、楢葉町の関係者に施設を内覧い

ただいた。また、国、地方自治体、企業、学校関係者、報道機関等、平成 年 月末までに約

件、約 名の視察、取材を受け入れた。

整備の状況については、廃炉・汚染水対策チーム会合＇チーム長：経済産業大臣（事務局

会議において報告し、報告した資料は、機構の公開ホームページにおいて公開するとともに、

経済産業省及び東電 のホームページにおいても公開されている。

施設利用の高度化に資する標準試験法、遠隔操作機器の操縦技術の向上等を図る仮想

空間訓練システム及びロボットの開発・改造に活用するロボットシミュレータの開発・整備を進

め、仮想空間訓練システムについては、東電 より提供されたデータ＇ 号機； 階、地下階（

を基に基本システムの運用を開始した。

施設利用について、平成 年 月 日から 月末までの試験運用を実施し、県内外の企
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帰還する住民に加え、新たな住民のコミュニティへの参画も進めることにより、地域の歴史や文

化も継承しながら、魅力あふれる地域再生を大胆に実現していくこと目指しており、将来的な

特別な成果の創出が期待されている。

楢葉遠隔技術開発センターについては、平成 年 月の開所から半年間に約 名

の視察・見学者が訪れ、国内外のメディアによる取材など、多くの注目を集めているとともに、

地元地域では、楢葉遠隔技術開発センターを核にした将来の産業や人材の育成の希望が寄

せられ、産・官・学による枠組み作りに向けた活動が、地域産業界を中心に動き始めている。

廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟については、その構想の段階における積極的

な誘致により、立地点における国の支援が後押しされ、地域復興の推進に対して特に顕著に

貢献するとともに、福島県双葉郡の中枢を担う人々の交流の地の復活と発展に向けた新たな

交流拠点としても期待されている。

② 原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究

原子力安全規制行政及び原子力防災等への技術的支援に係る業務を行うための組織を原

子力施設の管理組織から区分するとともに、研究資源の継続的な維持・増強に努め、同組織

の技術的能力を向上させる。また、機構内に設置した外部有識者から成る規制支援審議会に

おいて、当該業務の実効性、中立性及び透明性を確保するための方策の妥当性やその実施

状況について審議を受け、同審議会の意見を尊重して業務を実施する。

原子力安全規制行政への技術的支援のため、「原子力規制委員会における安全研究につ

いて」等で示された研究分野や時期等に沿って、同委員会からの技術的課題の提示又は要

請等を受けて、原子力安全の確保に関する事項＇国際約束に基づく保障措置の実施のための

規制その他の原子力の平和利用の確保のための規制に関する事項も含む。（について、東京

電力福島第一原子力発電所事故の教訓や最新の技術的知見を踏まえた安全研究を行うとと

もに、科学的合理的な規制基準類の整備及び原子力施設の安全性に関する確認等に貢献

する。また、同委員会の要請を受け、原子力施設等の事故・故障の原因の究明等、安全の確

保に貢献する。

原子力防災等に対する技術的支援については、災害対策基本法＇昭和三十六年法律第二

百二十三号（、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確

保に関する法律＇平成十五年法律第七十九号（に基づく指定公共機関として、関係行政機関

や地方公共団体の要請に応じて、原子力災害時等における人的・技術的支援を行う。東京電

力福島第一原子力発電所事故の教訓を活かした人材育成プログラムや訓練、アンケート等に

よる効果の検証を通し、機構内専門家のみならず、原子力規制委員会及び原子力施設立地

道府県以外を含めた国内全域にわたる原子力防災関係要員の人材育成を支援する。また、

原子力防災対応における指定公共機関としての活動について、原子力規制委員会、地方公

共団体等との連携の在り方をより具体的に整理し、訓練等を通して原子力防災対応の実効性

を高め、我が国の原子力防災体制の基盤強化を支援する。原子力防災等に関する調査・研

究及び情報発信を行うことにより原子力防災対応体制の向上に資する。また、海外で発生した
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原子力災害に対する国際的な専門家活動支援の枠組みへの参画及びアジア諸国の原子力

防災対応への技術的支援を通じて、原子力防災分野における国際貢献を果たす。

本事業に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（で

あり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、政府受託研究収入

百万円 等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。

ⅰ 原子力安全規制行政への技術的支援及びそのための安全研究

安全研究

科学的合理的な規制基準類の整備、原子力施設の安全性に関する確認等に貢献すること

を目的として、「原子力規制委員会における安全研究について」等を踏まえ、多様な原子力施

設のシビアアクシデント対応等に必要な安全研究を実施し、年度計画を全て達成した。主な実

績・成果は以下の通りである。

○炉心損傷前の事故時熱水力挙動に関する研究

重大事故防止策に係る 模擬実験装置 を用いた実験及び個別効果に係

る基礎実験を実施するとともに、高圧熱流動ループの整備を継続した。また、大型格納容器実

験装置 を完成させ過圧破損や水素リスクに関する実験を開始するとともに、格納容器

内のエアロゾル移行に関する実験を継続した。さらに、数値流体力学 手法の高度化の

一環として、乱流モデル、並びに、メッシュ形状の浮力流に与える影響についての検討を行っ

た。燃料の安全に関する研究として、反応度事故 に関して、 時に発生する多軸応力

条件を模擬した被覆管機械試験等により、 時の燃料破損挙動に及ぼす被覆管の製造時

熱処理等の影響評価に資するデータを取得、整理した。また、 にて燃料溶融進展挙動

等を観察するためのペリスコープの構造設計及び試験条件の検討を行った。通常時及び事故

時燃料挙動解析コードの改良及び検証、並びに 試験データ解析手法の高度化を進める

とともに、現在参加している国際ベンチマークに対しこれらの計算コードを用いた解析結果を

提供した。冷却材喪失事故 に関連して、 後再昇温時や窒素を含む雰囲気下で

の燃料被覆管の酸化挙動や機械的強度等、 時及び 後の燃料の安全性評価に

資するデータを取得、整理した。高燃焼度改良型燃料の事故時挙動に関するデータ及び改

良合金被覆管の照射成長に関するデータの取得を進めるとともに、 時のペレット挙動評

価試験準備を開始した。材料务化・構造健全性に関する研究として、原子力規制委員会から

の受託研究「軽水炉照射材料健全性評価研究」において、亀裂進展等に関する照射データを

取得した。原子炉圧力容器鋼の破壊靭性評価に関する研究成果は、関連する民間規格の改

定に反映された。原子力規制委員会からの受託研究「高経年化技術評価高度化＇原子炉一

次系機器の健全性評価手法の高度化（事業」において、原子炉圧力容器を対象に、確率論的

健全性評価に資する中性子照射脆化を考慮した加圧熱衝撃事象時の非延性破壊確率解析

に係る標準的解析要領を整備し、原子力規制庁へ規制の高度化に資する技術的知見を提供

した。また、配管等の耐震余裕評価に関する地震時非線形ひずみや応力応筓履歴を評価で

きる 次元詳細解析モデルを構築し、関連する民間規格の策定の根拠として提供した。
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帰還する住民に加え、新たな住民のコミュニティへの参画も進めることにより、地域の歴史や文

化も継承しながら、魅力あふれる地域再生を大胆に実現していくこと目指しており、将来的な

特別な成果の創出が期待されている。

楢葉遠隔技術開発センターについては、平成 年 月の開所から半年間に約 名

の視察・見学者が訪れ、国内外のメディアによる取材など、多くの注目を集めているとともに、

地元地域では、楢葉遠隔技術開発センターを核にした将来の産業や人材の育成の希望が寄

せられ、産・官・学による枠組み作りに向けた活動が、地域産業界を中心に動き始めている。

廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟については、その構想の段階における積極的

な誘致により、立地点における国の支援が後押しされ、地域復興の推進に対して特に顕著に

貢献するとともに、福島県双葉郡の中枢を担う人々の交流の地の復活と発展に向けた新たな

交流拠点としても期待されている。

② 原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究

原子力安全規制行政及び原子力防災等への技術的支援に係る業務を行うための組織を原

子力施設の管理組織から区分するとともに、研究資源の継続的な維持・増強に努め、同組織

の技術的能力を向上させる。また、機構内に設置した外部有識者から成る規制支援審議会に

おいて、当該業務の実効性、中立性及び透明性を確保するための方策の妥当性やその実施

状況について審議を受け、同審議会の意見を尊重して業務を実施する。

原子力安全規制行政への技術的支援のため、「原子力規制委員会における安全研究につ

いて」等で示された研究分野や時期等に沿って、同委員会からの技術的課題の提示又は要

請等を受けて、原子力安全の確保に関する事項＇国際約束に基づく保障措置の実施のための

規制その他の原子力の平和利用の確保のための規制に関する事項も含む。（について、東京

電力福島第一原子力発電所事故の教訓や最新の技術的知見を踏まえた安全研究を行うとと

もに、科学的合理的な規制基準類の整備及び原子力施設の安全性に関する確認等に貢献

する。また、同委員会の要請を受け、原子力施設等の事故・故障の原因の究明等、安全の確

保に貢献する。

原子力防災等に対する技術的支援については、災害対策基本法＇昭和三十六年法律第二

百二十三号（、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確

保に関する法律＇平成十五年法律第七十九号（に基づく指定公共機関として、関係行政機関

や地方公共団体の要請に応じて、原子力災害時等における人的・技術的支援を行う。東京電

力福島第一原子力発電所事故の教訓を活かした人材育成プログラムや訓練、アンケート等に

よる効果の検証を通し、機構内専門家のみならず、原子力規制委員会及び原子力施設立地

道府県以外を含めた国内全域にわたる原子力防災関係要員の人材育成を支援する。また、

原子力防災対応における指定公共機関としての活動について、原子力規制委員会、地方公

共団体等との連携の在り方をより具体的に整理し、訓練等を通して原子力防災対応の実効性

を高め、我が国の原子力防災体制の基盤強化を支援する。原子力防災等に関する調査・研

究及び情報発信を行うことにより原子力防災対応体制の向上に資する。また、海外で発生した
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○核燃料サイクル施設の安全性に関する研究

高レベル濃縮廃液蒸発乾固については、影響評価上重要な気体状ルテニウム＇ （化合物

の化学形変化や 等放射性物質の蒸気凝縮に伴う放出抑制効果に係るデータを、整備した

試験装置を用いて取得するとともに、 等の移行挙動のモデル化に必要な 化学形変化に

係る反応速度定数を決定した。セル内有機溶媒火災については、整備した大型試験装置を

用いて、煤煙や放射性物質の放出及び フィルタの目詰まり挙動等、放射性物質閉じ込

め評価に係るデータを取得した。特に、高レベル濃縮廃液蒸発乾固に関する研究成果は、原

子力規制庁への提供を通して、現在進められている再処理施設の新規制基準に対する適合

性審査の参考として用いられている。溶液状核燃料物質の臨界については、事故のリスク評価

に資するため、非線形の温度フィードバック反応度を有する体系を対象として、瞬時反応度添

加により生じる核分裂エネルギーを添加反応度等の関数として表す式を一点炉動特性方程式

に基づいて導出した。日本原子力学会核燃料サイクル施設シビアアクシデント研究ワーキング

グループに参画し、研究成果を発信するとともに、シビアアクシデント時の安全確保に対する

考え方について取り纏めを行った。さらに、経済協力開発機構 原子力機関＇ （の

原子力科学委員会＇ （に設置された臨界安全ワーキング・パーティ＇ （傘下の臨界

事故及びモンテカルロ先進技術専門家会合に出席し、各分野の専門家と討論、情報交換を

行うとともに、臨界事故専門家会合については、長時間の臨界過渡事象の解析結果を比較す

るフェーズ３の報告書を作成した。国内外の国際標準化機構の臨界安全ワーキンググループ

に参画し、臨界安全分野の標準等の技術的な検討を行った。溶液状核燃料物質の臨界事故

リスク評価に資するため、温度が上昇しても連鎖反応が収束しにくい希薄プルトニウム溶液に

ついて温度変化と反応度効果の関係を解析・検討し、反応度効果が温度の 次関数で近似で

きることを見出した。 次関数による近似に比べて臨界事故規模をより高精度に評価できること

を国外の実験結果に照らして確認した。東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリのリスク

評価に基づく臨界管理に資するため、鉄を含有する燃料デブリの臨界特性データを解析によ

り整備しデータベース化するとともに、燃料デブリ臨界特性と炉の状態に基づく中性子増倍率

の確率分布の評価、及び臨界となる頻度とその影響に基づく臨界リスクの評価に用いる計算

機ツールを整備した。これらのデータ・手法の検証実験を行うための定常臨界実験装置

の更新について、基礎設計と安全評価を実施した。フランスの規制支援研究機関で

ある放射線防護・原子力安全研究所＇ （は、フランス国内の臨界実験装置を廃止したこと

からフランス国外に臨界実験の機会を求めており、 更新炉もその候補となっている。こ

のため、基礎設計において と協力し臨界安全国際会議 で共同発表した。

○使用済燃料からの核分裂生成物放出挙動に関する国際協力実験等

フランス原子力・代替エネルギー庁＇ （との国際協力に基づいた使用済燃料からの核分

裂生成物放出挙動に関する国際協力実験＇ 実験（や大洗研究開発センターの照

射燃料試験施設＇ （における実験により、 制御材の影響に着目した原子炉冷却系内

の核分裂生成物＇ （化学に係わるデータを取得するとともに、シビアアクシデント総合解析コ

ード 等の 移行解析機能を拡張した。 の東京電力福島第一原子力
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発電所事故ベンチマーク解析＇ （計画フェーズ において、 号機のプラント内 分布

及びソースタームを コードにより再評価し、同計画の技術検討会議におい

てその結果を報告・共有した。格納容器内溶融炉心冷却性を評価する手法整備の一環として、

スウェーデン王立工科大学＇ （との技術的な情報交換を進めつつ、溶融炉心／冷却材相

互作用解析コード における水プール内溶融炉心挙動モデルの改造及び実験解析

による検証を行った。再処理施設の重大事故＇シビアアクシデント（評価では、軽水炉用シビア

アクシデント総合解析コード を転用した濃縮廃液蒸発乾固事故の実規模体系解析

により想定される重大事故対処策の有効性を評価し、日本原子力学会再処理・リサイクル部会

核燃料サイクル施設シビアアクシデントワーキンググループにおける議論に活用した。また、当

該事故における放射性物質の施設内移行挙動解析を精緻化するために、熱流動解析コード

の凝縮モデル等を改造した。事故影響評価コード の防護対策モデルの

高度化を進め、高浜サイトで想定される事故シナリオに対する防護対策による被ばく低減効果

を解析し、必要な防護対策の実施範囲等を評価した。評価結果は京都府の「高浜発電所に係

る地域協議会」にて活用された。屋内退避時等の防護対策の実効性に対する技術的知見を

整備するため、屋内退避時の外部・内部被ばく評価手法を調査・分析し、被ばく線量評価に重

要なパラメータの情報を整備した。また、緊急時におけるモニタリング技術の開発において

圏内外航空機モニタリング結果を取りまとめ、取得データの精度向上のための手法を開

発した。現存被ばく状況下での線量評価・管理手法の開発として、福島環境安全研究センタ

ーと協力して、福島県住民の個人線量データと活動様式データ及び航空機モニタリングデー

タを基に 年間における被ばく線量を確率論的に評価した。本成果を用いて、「放射線の不安

に筓える会」等の福島県住民に対する説明に協力した。

○放射性廃棄物管理の安全性に関する研究

火山等自然災害を対象とした研究に着手した。東京電力福島第一原子力発電所事故で生

じた汚染水の漏えいに対するリスク評価として、凍土遮水壁の透水性等に対する建屋流入量

の感度解析やタンクエリアからの核種移行解析手法の検討を行い、各種汚染水対策が地下水

流動や核種移行へ与える影響を整理した。水処理二次廃棄物保管容器の务化に関し、収集

情報に基づく务化の懸念の抽出、ステンレス鋼製容器内の残留水の放射線分解による減尐及

びそれに伴う塩化物イオンの濃縮を評価する手法の開発、ポリエチレン製容器の放射線务化

に対する水や酸化防止剤の効果に関するデータ取得を行い、長期的な保管における管理基

準の検討に資する知見を蓄積した。また、東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリ処分シ

ナリオの検討、緩衝材の务化に係る拡散試験等を行い、将来の燃料デブリの処理処分の留意

点を抽出するためのデブリ処分の予察的解析に着手した。除染土壌の減容化処理後の再生

材の用途先＇防潮堤、道路路盤材、道路・鉄道盛土、海岸防災林、最終処分場（を対象に、通

常時及び災害時のシナリオにおける線量評価を行い、その結果から再生利用が可能な放射

性セシウム濃度を試算し、除去土壌の再生利用に関する基準整備のための技術情報を環境

省へ提供した。さらに、低濃度がれきを東京電力福島第一原子力発電所敷地内の舗装、遮蔽

材等へ再利用する場合を対象に、敷地内バックグラウンド線量率を超えない条件を満足する
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○核燃料サイクル施設の安全性に関する研究

高レベル濃縮廃液蒸発乾固については、影響評価上重要な気体状ルテニウム＇ （化合物

の化学形変化や 等放射性物質の蒸気凝縮に伴う放出抑制効果に係るデータを、整備した

試験装置を用いて取得するとともに、 等の移行挙動のモデル化に必要な 化学形変化に

係る反応速度定数を決定した。セル内有機溶媒火災については、整備した大型試験装置を

用いて、煤煙や放射性物質の放出及び フィルタの目詰まり挙動等、放射性物質閉じ込

め評価に係るデータを取得した。特に、高レベル濃縮廃液蒸発乾固に関する研究成果は、原

子力規制庁への提供を通して、現在進められている再処理施設の新規制基準に対する適合

性審査の参考として用いられている。溶液状核燃料物質の臨界については、事故のリスク評価

に資するため、非線形の温度フィードバック反応度を有する体系を対象として、瞬時反応度添

加により生じる核分裂エネルギーを添加反応度等の関数として表す式を一点炉動特性方程式

に基づいて導出した。日本原子力学会核燃料サイクル施設シビアアクシデント研究ワーキング

グループに参画し、研究成果を発信するとともに、シビアアクシデント時の安全確保に対する

考え方について取り纏めを行った。さらに、経済協力開発機構 原子力機関＇ （の

原子力科学委員会＇ （に設置された臨界安全ワーキング・パーティ＇ （傘下の臨界

事故及びモンテカルロ先進技術専門家会合に出席し、各分野の専門家と討論、情報交換を

行うとともに、臨界事故専門家会合については、長時間の臨界過渡事象の解析結果を比較す

るフェーズ３の報告書を作成した。国内外の国際標準化機構の臨界安全ワーキンググループ

に参画し、臨界安全分野の標準等の技術的な検討を行った。溶液状核燃料物質の臨界事故

リスク評価に資するため、温度が上昇しても連鎖反応が収束しにくい希薄プルトニウム溶液に

ついて温度変化と反応度効果の関係を解析・検討し、反応度効果が温度の 次関数で近似で

きることを見出した。 次関数による近似に比べて臨界事故規模をより高精度に評価できること

を国外の実験結果に照らして確認した。東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリのリスク

評価に基づく臨界管理に資するため、鉄を含有する燃料デブリの臨界特性データを解析によ

り整備しデータベース化するとともに、燃料デブリ臨界特性と炉の状態に基づく中性子増倍率

の確率分布の評価、及び臨界となる頻度とその影響に基づく臨界リスクの評価に用いる計算

機ツールを整備した。これらのデータ・手法の検証実験を行うための定常臨界実験装置

の更新について、基礎設計と安全評価を実施した。フランスの規制支援研究機関で

ある放射線防護・原子力安全研究所＇ （は、フランス国内の臨界実験装置を廃止したこと

からフランス国外に臨界実験の機会を求めており、 更新炉もその候補となっている。こ

のため、基礎設計において と協力し臨界安全国際会議 で共同発表した。

○使用済燃料からの核分裂生成物放出挙動に関する国際協力実験等

フランス原子力・代替エネルギー庁＇ （との国際協力に基づいた使用済燃料からの核分

裂生成物放出挙動に関する国際協力実験＇ 実験（や大洗研究開発センターの照

射燃料試験施設＇ （における実験により、 制御材の影響に着目した原子炉冷却系内

の核分裂生成物＇ （化学に係わるデータを取得するとともに、シビアアクシデント総合解析コ

ード 等の 移行解析機能を拡張した。 の東京電力福島第一原子力
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核種濃度レベルを算出するとともに、再利用の線源から受ける作業者の追加被ばく線量並び

に敷地境界の空間線量率の寄与分の評価を行い、試算濃度の妥当性の検討を行った。再処

理工場から発生する放射性廃棄物等に含まれる長寿命＇半減期 × 年（のヨウ素 を

対象として、処分の安全評価において重要であるにもかかわらず、ゼロでない有意な値をもつ

かどうかが明確でなかった岩石への収着分配係数について、実験的に精度よく取得するととも

に適切な統計処理を行って有意な値を持つことを実証し、収着分配係数の評価手法を確立す

ることにより、安全評価の信頼性を向上させた。またアクチニド元素の岩石・鉱物への収着につ

いて、カナダマクマスター大学との協力によるデータ取得を進めた。 をはじめとする 機

関が行う プロジェクト＇高レベル放射性廃棄物処分に関する規制支援技術能力のた

めの持続可能なネットワーク －対話と実践－（に準加盟機関として参加し、レビューや勧告を

行う協力を開始した。

○保障措置環境試料中の微小ウラン酸化物粒子の化学状態分析法開発

保障措置環境試料中の微小ウラン酸化物粒子の化学状態分析法開発を目的に、 標

準粒子を用いて試験を行い、アルファトラック法によるウラン粒子の同定とレーザーラマン分光

による状態分析を組み合わせた方法、並びにウラン粒子の同位体組成比分析と 線分析によ

る不純物分析を組み合わせた方法を開発した。レーザーラマン分光を適用した成果を日本分

析化学会第 年会で発表し、若手優秀ポスター賞を受賞した。国際原子力機関＇ （から

は、これらの技術は対象粒子の起源推定に有効であり、保障措置上有用であると期待されて

いる。 のネットワーク分析所の一員として、本分析技術を提供すると共に、保障措置環境

試料の分析に本法を用いることにより、 保障措置の強化に寄与できる。

○原子力施設に脅威をもたらす可能性のある外部事象に関しては、火山や地震等自然災害や

航空機衝突等の新たな規制判断に必要となる研究課題に着手した。

○安全研究の継続的な実施を通して、原子力安全規制行政への技術的支援に必要な基盤を確

保・維持した。また、得られた成果を査読付き論文等で積極的に発信するとともに原子力規制

委員会や学協会へ技術的な提案を行うことによって、科学的合理的な規制基準類の整備及び

原子力施設の安全性確認等へ貢献し、これらをもって原子力の安全性向上及び原子力に対す

る信頼性の向上に寄与した。

・国内協力として、国立大学法人等との共同研究約 件、委託研究約 件を通じて、基盤研

究の維持及び安全研究への活用を図った。

・研究成果の公表については、査読付き論文数は平成 年度の 件を大きく上回る約 件、

査読無し論文・報告書等は約 件、口頭発表数は約 件であった。

・研究活動や成果が国際的に高い水準にあることを客観的に示す、国際会合約 件の講演

依頼を含む約 件の招待講演を行った。

・研究業績に対する客観的評価としての学会等からの表彰は次の通りである。アルファトラック

法によるウラン粒子の同定とレーザーラマン分光による状態分析を組み合わせた方法の発表
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に対して日本分析化学会第 年会若手優秀ポスター賞＇平成 年 月（、

に対して日本原子力学会英文論文誌

＇平成 年 月（、花崗閃緑岩、凝灰質砂岩試験片に対するヨウ素、スズの分配係数に対し

て平成 年度日本原子力学会バックエンド部会奨励賞＇平成 年 月（、軽水炉事故現象

のスケーリング検討に係る解析および支援実験での貢献に対して日本原子力学会計算科学

技術部会業績賞＇平成 年 月（、熱水力安全評価基盤技術高度化戦略マップ の完

成に対する貢献に対して平成 年度日本原子力学会熱流動部会業績賞＇平成 年 月（、

臨界安全評価手法体系の構築 ―臨界安全ハンドブック第 版編さんへの貢献―に対して

平成 年度日本原子力学会歴史構築賞＇平成 年 月（を 件授賞した。また、再処理施

設における放射性物質移行挙動に係る研究、福島復興に向けた汚染物の再利用の安全性

に関する解析的研究及び計算科学的手法を用いた材料特性評価に関する研究に対して、

平成 年度日本原子力研究開発機構理事長表彰研究開発功績賞＇平成 年 月（を

件授賞した。

○研究の実施に当たっては、 の国際研究プロジェクト、韓国やフランスとの二国間協

力及び多国間協力の枠組みを利用して国際協力を推進した。規制支援活動のために被規制

組織が管理する機構のホット施設等の利用に当たっては、「受託事業実施にあたってのルール」

を制定して、当該業務の中立性及び透明性を確保した。また、原子力規制庁から 名の外来研

究員を受け入れ、研究を通じて人材の育成に貢献した。

・平成 年度から開始した の国際研究プロジェクト「東京電力福島第一原子力

発電所事故ベンチマーク解析＇ （」、フランス原子力・代替エネルギー庁＇ （が主

催する使用済燃料からの核分裂生成物放出挙動に関する国際協力実験＇ 実

験（、カナダマクマスター大学との廃棄物処分に関する共同研究等約 件の新規プロジェク

トを含む約 件の国際協力を推進し、国際水準に照らした研究成果の創出を図った。特に、

フランスの規制支援研究機関である放射線防護・原子力安全研究所＇ （とは、協力分野

の拡大、高頻度のワークショップや情報交換を実施した。

・ を活用した反応度事故に関するデータと解析結果をもって、 から公開され

た技術報告書「

」に貢献するなど、国際的にも高い

水準の成果を創出した。

関係行政機関等への協力

規制基準類の策定等に関し、原子力規制委員会や学協会等に対して最新の知見を提供す

るとともに、原子力規制委員会や環境省における基準類整備のための検討会等における審議

への参加を通して技術的支援を行った。また、原子力施設等の事故故障原因情報に関して、

と が協力して運営している事象報告システム＇ （や国際原子力事象評価
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核種濃度レベルを算出するとともに、再利用の線源から受ける作業者の追加被ばく線量並び

に敷地境界の空間線量率の寄与分の評価を行い、試算濃度の妥当性の検討を行った。再処

理工場から発生する放射性廃棄物等に含まれる長寿命＇半減期 × 年（のヨウ素 を

対象として、処分の安全評価において重要であるにもかかわらず、ゼロでない有意な値をもつ

かどうかが明確でなかった岩石への収着分配係数について、実験的に精度よく取得するととも

に適切な統計処理を行って有意な値を持つことを実証し、収着分配係数の評価手法を確立す

ることにより、安全評価の信頼性を向上させた。またアクチニド元素の岩石・鉱物への収着につ

いて、カナダマクマスター大学との協力によるデータ取得を進めた。 をはじめとする 機

関が行う プロジェクト＇高レベル放射性廃棄物処分に関する規制支援技術能力のた

めの持続可能なネットワーク －対話と実践－（に準加盟機関として参加し、レビューや勧告を

行う協力を開始した。

○保障措置環境試料中の微小ウラン酸化物粒子の化学状態分析法開発

保障措置環境試料中の微小ウラン酸化物粒子の化学状態分析法開発を目的に、 標

準粒子を用いて試験を行い、アルファトラック法によるウラン粒子の同定とレーザーラマン分光

による状態分析を組み合わせた方法、並びにウラン粒子の同位体組成比分析と 線分析によ

る不純物分析を組み合わせた方法を開発した。レーザーラマン分光を適用した成果を日本分

析化学会第 年会で発表し、若手優秀ポスター賞を受賞した。国際原子力機関＇ （から

は、これらの技術は対象粒子の起源推定に有効であり、保障措置上有用であると期待されて

いる。 のネットワーク分析所の一員として、本分析技術を提供すると共に、保障措置環境

試料の分析に本法を用いることにより、 保障措置の強化に寄与できる。

○原子力施設に脅威をもたらす可能性のある外部事象に関しては、火山や地震等自然災害や

航空機衝突等の新たな規制判断に必要となる研究課題に着手した。

○安全研究の継続的な実施を通して、原子力安全規制行政への技術的支援に必要な基盤を確

保・維持した。また、得られた成果を査読付き論文等で積極的に発信するとともに原子力規制

委員会や学協会へ技術的な提案を行うことによって、科学的合理的な規制基準類の整備及び

原子力施設の安全性確認等へ貢献し、これらをもって原子力の安全性向上及び原子力に対す

る信頼性の向上に寄与した。

・国内協力として、国立大学法人等との共同研究約 件、委託研究約 件を通じて、基盤研

究の維持及び安全研究への活用を図った。

・研究成果の公表については、査読付き論文数は平成 年度の 件を大きく上回る約 件、

査読無し論文・報告書等は約 件、口頭発表数は約 件であった。

・研究活動や成果が国際的に高い水準にあることを客観的に示す、国際会合約 件の講演

依頼を含む約 件の招待講演を行った。

・研究業績に対する客観的評価としての学会等からの表彰は次の通りである。アルファトラック

法によるウラン粒子の同定とレーザーラマン分光による状態分析を組み合わせた方法の発表
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尺度＇ （に報告された事故・故障の事例約 件について情報の分析を行い、その結果を

原子力規制委員会等に提供するとともに、原子力規制委員会の技術情報検討会に参加し、

個々の海外事例からの教訓等と我が国の規制に反映することの必要性等について議論を行っ

た。

〇原子力規制委員会等の技術的課題の提示又は要請等を受けた安全研究の実施状況

・規制行政機関が必要とする研究ニーズを的確に捉え、平成 年度から開始した「防護措置

の実効性向上に関する技術的知見の整備」、「東京電力福島第一原子力発電所を対象とし

た廃棄物の限定再利用に関する検討」、「原子力発電所 圏内における航空機モニタリ

ング」等約 件の新規受託を含む、原子力規制委員会からの約 件の受託事業を原子力

緊急時・研修支援センターと連携し実施した。

・内閣府からの要請を受け、原子力緊急時・研修支援センターと連携し、平成 年度から「地

域の原子力防災体制の充実・強化に係る技術的情報の整備」、「原子力防災研修の評価」に

関する 件の受託事業を実施した。

〇規制行政等への技術的な貢献状況

・受託事業で得られた研究成果は約 件の技術報告書として原子力規制委員会や内閣府へ

報告した。研究成果等は、地域防災計画・避難計画に資する被ばく低減効果についての解

析結果は原子力規制庁による地方自治体への説明にて、原子炉圧力容器鋼の照射脆化予

測法の保守性等に係る調査結果は電気技術規程 に対する原子力規制庁の技術

評価の根拠として、トレンチ処分の安全評価に考え方に係る技術的知見は日本原電東海発

電所の低レベル放射性廃棄物埋設事業許可申請に係る審査にて、などの約 件の規制活

動等でそれぞれ活用された。

・内閣府へ提供した高浜サイトで想定される事故シナリオに対する被ばく線量計算結果等は

防護対策の実施範囲等の検討＇京都府「高浜発電所に係る地域協議会」にて、東京電力福

島第一原子力発電所事故での防災業務関係者の個人線量と活動内容のデータの分析結

果は内閣府の「オフサイトの防災業務関係者の安全確保の在り方に関する検討会」にて活用

されるなど、国の原子力防災活動を技術的に支援した。

・原子力規制委員会の基準類整備のための「廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検

討チーム」、「原子力災害事前対策等に関する検討チーム」、「原子炉構造材の監視試験方

法の技術評価に関する検討チーム」や環境省の「指定廃棄物処分等有識者会議」などに専

門家を延べ約 人回派遣するとともに、学協会における規格基準等の検討会に専門家を延

べ約 人回派遣することにより、約 件の国内規格・基準・標準等の整備のため、機構が

実施した研究成果や分析結果の提示等を含めた技術的支援を行った。特に、米国機械学

会＇ （のワーキングメンバーへの派遣で

は、「

」の整備に貢献した。

・ へ約 人回、 の上級者委員会へ専門家を約 人回派遣するなど、国際
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機関の活動に対する人的・技術的貢献を行った。また、保障措置環境試料の分析に対応す

るためのグループを新設し、分析手法の高度化、 からの依頼分析を通じて、 保障

措置の強化に貢献した。

＇ⅱ 原子力防災等に対する技術的支援

原子力災害時等に、災害対策基本法等で求められる指定公共機関としての役割である人

的・技術的支援を確実に果たすことを目的として、危機管理施設として専門家の活動拠点であ

る原子力緊急時支援・研修センターの放射線防護等に係る基盤整備を図るとともに、原子力

防災に関わる関係行政機関等のニーズや対策の強化への貢献を念頭に業務を実施し、年度

計画を全て達成した。主な実績・成果は以下の通りである。

○外部から信頼される原子力防災の専門家の育成を目的に、機構内専門家及び原子力緊急時

支援・研修センター職員を対象として、研修・訓練＇指名専門家研修、原子力防災訓練参加、

緊急時通報訓練、緊急時特殊車両運転手の放射線防護研修、放射性物質拡散予測システム

計算演習等（を実施＇計約 回、参加者数：延べ約 名（し、緊急時対応力の向上及び危機

管理体制の維持を図った。また、緊急時モニタリングセンター要員の対応能力の向上を目的と

した訓練＇北海道＇平成 年 月（、島根県＇平成 年 月（、佐賀県＇平成 年 月（（に派

遣参加した。

国、地方公共団体及び原子力防災関係機関の防災対応能力の強化のため、地方公共団体

職員等の防災関係者を対象に原子力防災等の知識・技能習得を目的とした実習を含む防災

研修＇計約 回、受講者数：約 名（を実施した。実施にあたっては、消防関係者向けの

テロ対応に関する講義、 輸送事故対応訓練や放射線測定機器の操作演習など各機関の

職員に求められる原子力災害時の対応を考慮した。

○国、地方公共団体等が実施する原子力防災訓練＇国の原子力総合防災訓練＇平成 年

月：愛媛県（の企画及び訓練に参画し、官邸＇原子力災害対策本部（、原子力規制委員会、地

方公共団体、事業者等の連携した活動に加わるとともに、緊急時モニタリングセンターの運営

等について助言を行った。また、現地の緊急時モニタリングセンターや避難所＇スクリーニング

対応等（への専門家及び特殊車両＇ホールボディカウンタ車等（の派遣などを行い、指定公共

機関としての支援活動を実践した。

地方公共団体の原子力防災訓練＇平成 年 月：福井県、平成 年 月：北海道、平

成 年 月：宮城県、平成 年 月：福島県、平成 年 月：鹿児島県（の企画及び訓

練に参画し、緊急時モニタリングセンターの活動の在り方、広域的な住民避難、避難退域時検

査の運営方法の助言や訓練参加を通じて活動の流れを検証する等、地方公共団体が行う原

子力防災基盤の強化の取り組みを支援するとともに、特殊車両＇体表面測定車等（の派遣など、

自らの現地活動体制の構築、関係機関との連携強化を図った。

機構内外の原子力防災対応の向上に資するため、国内外の原子力災害時等における原子

力防災制度やその運用に関する最新の情報を収集し、防災関係知識として普及させるため、
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尺度＇ （に報告された事故・故障の事例約 件について情報の分析を行い、その結果を

原子力規制委員会等に提供するとともに、原子力規制委員会の技術情報検討会に参加し、

個々の海外事例からの教訓等と我が国の規制に反映することの必要性等について議論を行っ

た。

〇原子力規制委員会等の技術的課題の提示又は要請等を受けた安全研究の実施状況

・規制行政機関が必要とする研究ニーズを的確に捉え、平成 年度から開始した「防護措置

の実効性向上に関する技術的知見の整備」、「東京電力福島第一原子力発電所を対象とし

た廃棄物の限定再利用に関する検討」、「原子力発電所 圏内における航空機モニタリ

ング」等約 件の新規受託を含む、原子力規制委員会からの約 件の受託事業を原子力

緊急時・研修支援センターと連携し実施した。

・内閣府からの要請を受け、原子力緊急時・研修支援センターと連携し、平成 年度から「地

域の原子力防災体制の充実・強化に係る技術的情報の整備」、「原子力防災研修の評価」に

関する 件の受託事業を実施した。

〇規制行政等への技術的な貢献状況

・受託事業で得られた研究成果は約 件の技術報告書として原子力規制委員会や内閣府へ

報告した。研究成果等は、地域防災計画・避難計画に資する被ばく低減効果についての解

析結果は原子力規制庁による地方自治体への説明にて、原子炉圧力容器鋼の照射脆化予

測法の保守性等に係る調査結果は電気技術規程 に対する原子力規制庁の技術

評価の根拠として、トレンチ処分の安全評価に考え方に係る技術的知見は日本原電東海発

電所の低レベル放射性廃棄物埋設事業許可申請に係る審査にて、などの約 件の規制活

動等でそれぞれ活用された。

・内閣府へ提供した高浜サイトで想定される事故シナリオに対する被ばく線量計算結果等は

防護対策の実施範囲等の検討＇京都府「高浜発電所に係る地域協議会」にて、東京電力福

島第一原子力発電所事故での防災業務関係者の個人線量と活動内容のデータの分析結

果は内閣府の「オフサイトの防災業務関係者の安全確保の在り方に関する検討会」にて活用

されるなど、国の原子力防災活動を技術的に支援した。

・原子力規制委員会の基準類整備のための「廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検

討チーム」、「原子力災害事前対策等に関する検討チーム」、「原子炉構造材の監視試験方

法の技術評価に関する検討チーム」や環境省の「指定廃棄物処分等有識者会議」などに専

門家を延べ約 人回派遣するとともに、学協会における規格基準等の検討会に専門家を延

べ約 人回派遣することにより、約 件の国内規格・基準・標準等の整備のため、機構が

実施した研究成果や分析結果の提示等を含めた技術的支援を行った。特に、米国機械学

会＇ （のワーキングメンバーへの派遣で

は、「

」の整備に貢献した。

・ へ約 人回、 の上級者委員会へ専門家を約 人回派遣するなど、国際
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米国の連邦レベルの 総合演習＇ロビンソン 等（視察＇平成 年 月（等を行うとともに、

得られた情報を機構公開ホームページに掲載＇ 回（することにより発信し、関係行政機関から

の多数の問合せに対応した。なお、研究成果の発信として、査読付き論文 件、口頭発表 件

を行った。

○国が実施する緊急時の航空機モニタリングへの支援に対応するため、新設＇平成 年 月（し

た航空機モニタリング支援準備室が機構内外の関係機関及び関係部署と連携して体制整備を

進めた。また、緊急時航空機モニタリングに向けて、現地への機器・人員移動から始まる一連の

手順・行程の確認と現地のバックグラウンド詳細測定を目的として原子力施設立地地点での航

空機モニタリングを行うこととし、平成 年度は九州電力川内原子力発電所 圏内の測定

を実施＇原子力規制庁委託事業（した。

○ の緊急時モニタリングに関する緊急時対応援助ネットワーク＇ （ワークショップ＇平成

年 月：福島県（開催に協力するとともに、 の の登録機関として、 主催の国

際緊急時対応訓練＇ ：平成 年 月（に参加し、シナリオ未提示で原子力規制委

員会からの要請を受信し、要請対応への検討、回筓を行った。

アジア原子力安全ネットワーク＇ （の防災・緊急時対応専門部会のコーディネータと

して、地域ワークショップ＇平成 年 月：バングラデシュ（の開催に協力し、 年に発電所運

開を目指す同国の防災基盤強化の議論に参加した。また、韓国原子力研究所＇ （及び韓

国原子力安全技術院＇ （と原子力災害対応等に関する情報交換＇平成 年 月：茨城県

原子力緊急時支援・研修センター（を実施した。

○原子力災害時等における人的・技術的支援状況

原子力災害等の事態発生は無かったが、防災基本計画、原子力災害対策マニュアル等に

おける自然災害＇原子力施設立地市町村で震度 弱以上の地震（発生時の情報収集事態等

において、原子力緊急時支援・研修センターの緊急時体制を立上げ、関係要員の緊急参集、

情報収集など、必要な初動対応を都度＇震度 弱以上： 回＇内情報収集事態該当： 回（（

行い、確実に対応した。

○我が国の原子力防災体制基盤強化の支援状況

・防災基本計画の修正＇平成 年 月、平成 年 月（、原子力災害対策マニュアルの改訂

＇平成 年 月（、国民の保護に関する基本指針の変更、地域防災計画等の修正＇ 道県（

等に対して専門家として助言等を行い、国、地方公共団体の防災体制の強化に向けた取組

みを支援した。

・地域原子力防災協議会作業部会、茨城県緊急時モニタリング計画検討委員会、地域説明会

等＇約 回（に参画して助言等を行い、避難を受け入れる地方公共団体も含め、それぞれの

地域の特性を踏まえた防災体制の強化に向けた取組みを支援した。

・原子力規制庁と連携して緊急時モニタリングや大気中放射性物質拡散計算の実施に係る体
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制整備等の充実に向け取組んだ。また、防災基本計画に示された緊急時の公衆被ばく線量

把握の体制構築について機構内の専門家に協力を得てワーキンググループを設置して検討

するなど、機構の専門性を活かし緊急時の体制等の整備に向けた取組みを進めた。

・内閣府のニーズに応え、「地域の原子力防災体制の充実・強化への技術的情報調査業務」

を受託し、研修や訓練の質を向上させることを目的とした新たな取組みとして、内閣府実施の

原子力防災研修に対する評価の実施＇ 地域（及び実効的な訓練・演習の開発等に向けた

検討を行った。さらに、東京電力福島第一原子力発電所事故後の新しい防災対策を踏まえ

た原子力防災研修・訓練の在り方に関する調査、検討等を行い、原子力災害対策指針に基

づく対応等の参考となる技術情報を整備した。

○原子力防災分野における国際貢献状況

・ アジア原子力安全ネットワーク＇ （の防災・緊急時対応専門部会のコーディネータと

して、地域ワークショップ＇平成 年 月：バングラデシュ（の開催に協力し、 年に発電所

運開を目指す同国の防災基盤強化の議論に参加した。

・韓国＇平成 年 月（で行われた 地域ワークショップ及び年会に参加するとともに、韓

国原子力研究所＇ （及び韓国原子力安全技術院＇ （と原子力災害対応等に関する

情報交換＇平成 年 月：茨城県原子力緊急時支援・研修センター（を実施した。

・ の緊急時モニタリングに関する緊急時対応援助ネットワーク＇ （ワークショップ＇平成

年 月：福島県（の協力、フランス と情報交換＇平成 年 月、平成 年 月（を

行った。

・ の の登録機関として、 主催の国際緊急時対応訓練＇ ：平成 年

月（に参加し、シナリオ未提示で原子力規制委員会からの要請を受信し、要請対応への検

討、回筓を行った。

○原子力災害への支援体制を維持・向上させるための取組状況

・国が実施する緊急時の航空機モニタリングを支援するため、航空機モニタリング支援準備室

を新設＇平成 年 月（するとともに、機構内外の関係機関及び関係部署と連携しつつ支援

体制の整備を進めた。

・防災基本計画の修正＇平成 年 月 日中央防災会議決定（等を受けて、所管省庁等に対

する説明などを行い機構防災業務計画の修正及び機構国民保護業務計画を変更した。

・国、地方公共団体等が実施する原子力防災訓練への参加、機構内専門家及び原子力緊急

時支援・研修センター職員を対象とした研修、訓練等を実施し、機構の指定公共機関として

の支援体制の維持、緊急時対応力の向上を図った。

・原子力災害時等に指定公共機関としての責務が果たせるよう、国の統合原子力防災ネットワ

ークシステム更新を踏まえた当センターの当該システム接続機器の更新を計画通り実施する

とともに、緊急時対応設備の経年化対策など危機管理施設・設備の保守点検を行い、機能を

維持した。
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際緊急時対応訓練＇ ：平成 年 月（に参加し、シナリオ未提示で原子力規制委

員会からの要請を受信し、要請対応への検討、回筓を行った。

アジア原子力安全ネットワーク＇ （の防災・緊急時対応専門部会のコーディネータと

して、地域ワークショップ＇平成 年 月：バングラデシュ（の開催に協力し、 年に発電所運

開を目指す同国の防災基盤強化の議論に参加した。また、韓国原子力研究所＇ （及び韓

国原子力安全技術院＇ （と原子力災害対応等に関する情報交換＇平成 年 月：茨城県

原子力緊急時支援・研修センター（を実施した。

○原子力災害時等における人的・技術的支援状況

原子力災害等の事態発生は無かったが、防災基本計画、原子力災害対策マニュアル等に

おける自然災害＇原子力施設立地市町村で震度 弱以上の地震（発生時の情報収集事態等

において、原子力緊急時支援・研修センターの緊急時体制を立上げ、関係要員の緊急参集、

情報収集など、必要な初動対応を都度＇震度 弱以上： 回＇内情報収集事態該当： 回（（

行い、確実に対応した。

○我が国の原子力防災体制基盤強化の支援状況

・防災基本計画の修正＇平成 年 月、平成 年 月（、原子力災害対策マニュアルの改訂

＇平成 年 月（、国民の保護に関する基本指針の変更、地域防災計画等の修正＇ 道県（

等に対して専門家として助言等を行い、国、地方公共団体の防災体制の強化に向けた取組

みを支援した。

・地域原子力防災協議会作業部会、茨城県緊急時モニタリング計画検討委員会、地域説明会

等＇約 回（に参画して助言等を行い、避難を受け入れる地方公共団体も含め、それぞれの

地域の特性を踏まえた防災体制の強化に向けた取組みを支援した。

・原子力規制庁と連携して緊急時モニタリングや大気中放射性物質拡散計算の実施に係る体
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③ 原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動

東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、原子力の利用においては、いかなる事情よ

りも安全性を最優先する必要があることが再認識され、世界最高水準の安全性を不断に追求

していくことが重要である。産業界や大学等と連携して、原子力の安全性向上に貢献する研究

開発を行うとともに、非核兵器国として国際的な核不拡散・核セキュリティに資する活動を行い、

課題やニーズに的確に対応した成果を創出し、原子力の平和利用を支える。

軽水炉等の安全性向上に資する燃材料及び機器、並びに原子力施設のより安全な廃止措

置技術の開発に必要となる基盤的な研究開発を進める。具体的には、事故耐性燃料用被覆

管候補材料の酸化・溶融特性評価手法や、使用済燃料・構造材料等の核種組成・放射化量

をはじめとする特性評価手法等を開発する。さらに、開発した技術の適用性検証を進め、原子

力事業者の軽水炉等及び自らが開発する原子力システムの安全性向上に資する。また、東京

電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた研究開発における事故進展シナリオの解

明等を進めるとともに、得られた成果を国内外に積極的に発信することにより、原子力施設の

安全性向上にも貢献する。

国際原子力機関＇ （等の国際機関や各国の核不拡散・核セキュリティ分野で活用され

る技術の開発及び我が国の核物質の管理と利用に係る透明性確保に資する活動を行う。また、

アジアを中心とした諸国に対して、核不拡散・核セキュリティ分野での能力構築に貢献する人

材育成支援事業を継続し、国際的な ＇中核的研究拠点（となることで、国内外の原子力平

和利用と核不拡散・核セキュリティの強化に取り組む。なお、これらの具体的活動に際しては国

内外の情勢を踏まえ、柔軟に対応していく。

本事業に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（で

あり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、補助金等収益 百

万円 等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。

ⅰ 原子力の安全性向上のための研究開発等

○東京電力福島第一原子力発電所事故を教訓として進められている事故対応技術整備に関連

し、軽水炉事故時の格納容器破損防止と放射性物質放出量低減を目的としたフィルタードベン

トの性能評価への反映を目指し、除染係数評価に必要な熱流動解析モデル構築のため、液滴

径分布等のデータを水及び空気を用いた試験により取得した。溶融炉心落下による圧力容器

破損特性評価のための熱流動・構造連成解析手法を整備し、落下・堆積した溶融炉心による圧

力容器の破損形態や破損箇所に関する知見を得た。核分裂生成物の化学的挙動に関しては、

構造材中のシリコンと高温で化学反応を起こすことで、セシウムが構造材表面下に固着すること

を実験的に明らかにした。また、軽水炉の廃止措置において必要な原子炉構造材料の放射化

計算に関し、放射化計算用多群放射化断面積ライブラリを最新の評価済み核データライブラリ

である 及び を用いて整備した。

○事故耐性燃料被覆管の軽水炉導入に向けた技術基盤整備を目的とし、原子力機構が取りまと

め組織となり燃料メーカ、プラントメーカ及び大学と連携して、経済産業省資源エネルギー庁受
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託事業「安全性向上に資する新型燃料の既存軽水炉への導入に向けた技術基盤整備」として

開始した。平成 年度は、候補材料の技術成熟度の評価や既存軽水炉への装荷時の影響評

価を行い、候補材料の開発課題を明確化して開発計画を策定した。また、候補材料の事故時

挙動評価試験の準備を行った。

○産業界等との意見交換を実施し、軽水炉の安全性向上や機器・材料の性能向上に関する重

要な研究課題について検討するとともに、連携研究課題候補を抽出した。

○東京理科大学、筑波大学及び福井大学・大阪大学との 件の共同研究により、シビアアクシデ

ント時の炉内温度、溶融燃料の水中落下、放射性物質の燃料からの放出に関する解析及び試

験技術の開発を進め、原子力機構が行う研究開発の実施及び検証のための基盤とした。

ⅱ 核不拡散・核セキュリティに資する活動

（ 技術開発

国内外の動向を踏まえ、核セキュリティ体制の重要な構成要素である核鑑識では技術の高

度化等に加え将来の運用についての検討を実施した。また、核検知・測定では のニーズ

を踏まえた核共鳴蛍光非破壊測定＇ （技術実証試験、アクティブ中性子非破壊測定技術

開発、先進プルトニウムモニタリング技術開発に着手し、これらについて基礎実験等から今後

の開発に繋げるデータを取得した。

また、福島溶融燃料の保障措置・計量管理の技術開発については照射済燃料を用いた測

定試験を実施した他、使用済燃料直接処分に関わる保障措置・核セキュリティ技術開発等に

ついても着実に実施するなど、原子力の平和利用に必要不可欠である核不拡散・核セキュリ

ティ分野を支える技術開発に貢献した。主な業務実績は以下の通りである。

○ が核セキュリティ体制の重要な構成要素と位置付けている核鑑識に係る技術開発につい

て、米国ロスアラモス国立研究所 との研究協力では新たなウラン精製年代測定法

比 に関わる共同研究の準備を進めた。また、欧州委員会共同研究センター

とは共同比較試験を実施し世界トップレベルの分析能力を持つ と同等の結

果を得た。国内核鑑識ライブラリについては、核鑑識国際作業グループが主催する国際机上演

習 平成 年 月 日～ 月 日 に参加し、高い属性評価能力を有することを検証した。核

テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ＇ （の実施・評価グループ＇ （

会合等の国際会議や日本原子力学会、第 回核物質管理学会 年次会合等国内外の

学会で核鑑識技術に係る研究成果 件 を発表するとともに、日本原子力学会誌に投稿した。こ

れらの内、第 回欧州保障措置研究開発協会 年次大会 平成 年 月 日～

日 に投稿したこれまでの技術開発成果をまとめた論文が新技術・核鑑識セションのベストペー

パー＇最優秀論文（に選ばれた。さらに、原子力規制庁からの受託事業「新核物質防護システム

確立調査 核鑑識ラボラトリにおける分析能力と情報基盤の検討 事業」について、国内関係機

関への聞き取り調査、欧州及び米国への往訪調査、機構外専門家で構成される技術検討委員
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③ 原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動

東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、原子力の利用においては、いかなる事情よ

りも安全性を最優先する必要があることが再認識され、世界最高水準の安全性を不断に追求

していくことが重要である。産業界や大学等と連携して、原子力の安全性向上に貢献する研究

開発を行うとともに、非核兵器国として国際的な核不拡散・核セキュリティに資する活動を行い、

課題やニーズに的確に対応した成果を創出し、原子力の平和利用を支える。

軽水炉等の安全性向上に資する燃材料及び機器、並びに原子力施設のより安全な廃止措

置技術の開発に必要となる基盤的な研究開発を進める。具体的には、事故耐性燃料用被覆

管候補材料の酸化・溶融特性評価手法や、使用済燃料・構造材料等の核種組成・放射化量

をはじめとする特性評価手法等を開発する。さらに、開発した技術の適用性検証を進め、原子

力事業者の軽水炉等及び自らが開発する原子力システムの安全性向上に資する。また、東京

電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた研究開発における事故進展シナリオの解

明等を進めるとともに、得られた成果を国内外に積極的に発信することにより、原子力施設の

安全性向上にも貢献する。

国際原子力機関＇ （等の国際機関や各国の核不拡散・核セキュリティ分野で活用され

る技術の開発及び我が国の核物質の管理と利用に係る透明性確保に資する活動を行う。また、

アジアを中心とした諸国に対して、核不拡散・核セキュリティ分野での能力構築に貢献する人

材育成支援事業を継続し、国際的な ＇中核的研究拠点（となることで、国内外の原子力平

和利用と核不拡散・核セキュリティの強化に取り組む。なお、これらの具体的活動に際しては国

内外の情勢を踏まえ、柔軟に対応していく。

本事業に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（で

あり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、補助金等収益 百

万円 等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。

ⅰ 原子力の安全性向上のための研究開発等

○東京電力福島第一原子力発電所事故を教訓として進められている事故対応技術整備に関連

し、軽水炉事故時の格納容器破損防止と放射性物質放出量低減を目的としたフィルタードベン

トの性能評価への反映を目指し、除染係数評価に必要な熱流動解析モデル構築のため、液滴

径分布等のデータを水及び空気を用いた試験により取得した。溶融炉心落下による圧力容器

破損特性評価のための熱流動・構造連成解析手法を整備し、落下・堆積した溶融炉心による圧

力容器の破損形態や破損箇所に関する知見を得た。核分裂生成物の化学的挙動に関しては、

構造材中のシリコンと高温で化学反応を起こすことで、セシウムが構造材表面下に固着すること

を実験的に明らかにした。また、軽水炉の廃止措置において必要な原子炉構造材料の放射化

計算に関し、放射化計算用多群放射化断面積ライブラリを最新の評価済み核データライブラリ

である 及び を用いて整備した。

○事故耐性燃料被覆管の軽水炉導入に向けた技術基盤整備を目的とし、原子力機構が取りまと

め組織となり燃料メーカ、プラントメーカ及び大学と連携して、経済産業省資源エネルギー庁受
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会での議論等を通じ、核鑑識運用に向けたラボラトリ機能に関する課題整理及びモデルケース

を検討し報告書にまとめた。

○東京電力福島第一原子力発電所の溶融燃料等の核燃料物質の定量を目的として、核燃料物

質と随伴する核分裂生成物のガンマ線測定による手法について、大洗研究開発センター照射

燃料集合体試験施設で照射済燃料を用いたガンマ線測定実験を実施し、これまで実施したシミ

ュレーション解析結果と比較しその妥当性を確認した。第 回 年次会合等において、本

件に係る研究成果 件 を発表するとともに、原子力損害賠償・廃炉等支援機構にこれまでの研

究成果及び平成 年度の計画を報告した。また、計量管理技術開発に関わる機構内外との調

整及びとりまとめ、原子力規制庁と との協議支援を実施した。

○資源エネルギー庁からの受託事業「平成 年度地層処分技術調査等事業＇直接処分等代替

処分技術開発（」の一部として、保障措置及び核セキュリティの適用性を考慮した施設設計に資

するため、保障措置技術として処分容器の固有性確認のために処分容器蓋溶接部の超音波探

傷技術の適用性を検討するとともに、 セキュリティ勧告及び関連指針の要求事項の地下施

設への適用性検討を実施し報告書にとりまとめた。また、 の地層処分施設保障措置専門

家グループ会合への参加等を通じて、 、各国の現況調査を継続し上記検討に反映した

○文部科学省からの核セキュリティ補助金を受け、機構内組織と連携し、核物質の測定及び検知

に関する基礎技術の開発等を が必要とする研究計画 を踏まえて以下のとおり

実施し、研究成果については、第 回 年次会合、第 回 年次大会等国内外

の学会での発表 件 や学術誌への投稿 件 を行った。また、平成 年度に終了したレーザ

ー・コンプトン散乱非破壊測定技術開発、中性子共鳴濃度分析技術開発、ヘリウム ＇ （代

替中性子検出器開発プロジェクトについて文部科学省の作業部会において一定の成果が挙げ

られたとの評価を受けるとともに、そのうち、「中性子共鳴濃度分析法の開発」について日本原子

力学会技術開発賞を受賞＇平成 年 月 日（した。

＜核共鳴蛍光非破壊測定 技術実証試験＞

核共鳴蛍光 による核物質探知、使用済燃料内核物質等の高精度 装置の開発を

めざした研究開発を進めた。 兵庫県立大学の共同研究では、兵庫県立大学の電子線

蓄積リング加速器施設ニュースバルにて、専用の単色ガンマ線発生＇レーザー・コンプトン散乱（

装置を設置し、そのガンマ線を使った実証試験の準備を進めた。また、ガンマ線散乱現象にお

けるコヒーレント散乱の影響を調べるため、米国 大学のガンマ線源施設＇

： （で核物質を使った実験を進め、合わせてシミュレーションコード

＇ （へのコヒーレント散乱効果の組み込みを進めた。

＜アクティブ中性子非破壊測定技術開発＞

高線量核物質などを非破壊で測定 ： するため、種々の対象物
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に共通して適用が期待できる外部パルス中性子源を用いた４つのアクティブ中性子 技術

の開発を進めた。燃料サイクル安全工学施設＇ （に設置する基礎試験装置の準備を行

うと共に、各要素技術の基礎実験を実施した。

＜先進プルトニウムモニタリング技術開発＞

核分裂生成物 を含む高い放射能を持つプルトニウム溶液を非破壊でかつ継続的に監

視、検認できる技術の開発を進めた。シミュレーションモデル開発のため、高放射性溶液貯槽

の設計情報、溶液の組成情報を調査するとともに、セル外壁面の予備的放射線測定を行い放

射線特性の解析を進めた。また、米国 との共同研究で進めるべくプロジェクトアレンジメン

ト を締結した。

○ の核不拡散・核セキュリティ分野での協力に関し、新規プロジェクトへの署名 件

を行い、核不拡散・核セキュリティ技術の高度化、同分野の人材育成等に関する共同研究 約

件 を実施し、 との協力を継続した。また、 との協力について、新規プロジェクト

への署名 件 を行うとともに協力期間の延長に関わる調整を実施した。

○核拡散抵抗性技術の開発として、第 世代原子力システム国際フォーラム＇ （での活動に参

加し、核拡散抵抗性の概念や評価手法等について、各国の既存施設の認可プロセスや小型モ

ジュール炉など新しい原子力システムの検討過程での利用可能性を検討し、抵抗性評価手法

の普及を通じた核不拡散方策に関する国際的な貢献を行った。また、高温ガス炉を対象とした

核拡散抵抗性評価に関する解析条件を整備するとともに予備評価を実施した。

政策研究

○核不拡散＇保障措置（・核セキュリティ＇ に係る国際動向を踏まえ、 の強化や推進の観点

から、施設の技術及び計測・監視情報を 間で共有すること等の相乗効果や課題を抽出し、ケ

ーススタディの実施＇将来施設での 共用機器の適用等（等を含む 年間の研究計画を策定し

た。平成 年度は、核セキュリティ＇内部脅威（強化に向けた計量管理機器・情報の適用性検討

を行うため、 の相乗効果に係る 等の国際的な動向調査及び 燃料加工施設及び

燃料貯蔵施設への適用性について基礎的検討を実施した。またこれに関連する国際法、国内

法の調査を実施した。なお、政策研究の実施に当たり、外部有識者から構成される核不拡散政

策研究委員会を 回開催＇平成 年 月 日及び平成 年 月 日（して、 の制度的

及び技術的な相乗効果の範囲等の研究計画について専門家と議論を行い、研究計画に反映さ

せた。

○核不拡散・核セキュリティ分野に係る国際動向を収集し、調査・分析結果を約 件「 核不

拡散・核セキュリティ総合支援センター ニューズレター」で発信するとともに、世界の原子力発電

計画とそれを担保する二国間原子力協力協定の動向、北朝鮮やイランの核問題等を取りまとめ

た「核不拡散動向」を 回改定し、機構の公開ホームページで公開するなど、関係行政機関等
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会での議論等を通じ、核鑑識運用に向けたラボラトリ機能に関する課題整理及びモデルケース

を検討し報告書にまとめた。

○東京電力福島第一原子力発電所の溶融燃料等の核燃料物質の定量を目的として、核燃料物

質と随伴する核分裂生成物のガンマ線測定による手法について、大洗研究開発センター照射

燃料集合体試験施設で照射済燃料を用いたガンマ線測定実験を実施し、これまで実施したシミ

ュレーション解析結果と比較しその妥当性を確認した。第 回 年次会合等において、本

件に係る研究成果 件 を発表するとともに、原子力損害賠償・廃炉等支援機構にこれまでの研

究成果及び平成 年度の計画を報告した。また、計量管理技術開発に関わる機構内外との調

整及びとりまとめ、原子力規制庁と との協議支援を実施した。

○資源エネルギー庁からの受託事業「平成 年度地層処分技術調査等事業＇直接処分等代替

処分技術開発（」の一部として、保障措置及び核セキュリティの適用性を考慮した施設設計に資

するため、保障措置技術として処分容器の固有性確認のために処分容器蓋溶接部の超音波探

傷技術の適用性を検討するとともに、 セキュリティ勧告及び関連指針の要求事項の地下施

設への適用性検討を実施し報告書にとりまとめた。また、 の地層処分施設保障措置専門

家グループ会合への参加等を通じて、 、各国の現況調査を継続し上記検討に反映した

○文部科学省からの核セキュリティ補助金を受け、機構内組織と連携し、核物質の測定及び検知

に関する基礎技術の開発等を が必要とする研究計画 を踏まえて以下のとおり

実施し、研究成果については、第 回 年次会合、第 回 年次大会等国内外

の学会での発表 件 や学術誌への投稿 件 を行った。また、平成 年度に終了したレーザ

ー・コンプトン散乱非破壊測定技術開発、中性子共鳴濃度分析技術開発、ヘリウム ＇ （代

替中性子検出器開発プロジェクトについて文部科学省の作業部会において一定の成果が挙げ

られたとの評価を受けるとともに、そのうち、「中性子共鳴濃度分析法の開発」について日本原子

力学会技術開発賞を受賞＇平成 年 月 日（した。

＜核共鳴蛍光非破壊測定 技術実証試験＞

核共鳴蛍光 による核物質探知、使用済燃料内核物質等の高精度 装置の開発を

めざした研究開発を進めた。 兵庫県立大学の共同研究では、兵庫県立大学の電子線

蓄積リング加速器施設ニュースバルにて、専用の単色ガンマ線発生＇レーザー・コンプトン散乱（

装置を設置し、そのガンマ線を使った実証試験の準備を進めた。また、ガンマ線散乱現象にお

けるコヒーレント散乱の影響を調べるため、米国 大学のガンマ線源施設＇

： （で核物質を使った実験を進め、合わせてシミュレーションコード

＇ （へのコヒーレント散乱効果の組み込みを進めた。

＜アクティブ中性子非破壊測定技術開発＞

高線量核物質などを非破壊で測定 ： するため、種々の対象物
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へ情報を提供した。その他、日本原子力学会及び核物質管理学会日本支部で成果発表＇約

件（を行うとともに日本軍縮学会が編さんした「軍縮事典」、広島市立大学広島平和研究所が編

さんした「平和と安全保障を考える事典」において核不拡散・原子力の平和利用の分野の執筆

を担当し、同事典の発刊に貢献した。また、二国間原子力協力協定に係る動向を分析し、関係

行政機関へ情報を提供した。

○東京大学大学院原子力国際専攻へ客員教員の派遣を継続するとともに、東京大学、一橋大

学、アテネオ・デ・マニラ大学の学生の指導、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻、東京

工業大学原子核工学専攻への支援、国際基督教大学、一橋大学等に出張講演を行うなど、核

不拡散・核セキュリティに係る教育・連携を推進した。また、調査員＇非常勤（として外務省、経済

産業省において専門家の観点から助言するとともに、財務省税関研修所の輸出管理品目識別

研修で講義を実施した。

○核不拡散政策研究、情報収集及び分析結果の提供、大学での人材育成、関係する学会、大

学及び関係省庁との連携を通じて、原子力の平和利用と核不拡散・核セキュリティ分野の活動

に貢献した。

（ 能力構築支援

○我が国の原子力平和利用における知見・経験を活かし、アジア諸国を中心とした原子力新興

国等における核不拡散・核セキュリティ強化及び人材育成に貢献することを目的とし、以下の活

動を実施した。これら活動実施のため、引き続き、核物質防護実習フィールド＇顔認証システムを

組み込んだサークルゲート＇パーソナルゲート（導入（及びバーチャル・リアリティ施設の整備等を

行った。なお、以下の活動についての主な評価としては、次の 点があげられる。

・第 回核セキュリティサミットにおける日米共同声明において「米国は、機構の核不拡散・核

セキュリティ総合支援センター＇ （が担っている、他国、特にアジア諸国の人材の能力構

築における不可欠な役割を特に賞賛し、 が、この地域における核セキュリティ強化のた

めの主導的な拠点としての役割を果たし続けることを期待する。」との評価を得た。

・アジアを中心とする対象国、連携組織＇ 等（からの の支援活動に対する評価は

もとより、原子力エネルギー、核セキュリティに関係する「 エネルギー大臣会合」及び

「 総会」等の国際会議で日本の閣僚から の取り組みが紹介され、さらなる貢献の

継続・強化を表明。

・平成 年 月に米ワシントンで開催した米国エネルギー省国家安全保障庁＇ （と共催の

「日米協力 周年ワークショップ」において、米政府高官より「 は、核セキュリティサミット

の大きな成果であり、セキュリティ・プロセスの推進力となっていること、首脳レベルの意識向

上、国際協力の基地、信頼醸成へ大きな役割を担っている」との発言、平成 年 月の核不

拡散・核セキュリティに係る国際フォーラムでも米国政府高官から「 での核セキュリティ基

準の作成や核不拡散・核セキュリティ分野でのアジア地域の人材育成に寄与している」との評

価。
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・ は、セミナー等において「 による新規原発導入国のインフラ整備及び能力増強支

援は、 の活動を強力にサポートするものである」等と繰り返し評価。

○これらの評価を受け、 としては主としてアジア地域の原子力新興国を対象とした能力構築

支援の活動を今後とも継続して行く。

○トレーニング、教育による人材育成等を通じたキャパシティ・ビルディング強化のため、幅広い

層を対象とした事業を 、米国、欧州委員会などと連携して取り組み、国際的な人材育成に

貢献した。各コースの合計計画回数約 回に対し、実施回数・参加者数は、核セキュリティコー

スが約 回・約 人、保障措置・国内計量管理コースが約 回・約 人、国際枠組みコー

ス･対象国との協議が約 回・約 人である。

○核セキュリティに関しては、国際コース＇アジア諸国等を対象（では、基幹となるトレーニングであ

る核物質防護 の地域トレーニング＇ （に加え、 との協力の下、「核物質及び原子力

施設の物理的防護に関する核セキュリティ勧告＇ （」、「輸送セキュリティ」、

「核鑑識」のトレーニングコースを国内で実施した。また、往訪セミナーとしてベトナムの新規原子

力サイトであるニントアンにおいて、発電所建設を控え、ニーズが高くなっている職員を主な対象

とした核セキュリティに係るトレーニングを実施した。国内向けのコースでは、継続的に続けてい

る規制・治安機関を対象としたトレーニングに加え、中部電力の浜岡原子力発電所において、よ

り主体的に参加し、理解が高められるカリキュラムの開発として、核物質防護システムの評価に

ついての机上演習＇ （の導入を図った。

○保障措置に関しては、基幹コースである国内計量管理制度に係る国際トレーニングに加え、こ

のフォローアップ研修として、実際の核物質を用いる「非破壊検査＇ （トレーニング」＇ （を

のイスプラ研究所にて実施した。また、インドネシアにおいて、日本の核燃料サイクルの

豊富な経験を生かし、「設計段階からの保障措置対応＇ （ワークショップ」を実施し

た。また、ニーズが高くなっているベトナムでの「事業者向け ワークショップ」＇事業者向け

セキュリティワークショップの保障措置版（を実施した。

○核不拡散に係る国際枠組み・対象国との協議に関しては、 の 年間の活動を踏まえ、トレ

ーニングコースを評価するため、参加者を対象としたアンケート調査、主要参加国での参加者と

のフォローアップ会合＇ベトナム、インドネシア、タイ（を行った。参加者の約 ％から回筓があり、

トレーニングで得た知識や経験が現在の職務に関係して活かされており、今後も後継するメンバ

ーにトレーニングに参加させたいとの意向が示された。

○国際協力・連携では、以下の活動を行った。

・ との協力では保障措置分野で継続的に実施しているセミナー等で から講師派遣

の協力を得た。また核セキュリティ分野では、国際コースで から講師派遣を受ける一方、
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へ情報を提供した。その他、日本原子力学会及び核物質管理学会日本支部で成果発表＇約

件（を行うとともに日本軍縮学会が編さんした「軍縮事典」、広島市立大学広島平和研究所が編

さんした「平和と安全保障を考える事典」において核不拡散・原子力の平和利用の分野の執筆

を担当し、同事典の発刊に貢献した。また、二国間原子力協力協定に係る動向を分析し、関係

行政機関へ情報を提供した。

○東京大学大学院原子力国際専攻へ客員教員の派遣を継続するとともに、東京大学、一橋大

学、アテネオ・デ・マニラ大学の学生の指導、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻、東京

工業大学原子核工学専攻への支援、国際基督教大学、一橋大学等に出張講演を行うなど、核

不拡散・核セキュリティに係る教育・連携を推進した。また、調査員＇非常勤（として外務省、経済

産業省において専門家の観点から助言するとともに、財務省税関研修所の輸出管理品目識別

研修で講義を実施した。

○核不拡散政策研究、情報収集及び分析結果の提供、大学での人材育成、関係する学会、大

学及び関係省庁との連携を通じて、原子力の平和利用と核不拡散・核セキュリティ分野の活動

に貢献した。

（ 能力構築支援

○我が国の原子力平和利用における知見・経験を活かし、アジア諸国を中心とした原子力新興

国等における核不拡散・核セキュリティ強化及び人材育成に貢献することを目的とし、以下の活

動を実施した。これら活動実施のため、引き続き、核物質防護実習フィールド＇顔認証システムを

組み込んだサークルゲート＇パーソナルゲート（導入（及びバーチャル・リアリティ施設の整備等を

行った。なお、以下の活動についての主な評価としては、次の 点があげられる。

・第 回核セキュリティサミットにおける日米共同声明において「米国は、機構の核不拡散・核

セキュリティ総合支援センター＇ （が担っている、他国、特にアジア諸国の人材の能力構

築における不可欠な役割を特に賞賛し、 が、この地域における核セキュリティ強化のた

めの主導的な拠点としての役割を果たし続けることを期待する。」との評価を得た。

・アジアを中心とする対象国、連携組織＇ 等（からの の支援活動に対する評価は

もとより、原子力エネルギー、核セキュリティに関係する「 エネルギー大臣会合」及び

「 総会」等の国際会議で日本の閣僚から の取り組みが紹介され、さらなる貢献の

継続・強化を表明。

・平成 年 月に米ワシントンで開催した米国エネルギー省国家安全保障庁＇ （と共催の

「日米協力 周年ワークショップ」において、米政府高官より「 は、核セキュリティサミット

の大きな成果であり、セキュリティ・プロセスの推進力となっていること、首脳レベルの意識向

上、国際協力の基地、信頼醸成へ大きな役割を担っている」との発言、平成 年 月の核不

拡散・核セキュリティに係る国際フォーラムでも米国政府高官から「 での核セキュリティ基

準の作成や核不拡散・核セキュリティ分野でのアジア地域の人材育成に寄与している」との評

価。
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増大する喫緊の脅威として注目されている種々のトピックス＇内部脅威者対応、コンピュータセ

キュリティ等（の検討・教材化に職員を に派遣して貢献を行った。また核セキュリティ支

援センター＇ （ネットワーク会議については、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター

の職員がネットワークの副議長を務め、協力をしている。

・米国 とは、プロジェクトアレンジメント＇ （の下、保障措置、核セキュリティの両分野にお

いて各国立研究所等を通じた積極的な相互協力を継続した。

・ 、韓国及び中国の核不拡散・核セキュリティ関連のトレーニングセンター＇ （、ア

ジア原子力協力フォーラム （及びアジア太平洋保障措置ネットワーク 等と協力

し連携を深めた。

・要望に応じ、核セキュリティ文化啓蒙について電力等への講演会＇ 施設、約 名（を実

施した。

（ 包括的核実験禁止条約＇ （に係る国際検証体制への貢献

○ 国際監視制度施設＇東海、沖縄、高崎（の安定的な暫定運用を継続し、 機関

＇ （に運用実績報告書を提出し承認された。高崎・沖縄両観測所は、定期保守等での停

止を除きほぼ の運用実績＇ の技術要件は条約発効後で 以上（であった。また、

観測所運用に係る 主催の技術ワークショップへ参加し、高崎観測所の希ガス観測装置

更新作業の経験について報告した。東海公認実験施設は、観測所試料約 件の分析を実施

するとともに、 の主催する国際技能試験＇ （に参加し分析結果を報告した。平成

年度の試験では、平成 年 月に より最高ランク＇ （の評価結果を得た。＇※結果

は試験実施の翌年に確定のため（これらの活動により、 国際検証体制へ貢献した。

○ 国内運用体制に参画し国内データセンター＇ （の暫定運用を行うとともに、 国

内運用体制の検証能力と実効性の向上を目的とする統合運用試験を 回実施した。検証技術

開発の一環として希ガス解析プログラムの改良を実施し、観測装置 と のデータ

形式の違いから、これまで未対応であった 観測データへ対応することにより、全希ガス

観測所の観測データを解析可能にした。また、これらの成果を報告書にまとめた。一連の

の活動を通じて、 国内運用体制に貢献した。さらに、研究成果、観測結果等について国

際会議や学会で報告＇約 件（するとともに、原子力学会誌等に記事を投稿＇約 件（し、本活動

に関する機構の取組みを広めた。

○平成 年 月 日に北朝鮮が実施した核実験では、周辺国観測所の観測データの解析・評

価結果を適時に国等へ報告し、 国内運用体制に基づく国の評価に貢献するとともに、

から高崎観測所に発送指示のあった詳細分析用の約 試料を半減期による減衰に対

応するため迅速に発送した。また、本核実験に関連し、 からの高崎観測所での

＇地中の が核爆発により放射化され生成 測定用試料の採取要請に対し、平成 年 月

日から 月末までに約 試料をサンプリング及び発送し、 に協力している。
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○ 関係では、 国際監視制度施設を継続運用するとともに、北朝鮮による 回目の核

実験では解析評価を適時に国等へ報告し、 国際検証体制への貢献を通じて原子力の平

和利用に貢献した。

理解増進・国際貢献のための取組

○核不拡散・核セキュリティ分野の動向等を載せた ニューズレターを月 回、約 人にメ

ール配信するとともに、「原子力平和利用と核不拡散・核セキュリティに係る国際フォーラム」＇平

成 年 月 日：約 名参加（及び原子力平和利用と核不拡散関連活動について、専門的

及び幅広い視点からの経営的知見、国内外の関連した機関や研究所との連携・協力を得ること

を目的とした外部委員会として核不拡散科学技術フォーラム＇ 回（＇平成 年 月 日、平成

年 月 日（をそれぞれ開催し、その結果を機構の公開ホームページに掲載し、本分野の

理解増進に貢献した。

○機構の成果報告書である「 」に核鑑識研究及び国際フォーラム開催結果の成果

件を発表した。

○「日本による 保障措置技術支援＇ （」について、日本以外では提供できない再処

理の実施設を利用した「再処理施設向け査察官トレーニング」等を実施し、国際貢献を行った。

○これらの成果や取り組みは、国内外の核不拡散・核セキュリティに資するものであり、原子力の

平和利用に貢献した。

○ の核セキュリティ支援センター国際ネットワーク会議に参加して地域における協力の具体

化に向けた議論に参加した。

○米国シンクタンクの戦略国際問題研究所＇ （が開催した、「核セキュリティ のワークショ

ップ」＇平成 年 月 日（及びイタリア・ボローニャで開催されたイタリア新技術省主催の「核

セキュリティ の役割に関するワークショップ」＇平成 年 月７～ 日（に参加し、パネルデ

ィスカッションなどで核不拡散・核セキュリティ総合支援センターの成果や、ベストプラクティスを

発表。

○核不拡散・核セキュリティに関する国際動向を踏まえ、計量管理情報を核物質防護チームと共

有すること等の相乗効果や課題を抽出することを目的にした 調整研究プロジェクト＇ （

及び核セキュリティリスク評価手法等の に出席した。

④ 原子力の基礎基盤研究と人材育成

原子力の研究、開発及び利用の推進に当たり、これらを分野横断的に支える原子力基礎基
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増大する喫緊の脅威として注目されている種々のトピックス＇内部脅威者対応、コンピュータセ

キュリティ等（の検討・教材化に職員を に派遣して貢献を行った。また核セキュリティ支

援センター＇ （ネットワーク会議については、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター

の職員がネットワークの副議長を務め、協力をしている。

・米国 とは、プロジェクトアレンジメント＇ （の下、保障措置、核セキュリティの両分野にお

いて各国立研究所等を通じた積極的な相互協力を継続した。

・ 、韓国及び中国の核不拡散・核セキュリティ関連のトレーニングセンター＇ （、ア

ジア原子力協力フォーラム （及びアジア太平洋保障措置ネットワーク 等と協力

し連携を深めた。

・要望に応じ、核セキュリティ文化啓蒙について電力等への講演会＇ 施設、約 名（を実

施した。

（ 包括的核実験禁止条約＇ （に係る国際検証体制への貢献

○ 国際監視制度施設＇東海、沖縄、高崎（の安定的な暫定運用を継続し、 機関

＇ （に運用実績報告書を提出し承認された。高崎・沖縄両観測所は、定期保守等での停

止を除きほぼ の運用実績＇ の技術要件は条約発効後で 以上（であった。また、

観測所運用に係る 主催の技術ワークショップへ参加し、高崎観測所の希ガス観測装置

更新作業の経験について報告した。東海公認実験施設は、観測所試料約 件の分析を実施

するとともに、 の主催する国際技能試験＇ （に参加し分析結果を報告した。平成

年度の試験では、平成 年 月に より最高ランク＇ （の評価結果を得た。＇※結果

は試験実施の翌年に確定のため（これらの活動により、 国際検証体制へ貢献した。

○ 国内運用体制に参画し国内データセンター＇ （の暫定運用を行うとともに、 国

内運用体制の検証能力と実効性の向上を目的とする統合運用試験を 回実施した。検証技術

開発の一環として希ガス解析プログラムの改良を実施し、観測装置 と のデータ

形式の違いから、これまで未対応であった 観測データへ対応することにより、全希ガス

観測所の観測データを解析可能にした。また、これらの成果を報告書にまとめた。一連の

の活動を通じて、 国内運用体制に貢献した。さらに、研究成果、観測結果等について国

際会議や学会で報告＇約 件（するとともに、原子力学会誌等に記事を投稿＇約 件（し、本活動

に関する機構の取組みを広めた。

○平成 年 月 日に北朝鮮が実施した核実験では、周辺国観測所の観測データの解析・評

価結果を適時に国等へ報告し、 国内運用体制に基づく国の評価に貢献するとともに、

から高崎観測所に発送指示のあった詳細分析用の約 試料を半減期による減衰に対

応するため迅速に発送した。また、本核実験に関連し、 からの高崎観測所での

＇地中の が核爆発により放射化され生成 測定用試料の採取要請に対し、平成 年 月

日から 月末までに約 試料をサンプリング及び発送し、 に協力している。

－57－



58 

盤研究の推進や原子力分野の人材育成を行うため、我が国の原子力研究開発利用に係る共

通的科学技術基盤の形成を目的に、科学技術の競争力向上と新たな原子力利用技術の創出

及び産業利用に貢献する基礎基盤研究を実施する。得られた成果は学術論文公刊やプレス

発表等により公開を行い、我が国全体の科学技術・学術の発展に結び付けるとともに、技術移

転を通して産業振興に寄与する。また、我が国の原子力基盤の維持・向上に資するための人

材育成の取組を強化する。これらの研究開発等を円滑に進めるため、基盤施設を利用者のニ

ーズも踏まえて計画的かつ適切に維持・管理するとともに、新規制基準への適合性確認が必

要な施設については、これに適切に対応する。

我が国の原子力利用を支える科学的知見や技術を創出する原子力基礎基盤研究、並びに

原子力科学の発展につながる可能性を秘めた挑戦的かつ独創的な先端原子力科学研究を

実施する。また、課題やニーズに的確に対応した研究開発成果を産業界や大学と連携して生

み出すとともにその成果活用に取り組む。

高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発については、エネルギー基本計画を受けて、

発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、高い安全性を有する高温ガス炉の実用化

に資する研究開発を通じて、原子力利用の更なる多様化・高度化に貢献するため、目標や開

発期間を明らかにし、国の方針を踏まえ高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並

びに熱利用系の接続に関する技術の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施す

る。

量子ビーム応用研究について、第 期科学技術基本計画や「科学技術イノベーション総合

戦略 ～未来創造に向けたイノベーションの懸け橋～」＇平成 年 月閣議決定（におい

ては、先端計測及び解析技術等の発展につながり、分野横断技術を下支えする光・量子科学

技術を活用することが科学技術に関する研究開発を推進するとしており、これを受けて、量子

ビームの発生・制御及びこれらを用いた高精度な加工や観察等に係る最先端技術開発を推

進するとともに、量子ビームの優れた機能を総合的に活用して、原子力科学、物質・材料科学、

生命科学等の幅広い分野において世界を先導する研究開発を推し進め、革新的成果・シー

ズを創出し、産学官の連携等により、科学技術イノベーション創出を促進し、我が国の科学技

術・学術及び産業の振興等に貢献する。

に設置された中性子線施設に関して、世界最強のパルスビームを、年間を通じて

以上の高い稼働率で供給運転することを目指す。具体的には、目標期間半ばまでにビー

ム出力 相当で安定な利用運転を実現する。さらに、特定先端大型研究施設の共用の促

進に関する法律＇平成六年法律第七十八号（第 条第 項に規定する業務＇登録施設利用促

進機関が行う利用促進業務を除く。（を、国や関係する地方自治体、登録施設利用促進機関

及び との綿密な連携を図り実施する。

原子力人材の育成と供用施設の利用促進について、機構が有する原子力の基

礎基盤を最大限に活かし、我が国の原子力分野における課題解決能力の高い研

究者・技術者の研究開発現場での育成、国内産業界、大学、官庁等のニーズに対

応した人材の研修による育成、国内外で活躍できる人材の育成、及び関係行政機

関からの要請等に基づいた原子力人材の育成を行う。また、原子力人材の育成と
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科学技術分野における研究開発成果の創出に資するために、民間や大学等では

整備が困難な試験研究炉や放射性物質の取扱施設については、機構において施

設の安定的な運転及び性能の維持・強化を図り、国内外の幅広い分野の多数の

外部利用者に適切な対価を得て利用に供する。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百

万円（であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、補助金等

収益 百万円 等である。これらの費用による本年度の主な実績は、以下に示す通りであ

る。

ⅰ 原子力を支える基礎基盤研究及び先端原子力科学研究の推進

原子力基礎基盤研究

核工学・炉工学研究では、主に以下の成果が上げられた。

・中性子共鳴分析法の開発により高放射能試料等に対し中性子捕獲反応断面積の高精度測

定に成功した。本成果は、核データの高精度化を通じて、放射性廃棄物を低減する核変換

技術の確立や原子力システムの安全性・経済性向上に寄与することが期待される成果であり、

「複雑な組成・形状の核燃料を計量管理する中性子共鳴濃度分析法の開発」として、平成

年度日本原子力学会賞技術開発賞を受賞＇平成 年 月（、「中性子共鳴分光法の大幅な

革新とその応用研究」として、平成 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞

＇研究部門（の受賞が決定＇平成 年 月受賞（と非常に高く評価された科学的意義の大き

な成果である。

・原子力基礎工学研究センターが開発した中性子問いかけ法による廃棄物中ウラン量測定装

置が、平成 年 月に原子力規制庁から計量管理装置として認められ、人形峠環境技術セ

ンター精錬転換施設において廃棄物中ウラン量測定のための計量管理装置として平成 年

月より実運用を開始し、約 本＇ 月末時点 本（の計測を終了した。本技術の計測

誤差は ％以下であり、従来の計測誤差＇最大 ％（に比べ大幅に改善され、今後、ウラン

廃棄物の計量管理に大きく貢献するものである。

・連続エネルギーモンテカルロコード 第 版の正式公開に先立ち、希望者に対してβ版

パッケージを原子力機構内外＇ 大学、 機関、 電力、 メーカー、及び 機構内課室（に配

布し、利用者のニーズ、意見等を反映させた。今後、大規模な炉心解析等において我が国の

標準コードとしての活用が期待される。

・ヨウ素同位体の核データ評価に関する論文「

」が、平成 年度日本原子力学会賞論文賞＇平成 年 月（を、アクチニドの核デ

ータ評価に関する論文「 」が を

受賞する＇平成 年 月（などの成果を上げた。

燃料・材料工学研究では、主に以下の成果が上げられた。

・事故時等の燃料挙動評価手法の基盤整備のために、炉心材料とコンクリートの溶融実験を

実施し、溶融固化物の組成・組織と固さの関係を解明した。事故時等の燃料挙動評価手法
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盤研究の推進や原子力分野の人材育成を行うため、我が国の原子力研究開発利用に係る共

通的科学技術基盤の形成を目的に、科学技術の競争力向上と新たな原子力利用技術の創出

及び産業利用に貢献する基礎基盤研究を実施する。得られた成果は学術論文公刊やプレス

発表等により公開を行い、我が国全体の科学技術・学術の発展に結び付けるとともに、技術移

転を通して産業振興に寄与する。また、我が国の原子力基盤の維持・向上に資するための人

材育成の取組を強化する。これらの研究開発等を円滑に進めるため、基盤施設を利用者のニ

ーズも踏まえて計画的かつ適切に維持・管理するとともに、新規制基準への適合性確認が必

要な施設については、これに適切に対応する。

我が国の原子力利用を支える科学的知見や技術を創出する原子力基礎基盤研究、並びに

原子力科学の発展につながる可能性を秘めた挑戦的かつ独創的な先端原子力科学研究を

実施する。また、課題やニーズに的確に対応した研究開発成果を産業界や大学と連携して生

み出すとともにその成果活用に取り組む。

高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発については、エネルギー基本計画を受けて、

発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、高い安全性を有する高温ガス炉の実用化

に資する研究開発を通じて、原子力利用の更なる多様化・高度化に貢献するため、目標や開

発期間を明らかにし、国の方針を踏まえ高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並

びに熱利用系の接続に関する技術の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施す

る。

量子ビーム応用研究について、第 期科学技術基本計画や「科学技術イノベーション総合

戦略 ～未来創造に向けたイノベーションの懸け橋～」＇平成 年 月閣議決定（におい

ては、先端計測及び解析技術等の発展につながり、分野横断技術を下支えする光・量子科学

技術を活用することが科学技術に関する研究開発を推進するとしており、これを受けて、量子

ビームの発生・制御及びこれらを用いた高精度な加工や観察等に係る最先端技術開発を推

進するとともに、量子ビームの優れた機能を総合的に活用して、原子力科学、物質・材料科学、

生命科学等の幅広い分野において世界を先導する研究開発を推し進め、革新的成果・シー

ズを創出し、産学官の連携等により、科学技術イノベーション創出を促進し、我が国の科学技

術・学術及び産業の振興等に貢献する。

に設置された中性子線施設に関して、世界最強のパルスビームを、年間を通じて

以上の高い稼働率で供給運転することを目指す。具体的には、目標期間半ばまでにビー

ム出力 相当で安定な利用運転を実現する。さらに、特定先端大型研究施設の共用の促

進に関する法律＇平成六年法律第七十八号（第 条第 項に規定する業務＇登録施設利用促

進機関が行う利用促進業務を除く。（を、国や関係する地方自治体、登録施設利用促進機関

及び との綿密な連携を図り実施する。

原子力人材の育成と供用施設の利用促進について、機構が有する原子力の基

礎基盤を最大限に活かし、我が国の原子力分野における課題解決能力の高い研

究者・技術者の研究開発現場での育成、国内産業界、大学、官庁等のニーズに対

応した人材の研修による育成、国内外で活躍できる人材の育成、及び関係行政機

関からの要請等に基づいた原子力人材の育成を行う。また、原子力人材の育成と
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の高度化に貢献する成果であり、模擬デブリの特性に関する論文「

」が、

を受賞した。＇平成 年 月（。

・原子力施設の経年务化評価のために、超高圧電子顕微鏡その場観察により、照射欠陥＇格

子間原子集合体（の運動挙動を明確化するとともに、実験結果を取り入れた計算モデルを構

築することにより格子間原子集合体の形成・成長過程を再現し、照射欠陥の運動挙動と形

成・成長過程の関連性を実験と計算により明確化した。これらは照射欠陥の基本特性に関す

る知見の蓄積とそれに基づくシンプルな予測モデルの構築に貢献する成果である。

・軽水炉環境でのステンレス鋼の応力腐食割れ研究では、すき間内導電率測定センサーを開

発し、すき間が小さい部位では導電率が上昇し粒界腐食が生じることを示し、実機の割れ環

境を計測する技術への応用が期待できる成果などを上げた。

原子力化学分野では、主に以下の成果が上げられた。

・地中環境中のアクチノイド挙動解明のための新規分光装置については、非線形分光用レー

ザー光学系のうちポンプ光入射部分及びサンプルへのレーザー光入射系の設計を完了し、

次年度以降のデータ取得に向け装置のセッティングを開始した。

・分離技術効率化のための工業的に広く利用されているリン酸系抽出剤よりも高い抽出能力

＇ランタノイドに対して 倍以上の分配比（を持つ新規リン酸系抽出剤を開発し、特許出願し

た。放射性廃液浄化技術として開発したエマルションフロー法については、資源循環技術・シ

ステム表彰＇＇一財（産業環境管理協会主催、経済産業省後援（レアメタルリサイクル賞＇平成

年 月（等を受賞するとともに、国立研究開発法人科学技術振興機構が開催する新技術

説明会において講演を行う＇平成 年 月（など成果の普及に努めた。

・難分析長寿命核種ジルコニウム の質量分析において妨害となる同重体ニオブ

等を効率良く除去できる分離材料を開発し、使用済燃料溶解液中の の定量

において従来の約 倍の迅速さで分析可能であることを確認した。分析用分離材料の開発

について、新世紀賞＇＇公社（日本分析化学会 関東支部（を受賞するなどの成果を上げた。

環境・放射線科学研究では、主に以下の成果が上げられた。

・東京電力福島第一原子力発電所事故より放出された粒子状セシウムの海洋での挙動を明ら

かにした。本成果は東京電力福島第一原子力発電所事故の影響からの環境回復に貢献す

る成果であり、この成果に関する論文「

」が、米国化学会 編集委員

会から 優秀論文賞 ＇環境科学部門（を受賞した

＇平成 年 月（。関連した成果である溶存希土類元素の河川水中の様態に関する論文

「

」が、平成 年度日本

原子力学会賞論文賞を受賞した＇平成 年 月（。

・ について、連続した四面体を用い物体の幾何形状を精密に定義できる機能を新たに
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開発し多角形の連続形状で人体を表現するポリゴンファントムを で利用可能となった。

「放射線により生じる電子機器の誤動作現象に関するシミュレーション技術の高度化」の成果

により、平成 年度日本原子力学会賞奨励賞を受賞した＇平成 年 月（。

・環境中核種移行評価技術の高度化のために、施設近傍の個々の構造物等の影響を考慮で

きる高分解能大気拡散計算基本計算コード＇ （を開発、可搬性の水中核種連

続測定手法について、容易に設置可能で、海水中の放射性セシウム濃度を定量可能な計測

手法を検討し、 度の調査航海において、海水中の核種分析に最適な吸着材を選定するな

どの成果をあげた。

・事故時の迅速な対応のための核種同定システムの検討では、高線量下での測定に用いる候

補検出器の特性や遮蔽方法の試験、並びに尿中 測定に必要な の設定値の決定

及び検出限界の算定を行った。

計算科学技術研究では、主に以下の成果が上げられた。

・高温・高圧下における物性変化モデル開発のための基礎データの拡充を進め、高温・高圧

水蒸気下での表面酸化反応を追跡可能とする分子動力学法を開発し、主要原子の界面で

の各反応過程だけでなく、反応生成物の拡散等をもシミュレーションすることに成功した。第

一原理分子動力学法を用いて二酸化トリウムの融点近傍で起こる熱物性の急激な温度変化

の原因を調べ、その変化が燃料内の酸素単独の激しい運動に起因することを明らかにした。

本成果はシビアアクシデント時の炉内複雑現象解析に貢献が期待される成果である。

・エクサスケールの流体解析に向けて、処理の大部分を占める行列計算に関して、コードのデ

ータ構造に特化した処理を実装した効率的反復行列解法を試作し、従来の行列計算ライブ

ラリと比較して 倍以上の性能向上を達成した。エクサスケール流体解析に向けた取組に関

連し、「京」の高い演算性能をフル活用することで、イオンが作る乱流と電子が作る乱流が混

在する複雑なプラズマ乱流の振る舞いを正確にシミュレーションすることに初めて成功した。こ

れまで、イオンが作る乱流と電子が作る極微細な乱流は相互作用しないというスケール分離

の仮定に基づいた研究が行われてきたが、本研究により、イオンが作る乱流と電子が作る極

微細な渦との相互作用の存在を突き止めた＇平成 年 月プレス発表（。

・耐震評価を高精度化する上で重要となるモデル化因子の候補の選定及び感度解析を実施

し、地盤の物性＇せん断波速度、減衰率（、建屋と地盤の結合条件、建屋壁の取り扱い等の

違いが応筓に強く影響するという知見を得た。

産業界のニーズを踏まえた活動については、主に以下の取組を行った。

・核医学診断に多用されている放射性同位元素テクネチウム ＇ （を、加速器中性子

で生成したモリブデン ＇ （から熱分離し、その純度が放射性医薬品基準をクリアして

いることを確認するとともに、既存のテクネチウム 製品と医薬品の観点から同等である

ことを明らかにし、加速器中性子で製造した医学診断用 の実用化へ大きく前進した

平成 年 月プレス発表 。

・日本原燃＇株（との研究交流会を開催し、再処理プラントにおける課題や研究ニーズについて
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の高度化に貢献する成果であり、模擬デブリの特性に関する論文「

」が、

を受賞した。＇平成 年 月（。

・原子力施設の経年务化評価のために、超高圧電子顕微鏡その場観察により、照射欠陥＇格

子間原子集合体（の運動挙動を明確化するとともに、実験結果を取り入れた計算モデルを構

築することにより格子間原子集合体の形成・成長過程を再現し、照射欠陥の運動挙動と形

成・成長過程の関連性を実験と計算により明確化した。これらは照射欠陥の基本特性に関す

る知見の蓄積とそれに基づくシンプルな予測モデルの構築に貢献する成果である。
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ステム表彰＇＇一財（産業環境管理協会主催、経済産業省後援（レアメタルリサイクル賞＇平成
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説明会において講演を行う＇平成 年 月（など成果の普及に努めた。

・難分析長寿命核種ジルコニウム の質量分析において妨害となる同重体ニオブ
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について、新世紀賞＇＇公社（日本分析化学会 関東支部（を受賞するなどの成果を上げた。

環境・放射線科学研究では、主に以下の成果が上げられた。

・東京電力福島第一原子力発電所事故より放出された粒子状セシウムの海洋での挙動を明ら

かにした。本成果は東京電力福島第一原子力発電所事故の影響からの環境回復に貢献す

る成果であり、この成果に関する論文「

」が、米国化学会 編集委員

会から 優秀論文賞 ＇環境科学部門（を受賞した

＇平成 年 月（。関連した成果である溶存希土類元素の河川水中の様態に関する論文

「

」が、平成 年度日本

原子力学会賞論文賞を受賞した＇平成 年 月（。

・ について、連続した四面体を用い物体の幾何形状を精密に定義できる機能を新たに
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意見交換を行った。

ｂ 先端原子力科学研究

アクチノイド先端基礎科学の分野では、主に以下の成果が上げられた。

・ ハドロン実験施設を活用し、原子核の陽子の数と中性子の数が入れ替わっても質量

が同じになると考えられていた荷電対称性が、原子核に奇妙な粒子と呼ばれるラムダ粒子を

加えることで大きく崩れることを世界で初めて発見した＇平成 年 月プレス発表（。本成果

は、陽子、中性子等にはたらく力＇核力（の解明への貢献が期待され、

誌に掲載、さらに注目論文に選出された。

・陽子数の過剰な水銀 の原子核は、核分裂時の励起エネルギーが高い場合でも殻構造

が消滅しないことを世界で最初に示した。本成果は、核分裂や重イオン反応を解明する上で

重要な殻構造の解明への貢献が期待され、 誌に掲載された。

・ 番元素ローレンシウムの第一イオン化エネルギーの測定に平成 年度初めて成功し、

番目の元素でアクチノイド系列が終了する事を実証した。この成果は、アクチノイドの化学

的性質の解明に貢献することが期待され、 誌 ： に掲載されると共に、

誌表紙を飾り＇平成 年 月プレス発表（、「シングルアトム分析法の開発と超重元素の化学

的研究」として、平成 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞＇研究部門（の

受賞が決定＇平成 年 月受賞（と非常に高く評価された科学的意義の大きな成果であっ

た。

・細胞への希土類の吸着が刺激となってマンガン酸化菌から分泌される有機物が希土類元素

を脱着させるという現象を世界で初めて見出した。本成果は、水環境における元素挙動に及

ぼす微生物の未知の機能の解明への貢献が期待され、

誌に掲載された。

原子力先端材料科学分野では、主に以下の成果が上げられた。

・強い磁場をかけることで発現するウラン化合物の新しい超伝導のしくみを世界で初めて解明

し、磁場は、超伝導を壊すだけではなく、逆に生み出すこともできる事を明らかにした＇平成

年 月プレス発表（。本成果は、ウラン化合物の新しい材料開発への貢献が期待され、

誌に掲載、さらに注目論文に選出された。

・液体金属流から電子の自転運動を利用し電気エネルギーを取り出すことに世界で初めて成

功した＇平成 年 月プレス発表（。この成果は、新しい発電方法の開発への貢献が期待さ

れ、 誌に掲載、 、 、 の 誌において注

目論文＇ など（に選出された。さらに科学技術分野の文部科学大臣表彰におけ

る若手科学者賞を「ナノ磁性体による磁気エネルギー利用法の理論研究」に関する成果とし

て受賞した。

・高い表面敏感性を持つ全反射高速陽電子回折法を用いて銅とコバルトの上のグラフェンの

高さを解析し、金属の元素の違いによるグラフェンとの結合の違いを世界で初めて実験的に

明らかにすることに成功した＇平成 年 月プレス発表（。本成果は陽電子ビームを用いた新
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規材料開発への貢献が期待され、 誌に掲載された。

・イオン照射を用いてナノチューブ内の結晶状態や構造をコントロールした複合材料の創製方

法の開発に世界で初めて成功した＇平成 年 月プレス発表（。本成果は、イオンビームを

用いた小型化・省電力化された電子・発光デバイスの開発への貢献が期待され、 誌

に掲載された。

先端原子力科学研究の国際協力を強力に推進するために、黎明研究制度を引き続き実施

し、本制度のもとで外国人グループリーダーを招聘するなどの国際的な研究環境の整備を行

った。

ⅱ 高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発

高温ガス炉技術研究開発

・ の再稼働に向けて、新規制基準への適合性の確認のために原子力規制庁によりほぼ

毎月開催される審査会合、及びそのためにほぼ毎週開催されるヒアリングに対し、着実かつ

的確に対応を進めた。また、再稼働に向けて、安全の確保、経費の削減を図りつつ、中性子

源交換を完遂した。併せて、震災後初めて炉内黒鉛構造物を取出し、外観検査により、黒鉛

ブロックに有意な傷、打痕等がないことを確認し、炉内黒鉛構造物の健全性を確認した。

・ 接続試験に向けて熱利用系異常模擬試験＇コールド試験（を実施し、原子炉床部での

熱負荷変動吸収特性の新たな知見を確認するとともに、 に中間熱交換器を介して接続

する熱利用施設で熱負荷変動が発生したとしても、中間熱交換器を含めた原子炉システム全

体で熱負荷変動を吸収でき、原子炉の運転に影響を及ぼさないことを明らかにした。また、

接続熱利用システムの安全評価のための解析コードの高精度化に必要となるデータを

取得した。

・多重故障を伴う事象シーケンスを網羅し要求する安全性に対応した設計基準事象選定の基

本的な考え方を提案するとともに、実用高温ガス炉の設計基準事象選定を完了した。

・カザフスタンで実施した の照射試験結果を基に、内圧破損モデルを考慮して設計

した高燃焼度 燃料粒子の設計手法の妥当性を確認した。また、スリーブレス一体

型燃料の高充填率化に向けてオーバーコート法の改良を進め、燃料要素を試作した。

・実用高温ガス炉の運転制御方式確立に必要な試験を実施可能な、 熱利用試験施設

の全体系統構成及び熱物質収支を定めるとともに、実用高温ガス炉において建設コストを約

削減可能な熱供給配管仕様を決定した。

熱利用技術研究開発

・熱化学法 プロセスの つの反応工程を統合して定常的水素製造を行うため、反応器が担う

処理速度の調整に用いる、制御量 水素生成速度など と 操作量 反応器への供給流量

など の関係を示す物質収支データを取得・評価し、処理速度調整方法の確証を完了した。

工程統合試験で約 時間の水素製造を達成し、全工程を連結した運転が可能であることを実

証し、プレス発表をした。＇平成 年 月（
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・セラミックス材料の強度評価に必要な材料特性データの確定及びこれらを取得するための試

験方法を選定した。材料特性データを取得し、破壊試験条件、試験体形状を決定して、破壊

試験の準備を完了した。

・水素製造設備の経済性評価手法を整備し、水素製造設備のパラメータの改善が水素製造コ

ストの削減に及ぼす効果の感度解析を行い、水素製造効率の向上、並びに機器の合理化及

び長寿命化がコスト削減に寄与する度合いを明らかにした。また、減圧フラッシュ法による排

熱回収量増加などのフローシート改善により、これまでより約 高い水素製造効率を有する

実用システム概念を提案した。

・ガスタービンへの核分裂生成物の沈着低減技術について、供用期間＇約 時間（の拡

散挙動時間依存データ取得を可能とする拡散対の製作手法を考案し、 同位体＇ （の拡

散を精度よく測定可能な手法を選定した。約 ℃で約 時間の熱時効を行った拡散対

の 濃度分布測定を行い、結晶構造と拡散挙動のデータを取得した。

・茨城県の要請を受けて、原子力による水素製造技術の研究開発を実施している立場から、

水素の利活用拡大を図るための戦略を策定する茨城県水素戦略会議に参画した。平成

年 月に茨城県が策定した「いばらき水素戦略」において、高温ガス炉による水素製造につ

いて、その研究開発を促進し、地の利を生かして実用化を支援すべきと掲げられている。

人材育成

・特別研究生 名＇東京工業大学（、夏期実習生 名＇九州大学 名、東京都市大学 名、熊

本大学 名（を受け入れて、高温ガス炉技術の知識を習得させ、若手研究者の育成に努めた。

また、学生実習生 名＇熊本大学 名、芝浦工業大学 名（を受け入れて、 プロセス水素

製造技術の知識を習得させ、若手研究者の育成に努めた。

産業界との連携

・文科省と協力して高温ガス炉産学官協議会の会合を２回開催して、高温ガス炉の位置付け、

意義、熱利用を含む将来的な実用化像の検討とそれに向けた技術的、経済的な課題の抽出、

国際協力の在り方、人材育成、確保の課題について検討を開始した。

米国との二国間協力、 、 における多国間協力を活用し、我が国の高温ガス炉技術

の国際標準化に努めた

ⅲ 量子ビーム応用研究

中性子施設・装置の高度化と中性子利用研究等

・リニアック 運転におけるエミッタンス低減化のためのパラメータ探索を実施し、 出

力運転の定常化に向けての技術開発を進め、ビーム損失を大幅に低減することができた。

・中性子ターゲット容器を用いて、１ 相当のビーム入射時の圧力波の低減度を確認すると

ともに、窓部の損傷度を 初めて観測し、損傷評価の基礎データを得た。

・ヘリウム 代替中性子検出器の開発の一環として、大面積波長シフト読み出し型シンチレー

タ検出器の試作に成功した。本成果は、ヘリウム 危機に伴う現在のヘリウム 検出器の価格
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高騰、将来のヘリウム 検出器の枯渇対策として期待される成果である。

・世界初の 、 ℃の高温高圧条件を達成する専用高圧中性子回折装置「 」
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回中性子科学会学会賞技術賞を受賞した＇平成 年 月（。

・中性子及び放射光を相補的に活用し、物質の構造と機能を結びつける鍵となる電荷、軌道、

スピン、格子の間の多重自由度相関研究を推進し、銅酸化物高温超伝導体の磁気励起の全

貌を明らかにするという独創性の高い研究成果をあげ、 誌に掲載された。

・中性子回折法を用いた残留応力測定の精度を向上させるために基準格子定数を測定し、こ

れを評価する技術の検討に着手した。さらに、次世代軽量複層鋼板において特異な集合組

織を発見し、これまで未解決であった高延性化の機構解明に繫がる結果を得、産業応用へ

の展開が期待される。

・分離核変換技術の確立に向けて、核変換のターゲットとなるアメリシウム を選択的に錯形

成する多点型配位子を開発し、その成果がハイライト論文として学術雑誌

の表紙を飾った＇平成 年 月（。また、福島原子力発電所の事故により放出され

たセシウム を点 認識 と線 捕捉 で捕集するクラウンエーテルの開発に成功し、分離の妨

害となるカリウム など環境元素の存在下でも十分な吸着性能を発揮することを示し、

誌に発表した。さらに、福島原子力発電所の事故を模した極低濃度放射

性 による様々な鉱物存在下での吸着実験を行い、汚染土壌処理技術開発に関する重要

な知見として が特に風化黒雲母に選択的に吸着することを明らかにし、プレス発表＇平成
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・セラミックス材料の強度評価に必要な材料特性データの確定及びこれらを取得するための試
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・文科省と協力して高温ガス炉産学官協議会の会合を２回開催して、高温ガス炉の位置付け、
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国際協力の在り方、人材育成、確保の課題について検討を開始した。

米国との二国間協力、 、 における多国間協力を活用し、我が国の高温ガス炉技術

の国際標準化に努めた

ⅲ 量子ビーム応用研究

中性子施設・装置の高度化と中性子利用研究等

・リニアック 運転におけるエミッタンス低減化のためのパラメータ探索を実施し、 出

力運転の定常化に向けての技術開発を進め、ビーム損失を大幅に低減することができた。

・中性子ターゲット容器を用いて、１ 相当のビーム入射時の圧力波の低減度を確認すると

ともに、窓部の損傷度を 初めて観測し、損傷評価の基礎データを得た。

・ヘリウム 代替中性子検出器の開発の一環として、大面積波長シフト読み出し型シンチレー

タ検出器の試作に成功した。本成果は、ヘリウム 危機に伴う現在のヘリウム 検出器の価格
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電子生成のためのシミュレーションに着手するとともに、計測装置の試作機の設計と製作を行

い、外部機関と連携して取り組む 革新的研究開発推進プログラム において新しい

放射光源の開発に貢献した。

・試料表面のナノスケール構造の高速観察を可能にする 線レーザーの高繰り返し化に関す

る技術開発として、励起レーザーの高出力化及び高繰返し軟 線レーザー発生のための光

学配置の検討及び設計を行うなど、今後、表面におけるダイナミクスの計測や材料評価等、

物質科学や材料工学への貢献に向けた利用へ弾みをつけた 特許出願 件 。

・バイスタンダー効果は放射線の種類に依らず細胞内の 合成量と関連することを発見し、

その分子機構の特徴を見出すとともに、放射線照射を受けた細胞が染色体のタンパク質の立

体構造を自ら変化させることを発見するなど、放射線の生物作用機構の解明に繋がる重要な

学術的成果を多く得、当該分野の権威である 誌等に発表するとともに、

これらについてはプレス発表＇平成 年 月（も行った。

・細胞殺傷能力の高いアルファ線を放出するアスタチン ＇ （を使った新しいがん治療

薬の開発を目指し、融点の低いビスマス単体 を溶融させることなく高電流のα粒子ビー

ムを照射して大量の を製造するために、熱伝導性に優れた照射システムの開発を行っ

た。これにより、 で標識された薬剤の開発を加速させ、治療効果メカニズムの解明に繋げ

る見通しを得た。

・生体高分子の構造・ダイナミクスと機能の相関を解明するための基盤技術の開発を進め、細

胞死を誘導する抗体とヒトタンパク質の複合体解析から、抗がん剤の基本的作用を明らかに

し、 誌に発表するとともに、プレス発表＇平成 年 月（を行った。

・植物 イメージングによる元素の維管束輸送の選択性を解析する技術を開発し、これを用い

てヨシの耐塩機構を解明した成果 誌掲載 が学術的意義の高い

成果を創出したとして注目され、多くのメディアに取り上げられた。プレス発表＇平成 年 月（

を行うなど学術的意義の高い成果を創出した。この成果は、世界的に塩分濃度の高い土地

や、海水でも栽培可能な新しいイネの品種を作り出すことを通じて我が国の農業の強化に貢

献できる。

・イオン照射により花色、種子の色や成分を支配するアントシアニン蓄積遺伝子を発見し、

誌に発表するとともに、プレス発表＇平成 年 月（を行った。

・荷電粒子・ 等を利用して、次世代燃料電池に適用できる新規耐アルカリ性電解質膜を合

成し、従来膜の約 倍の耐久性を実証するとともに、酸素還元活性を有する窒素含有炭素触

媒を創製するため、アンモニア 雰囲気下、数百℃以上の加熱条件で電子線照射を可

能とする装置開発に成功するなど、これら省エネルギー・省資源型材料の基礎科学的理解に

寄与した。

・半導体スピン情報制御・計測技術確立に不可欠な単一フォトン源の検出やスピン偏極陽電

子による金属薄膜表面の電流誘起スピン蓄積効果の観測に成功

誌に掲載、プレス発表＇平成 年 月（ するなど、革新的電子デバイスの実現に向けて学

術的意義の高い成果を得た。

・レーザーによるセンシング・プロセシング技術を、使用済み燃料を想定した 元素混合系か

－66－



67 

らの白金族元素の分離回収に適用すべく、原子力基礎工学研究センターと共同で試験を実

施した。また、耐熱歪センサーをナトリウム配管へ実装し、配管熱膨張の計測に成功した。こ

れにより、高温にさらされた配管の歪のオンライン計測が世界で初めて可能になった。

・レーザーコンプトンガンマ線を用いた核種分析法実現の為のレーザーコンプトン散乱による

線～ガンマ線源の実用化に向けて、エネルギー回収型加速器により加速された電子ビームと

レーザー蓄積装置に蓄積されたレーザービームを高密度かつ高繰り返しで衝突させる技術

の実証に成功しプレス発表＇平成 年 月（を行った。また、加速器の小型省力化を実現す

る新型加速空洞を開発し、核物質検知等の非破壊測定技術の開発に向け前進した。

・テラヘルツ光源高強度化のための要素技術開発として、テラヘルツ発生デバイスの大口径化

により回折効率を ％と大きく改善し、レーザー光を用いた量子制御技術への応用に向け前

進した。

・放射光 体分布関数測定法を開発し、これをペロブスカイト型酸化物であるクロム酸鉛

に適用し、 価と 価の鉛が不規則に配列する電荷グラス状態にあることを見出し、

成果を東京工業大学等と共同で 誌 ：

に発表するとともに、プレス発表＇平成 年 月（を行った。クロム酸鉛は、圧力印加により

もの巨大な体積収縮を示すことから、巨大な負熱膨張を呈する特殊な材料の開発が期

待できることがわかった。

・放射光実験と連携した数値シミュレーション技術の開発の一環として、粘土鉱物におけるセシ

ウムの吸着機構を第一原理分子動力学に基づく化学反応シミュレーションにより解明し、論文

雑誌 誌 に発表することにより、福島事故に関連して特定

の粘土鉱物に が吸着・固定される機構の解明を大きく前進させた。

・ 大学発新産業創出拠点 プログラムで実施した手のひらサイズの非侵襲血糖値セ

ンサーの開発において、 国際標準化機構 の基準をクリアするなど、医療分野における

イノベーション創出に貢献した。本成果については、日本経済新聞等多くのメディアに取り上

げられ、さらに、外資大手企業を含む 社以上から技術提携希望の申し入れを受けるなど、

社会的に大きなインパクトを与えた。

・実用化したセシウム除去用給水器が、企業 倉敷繊維加工 株 から 年 月より飯舘村 給

水器約 セット、交換用カートリッジ 約 個 、東京電力 給水器約 セット、交換用カ

ートリッジ約 個 、他個人向けに楢葉町等に販売され、使用が開始された。また、「放射

線グラフト捕集材を充填したセシウム用給水器の開発」に成功したことが高く評価され、平成

年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞＇研究部門（を受賞した＇平成 年

月（。

・文部科学省の「先端研究施設共用促進事業」を通じて、原子力機構のイオンビーム育種技

術支援が民間の花の新品種作出に貢献したとしてプレス発表＇平成 年 月（を行った。

国内外の大学、研究機関、並びに産業界等との連携を密にし、約 件の国内共同研究、

約 件の国際取り決め 主担当 に基づく研究協力を実施した。こうした連携協力を軸に、戦略

的イノベーション創造プログラム や革新的研究開発推進プログラム 等、イノベー
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電子生成のためのシミュレーションに着手するとともに、計測装置の試作機の設計と製作を行

い、外部機関と連携して取り組む 革新的研究開発推進プログラム において新しい

放射光源の開発に貢献した。

・試料表面のナノスケール構造の高速観察を可能にする 線レーザーの高繰り返し化に関す

る技術開発として、励起レーザーの高出力化及び高繰返し軟 線レーザー発生のための光

学配置の検討及び設計を行うなど、今後、表面におけるダイナミクスの計測や材料評価等、

物質科学や材料工学への貢献に向けた利用へ弾みをつけた 特許出願 件 。

・バイスタンダー効果は放射線の種類に依らず細胞内の 合成量と関連することを発見し、

その分子機構の特徴を見出すとともに、放射線照射を受けた細胞が染色体のタンパク質の立

体構造を自ら変化させることを発見するなど、放射線の生物作用機構の解明に繋がる重要な

学術的成果を多く得、当該分野の権威である 誌等に発表するとともに、

これらについてはプレス発表＇平成 年 月（も行った。

・細胞殺傷能力の高いアルファ線を放出するアスタチン ＇ （を使った新しいがん治療

薬の開発を目指し、融点の低いビスマス単体 を溶融させることなく高電流のα粒子ビー

ムを照射して大量の を製造するために、熱伝導性に優れた照射システムの開発を行っ

た。これにより、 で標識された薬剤の開発を加速させ、治療効果メカニズムの解明に繋げ

る見通しを得た。

・生体高分子の構造・ダイナミクスと機能の相関を解明するための基盤技術の開発を進め、細

胞死を誘導する抗体とヒトタンパク質の複合体解析から、抗がん剤の基本的作用を明らかに

し、 誌に発表するとともに、プレス発表＇平成 年 月（を行った。

・植物 イメージングによる元素の維管束輸送の選択性を解析する技術を開発し、これを用い

てヨシの耐塩機構を解明した成果 誌掲載 が学術的意義の高い

成果を創出したとして注目され、多くのメディアに取り上げられた。プレス発表＇平成 年 月（

を行うなど学術的意義の高い成果を創出した。この成果は、世界的に塩分濃度の高い土地

や、海水でも栽培可能な新しいイネの品種を作り出すことを通じて我が国の農業の強化に貢

献できる。

・イオン照射により花色、種子の色や成分を支配するアントシアニン蓄積遺伝子を発見し、

誌に発表するとともに、プレス発表＇平成 年 月（を行った。

・荷電粒子・ 等を利用して、次世代燃料電池に適用できる新規耐アルカリ性電解質膜を合

成し、従来膜の約 倍の耐久性を実証するとともに、酸素還元活性を有する窒素含有炭素触

媒を創製するため、アンモニア 雰囲気下、数百℃以上の加熱条件で電子線照射を可

能とする装置開発に成功するなど、これら省エネルギー・省資源型材料の基礎科学的理解に

寄与した。

・半導体スピン情報制御・計測技術確立に不可欠な単一フォトン源の検出やスピン偏極陽電

子による金属薄膜表面の電流誘起スピン蓄積効果の観測に成功

誌に掲載、プレス発表＇平成 年 月（ するなど、革新的電子デバイスの実現に向けて学

術的意義の高い成果を得た。

・レーザーによるセンシング・プロセシング技術を、使用済み燃料を想定した 元素混合系か
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ション創出を目指す国の公募事業に積極的に参画し、中でも で実施したレーザーによるト

ンネル内のコンクリートの欠陥検査において、従来の約 倍の高速化を実現した成果をプレス

発表＇平成 年 月（した。その成果は 紙以上に掲載されるなど注目を浴びた。さらに、産学

連携により実施した「電子顕微鏡用軟 線発光分析システムの開発育成」が平成 年度科学

技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞＇研究部門（を受賞した＇平成 年 月（

ⅳ 特定先端大型研究施設の共用の促進

・施設の性能向上と利用者への中性子線供給として、陽子ビーム での運転に向けて

出力での供給運転を達成した。

・共用運転は サイクルを目標としたが、中性子標的不具合の影響により、 サイクル相当の運

転実施となった。中性子標的の不具合に関しては、徹底的な原因究明と慎重な設計見直し

により、改善を図る。

・第 回アジア・オセアニア＇ （ 中性子スクール 第 回 スクールを開催し、中

性子科学、ミュオン科学等に関する講義と実習を実施し研究者の人材育成に貢献し、アジ

ア・オセアニア地域における中性子科学研究の拠点化を推進した＇参加者、計 か国、約

名（。

・ 研究棟が完成し、実験試料環境機器の開発・調製や研究交流の場を提供し、ユー

ザーの利便性の向上に大きく貢献した。

・利用者が効率的に実験を行えるように支援を行い、試料準備からデータ解析までの便宜供

与をはかった。さらに、海外からの長期滞在者のために、地域行政機関と協力し、生活環境

のサポートを実施した。

・ゴムの構造ダイナミクス研究から変形時に発生する応力・歪集中のコントロールに着目し、自

動車のタイヤの低燃費性・グリップを維持し耐摩耗性能を著しく向上させた。 ・

・「京」を連携活用させてタイヤ用新材料開発技術確立に貢献し商品開発に結び付

けたことは極めて顕著な成果で、プレス発表を行った＇平成 年 月（。

・利用実験課題数 課題のうち約 ％は産業界での利用によるものであった 年度は

。

・アウトリーチ活動として、地元東海村のイベント「大空マルシェ」で科学実験教室を開催し、超

伝導の原理を使ったコースター、磁力で乾電池がコイルの中を自走する実験などを実演する

とともに、多くの来場者に体験していただいた。＇来場者 名以上（

・利用実験課題数は、共用運転が サイクルから サイクルとなった為、昨年度約 課題に

対して約 課題と尐なくなった。

・中性子標的不具合の影響により、安全かつ安定な施設の稼働率は約 であった 平成

年度 。

・共用利用者の成果として、査読付き論文 報が掲載された。 誌、

等の高 雑誌に掲載された研究論文もあった。

・硫化亜鉛＇ （蛍光体及びその製造方法で特許の出願を行った。
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・外部評価委員を招いてハドロン事故＇平成 年 月（後に再構築した の安全管理

体制についての監査を実施し、「施設ごとに多様性が有る中で全体として、外来利用者への

教育指導も含めた安全確保の仕組みを非常に良く整備している」との評価を受けた。さらに、

内で安全情報交換会を開催することで、各ディビジョンにおける多様な安全への取り

組みを有機的に連携し、主体的に安全活動にとりくむ文化を促進させた。

・加速器施設における安全管理の課題について情報を交換し、加速器施設の安全強化に資

するために第 回加速器施設安全シンポジウムを実施し、国内の加速器施設における安全、

安全文化醸成活動について情報交流を行った。＇参加者約 名（。

・ハドロン事故＇平成 年 月（、ミュオン実験装置火災事故＇平成 年 月（での事故を教

訓として、安全な利用、安全教育の実効性を担保するよう引き続き体制を強化し、また運転マ

ニュアル等をさらにより良いものに整備を継続した。また、職員だけでなく利用者や業者を含

めた教育講習の充実を図り、継続的な安全文化醸成を図った。

・平成 年までの利用料金軽減措置の妥当性を、平成 年度までの実績を勘案して見直し

を行い、ビームライン当たり１日の利用料金を約 万円＇平成 年度比約 アップ（とし

た。

Ⅴ 原子力人材の育成と供用施設の利用促進

・ 原子炉施設の再稼働に向けて、新規制基準への適合性確認のため、原子力規制庁

研究炉班に対し、延べ、審査会合約 回＇ 現在（、ヒアリング約 回＇ 現在（を受

審し、新たに追加された審査条項に対しては基本的な考え方について審査会合にて合意を

得られたため、許可取得の見通しを得た。

・ 原子炉施設の再稼働に向けて、新規制基準への適合性確認のため、原子力規制庁研

究炉班に対し、延べ、審査会合 回＇ 現在（、ヒアリング約 回＇ 現在（を受審したが、

廃液配管等の設工認対応及びホットラボ排気筒の復旧対応を最優先に取り組むため、審議

については、平成 年 月 日以降一時中断している。

・新規制基準への適合性確認に係る耐震評価に関して、平成 年 月末に耐震 クラスの炉

プール、カナル壁の一部が基準値を満足しないことが明らかとなったため、耐震補強に関す

る検討を実施し平成 年 月末までに建家外周部及びプール壁等の補強案を策定したが、

より合理的な補強案とするため平成 年度も継続して検討を行うこととした。

・高速炉臨界実験装置＇ （から全ての高濃縮ウラン＇ （燃料及び分離プルトニウム燃料

の撤去を完了した。この事業は，大幅に予定を前倒しして完了した。この取組は，ハーグにお

ける第 回核セキュリティ・サミット＇平成 年 月（において初めて表明され、平成 年

月の安倍総理大臣のワシントン 訪問の際に改めて表明されたコミットメントの達成を示すも

のである。これは，世界規模で 及び分離プルトニウムの保有量を最小化する目標を推し

進めるものであり、権限のない者や犯罪者、テロリストらによるそのような物質の入手を防ぐこと

に貢献した。平成 年 月末にワシントン で開催された第 回核セキュリティサミットのオ

ープニングスピーチにおいて、米国オバマ大統領から、「一国から核物質を撤去した中で、

以上の高濃縮ウランとプルトニウムを撤去した歴史上最大のプロジェクト」と高く評価さ
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ンネル内のコンクリートの欠陥検査において、従来の約 倍の高速化を実現した成果をプレス
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連携により実施した「電子顕微鏡用軟 線発光分析システムの開発育成」が平成 年度科学

技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞＇研究部門（を受賞した＇平成 年 月（

ⅳ 特定先端大型研究施設の共用の促進

・施設の性能向上と利用者への中性子線供給として、陽子ビーム での運転に向けて

出力での供給運転を達成した。

・共用運転は サイクルを目標としたが、中性子標的不具合の影響により、 サイクル相当の運

転実施となった。中性子標的の不具合に関しては、徹底的な原因究明と慎重な設計見直し

により、改善を図る。

・第 回アジア・オセアニア＇ （ 中性子スクール 第 回 スクールを開催し、中

性子科学、ミュオン科学等に関する講義と実習を実施し研究者の人材育成に貢献し、アジ

ア・オセアニア地域における中性子科学研究の拠点化を推進した＇参加者、計 か国、約

名（。

・ 研究棟が完成し、実験試料環境機器の開発・調製や研究交流の場を提供し、ユー

ザーの利便性の向上に大きく貢献した。

・利用者が効率的に実験を行えるように支援を行い、試料準備からデータ解析までの便宜供

与をはかった。さらに、海外からの長期滞在者のために、地域行政機関と協力し、生活環境

のサポートを実施した。

・ゴムの構造ダイナミクス研究から変形時に発生する応力・歪集中のコントロールに着目し、自

動車のタイヤの低燃費性・グリップを維持し耐摩耗性能を著しく向上させた。 ・

・「京」を連携活用させてタイヤ用新材料開発技術確立に貢献し商品開発に結び付

けたことは極めて顕著な成果で、プレス発表を行った＇平成 年 月（。

・利用実験課題数 課題のうち約 ％は産業界での利用によるものであった 年度は

。

・アウトリーチ活動として、地元東海村のイベント「大空マルシェ」で科学実験教室を開催し、超

伝導の原理を使ったコースター、磁力で乾電池がコイルの中を自走する実験などを実演する

とともに、多くの来場者に体験していただいた。＇来場者 名以上（

・利用実験課題数は、共用運転が サイクルから サイクルとなった為、昨年度約 課題に

対して約 課題と尐なくなった。

・中性子標的不具合の影響により、安全かつ安定な施設の稼働率は約 であった 平成

年度 。

・共用利用者の成果として、査読付き論文 報が掲載された。 誌、

等の高 雑誌に掲載された研究論文もあった。

・硫化亜鉛＇ （蛍光体及びその製造方法で特許の出願を行った。
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れた。

・各種研修を通じて、我が国の原子力の基盤強化に貢献し得る人材の育成、国内産業界、大

学、官庁等のニーズに対応した人材の研修による育成、国内外で活躍できる人材の育成、及

び関係行政機関からの要請等に基づいた原子力人材の育成をそれぞれ行った。

研究開発人材の確保と育成

・原子力科学研究部門、人事部、原子力人材育成センター、広報部で構成する人材育成タス

クフォースを設置し、機構改革計画の実施内容を検討した。本タスクフォースの活動として以

下を実施した。

・任期制研究者のうち特に優れた成果を創出した者を定年制職員として採用＇テニュアトラック

制度（する中で、任期制在籍時と異なる部門に引き合わせる＇ジョブマッチング（ことにより、組

織横断的な人材確保に努めた。ジョブマッチングにより、福島研究開発部門で、原科部門の

候補者 名の採用を内定し、人材確保に成果を上げた。

・夏期休暇実習生に対する機構紹介懇談会を 回実施し、機構の研究活動紹介、若手・中堅

職員による懇談、原科研施設見学を実施した。参加者＇夏期休暇実習生約 名、その他

学生研究生約 名（。実習生へのアンケート調査を実施した結果、好意的な回筓を得るなど、

今後の人材確保に寄与することができたと考えている。今後、改善しつつ継続することとした。

・博士研究員の募集テーマの分野について、学生の応募を促すよう、公募用のホームページ

を改訂した。＇その結果、応募者数は、約 人であり、前年比約 人増加した。（

・機構の特長ある施設や研究活動の場を活用した人材育成に着手するため、育成テーマとし

て、放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発等に資する基礎基盤研究を 課題設定

し、人材育成特別 を設置した。平成 年度は、本テーマについて夏期休暇実習生約

名を受け入れた。

・この特別 において、夏期休暇実習生、研究生、任期付職員研究員の研究発表会を開催

するなどの育成プログラムを実施した。

・供用施設数は 施設、利用件数は約 件、採択課題数は約 件、利用人数は約

人であった。

・供用施設利用者への安全・保安教育実施件数は約 件であった。

・海外ポスドクを含む学生等の受入数は約 名 平成 年度は約 名 、研修等受講者数

は約 名 平成 年度は約 名 であった。

・施設供用による発表論文数は約 件であった。 平成 年度は約 件。

・施設供用特許などの知財は 件であった。 平成 年度は 件。

・利用希望者からの相談への対応件数は約 件であった。

原子力人材の育成

・国内研修では、計画した 講座のうち 講座を実施し、約 名の参加者を得た。研修参

加者にアンケート調査を行った結果、受講者が研修を評価した点数は平均で 点以上であ

り、研修が有効であるとの評価を得た。なお、第 回第 種放射線取扱主任者講習は外部
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からの申し込みが無かったため中止した。

・随時研修として、原子力規制庁から実験研修 回＇約 名参加（、福島県庁からの原子力専

門研修＇約 名参加（、 株 から第 種放射線取扱主任者出張講習＇約 名参加（

を受託し、実施した。

・大学等との連携協力では、遠隔教育システム等を活用した連携教育カリキュラム等を実施す

るとともに、東京大学大学院原子力専攻、連携協定締結大学等に対する客員教員派遣約

名及び大学等からの学生受入約 名を実施した。

・文部科学省から受託事業により、アジア諸国を対象とした講師育成研修を行い海外からの研

修生を約 名受け入れ、約 名の講師を先方に派遣し、アジア諸国の人材育成に貢献し

た。講師育成研修参加者にアンケート調査を行い、平均 点以上との評価を得た。原子力

人材育成ネットワークでは、 マネジメントスクールの開催＇参加者約 名（、国内人材の

国際化研修の実施＇参加者約 名（、学生向け施設見学会の開催＇参加者約 名（等を

実施し、国内外の人材育成に貢献した。

供用施設の利用促進

・機構が保有する供用施設を、震災の影響等により停止中の 、 、常陽及びタンデト

ロン 青森 を除いて、大学、公的研究機関及び民間企業による利用に供した。平成 年度の

利用課題は約 件であり、停止中の上記 施設以外の施設については、年度を通じてお

おむね順調に稼働し、予定されていた利用課題の ％以上が実施されて、利用者のニーズ

に応えることができた。

・楢葉遠隔技術開発センターのモックアップ試験施設を平成 年 月に新たに供用施設に

指定し、平成 年度からの本格運用開始に向けた課題公募等の手続を実施した。

・ については、平成 年 月 日に原子炉廃止措置計画申請を原子力規制委員会

に対して行ったことに伴い、平成 年 月 日付けで供用施設の指定を解除した。

・利用課題の定期公募は、平成 年 月及び 月の 回実施した。成果公開課題の審査

に当たっては、透明性及び公平性を確保するため､産業界等外部の専門家を含む施設利用

協議会及び専門部会を年 回開催し、課題の採否、利用時間の配分等を審議した。

・産業界等の利用拡大を図るため、研究開発部門・研究開発拠点の研究者・技術者等の協力

を得て、機構内外のシンポジウム、学会、展示会、各種イベント等の機会に、供用施設の特徴、

利用分野及び利用成果を分かりやすく説明するアウトリーチ活動＇延べ 回、平成 年度

回（を実施した。平成 年度における供用施設の利用件数は合計約 件であり、平成

年度実績＇ 件（と比べて微増であったが、施設利用収入は平成 年度実績＇約

千円（から約 ％減尐し約 千円であった。利用成果の社会への還元を促進

するための取組として、施設供用実施報告書＇利用課題の目的、実施方法、結果・考察を簡

潔にまとめたレポート（に加えて、利用者による論文等の公表状況＇書誌情報（のホームペー

ジによる公開を引き続き実施した。利用ニーズの多様化に対応するため、既存の装置・機器

の性能向上を適宜行った。＇既存の計測装置に別の機器を付加することによる計測範囲の向

上＇放射光科学研究施設（、アルミニウム同位体比による試料測定可能＇ペレトロン年代測定

70 

れた。

・各種研修を通じて、我が国の原子力の基盤強化に貢献し得る人材の育成、国内産業界、大

学、官庁等のニーズに対応した人材の研修による育成、国内外で活躍できる人材の育成、及

び関係行政機関からの要請等に基づいた原子力人材の育成をそれぞれ行った。

研究開発人材の確保と育成

・原子力科学研究部門、人事部、原子力人材育成センター、広報部で構成する人材育成タス

クフォースを設置し、機構改革計画の実施内容を検討した。本タスクフォースの活動として以

下を実施した。

・任期制研究者のうち特に優れた成果を創出した者を定年制職員として採用＇テニュアトラック

制度（する中で、任期制在籍時と異なる部門に引き合わせる＇ジョブマッチング（ことにより、組

織横断的な人材確保に努めた。ジョブマッチングにより、福島研究開発部門で、原科部門の

候補者 名の採用を内定し、人材確保に成果を上げた。

・夏期休暇実習生に対する機構紹介懇談会を 回実施し、機構の研究活動紹介、若手・中堅

職員による懇談、原科研施設見学を実施した。参加者＇夏期休暇実習生約 名、その他

学生研究生約 名（。実習生へのアンケート調査を実施した結果、好意的な回筓を得るなど、

今後の人材確保に寄与することができたと考えている。今後、改善しつつ継続することとした。

・博士研究員の募集テーマの分野について、学生の応募を促すよう、公募用のホームページ

を改訂した。＇その結果、応募者数は、約 人であり、前年比約 人増加した。（

・機構の特長ある施設や研究活動の場を活用した人材育成に着手するため、育成テーマとし

て、放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発等に資する基礎基盤研究を 課題設定

し、人材育成特別 を設置した。平成 年度は、本テーマについて夏期休暇実習生約

名を受け入れた。

・この特別 において、夏期休暇実習生、研究生、任期付職員研究員の研究発表会を開催

するなどの育成プログラムを実施した。

・供用施設数は 施設、利用件数は約 件、採択課題数は約 件、利用人数は約

人であった。

・供用施設利用者への安全・保安教育実施件数は約 件であった。

・海外ポスドクを含む学生等の受入数は約 名 平成 年度は約 名 、研修等受講者数

は約 名 平成 年度は約 名 であった。

・施設供用による発表論文数は約 件であった。 平成 年度は約 件。

・施設供用特許などの知財は 件であった。 平成 年度は 件。

・利用希望者からの相談への対応件数は約 件であった。

原子力人材の育成

・国内研修では、計画した 講座のうち 講座を実施し、約 名の参加者を得た。研修参

加者にアンケート調査を行った結果、受講者が研修を評価した点数は平均で 点以上であ

り、研修が有効であるとの評価を得た。なお、第 回第 種放射線取扱主任者講習は外部
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装置（（また、従来の供用施設以外の施設・設備についても、利用の目的及び内容に適した

利用方法によって外部利用に供した。

・供用施設の利用者に対しては、安全教育や装置・機器の運転操作、実験データ解析等の補

助を行って安全・円滑な利用を支援するとともに、技術指導を行う研究員の配置、施設の特

徴や利用方法等を分かりやすく説明するホームページの開設、オンラインによる利用申込み

など、施設の状況に応じた利便性向上のための取組を進めた。

⑤ 高速炉の研究開発

エネルギー基本計画等においては、高速炉は従来のウラン資源の有効利用のみならず、高

レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や核不拡散関連技術向上等の新たな役割を期

待されている。このため、安全最優先で、国際協力を進めつつ、高速増殖原型炉「もんじゅ」の

研究開発及び高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発を実施し、今後の我が国のエネル

ギー政策の策定と実現に貢献する。

「もんじゅ」については、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のた

めの国際的な研究拠点と位置付け、新規制基準への対応など克服しなければならない課題に

対する取組を重点的に推進し、「もんじゅ研究計画」＇平成 年 月文部科学省科学技術・学

術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会もんじゅ研究計画作業部会。以下「も

んじゅ研究計画」という。（に示された研究の成果を取りまとめることを目指す。このため、運転

再開までの維持管理経費の削減に努めつつ可能な限り早期の性能試験再開に向けた課題別

の具体的な工程表を策定し、安全の確保を最優先とした上で運転再開を果たす。性能試験再

開後は、もんじゅ研究計画に従い、性能試験の完遂・成果の取りまとめ及びプルトニウム＇ （と

を高速炉で柔軟かつ効果的に利用するための国際共同研究の実施に向けた取組を進め

る。これらの取組により、国内唯一の発電設備を有するナトリウム冷却高速炉として高速増殖炉

の性能、信頼性及び安全性の実証並びに技術基盤の確立に資することで、我が国のエネル

ギーセキュリティ確保や放射性廃棄物の長期的なリスク低減に貢献する。なお、国のエネルギ

ー政策、研究開発の進捗状況、国際的な高速炉に関する研究開発の動向、社会情勢の変化

等に応じて、研究開発の重点化・中止等不断の見直しを行う。また、「もんじゅ」の運転に必要

な混合酸化物＇ （燃料製造については、新規制基準に適合するための対策工事を実施し、

「もんじゅ」の運転計画に沿った燃料供給を行う。

高速炉の実証技術の確立に向けて、「もんじゅ」の研究開発で得られる機器・システム設計

技術等の成果や、燃料・材料の照射場としての高速実験炉「常陽」＇以下「常陽」という。（等を

活用しながら、実証段階にある仏国 炉等の国際プロジェクトへの参画を通じ、高速炉

の研究開発を行う。「常陽」については、新規制基準への適合性確認を受けて再稼働し、破損

耐性に優れた燃料被覆管材料の照射データ等、燃料性能向上のためのデータを取得する。

「仏国次世代炉計画及びナトリウム高速炉の協力に関する実施取決め」＇平成 年 月締結（

に従い、平成 年から始まる 炉の基本設計を日仏共同で行い、同取決めが終了する

平成 年以降の高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発に係る方針検討に資する技術・
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情報基盤を獲得する。枢要課題であるシビアアクシデントの防止と影響緩和について、冷却系

機器開発試験施設＇ （等の既存施設の整備を進め、目標期間半ばから試験を実施し、

シビアアクシデント時の除熱システムの確立や炉心損傷時の挙動分析に必要なデータを取得

する。また、その試験データに基づく安全評価手法を構築する。また、米国と民生用原子力エ

ネルギーに関する研究開発プロジェクトを進め、その一環として高速炉材料、シミュレーション

技術、先進燃料等の研究開発等を進める。また、資源の有効利用や高レベル放射性廃棄物

の減容化・有害度低減等の観点から、技術的、経済的及び社会的なリスクを考えて、安全で効

率的な高速炉研究開発の成果の最大化につなげるため、米国、英国、仏国、第 世代原子力

システムに関する国際フォーラム等への対外的な働きかけの進め方を含む高速炉研究開発の

国際的な戦略を早期に立案する。このため、高速炉研究開発の国際動向を踏まえるため、世

界各国における高速炉研究開発に関する政策動向や研究開発の進捗状況等について、適時

調査を行い、実態を把握する。また、実証プロセスへの円滑な移行や効果的・効率的な資源

配分を実現できるよう、機構内部の人材等の資源の活用とともに、機構も含めた我が国全体と

して高速炉技術・人材を維持・発展する取組を進める。高速炉の安全設計基準の国際標準化

を我が国主導で目指す観点から、高速炉の安全設計基準案の策定方針を平成 年度早期

に構築し、政府等関係者と方針を合意しながら、第 世代原子力システムに関する国際フォー

ラムや日仏 協力等を活用して、高速炉の安全設計基準の国際標準化を主導する。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万

円（であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、政府受託研

究収入 百万円 等である。これらの費用による本年度の主な実績は、以下に示す通りで

ある。

ⅰ 「もんじゅ」の研究開発

保安措置命令への対応

○保守管理上の不備に対しては、平成 年 月及び平成 年 月に原子力規制委員会による

保安措置命令＇未点検機器の点検、保全の有効性評価と保全計画の見直し、保守管理体制・

品質保証体制の再構築（を受け、「もんじゅ」集中改革により改善を行い、平成 年 月に「保

安措置命令に対する対応結果報告」を報告した。その後、対応結果について保安検査で確認

を受けたが、種々の保安規定違反の指摘を受け、平成 年 月には原子力規制委員会から文

部科学大臣に対して「もんじゅ」の運営に関する勧告がなされた。

これまで「もんじゅ」集中改革により改善を進めてきたが、結果として十分な成果が上がっている

とはいえない状況であることを踏まえ、根本的な課題を解消すべく、電力、メーカの力を結集し

た「オールジャパン体制」を平成 年 月に発足させ、潜在する問題が他にないかを含めて課

題を抽出し、根本的課題に対する改善活動を実施した。具体的には以下の取組を実施し、保

守管理上の不備に関する不適合の処理も含め、必要な対応の大部分を終える予定であり、継

続的な保全の改善に資するために必要不可欠な基礎の構築に向けて前進した。今後、これら

の取組成果については、「保安措置命令に対する対応結果報告」の改訂版として取りまとめ、原

子力規制委員会へ報告し、保安措置命令解除に向けた重要なマイルストーンを迎える予定で

72 

装置（（また、従来の供用施設以外の施設・設備についても、利用の目的及び内容に適した

利用方法によって外部利用に供した。

・供用施設の利用者に対しては、安全教育や装置・機器の運転操作、実験データ解析等の補

助を行って安全・円滑な利用を支援するとともに、技術指導を行う研究員の配置、施設の特

徴や利用方法等を分かりやすく説明するホームページの開設、オンラインによる利用申込み

など、施設の状況に応じた利便性向上のための取組を進めた。

⑤ 高速炉の研究開発

エネルギー基本計画等においては、高速炉は従来のウラン資源の有効利用のみならず、高

レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や核不拡散関連技術向上等の新たな役割を期

待されている。このため、安全最優先で、国際協力を進めつつ、高速増殖原型炉「もんじゅ」の

研究開発及び高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発を実施し、今後の我が国のエネル

ギー政策の策定と実現に貢献する。

「もんじゅ」については、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のた

めの国際的な研究拠点と位置付け、新規制基準への対応など克服しなければならない課題に

対する取組を重点的に推進し、「もんじゅ研究計画」＇平成 年 月文部科学省科学技術・学

術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会もんじゅ研究計画作業部会。以下「も

んじゅ研究計画」という。（に示された研究の成果を取りまとめることを目指す。このため、運転

再開までの維持管理経費の削減に努めつつ可能な限り早期の性能試験再開に向けた課題別

の具体的な工程表を策定し、安全の確保を最優先とした上で運転再開を果たす。性能試験再

開後は、もんじゅ研究計画に従い、性能試験の完遂・成果の取りまとめ及びプルトニウム＇ （と

を高速炉で柔軟かつ効果的に利用するための国際共同研究の実施に向けた取組を進め

る。これらの取組により、国内唯一の発電設備を有するナトリウム冷却高速炉として高速増殖炉

の性能、信頼性及び安全性の実証並びに技術基盤の確立に資することで、我が国のエネル

ギーセキュリティ確保や放射性廃棄物の長期的なリスク低減に貢献する。なお、国のエネルギ

ー政策、研究開発の進捗状況、国際的な高速炉に関する研究開発の動向、社会情勢の変化

等に応じて、研究開発の重点化・中止等不断の見直しを行う。また、「もんじゅ」の運転に必要

な混合酸化物＇ （燃料製造については、新規制基準に適合するための対策工事を実施し、

「もんじゅ」の運転計画に沿った燃料供給を行う。

高速炉の実証技術の確立に向けて、「もんじゅ」の研究開発で得られる機器・システム設計

技術等の成果や、燃料・材料の照射場としての高速実験炉「常陽」＇以下「常陽」という。（等を

活用しながら、実証段階にある仏国 炉等の国際プロジェクトへの参画を通じ、高速炉

の研究開発を行う。「常陽」については、新規制基準への適合性確認を受けて再稼働し、破損

耐性に優れた燃料被覆管材料の照射データ等、燃料性能向上のためのデータを取得する。

「仏国次世代炉計画及びナトリウム高速炉の協力に関する実施取決め」＇平成 年 月締結（

に従い、平成 年から始まる 炉の基本設計を日仏共同で行い、同取決めが終了する

平成 年以降の高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発に係る方針検討に資する技術・
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ある。

＜保守管理プロセスの総合チェック＞

○保守管理全般について顕在化している課題以外に潜在する課題がないかを俯瞰的に確認す

るため、保安規定と 文書の整合性確認として、保安規定の条項とそれに基づく所内要領

＇ 文書（の内容の不整合の有無、保安規定で要求されている内容が具体的に記載されてい

るか否か、実際の手順や記録が 文書通りに実施されているか否かについて、全 件の確

認を行った。また、保安規定と 文書の整合性確認に加え、保安規定のプロセス総合チェッ

クとして、各プロセス間の繋がりにおいても整合が取れており、業務が保安規定と 文書に規

定したプロセスに従って行われていることを具体的な記録で確認を行った。これらの保守管理に

係わるプロセス総合チェックの結果、改善事項が抽出された場合には、適時、是正及び改善へ

向けた取組を進めた。

＜保全計画の見直し＞

○保全計画については、これまで段階的に改善に取組んできたが解決すべき課題があり、保全

対象範囲や保全重要度の不備、点検内容・頻度等の技術根拠が不十分など多くの問題を内包

していることを踏まえ、保守管理上の不備に係る問題解決に向けて保全計画の見直しに取組ん

だ。安全機能の重要度分類がクラス１及びクラス２の重要機器については、今後、技術根拠に立

脚した保全計画に改正する予定であり、具体的には以下の取組を実施した。

・保安検査における指摘を受け、機器ごとの安全機能の重要度分類について再整理作業を実

施し、本作業の過程で安全機能の重要度分類が適切に設定されていなかった機器があるこ

とが判明した。原子力規制委員会は、事実関係を把握するため、原子炉等規制法第 条＇報

告徴収（に基づく報告をするよう求めた＇平成 年 月 日（。このため、安全機能の重要度分

類が適切に設定されていなかった機器及び当該機器の重要度分類一覧、設定されていなか

った原因等について調査及び再整理を行い、平成 年 月 日に原子力規制委員会へ報

告書を提出した。安全機能の重要度分類の再整理の結果を踏まえて機器の保全重要度を再

設定し、この保全重要度の再設定によるプラント安全への影響評価及び再設定による保全方

式等の変更の反映を行い、保全計画を改正＇ （した。

・点検計画と現場機器との不整合に対して、点検計画に基づく点検ができることを確認するた

め、安全機能の重要度分類がクラス１及びクラス２の重要機器について、保全計画と実際に

設置されている設備及び現場状況との照合作業を終了し、保全計画に反映すべき不整合が

ないことを確認できた。

・安全機能の重要度分類がクラス１及びクラス２の重要機器並びに保安規定において低温停

止時に機能要求がある機器＇約 機器（の保全内容や点検間隔 頻度等の根拠となる技

術根拠書の整備等を進めた。また、技術根拠に基づく保全計画に従って点検等を確実に実

施していくため、必要な設備・機器毎の点検における要求事項を明確にした点検内容に係る

標準仕様の整備を進めた。

－74－



75 

＜未点検機器の点検＞

○保全計画の全面的な確認作業によって特定した再点検対象機器＇点検が十分でなかった機

器、十分でない保全の有効性評価を無効にして以前の点検間隔／頻度に戻したことにより点検

期限を超過した機器、保全方式を事後保全又は状態基準保全から時間基準保全に変更した機

器、保全計画に追加する機器等（のうち、平成 年 月の時点で「特別採用」とした機器※の点

検を計画的に進めた。点検を実施すべき機器については、平成 年 月末までに所要の点検の

対象となる約 機器のうち約 ％の点検を終え、平成 年 月に所要の点検を終了する予
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ある。

＜保守管理プロセスの総合チェック＞
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＇ 文書（の内容の不整合の有無、保安規定で要求されている内容が具体的に記載されてい
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・点検計画と現場機器との不整合に対して、点検計画に基づく点検ができることを確認するた
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設置されている設備及び現場状況との照合作業を終了し、保全計画に反映すべき不整合が

ないことを確認できた。

・安全機能の重要度分類がクラス１及びクラス２の重要機器並びに保安規定において低温停

止時に機能要求がある機器＇約 機器（の保全内容や点検間隔 頻度等の根拠となる技

術根拠書の整備等を進めた。また、技術根拠に基づく保全計画に従って点検等を確実に実

施していくため、必要な設備・機器毎の点検における要求事項を明確にした点検内容に係る

標準仕様の整備を進めた。
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復旧した。主な原因は、新たな吊り治具の使用が認知されず、作業の安全対策が未確認であっ

たことから、 ＇初めて、変更、久しぶり（作業等の必要な情報が確実に提供されるよう調達要求

事項である「作業要領書標準記載要領＇ 文書（」の見直しや関係者への教育等の再発防止

対策を行い、同様なトラブル発生の防止を図った。

○設備維持費については、合理的な保全計画による点検費の削減や点検作業の合理化・効率

化による経費削減等の方策を立てて、検討を進めている。また、「もんじゅ」内の予算執行委員

会により、契約請求毎に実施内容及び発注の必要性・緊急性、予算内訳の妥当性を精査＇約

件（した上で予算を執行し、予算削減に努めた。また、発注先の見直しを進め、新たに 件の契

約をプラントメーカから協力会社へ移管し予算を削減できた。

「もんじゅ」新規制基準対応及び敷地内破砕帯調査対応

○もんじゅ新規制基準対応については、早期に設置変更許可申請を行うべく、新規制対応体制

を構築するとともに、次世代高速炉サイクル研究開発センターへの機構内委託を実施する体制

を整備した。また、新規制基準への適合性審査＇原子炉設置変更許可、工事計画変更認可、保

安規定変更認可（への対応や関連する改造工事等について検討を進めた。保守管理上の不備

への対応を優先することから、もんじゅへ必要となる要員の支援を行いつつ、新規制基準対応を

進める上で重要となる重大事故対策の検討などに必要となる要員を残し、重要度の高い案件に

限定して業務を実施した。

具体的には、平成 年度にまとめたもんじゅ安全対策ピアレビュー委員会報告書「もんじゅ安

全確保の考え方」について、その妥当性をより客観的に評価するため、国際レビューを実施し、

原子炉停止機能喪失における溶融燃料の冷却保持及び除熱機能喪失における炉心損傷防止

の考え方について妥当との評価を得た。

また、ナトリウム冷却炉の重大事故評価で重要な位置づけにある①原子炉停止機能喪失事象

についての評価を実施し、炉心損傷に至るケースにおいても原子炉容器内で終息する見通しを

得ることができ、②除熱機能喪失事象に対しては、決定論と確率論の統合アプローチにより多段

のアクシデントマネジメント＇ （策を駆使することで燃料損傷前に除熱機能を確保し、炉心損

傷は実質的に排除できる見通しを得ることができた。

以上のように、国際的な安全性の考え方と整合する重大事故対策の基本方針を固めることが

できたことや、重要な位置づけにある２つの重大事故事象について高速炉の特徴を踏まえた技

術的成立性のある設備対策の見通しを得るなど、見直した計画に従って新規制基準対応を進

める上で重要な成果を得ることができた。

○もんじゅ敷地内破砕帯の活動性評価に係る調査については、原子力規制委員会の有識者に

提示するデータの取得、説明資料の作成、現地調査への対応等を、適宜適切に行った。この結

果、有識者会合では破砕帯の活動性を否定した機構の説明に対して異論は出ておらず、これま

でに確認した事項を踏まえて評価書の取りまとめが進められており、年度当初の目標を達成した

＇現在、原子力規制委員会で評価書を作成中（。
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○情報発信については、上述の国際レビュー結果の原子力学会での発表やプレス公開、新規制

基準対応で実施した重大事故に係る評価結果や破砕帯調査で得られた成果に関する学会発

表等を行った＇論文約 件、学会発表約 件（。これらを通じ、「もんじゅ」の安全への取組みを

世の中にアピールできた。

プルトニウム燃料第三開発室の加工事業許可申請に係る許認可対応等

○「もんじゅ」の運転計画に沿った燃料供給に向けて、プルトニウム燃料第三開発室＇以下「 」

という。（の加工事業化を進めることを基本とし、リスク管理として 以外での燃料調達を検討

しておくことが、現段階で取り得る最良の対策であるとして、高速炉研究開発部門内に設置した

燃料供給検討会を通じて、燃料供給シナリオ等の検討を行い、各シナリオの課題等を整理し

た。

○ の加工事業許可申請の補正準備として、六ヶ所核燃料施設等の安全審査に係わる情報

収集を行うとともに、 の地盤及び建物の耐震評価、並びに補正申請書案の作成を進めた。

加工補正申請の方針は、プルトニウムの取扱量を必要最低限まで下げることにより、 の潜

在リスクを低減し、 燃料加工工場＇ （との差別化・新規制基準対応の最適化を図るこ

とを基本とした。加工事業の開始時期については、「もんじゅ」の運転計画との整合を考慮し、高

速炉研究開発部門内に設置した 関連問題対応プロジェクトチーム等を通じて、もんじゅ／

常陽関係者及び経営層と情報共有を図りながら検討を進めた。 の加工事業化に係る種々

の検討のうち、設計基準事故や重大事故に係るもの以外はほぼ終了し、補正申請を平成 年

度下期に実施する予定である。

○原子力規制委員会より の今後の運用に係る指示＇平成 年 月 日（を受け、加工の

使用前検査に合格するまで燃料製造及びこれに係る試験を実施しないこと、加工事業化への

取組を加速すること等を旨とする の今後の運用計画を平成 年 月 日に提出し、そ

の後、同計画の内容に沿って保安規定の変更＇平成 年 月 日認可（、使用許可の変更

申請＇平成 年 月 日（を実施した。 の今後の運用計画の策定においては、 関

連問題対応プロジェクトチームを主体として、経営層との情報共有等を図りながら規制庁との協

議を重ね、事業への影響を最小限に留め当面の活動に支障がない範囲で定めることができた。

○以上のように、「もんじゅ」の運転と整合がとれた燃料供給を図るための対応を着実に進めた。

プラントの運転・保守管理技術及び運営管理の能力向上のための取組

○安全機能の重要度分類がクラス１及び２の重要機器並びに保安規定において低温停止時に

機能要求がある機器＇約 機器（について、技術根拠書の整備等を進めた。＇再掲（

○研究開発段階炉に適した保守管理体系の構築に向けて、電力、大学の有識者等

策定に携わった専門家で構成する社内委員会を設置し、研究開発段階炉の特徴を考慮した保
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進める上で重要となる重大事故対策の検討などに必要となる要員を残し、重要度の高い案件に
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また、ナトリウム冷却炉の重大事故評価で重要な位置づけにある①原子炉停止機能喪失事象

についての評価を実施し、炉心損傷に至るケースにおいても原子炉容器内で終息する見通しを

得ることができ、②除熱機能喪失事象に対しては、決定論と確率論の統合アプローチにより多段

のアクシデントマネジメント＇ （策を駆使することで燃料損傷前に除熱機能を確保し、炉心損

傷は実質的に排除できる見通しを得ることができた。

以上のように、国際的な安全性の考え方と整合する重大事故対策の基本方針を固めることが

できたことや、重要な位置づけにある２つの重大事故事象について高速炉の特徴を踏まえた技

術的成立性のある設備対策の見通しを得るなど、見直した計画に従って新規制基準対応を進

める上で重要な成果を得ることができた。

○もんじゅ敷地内破砕帯の活動性評価に係る調査については、原子力規制委員会の有識者に

提示するデータの取得、説明資料の作成、現地調査への対応等を、適宜適切に行った。この結

果、有識者会合では破砕帯の活動性を否定した機構の説明に対して異論は出ておらず、これま

でに確認した事項を踏まえて評価書の取りまとめが進められており、年度当初の目標を達成した

＇現在、原子力規制委員会で評価書を作成中（。
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守管理規程案を検討した。検討結果は、「 」として取りまとめ、さらに研究開発段

階炉の保守管理に関する提案を保全学会誌へ投稿した。今後、原子力委員会の新型炉部会

＇研究開発段階炉の保守管理の在り方に関する検討会（および保全学会＇原子力安全規制関

連検討会（の場で意見を伺った上で、最終的には日本電気協会を通しての規格化を目指す。

○点検実績及び次回点検期限などを管理する保守管理業務支援システムについて、平成 年

度は、１年間で複数回点検した実績を履歴として管理可能とすることで、より丁寧な点検実績の

管理ができるようにするなど、システムの改良及び保守担当者の要望等に基づく機能追加等９

項目の機能強化を行った。保全計画の正確な管理、保全業務の着実な遂行の実現のため、継

続的に当該システムの機能向上を進めることができた。

○保安管理組織における的確な業務管理の充実・強化を図るため、業務内容と工程を明確にす

る業務管理表の運用を開始した。各課室において改善等の検討を進め、ライン主導の業務管

理の徹底が図れるよう取組み、定着化に向けて着実に進んでいる。今後、運用を通じた具体的

な評価を行い、業務管理表が有効に活用できるように必要な改善を図っていく。

○不適合管理の改善活動のひとつとして、 情報連絡会において保修票や不適合内容等を

迅速に所幹部で情報共有するとともに、メンバーの指導・助言により、不適合の処置方法、再発

防止対策等の内容の充実を図った。具体的には、不適合の是正処置の対応として、 情報

連絡会で共有する情報について保修票は発生事象だけでなく、既に処置を実施した場合は、

その結果や懸案事項まで含めて説明することを不適合管理要領に追加した。それが確実に遵

守されていることから、その後の作業対応について 情報連絡会の場で適切な助言、指導が

行えており、無用な不適合発行を抑制することに繋がっている。また、不適合処置等完了予定

日の変更に係る期限管理を不適合管理要領に追加したことによって、各課室は発行した不適合

報告等について進捗管理を行うようになったため、従来に比べて期限管理を徹底させた。このよ

うに適宜、運用方法の改善を行い、不適合管理の徹底に努め、継続的に迅速で確実な不適合

処理や是正措置の実施ができるように取組んだ。

○ナトリウム技術の高度化に係る研究開発として、平成 年 月に竣工したナトリウム工学研究施

設の試験設備にナトリウムを充填して機能確認試験を実施し、これを完遂させた。また、機能確

認試験の結果を踏まえ、系統・機器の運転特性を把握し、運転手順に反映した。これらの各種

経験を通じ、ナトリウム取扱技術に関する経験値の蓄積、技術伝承が図られた。

○ナトリウム工学研究施設を用いてのナトリウム中透視技術を含む検査・補修技術開発やナトリウ

ム純度管理技術開発など、今後の研究計画を具体化した。今後、国際的な研究拠点構築に向

け、具体化した計画を基に、国内外の研究機関、大学等との連携、協力を模索する。

ⅱ 高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発と研究開発の成果の最大化を目指した国際的
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な戦略立案

高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発

○高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発については、 協力、米国との研究開発協

力＇ （等の二国間協力、並びに 等の多国間協力の枠組みを活用し、設計や の

各国分担による開発資源の合理化等、効率的な研究開発を実施した。

○ 協力では、機構の 成果と の成果を合わせることで相互補完する照射試験デ

ータを得て材料デーテベースの構築につなげた。 では、安全設計クライテリアの国際標準化

にむけて や の各国規制機関の会合の場で議論できる機会を得るなど多国間

協力でしかできない活動を行うことで、効率的に研究開発を実施できた。

○「常陽」については、第 回定期検査を継続するとともに、燃料交換機能の復旧作業を平成

年 月末に完了し、本来の状態に復旧できた。「常陽」の新規制基準対応のための設置変更

許可申請については、申請書の作成を進めており、平成 年度中に申請できる見通しを得た。

このように、運転再開に向けた取組みを着実に進めた。

○ 協力では、実施機関間取決めに基づき、 と合意しタスクシートに定めた開発協力

を進めた。設計分野の協力では、崩壊熱除去系の１系統など、３項目の系統・機器の概念設計

を実施し、要求条件を満足する設計成果を仏側に提示した。本年度は２項目について顧客であ

る のレビュー評価にて高い評価を得て、概念設計から基本設計に移行できる高いレベルの

設計内容であるとの判断を得た。本設計協力を通じてメーカを含む高速炉開発技術の維持が

図られるとともに、重要な安全設備である崩壊熱除去系の多様性向上など、我が国のナトリウム

冷却高速炉開発に有益な設計成果が得られた。 分野の協力では、日仏共通の研究開発

課題として選定された 項目について日仏とで分担して を進め、計画通りの成果を得た。

機構の成果に関して からは要求を満足する成果との評価を得ており、 との協力内容に

ついては、解析コードの検証に有益なベンチマーク用データの交換により機構の研究を補完で

きる知見を得るなど当初計画で予定した成果を得た。今後の試験等の協力拡大実施可否判断

を予定している項目の多くでは、協力の継続が希望される見込みであるとともに、相互の高い成

果の実績をもとに、更なる協力項目の拡大が から提案された。

○シビアアクシデント＇ （の防止と影響緩和として検討している多様な崩壊熱除去システムの評

価に必要なナトリウム試験装置＇ （について概念検討を進め、試験体や構成機器を

具体化した。崩壊熱除去時の炉心部に着目するプラント過渡熱流動ナトリウム試験＇ （

では、試験体設計・製作＇ 年度内完成予定（を計画通り進めるとともに、試験成立性確認を

目的とする予備解析を実施し、試験計画の具体化に着手した。また、 に設置した水流動試

験＇ （については、予備試験及び予備解析を実施し、試験計画を具体化した。これら

の試験の国際協働実施に向けて、 等との協議を継続するとともに、 協力に基づき仏
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守管理規程案を検討した。検討結果は、「 」として取りまとめ、さらに研究開発段

階炉の保守管理に関する提案を保全学会誌へ投稿した。今後、原子力委員会の新型炉部会

＇研究開発段階炉の保守管理の在り方に関する検討会（および保全学会＇原子力安全規制関

連検討会（の場で意見を伺った上で、最終的には日本電気協会を通しての規格化を目指す。

○点検実績及び次回点検期限などを管理する保守管理業務支援システムについて、平成 年

度は、１年間で複数回点検した実績を履歴として管理可能とすることで、より丁寧な点検実績の

管理ができるようにするなど、システムの改良及び保守担当者の要望等に基づく機能追加等９

項目の機能強化を行った。保全計画の正確な管理、保全業務の着実な遂行の実現のため、継

続的に当該システムの機能向上を進めることができた。

○保安管理組織における的確な業務管理の充実・強化を図るため、業務内容と工程を明確にす

る業務管理表の運用を開始した。各課室において改善等の検討を進め、ライン主導の業務管

理の徹底が図れるよう取組み、定着化に向けて着実に進んでいる。今後、運用を通じた具体的

な評価を行い、業務管理表が有効に活用できるように必要な改善を図っていく。

○不適合管理の改善活動のひとつとして、 情報連絡会において保修票や不適合内容等を

迅速に所幹部で情報共有するとともに、メンバーの指導・助言により、不適合の処置方法、再発

防止対策等の内容の充実を図った。具体的には、不適合の是正処置の対応として、 情報

連絡会で共有する情報について保修票は発生事象だけでなく、既に処置を実施した場合は、

その結果や懸案事項まで含めて説明することを不適合管理要領に追加した。それが確実に遵

守されていることから、その後の作業対応について 情報連絡会の場で適切な助言、指導が

行えており、無用な不適合発行を抑制することに繋がっている。また、不適合処置等完了予定

日の変更に係る期限管理を不適合管理要領に追加したことによって、各課室は発行した不適合

報告等について進捗管理を行うようになったため、従来に比べて期限管理を徹底させた。このよ

うに適宜、運用方法の改善を行い、不適合管理の徹底に努め、継続的に迅速で確実な不適合

処理や是正措置の実施ができるように取組んだ。

○ナトリウム技術の高度化に係る研究開発として、平成 年 月に竣工したナトリウム工学研究施

設の試験設備にナトリウムを充填して機能確認試験を実施し、これを完遂させた。また、機能確

認試験の結果を踏まえ、系統・機器の運転特性を把握し、運転手順に反映した。これらの各種

経験を通じ、ナトリウム取扱技術に関する経験値の蓄積、技術伝承が図られた。

○ナトリウム工学研究施設を用いてのナトリウム中透視技術を含む検査・補修技術開発やナトリウ

ム純度管理技術開発など、今後の研究計画を具体化した。今後、国際的な研究拠点構築に向

け、具体化した計画を基に、国内外の研究機関、大学等との連携、協力を模索する。

ⅱ 高速炉の実証技術の確立に向けた研究開発と研究開発の成果の最大化を目指した国際的
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と協議を実施した。特に を用いた試験について、高い関心が寄せられ との

協力の実現が見込まれる。我が国の施設を用いた国際協働による試験実施は、研究開発の効

率化はもとより、 時崩壊熱除去の考え方や評価技術の国際標準化、さらには大型ナトリウム

機器の設計、製作、運転を通じて我が国のナトリウム試験技術維持・高度化、人材育成にも大い

に貢献するものである。

○炉心損傷事故における損傷炉心物質の原子炉容器内再配置挙動及び冷却挙動に関する試

験研究＇カザフスタン共和国での 試験（に着手した。溶融燃料の再配置挙動に関する

炉外試験を実施し、炉内試験計画に必要なデータを取得すると共に、黒鉛減速パルス出力炉

＇ （を用いた炉内試験について試験条件等の調整を進めた。これらにより、炉心損傷事故の

終息に向けた挙動評価に必要な試験的知見を取得して安全評価手法の整備に反映した。

○高速炉用の構造・材料に関して、改良 鋼、 鋼の母材及び溶接部の高温、長時

間データの取得試験及び限界耐力試験等を継続し、それらの試験結果を２年以内の発刊を目

指す日本機械学会規格案に反映した。 年寿命＇ 万時間（への拡張の見通しを得た。

○配管の限界耐力試験等においては、想定を大きく超える過大な地震荷重による破損限界を把

握した。破損する場合も瞬時に大きく破断が進むような不安定破壊は生じず疲労破損の様式と

なることを明らかにし、設計基準の想定破損モードと保守性を確認した。 時の溶融燃料の保

持と冷却の評価に必要な、超高温の材料強度データ＇ 1300℃（を取得し、 ℃条件で

の引張やクリープなどの材料強度特性式を策定した。これらの成果はもんじゅの設置変更許可

申請の準備に貢献するものである。

○革新技術を支える基盤技術として、機構論に基づく高速炉のマルチフィジックス マルチレベル

プラントシミュレーションシステムの技術調査及びシステム仕様やプラットフォーム構築検討を行

い、プラットフォームプロトタイプの試作を進めた。また、日米民生用原子力研究開発

＇ （協力を活用し、米国 との協議によりベンチマーク解析＇もんじゅ、 Ⅱ＇米国高

速増殖炉実験炉（等での試験データを対象（を立ち上げ、日米の有益な試験データ交換を通じ

て１次元動特性解析コードと３次元熱流動解析コードのカップリング手法の開発とより広範な検

証に着手した。さらに、高速炉の安全性強化に係る基盤技術整備として、プラントシミュレーショ

ンシステムを構成する個々の解析コードの系統的な検証および妥当性確認解析＇ （を実施

するとともに、実施手順の具体化検討を進めた。

○日本原子力学会標準委員会の「シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン」の策定に

係る分科会活動において、機構の研究実績に基づき分科会幹事に就任し、技術的な議論を含

めて平成 年度内 のガイドライン策定に貢献した＇発行は平成 年度前半を予定（。本ガイド

ラインは、もんじゅ新規制基準対応でも重要な解析コードの妥当性説明の根拠の一つとなるもの

であり、機構のプロジェクトに反映できる成果である。
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○国際協力において、上述のように二国間協力、並びに多国間協力の枠組みを活用するととも

に、各国および各国際機関の高速炉の研究開発状況や政策動向等について継続的に調査を

行った。 等の学術国際会議でのセッション議長への登用、 の政策グループ副議長、

高速炉分野運営委員会の議長、同安全分野の副議長への新規登用等を実現し、国際交渉力

のある人材の確保・育成を図った。国際協力でのベンチマークデータの交換による検証データ

の拡張など効果的・効率的な資源活用を行った。

研究開発の成果の最大化を目指した国際的な戦略立案と政策立案等への貢献

○将来の我が国の高速炉実用化開発の本格的な再開に適切に反映するため、高速炉サイクル

の導入シナリオと研究開発戦略などを検討するとともに、実用化に向けた研究開発の重要事項

についてタイムリーに情報共有し、開発の進め方について関係機関とその方向性を確認した。

○ 等の国際会議を活用し各国の高速炉開発状況等を調査するとともにプ

レナリー講演などで日本の開発方針の浸透を図った。 の新しい国際協力プロジェク

トである にて、各国の新型炉開発状況を把握するとともに、「常陽」、 など機構の

研究施設の利用促進を戦略的に図り、検討 の議長等として参画、重要研究課題と必要な

施設の摘出を として行った。国際協力戦略として、基盤的な技術開発は２国間協力、日

米仏 カ国協力を中心に、日本の成果だけでなく協力国の成果を得て効率的な実施を図った。

３カ国協力では、コード検証ベンチマークに関する３カ国共同の国際会議論文発表を行った。安

全設計基準の国際標準化では、多国間協力を活用する戦略とし、 での立案活動を土台に

や各国の規制機関からコメントを得て改定が進んでおり、日本単独の活動では得られない

大きな成果を上げている。

○ 協力では、これまで日本が進めてきたループ型炉開発との相乗効果が得られる内容

で協力項目を設計、研究開発にて選定し、前述のように 概念設計の中で重要な役割を

果たすとともに、日本での実用化に向けた設計知見、技術開発能力の維持・発展を図った。

年からの基本設計にむけて、協力を拡大し高速炉開発の基盤を広げる方針で国、 、メ

ーカと協議しその方向で共通認識を得た。日本が分担した概念設計結果ならびに 協力の

成果の質の高さを背景に、基本設計以降の設計協力範囲をこれまでの３項目から６項目に拡大

した。

○大学、研究機関との連携では、約 件の共同研究を平成 年度に実施し、熱流動、安全、

構造材料等の各分野で高速炉開発にかかる基盤研究の発展、人材育成を図った。また、

、 など国際会議の開催に技術プログラム委員会委員として参画するとともに、

積極的な論文発表を図った＇査読付き論文約 件、査読無し論文約 件、研究成果報告書約

件、口頭発表約 件（。 を含む国際協力に係る会議に、議長や委員の立場等で積極

的に参加し＇約 件（、上記のように大きな成果を得た。
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と協議を実施した。特に を用いた試験について、高い関心が寄せられ との

協力の実現が見込まれる。我が国の施設を用いた国際協働による試験実施は、研究開発の効

率化はもとより、 時崩壊熱除去の考え方や評価技術の国際標準化、さらには大型ナトリウム

機器の設計、製作、運転を通じて我が国のナトリウム試験技術維持・高度化、人材育成にも大い

に貢献するものである。

○炉心損傷事故における損傷炉心物質の原子炉容器内再配置挙動及び冷却挙動に関する試

験研究＇カザフスタン共和国での 試験（に着手した。溶融燃料の再配置挙動に関する

炉外試験を実施し、炉内試験計画に必要なデータを取得すると共に、黒鉛減速パルス出力炉

＇ （を用いた炉内試験について試験条件等の調整を進めた。これらにより、炉心損傷事故の

終息に向けた挙動評価に必要な試験的知見を取得して安全評価手法の整備に反映した。

○高速炉用の構造・材料に関して、改良 鋼、 鋼の母材及び溶接部の高温、長時

間データの取得試験及び限界耐力試験等を継続し、それらの試験結果を２年以内の発刊を目

指す日本機械学会規格案に反映した。 年寿命＇ 万時間（への拡張の見通しを得た。

○配管の限界耐力試験等においては、想定を大きく超える過大な地震荷重による破損限界を把

握した。破損する場合も瞬時に大きく破断が進むような不安定破壊は生じず疲労破損の様式と

なることを明らかにし、設計基準の想定破損モードと保守性を確認した。 時の溶融燃料の保

持と冷却の評価に必要な、超高温の材料強度データ＇ 1300℃（を取得し、 ℃条件で

の引張やクリープなどの材料強度特性式を策定した。これらの成果はもんじゅの設置変更許可

申請の準備に貢献するものである。

○革新技術を支える基盤技術として、機構論に基づく高速炉のマルチフィジックス マルチレベル

プラントシミュレーションシステムの技術調査及びシステム仕様やプラットフォーム構築検討を行

い、プラットフォームプロトタイプの試作を進めた。また、日米民生用原子力研究開発

＇ （協力を活用し、米国 との協議によりベンチマーク解析＇もんじゅ、 Ⅱ＇米国高

速増殖炉実験炉（等での試験データを対象（を立ち上げ、日米の有益な試験データ交換を通じ

て１次元動特性解析コードと３次元熱流動解析コードのカップリング手法の開発とより広範な検

証に着手した。さらに、高速炉の安全性強化に係る基盤技術整備として、プラントシミュレーショ

ンシステムを構成する個々の解析コードの系統的な検証および妥当性確認解析＇ （を実施

するとともに、実施手順の具体化検討を進めた。

○日本原子力学会標準委員会の「シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン」の策定に

係る分科会活動において、機構の研究実績に基づき分科会幹事に就任し、技術的な議論を含

めて平成 年度内 のガイドライン策定に貢献した＇発行は平成 年度前半を予定（。本ガイド

ラインは、もんじゅ新規制基準対応でも重要な解析コードの妥当性説明の根拠の一つとなるもの

であり、機構のプロジェクトに反映できる成果である。
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○国際シンポジウム「放射性廃棄物低減に向けた現状と将来の展望～次世代の安心に向けた挑

戦～」を、放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発に関心のある一般の方を対

象に開催することで＇平成 年 月（、研究開発の重要性及び国際協力の必要性について理解

を広めることができた。＇約 名の参加（

高速炉安全設計基準の国際標準化の主導

○これまで開発を進めてきた第４世代ナトリウム冷却高速炉の設計技術の活用による国際貢献を

念頭に、次世代ナトリウム冷却高速炉が具現化すべきシビアアクシデント対策を含む重要な安

全要件を政府や学識経験者等の関係者と協議を進めながら具体化した。それらをベースとして、

の安全設計クライテリア＇ （検討タスクフォースにおいて日本が原案を提示するなどの主

導性を発揮して原子炉施設全般に係る事項を具体的な設計に展開するための安全アプローチ

ガイドラインを構築し、 政策グループの承認を得た。

○原子炉施設を構成する主要設備を対象に、実現性のある具体的な設計技術に根差した 項

目の主要事項に関する系統別ガイドラインの原案を準備した。その成果の一部を の タ

スクフォースに提示し、 の項目を対象とすることを含めて日本の原案を参照してガイドラインを

構築することに合意するなど議論をリードした。

○日本主導により作成したこれらについて の場で合意を得ることに加えて、 と 合同

のワークショップ等に提示することで、次世代ナトリウム冷却高速炉の国際的な安全基準策定に

貢献した。先行して策定した安全設計クライテリア＇ （については、各国規制関係機関を含

めた外部からのフィードバックを得たことや、ロシアや中国が参考とすることを表明するなど国際

的な浸透が進んだ。また、各国の規制関係機関が参加する の新型炉の安全性に

関する検討会 に提示し、ナトリウム冷却高速炉の規制の考え方の検討に貢献した。

○以上のように高速炉の安全設計基準の国際標準化に向けて、 の場を活用し我が国の主導

により安全設計ガイドラインの構築を進めることができた。なお、本件では、これまでに開発を進

めてきた設計技術を有効に活用して実効性のあるガイドラインの文案を策定しており、成果の最

大化につなげている。

○高速炉用規格基準の開発に関して以下を実施した。日本機械学会において、設計・建設規格

第 編高速炉規格 年追補版の発刊承認を得た。さらに、高速炉の特徴をより良く生かした

設計や維持を実現することを目的として、高速炉用の新たな規格体系＇既存の設計・建設規格

第 編に加え、これまで存在せず新たに策定する高速炉維持規格および同規格で定める供用

期間中検査要求の根拠整備に資するために策定する高速炉機器信頼性評価ガイドラインなら

びに高速炉用破断前漏えい評価ガイドラインから成る（の策定活動を進めた。特に、高速炉機

器信頼性評価ガイドライン案については、担当分科会案を取りまとめ上部委員会の意見伺いを

実施した。加えて、米国機械学会において、高速炉維持規格案と整合する内容の事例規格案
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を提案した。以上のように、高速炉用の新たな規格体系案を国内外の学協会に提示しその審議

プロセスに乗せたことによって、我国の規格基準の国際標準化への道筋を拓くことができた。

⑥ 核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究開発

等

エネルギー基本計画に示されているとおり、我が国は、資源の有効利用、高レベル放射性

廃棄物の減容化・有害度低減等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収される 等を有効

利用する核燃料サイクルの推進を基本方針としており、この方針を支える技術の研究開発が必

要である。また、原子力利用に伴い確実に発生する放射性廃棄物の処理処分については、将

来世代に負担を先送りしないよう、廃棄物を発生させた現世代の責任において、その対策を確

実に進めるための技術が必要である。このため、使用済燃料の再処理及び燃料製造に関する

技術開発並びに放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発を実施する。また、高レベ

ル放射性廃棄物処分技術等に関する研究開発を実施するほか、原子力施設の廃止措置及

び放射性廃棄物の処理処分を計画的に遂行するとともに関連する技術開発に取り組む。これ

らの研究開発等を円滑に進めるため、新規制基準へ適切に対応する。

再処理技術の高度化や軽水炉 燃料等の再処理に向けた基盤技術の開発に取り組む

とともに、これらの成果を活用して技術支援を行うことで、核燃料サイクル事業に貢献する。また、

高速炉用 燃料の製造プロセスや高速炉用 燃料の再処理を念頭に置いた基盤技術

の開発を実施し、信頼性及び生産性の向上に向けた設計の最適化を図る上で必要な基盤デ

ータ＇分離特性、燃料物性等（を拡充する。東海再処理施設については、使用済燃料のせん

断や溶解等を行う一部の施設の使用を取りやめ、その廃止措置に向けた準備として、廃止ま

での工程・時期、廃止後の使用済燃料再処理技術の研究開発体系の再整理、施設の当面の

利活用、その後の廃止措置計画等について明確化し、廃止措置計画の策定等を計画的に進

める。また、貯蔵中の使用済燃料や廃棄物を安全に管理するために新規制基準対応に取り組

むとともに、潜在的な危険の低減を進めるために 溶液や高レベル放射性廃液の固化・安定

化処理を確実に進める。

高速炉や加速器を用いた核変換など、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度の低減に

大きなインパクトをもたらす可能性のある技術の研究開発を、国際的なネットワークを活用しつ

つ推進する。また、研究開発の実施に当たり、外部委員会による評価を受け、進捗や方向性の

妥当性を確認しつつ研究開発を行う。また、長期間にわたる広範囲な科学技術分野の横断的

な連携が必要であること、加速器を用いた核変換技術については概念検討段階から原理実証

段階に移行する過程にあることから、機構内の基礎基盤研究と工学技術開発の連携を強化し、

国内外の幅広い分野の産学官の研究者と連携を行う。

高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現に必要な基盤的な研究開発を着実に進めるとと

もに、実施主体が行う地質環境調査､処分システムの設計・安全評価、国による安全規制上の

施策等のための技術基盤を整備し、提供する。さらに、これらの取組を通じ、実施主体との人

材交流等を進め、円滑な技術移転を進める。加えて､代替処分オプションとしての使用済燃料
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直接処分の調査研究を継続する。研究開発の実施に当たっては、最新の科学的知見を踏ま

えることとし、実施主体、国内外の研究開発機関、大学等との技術協力や共同研究等を通じて、

最先端の技術や知見を取得・提供し、我が国における地層処分に関する技術力の強化・人材

育成に貢献する。また、深地層の研究施設の見学、ウェブサイトの活用による研究開発成果に

関する情報の公開を通じ、地層処分に関する国民との相互理解促進に努める。

原子力施設の設置者及び放射性廃棄物の発生者としての責任で、安全確保を大前提に、

原子力施設の廃止措置、並びに施設の運転及び廃止措置に伴って発生する廃棄物の処理

処分を、外部評価を経たコスト低減の目標を定めた上で、クリアランスを活用しながら、計画的

かつ効率的に実施する。実施に当たっては、国内外関係機関とも連携しながら、技術の高度

化、コストの低減を進めるとともに、人材育成の一環として知識や技術の継承を進める。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万

円（であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、廃棄物処理

処分負担金収益 百万円 等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示

す通りである。

ⅰ 使用済燃料の再処理、燃料製造に関する技術開発

再処理技術開発

○ガラス固化技術の高度化に係る研究開発

溶融ガラス中の白金族粒子沈降に関する試験及び白金族元素とガラス原料成分の反応に

関する基礎試験を実施して、白金族粒子沈降・堆積に及ぼす炉底形状の影響や白金族粒子

挙動モデルの整備、白金族元素の生成過程等、溶融炉の安定運転に影響を及ぼす白金族

元素の挙動解明に資するデータを取得した。これにより白金族元素の挙動に関する評価を行

い、ガラス固化技術開発施設＇ （ 号溶融炉候補炉型式の絞込みを終了した。

＜溶融ガラス中の白金族粒子沈降に関する試験及び評価＞

・炉底部の形状や勾配が白金族粒子沈降・堆積に及ぼす影響を定量的に評価するため、形

状＇四角錐または円錐（と勾配＇ 度または 度（の異なる 種類の金属製ルツボを作製し

白金族抜き出し性評価試験を実施した。これまでの試験を通し、炉底部を均一に加熱した同

条件では、円錐と四角錐で抜き出し性に大きな違いは認められないこと、 度が 度よりも

割程度良好な抜き出し性を示すことがわかった。これらを踏まえ、 号溶融炉候補炉型式

の検討を実施した。

・炉底の白金族堆積領域の形成過程や堆積後の振る舞いを表現するモデルを新たに構築し、

既存の計算コードに取り入れ、炉底部粒子濃度分布や流下ガラス中の白金族濃度の推移に

ついて評価を実施した。現在までに炉底壁面近傍領域の流速及び白金族濃度の閾値などの

パラメータ調整により、実機＇ 号炉（に近い振る舞いを再現できることを確認した。

・上記に関し日本原子力学会＇ 年秋の大会、 年度春の年会（にて外部発表＇ 件（を

行った。
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＜白金族元素とガラス原料成分の反応に関する基礎試験＞
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※ 文部科学省、経済産業省、電気事業連合会、日本電気工業会及び日本原子力研究開発
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条件では、円錐と四角錐で抜き出し性に大きな違いは認められないこと、 度が 度よりも

割程度良好な抜き出し性を示すことがわかった。これらを踏まえ、 号溶融炉候補炉型式

の検討を実施した。

・炉底の白金族堆積領域の形成過程や堆積後の振る舞いを表現するモデルを新たに構築し、

既存の計算コードに取り入れ、炉底部粒子濃度分布や流下ガラス中の白金族濃度の推移に

ついて評価を実施した。現在までに炉底壁面近傍領域の流速及び白金族濃度の閾値などの

パラメータ調整により、実機＇ 号炉（に近い振る舞いを再現できることを確認した。

・上記に関し日本原子力学会＇ 年秋の大会、 年度春の年会（にて外部発表＇ 件（を

行った。
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機構の五者からなる「高速増殖炉サイクル実証プロセスへの円滑移行に関する五者協議

会」に学識経験者を加えた研究会

以上の共抽出フローシートの成立性、遠心抽出器の適用性、プラント概念の検討結果に関

する成果については、将来の核燃料サイクルを検討するために必要な情報であり、外部のニ

ーズにマッチするものであり、課題解決等に向けた成果が得られた。

燃料製造技術開発

○ペレット製造プロセスの高度化のための技術開発及び簡素化ペレット法の要素技術開発として、

試験用粉末の作成等の平成 年度以降に実施する試験準備を行った。乾式リサイクル技術の

開発として、 粉末＇不純物を多く含み、これまで燃料製造には利用していないスクラップ（の機

械的な前処理＇篩分による異物の除去、ボールミルによる粉砕処理（により、ペレット品質に大き

な影響を与えずに 粉末を原料として利用できることを確認するなど基盤データを取得した。

粉末を燃料製造の原料として利用できる見通しが得られたことにより、燃料製造コストの削減、

不要な核燃料物質の減尐に寄与する。放射線環境下にあるプルトニウム燃料第三開発室の燃

料製造設備＇自動化設備（の安全な維持管理を通じて、平成 年度までに発生した装置の故

障データを収集・分析し、将来、信頼性及び保守性の高い燃料製造設備を設計するために必

要不可欠なデータを取得した。また、本件に関連して 件の外部発表＇論文 件、口頭発表

件＇日本原子力学会 年春の年会（（を行った。

東海再処理施設

○潜在的な危険の低減にかかる取組

潜在的な危険の低減にかかる取組として以下を実施した。なお、これらの施設の運転に関し

法令に基づき報告するような事故やトラブルは発生していない。また平成 年度の保安検査

において保安規定違反となる事例は指摘されていない。

＜プルトニウム溶液の混合転換処理＞

プルトニウム転換技術開発施設＇ （において、プルトニウム溶液の混合転換処理を継

続し、潜在的な危険の低減にかかる取組開始前＇平成 年度末（に保有していたプルトニウム

溶液約 のうち約９割弱＇約 （を混合酸化物＇ （粉末とした。

＜高放射性廃液のガラス固化処理＞

以下の取組を実施し、年度計画通り の運転開始に向けた準備を終了させた。

・保守・点検、教育・訓練、許認可対応＇設工認工事（、新規制基準等を踏まえた追加安全対

策等、全体を網羅した計画を策定し、これに基づき運転準備を進めた。

・電気設備、放射線管理設備等の 運転に関連する設備を所掌する関連部署を含む運転

準備会議を設置した。同会議を月 回から 回程度開催し、関連部署間の情報共有を図ると

ともにショートスパンで を回した。また、運転準備の進捗状況について規制庁への定期
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的＇月 回程度（な報告を行った。

・故障していた両腕型マニプレータ＇ （ケーブル弛みに係る補修を平成 年 月に完了し

た。また、施設の高経年化、長期間の運転停止、遠隔保守機器特有の構造等を考慮した点

検項目、点検内容を洗い出し、計画的に点検整備を行った。

・ ケーブル弛み補修他 件の設工認工事を実施した。

・新規制基準を踏まえた追加安全対策として、重大事故対応を念頭に、 施設内で蒸気漏

えい等の内部溢水が発生した場合においても、作業員が現場にアクセスして緊急安全対策

を実施できるようにするため耐熱保護具等を配備した。また、全交流電源喪失時に施設間で

の通信に用いる 無線機の電波状態改善のため、 制御室に屋内アンテナを設置し

た。さらに、異常時等対応訓練を踏まえた手順書の改定・保護具＇安全帯（の追加配備等を

実施した。

・茨城県が主催する原子力安全対策委員会や自治体との安全協定に基づく立入調査におい

て、設備・機器の点検整備状況や安全性向上にかかる取組状況及びガラス固化処理運転に

向けた運転員の教育・訓練実施状況等を確認いただいた。

さらに、年度計画以上の成果として、地元の了解を得て平成 年以来約 年ぶりとなるガラ

ス固化処理運転を平成 年 月 日に再開した。なお、運転再開後は、ガラス原料供給装

置やガラス固化体吊具等の不具合に対して適切に対応し、平成 年 月末までにガラス固化

体 本を製造＇流下本数は 本（した。これにより潜在的な危険の原因である高放射性廃液の

低減を進めた。＇平成 年度のガラス固化処理運転を通し高放射性廃液貯槽の高放射性廃

液貯蔵量は約 減尐（

○新規制基準対応にかかる取組

東海再処理施設を構成する各施設の今後の使用計画を整理するとともに、各施設の有する

リスクに応じて、早期に導入可能でかつ実効的な対策を含めた合理的な対応方針を策定した。

平成 年 月 日に開催された原子力規制委員会「東海再処理施設等安全監視チーム第

回会合」において、この方針を含む新規制基準対応に係る事業者としての考え方を示した。

○リサイクル機器試験施設＇ （の利活用検討

平成 年度実施する予定であったガラス固化体を輸送容器に詰める施設として改造するた

めの概念設計については、自民党行政改革推進本部からの指摘や平成 年 月の政府行

政事業レビューのコメントを踏まえ契約を取りやめることとしたが、利活用検討として以下を実施

した。

・東海再処理施設の処理実績に基づき、現在 に保管されているガラス固化体及び今後製

造される予定のガラス固化体の特性＇発熱量、放射能量等（を整理した。

・日本原燃＇株（高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターでのガラス固化体取扱状況を調査・

整理するとともに、 でのガラス固化体取扱い条件等を検討し、設計条件を決定した。
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件＇日本原子力学会 年春の年会（（を行った。

東海再処理施設

○潜在的な危険の低減にかかる取組

潜在的な危険の低減にかかる取組として以下を実施した。なお、これらの施設の運転に関し

法令に基づき報告するような事故やトラブルは発生していない。また平成 年度の保安検査

において保安規定違反となる事例は指摘されていない。

＜プルトニウム溶液の混合転換処理＞

プルトニウム転換技術開発施設＇ （において、プルトニウム溶液の混合転換処理を継

続し、潜在的な危険の低減にかかる取組開始前＇平成 年度末（に保有していたプルトニウム

溶液約 のうち約９割弱＇約 （を混合酸化物＇ （粉末とした。

＜高放射性廃液のガラス固化処理＞

以下の取組を実施し、年度計画通り の運転開始に向けた準備を終了させた。

・保守・点検、教育・訓練、許認可対応＇設工認工事（、新規制基準等を踏まえた追加安全対

策等、全体を網羅した計画を策定し、これに基づき運転準備を進めた。

・電気設備、放射線管理設備等の 運転に関連する設備を所掌する関連部署を含む運転

準備会議を設置した。同会議を月 回から 回程度開催し、関連部署間の情報共有を図ると

ともにショートスパンで を回した。また、運転準備の進捗状況について規制庁への定期
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○東海再処理施設の廃止措置計画の検討

東海再処理施設の廃止措置計画の認可申請に向け、平成 年度に実施すべき以下の取

組を進めた。

・国内原子力施設の廃止措置に係る情報を収集し、廃止措置計画に記載すべき事項・具体的

な記載内容について整理した。

・東海再処理施設内各施設の利用計画の調査・整理を行い、操業廃棄物処理・貯蔵等で使用

を継続する施設、使用を取り止める施設を整理した。

・許認可に係る検討として申請方法、申請範囲、事業区分変更に係るケーススタディ等を実施

した。

・その他、国外再処理施設の廃止措置に係る情報として、参考となる英 や仏 等にお

ける除染方法、解体方法、技術開発＇除染剤、遠隔解体、残留放射能測定等（等の情報を収

集し今後実施すべき技術開発の検討を進めた。

○高放射性固体廃棄物の遠隔取出しに関する技術開発

高放射性固体廃棄物の遠隔取出しに関する技術開発に向けた設備の整備として、モックア

ップ設備を設置する実規模開発試験室の床材、梁、ケーブルラック類の撤去作業を平成 年

月に完了した。その後、モックアップ試験用水槽の一部の組立て設置を行い、平成 年度

に予定していた作業は全て完了し、遠隔取り出しに関するモックアップ試験を開始するための

準備を進めた。また、ハル缶等廃棄物の取出しを行う建屋 取出し建家 の設計に反映すべき

事項及び対応すべき課題の検討を行うとともに、汚染機器類貯蔵庫からの分析廃棄物の取出

し方法の検討、適用可能な装置の調査を行った。

○低放射性廃棄物処理技術開発施設＇ （の施設整備

以下の取り組みを通し の施設整備に関して、平成 年度に予定していた作業は全

て完了した。

・ のコールド試験として、液体廃棄物処理系＇ろ過・吸着設備、検査設備＇固化体ハンド

リング（（の試運転、固体廃棄物処理系＇前処理設備、焼却設備等（に設置している機器類の

作動試験、パワーマニプレーター等遠隔機器の操作訓練を実施し、操作・保守要領の確認

を行った。

・機器の健全性確認として焼却設備の各機器や配管類の開放点検を実施した。

・セメント固化設備の設計・運転に資するため、硝酸根分解済廃液組成に対する塩充填率、水

／セメント比、廃液組成等をパラメータとした実規模セメント混練試験＇約 体（を実施し、工

程変動を考慮した固化条件の絞込みを継続した。

ⅱ 放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発

の分離変換のための共通基盤技術の研究開発

○放射性廃棄物の減容化･有害度低減の分離技術開発として、抽出クロマトグラフィー法に適用

する 吸着材の構造と吸着・溶離性能の関係について評価し、吸着材からの元素の吸着・溶
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離メカニズム解明に資する重要なデータを取得した。 の分離性能向上が期待される新

抽出剤である ＇ （を対象に、

と希土類元素の相互分離性能に関するデータを取得した。抽出クロマトグラフィー法による

分離技術の安全性評価として、放射線や酸による吸着材务化物の評価を行い、务化生成

物の化学形態を同定するとともに、务化メカニズムについて明らかにした。また、国際会議への

参加や国際協力を通して、海外における最新の研究状況を把握するとともに、研究開発成果の

発信や技術的議論を積極的に進めた。

○ 分離用新抽出剤の特性評価のため、遠心抽出器システムによる溶媒抽出系において、コ

ールド模擬液による抽出特性データを取得し、 分離プロセスへの遠心抽出器システムの適

用見通しを得た。

○ 抽出分離のプロセス条件を検討するために、 と希土類元素 の相互分離プロセスに

おいて、トレーサー試験を実施し新規抽出剤である ＇ヘキサオクチルニトリロ三酢酸トリ

アミド（の抽出データを取得するとともに、その特異な抽出挙動について錯体構造解析等により

分離メカニズムの基礎的検討を実施した。一方、 一括回収プロセスについては、これま

でのトレーサー試験の結果等をもとに実廃液試験のプロセス条件を確定した。 抽出分離技

術の開発において、開発段階が低く、これまでの懸案事項であった 相互分離プロセスに

ついて、添加試薬を必要とせず、既存の再処理プロセスで使用する溶媒＇ドデカン（に可溶など

実用性の高い の適用性を明らかにしたことで、研究開発を大きく進展させた。

○ 含有酸化物燃料の性能評価のための基盤技術として、基礎データの取得を進めるとともに、

これまで取得した基礎データをデータベース化し、各データ間の関連性を評価することによって、

燃料模擬物質等の統一的な基礎物性モデルを構築した。この成果により燃料組成から様々な

物性値を評価することを可能とし、燃料の性能評価のための基礎とした。

○ 窒化物燃料製造に向けて、 を希土類元素で模擬したペレットの熱クリープ、弾性率デ

ータ取得に着手し、得られたデータを順次加速器駆動システム＇ （燃料ふるまい解析コード

に反映した。

○高速炉及び へ 含有酸化物燃料の供給を可能とする燃料製造ラインの概念検討を実

施するとともに、照射燃料試験施設＇ （内、照射試験用高 含有 燃料ペレットの遠隔

製造設備の保守及び調整運転を実施し、試作試験として ペレットを作成し照射試験用燃料

製造の見通しを得た。燃料製造技術＇酸化物（に関する基礎データとして燃料ペレットの焼結挙

動評価や酸化挙動に関するデータ取得を進め、簡素化プロセスにおける燃料製造条件の評価

技術のための基礎データを拡充した。設備設計の基礎データとして集塵機やマイクロ波脱硝技

術の機器開発に関する基礎データを取得した。
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○東海再処理施設の廃止措置計画の検討

東海再処理施設の廃止措置計画の認可申請に向け、平成 年度に実施すべき以下の取

組を進めた。

・国内原子力施設の廃止措置に係る情報を収集し、廃止措置計画に記載すべき事項・具体的

な記載内容について整理した。

・東海再処理施設内各施設の利用計画の調査・整理を行い、操業廃棄物処理・貯蔵等で使用

を継続する施設、使用を取り止める施設を整理した。

・許認可に係る検討として申請方法、申請範囲、事業区分変更に係るケーススタディ等を実施

した。

・その他、国外再処理施設の廃止措置に係る情報として、参考となる英 や仏 等にお

ける除染方法、解体方法、技術開発＇除染剤、遠隔解体、残留放射能測定等（等の情報を収

集し今後実施すべき技術開発の検討を進めた。

○高放射性固体廃棄物の遠隔取出しに関する技術開発

高放射性固体廃棄物の遠隔取出しに関する技術開発に向けた設備の整備として、モックア

ップ設備を設置する実規模開発試験室の床材、梁、ケーブルラック類の撤去作業を平成 年

月に完了した。その後、モックアップ試験用水槽の一部の組立て設置を行い、平成 年度

に予定していた作業は全て完了し、遠隔取り出しに関するモックアップ試験を開始するための

準備を進めた。また、ハル缶等廃棄物の取出しを行う建屋 取出し建家 の設計に反映すべき

事項及び対応すべき課題の検討を行うとともに、汚染機器類貯蔵庫からの分析廃棄物の取出

し方法の検討、適用可能な装置の調査を行った。

○低放射性廃棄物処理技術開発施設＇ （の施設整備

以下の取り組みを通し の施設整備に関して、平成 年度に予定していた作業は全

て完了した。

・ のコールド試験として、液体廃棄物処理系＇ろ過・吸着設備、検査設備＇固化体ハンド

リング（（の試運転、固体廃棄物処理系＇前処理設備、焼却設備等（に設置している機器類の

作動試験、パワーマニプレーター等遠隔機器の操作訓練を実施し、操作・保守要領の確認

を行った。

・機器の健全性確認として焼却設備の各機器や配管類の開放点検を実施した。

・セメント固化設備の設計・運転に資するため、硝酸根分解済廃液組成に対する塩充填率、水

／セメント比、廃液組成等をパラメータとした実規模セメント混練試験＇約 体（を実施し、工

程変動を考慮した固化条件の絞込みを継続した。

ⅱ 放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発

の分離変換のための共通基盤技術の研究開発

○放射性廃棄物の減容化･有害度低減の分離技術開発として、抽出クロマトグラフィー法に適用

する 吸着材の構造と吸着・溶離性能の関係について評価し、吸着材からの元素の吸着・溶
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○ 核変換用窒化物燃料製造について、燃料製造時の粉末飛散低減対策として硝酸溶液か

ら窒化物に転換する過程で、粉末プロセスを経由しないゾルゲル法の適用性検討を、準工学規

模試験で実施し、添加する炭素粉末の性状、溶液濃度調整、ゲル球仮焼温度等のパラメータを

最適化した。

○ 用燃料ふるまい解析コード開発に向け、ギャップコンダクタンス＇燃料ペレットと被覆管の隙

間部の熱伝達率 （等の要素過程モデルを開発して解析コードに反映した。

○日米協力＇民生用原子力研究開発ワーキンググループ： （として先進酸化物燃料に関

する次の技術開発等を進めた。

・＇ （ 及び の熱伝導率、熱膨張率などの基礎データの取得及び評価

・照射後試験＇ （データの情報交換による基礎データのデータベースの拡充

また、先進酸化物燃料開発に関する技術協力内容について米国の研究機関＇ロスアラモス

国立研究所＇ （、アイダホ国立研究所＇ （（と協議し、三次元照射挙動解析コードの開

発に向けて、照射挙動解析モデルの開発を進め、解析コードの改良を進めた。計算機による

焼結炉内の熱流動解析を行い、焼結炉構造変更による雰囲気ガス流跡線評価を実施した。

○世界的にも貴重な知見が期待される小規模の サイクル実証試験に着手し、 原料回収

の一環として、高速増殖炉実験炉「常陽」照射済燃料ピン 本＇合計 含有量 ～ （の溶解

及び得られた燃料溶解液からの の抽出処理を行い、 原料を分離回収するための

高レベル放射性廃液を調製した。

○欧州連合＇ （の ＇ （で主催の

の基礎特性に関するワークショップから日本の の基礎物性研究について招待講演

の依頼を受け、これまで で測定した基礎物性についてレビューした。また、 の

として の熱物性と欠陥化学に関する講演について招待を受けるとともに、

年開催の国際会議における 燃料の研究に関して 件の招待講演の依頼を受けた。

高速炉を用いた核変換技術の研究開発

○「常陽」で照射した 含有 燃料の照射後試験 データの解析及び 含有

燃料の「常陽」における系統的照射試験の計画検討を進め、照射試験を進める上での課題を整

理した。遠隔燃料製造設備を整備し、 含有 ペレット及び ペレットの試作試験を実

施することで、照射試験用燃料製造の見通しを得た。

○高速炉における 核変換効率の向上に有効な長寿命燃料被覆管の候補材である酸化物分

散強化型＇ （鋼の改良製造手法＇完全プレアロイ法：特許申請中（を用いた工学規模試作を

実施し、その高温強度特性及び品質安定性を評価することで、長寿命燃料被覆管としての適用
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見通しを得た。

○ として 含有酸化物燃料の常陽照射試験の計画について、日米共同で検討するとと

もに、新たな協力として、高速炉の長寿命炉心材料開発に関する技術協力内容について協議し、

日米で開発を進めている高温強度と耐照射性に優れた 及び高強度フェライト鋼の高温・高

中性子照射量環境下での機械的特性に関する技術情報交換のネットワークの構築をすることで

合意した。

○高速炉における 核変換効率の向上に有効な長寿命ラッパ管 燃料ピン束を収納する外筒

部材 の候補材である フェライト鋼 及びその溶接部について、最大 万時間

の高温熱時効試験を実施し、高温長時間使用時の機械的健全性見通しを評価するとともに、燃

料集合体設計に必要な材料強度基準用のデータベースを更新した。

○高速炉の持つ核的ポテンシャルを活かした炉心概念として扁平化アプローチによる ・ 燃

焼レファレンス炉心を設計し、 ・ 燃焼シナリオにおける有効性を確認した。また、 核

変換ターゲットを炉内に分散装荷する新たな炉心概念を検討し、 核変換率を従来の約 倍

とするなど高速炉の可能性を大幅に高める成果を出した。

○三大 サンプル照射試験＇フェニックス、 、常陽（の整合性評価を世界で初めて実施し、

既存実験データベースの信頼性を高めるとともに、将来試験計画に反映すべき課題を抽出した。

核データの妥当性を確認するための実験は量的には十分でなかったが、本成果により国内

外の既存の実験情報を最大限有効活用することで 核データの妥当性の確認に成功した。

日仏英三国で独立に実施した実験を総合した評価はこれまでに無く、国内外の専門家の注目

を集めた。

○核設計手法の検証・妥当性確認及び不確かさ定量化＇ （の方法論の試構築を行い、

それに沿った具体的な評価に着手した。技術基盤維持の一環として、既存の技術を集約し体系

化する 方法論の構築を着実に進めた。原子炉の安全上重要なデータとなる崩壊熱の

不確かさの評価技術を取り入れ、大学教授の定年退官により技術が失われる前に技術伝承を

受けることができた価値は大きい。

加速器駆動システム＇ （を用いた核変換技術の研究開発

○ 核変換実験施設の建設に向け、必要な要素技術開発、施設の検討や安全評価等に

取り組んだ。 ターゲット試験施設に関しては、超音波式鉛ビスマス＇ （流量計の長期安

定運転＇約 時間（を実証し、鉛ビスマスモックアップループを用いた 流量計等の機

能試験を開始した。熱交換器や電磁ポンプ等の保守性も考慮した ターゲット循環系の設

計を詳細化するとともに、 既存施設の運転経験や遮蔽設計等も考慮し、 ターゲット

試験施設全体の設計に関し詳細化を行い、これをもとに施設整備に必要な経費の見直しを行っ
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○ 核変換用窒化物燃料製造について、燃料製造時の粉末飛散低減対策として硝酸溶液か

ら窒化物に転換する過程で、粉末プロセスを経由しないゾルゲル法の適用性検討を、準工学規

模試験で実施し、添加する炭素粉末の性状、溶液濃度調整、ゲル球仮焼温度等のパラメータを

最適化した。

○ 用燃料ふるまい解析コード開発に向け、ギャップコンダクタンス＇燃料ペレットと被覆管の隙

間部の熱伝達率 （等の要素過程モデルを開発して解析コードに反映した。

○日米協力＇民生用原子力研究開発ワーキンググループ： （として先進酸化物燃料に関

する次の技術開発等を進めた。

・＇ （ 及び の熱伝導率、熱膨張率などの基礎データの取得及び評価

・照射後試験＇ （データの情報交換による基礎データのデータベースの拡充

また、先進酸化物燃料開発に関する技術協力内容について米国の研究機関＇ロスアラモス

国立研究所＇ （、アイダホ国立研究所＇ （（と協議し、三次元照射挙動解析コードの開

発に向けて、照射挙動解析モデルの開発を進め、解析コードの改良を進めた。計算機による

焼結炉内の熱流動解析を行い、焼結炉構造変更による雰囲気ガス流跡線評価を実施した。

○世界的にも貴重な知見が期待される小規模の サイクル実証試験に着手し、 原料回収

の一環として、高速増殖炉実験炉「常陽」照射済燃料ピン 本＇合計 含有量 ～ （の溶解

及び得られた燃料溶解液からの の抽出処理を行い、 原料を分離回収するための

高レベル放射性廃液を調製した。

○欧州連合＇ （の ＇ （で主催の

の基礎特性に関するワークショップから日本の の基礎物性研究について招待講演

の依頼を受け、これまで で測定した基礎物性についてレビューした。また、 の

として の熱物性と欠陥化学に関する講演について招待を受けるとともに、

年開催の国際会議における 燃料の研究に関して 件の招待講演の依頼を受けた。

高速炉を用いた核変換技術の研究開発

○「常陽」で照射した 含有 燃料の照射後試験 データの解析及び 含有

燃料の「常陽」における系統的照射試験の計画検討を進め、照射試験を進める上での課題を整

理した。遠隔燃料製造設備を整備し、 含有 ペレット及び ペレットの試作試験を実

施することで、照射試験用燃料製造の見通しを得た。

○高速炉における 核変換効率の向上に有効な長寿命燃料被覆管の候補材である酸化物分

散強化型＇ （鋼の改良製造手法＇完全プレアロイ法：特許申請中（を用いた工学規模試作を

実施し、その高温強度特性及び品質安定性を評価することで、長寿命燃料被覆管としての適用
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た。

○ ターゲット試験施設の建設に向けて必要な要素技術開発は順調に進展し、平成 年度

には施設概念検討結果を取りまとめる段階に到達できる見込みを得ている。核変換物理実験施

設については、施設設計に必要となる建設予定地の大深度 ～ （のボーリング調査を実施

した。

○また、 燃料取扱装置の仕様を検討するため、線量の高い 含有燃料を高い信頼性を持

って遠隔で炉心への装荷・取出を行うためのモックアップ装置を製作して試験を実施し、不具合

無く燃料ピンを所定の位置に装荷及び取出しできることを確認した。

○ 概念設計に反映させるための未臨界度測定実験によるデータの取得については、使用を

想定していた京都大学の臨界実験装置 が再稼働されなかったため実施できなかった。タ

ーゲット窓材選定のための候補材の特性の検討においては、ターゲット窓候補材に対して

における照射環境を模擬したトリプルイオン 水素、ヘリウム及び鉄イオン 同時照射を用いて、照

射硬化挙動も含めた使用温度に関する照射影響データを取得した。 ループ技術確立の

ための酸素センサに関しては、酸素センサ開発に必要な高温 試験用装置の整備を行い、

酸素センサの試作を開始した。 核変換用燃料の乾式処理について工学機器試験装置の仕

様を検討するため、窒化物燃料の溶融塩電解については、新たに考案した黒鉛容器を陽極とし

た電解装置による定電位電解試験を行い、電解速度の指標となる電流密度に関するデータを

取得した。電解回収物の再窒化については、整備した試験装置を用いて、電解回収物を模擬し

たジスプロシウム カドミウム合金の再窒化試験を開始した。

○ 開発加速に向けた国際協力においては、米国の実験装置を使用した日米共同の核デー

タ検証用炉物理実験に参加し、核データ検証の一環となる有用な実験データを得た。また、

による分離変換技術に関する原子力機構とベルギー原子力研究センター＇ （との

協力に関して、ジョイントタスクフォースを通して実施できる具体的協力内容を検討し、レポート作

成に着手した。

○文部科学省原子力科学技術委員会の群分離・核変換技術評価作業部会が 回開催され、研

究開発の現状、今後の計画等を報告し、「これまでのところ における群分離・核変換技術

に係る研究開発が順調に進展していると評価できる。」との評価を得た。

ⅲ 高レベル放射性廃棄物の処分技術等に関する研究開発

深地層の研究施設計画

岐阜県瑞浪市及び北海道幌延町における深地層の研究施設計画については、機構改革

の基本的方向を踏まえて設定した重点課題＇必須の課題（に計画通り着手し、実施主体による

精密調査、国による安全審査基本指針の策定等に必要な技術基盤の整備を着実に進めた。
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○超深地層研究所計画

深度 までの坑道を利用して以下を実施した。

・「地下坑道における工学的対策技術の開発」については、セメントの地質環境への影響試験

として、グラウト材＇セメント材料（を含む既存の岩石試料を用いた分析・評価を実施した。また、

工学的対策技術の開発に係る地下水管理技術について文献調査を実施した。

・「坑道埋め戻し技術の開発」として実施している再冠水試験については、坑道の冠水を開始

し、冠水前・中の水圧・岩盤変位のモニタリング及び止水壁の性能確認試験を終了し、冠水

後の水圧・岩盤変位・水質のモニタリングを開始した。

・「物質移動モデル化技術の開発」については、電力中央研究所との共同研究を活用し、深度

研究アクセス南坑道におけるボーリング掘削・調査を実施し、トレーサー試験の準備を

行うとともに、深度 の研究坑道でトレーサー試験を実施した。また、花崗岩ブロックを使

った室内拡散試験において、変動帯に位置する日本の花崗岩には、海外の花崗岩には認め

られない新たな物質移行の遅延機能が期待できる可能性を見出し、その結果を論文に取りま

とめた。

・地上からの調査段階で構築した地質環境モデルの検証に必要な地質環境データの取得を

継続した。さらに、地質構造モデルについて、研究坑道掘削中に得られたデータを用いたモ

デルとの比較検討を行うことにより、地上からの調査段階で適用した地質環境の調査技術や

モデル化手法の妥当性評価等を実施し、現在も継続中である。

・深度 水平坑道＇主立坑（へ安全なアクセスを確保するための方法を検討し、その結果に

基づき施設の改修工事＇主立坑側へのらせん階段の設置（を実施した。これにより、平成

年 月から国内ではほとんど例がない深度 ｍまでの見学者・視察者の受け入れが可能に

なり、地層処分に関する国民の理解醸成活動により貢献できる環境を整備した。

○幌延深地層研究センター

深度 水平坑道を利用して以下を実施した。

・「実際の地質環境における人工バリアの適用性確認」として、人工バリア性能確認試験、オー

バーパック腐食試験及び物質移行試験を以下の通り進めた。

－人工バリア性能確認試験：岩盤とプラグ＇遮水のためのコンクリートの栓（の密着性を向上

させるためのコンタクトグラウト＇止水対策（を実施するとともに、温度・圧力・水質等に関す

るデータの取得を継続中である。熱—水—応力—化学連成モデルの開発・確証を目的とし

た国際共同研究ワークショップ＇ （を幌延深地層研究センターにて平成

年 月 日～ 日に開催し、人工バリア性能確認試験の状況報告や現場視察並びに

各国の最新の連成モデルの開発状況等に関する意見交換を通して、連成モデル開発の

妥当性を確認した。また、人工バリア性能確認試験における埋め戻し材の品質管理手法

の適用事例をとりまとめ、日本原子力学会 年秋の大会にて報告した。本成果は、実

際の処分場での坑道埋め戻しの施工における技術基盤を提供するものである。

－オーバーパック腐食試験：腐食モニタリングデータの取得を継続するとともに、第 回材

料と環境討論会における腐食モニタリング結果に関する意見交換を踏まえ、信頼性の高
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た。

○ ターゲット試験施設の建設に向けて必要な要素技術開発は順調に進展し、平成 年度

には施設概念検討結果を取りまとめる段階に到達できる見込みを得ている。核変換物理実験施

設については、施設設計に必要となる建設予定地の大深度 ～ （のボーリング調査を実施

した。

○また、 燃料取扱装置の仕様を検討するため、線量の高い 含有燃料を高い信頼性を持

って遠隔で炉心への装荷・取出を行うためのモックアップ装置を製作して試験を実施し、不具合

無く燃料ピンを所定の位置に装荷及び取出しできることを確認した。

○ 概念設計に反映させるための未臨界度測定実験によるデータの取得については、使用を

想定していた京都大学の臨界実験装置 が再稼働されなかったため実施できなかった。タ

ーゲット窓材選定のための候補材の特性の検討においては、ターゲット窓候補材に対して

における照射環境を模擬したトリプルイオン 水素、ヘリウム及び鉄イオン 同時照射を用いて、照

射硬化挙動も含めた使用温度に関する照射影響データを取得した。 ループ技術確立の

ための酸素センサに関しては、酸素センサ開発に必要な高温 試験用装置の整備を行い、

酸素センサの試作を開始した。 核変換用燃料の乾式処理について工学機器試験装置の仕

様を検討するため、窒化物燃料の溶融塩電解については、新たに考案した黒鉛容器を陽極とし

た電解装置による定電位電解試験を行い、電解速度の指標となる電流密度に関するデータを

取得した。電解回収物の再窒化については、整備した試験装置を用いて、電解回収物を模擬し

たジスプロシウム カドミウム合金の再窒化試験を開始した。

○ 開発加速に向けた国際協力においては、米国の実験装置を使用した日米共同の核デー

タ検証用炉物理実験に参加し、核データ検証の一環となる有用な実験データを得た。また、

による分離変換技術に関する原子力機構とベルギー原子力研究センター＇ （との

協力に関して、ジョイントタスクフォースを通して実施できる具体的協力内容を検討し、レポート作

成に着手した。

○文部科学省原子力科学技術委員会の群分離・核変換技術評価作業部会が 回開催され、研

究開発の現状、今後の計画等を報告し、「これまでのところ における群分離・核変換技術

に係る研究開発が順調に進展していると評価できる。」との評価を得た。

ⅲ 高レベル放射性廃棄物の処分技術等に関する研究開発

深地層の研究施設計画

岐阜県瑞浪市及び北海道幌延町における深地層の研究施設計画については、機構改革

の基本的方向を踏まえて設定した重点課題＇必須の課題（に計画通り着手し、実施主体による

精密調査、国による安全審査基本指針の策定等に必要な技術基盤の整備を着実に進めた。
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い腐食モニタリング手法の開発に向けた試験条件の見直しなどに反映した。

－物質移行試験：原位置での物質移行パラメータの取得を目的に、単一割れ目及び健岩

部を対象としたトレーサー試験を実施するとともに、岩盤内のトレーサーの収着・拡散状

態を把握するために岩盤のサンプリングを実施した。また、より合理的な安全評価手法の

構築に向け、拡散係数の温度依存性等に関して、北海道大学と共同研究を実施した。

・「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証」として、割れ目帯を対象とした物質移行試験

の準備も兼ねた水圧擾乱試験計画を立案し、その計画に沿ってボーリング孔の掘削に着手

した。なお、掘削に際しては、幌延深地層研究センターの地質環境に特徴的なメタンガスの

噴出やそれに伴う湧水の発生によるトラブルを考慮し、安全確保を最優先に湧水対策や換気

対策などの取組を行った。

・坑道掘削後の水圧、水質、岩盤の長期な変化や回復過程に関する地質環境特性データの

取得や、低アルカリ性材料の周辺岩盤への影響観測を継続中である。これらの成果は、地層

処分システムの長期挙動評価や長期モニタリング手法の構築などの技術基盤を提供するも

のである。

・地質環境の調査技術やモデル化手法の妥当性評価の一環として、地下施設周辺の断層分

布について、地上からの調査研究段階における調査結果から推定された分布を基に、立坑

や 調査坑道周辺におけるボーリング調査や壁面観察によるデータを用いて更新し、坑

道周辺の地質環境を推定するための手法の信頼性向上を図った。

・国が進める人工バリア等の健全性評価や無線計測技術の適用性の確認、さらには搬送定

置・回収技術の高度化に関わる事業等に協力し、業務の効率化を図りつつ、我が国の研究

開発成果の最大化に貢献した。

地質環境の長期安定性に関する研究

○時間スケールに応じた地質環境変動の予測技術の開発として、地形・地質モデル及び水理モ

デルを統合したモデルを構築した。

○土岐地球年代学研究所が保有する分析装置等を活用しつつ、上載地層法の適用が困難な断

層の活動性を調査・評価するための手法等の開発として、断層岩の構造地質学、鉱物学、地球

化学的解析等を実施した。このうち、光ルミネッセンス＇ （法による年代測定法を実用化した。

○これまでの地質環境の長期安定性研究の成果に基づき、高速増殖原型炉「もんじゅ」敷地内

破砕帯調査の支援を継続した。「敷地内破砕帯に活動的であることを示す証拠は認められない」

とする調査報告書を原子力規制委員会に平成 年 月 日に提出して以降、平成 年度

においては地質試料の分析等を実施し、平成 年 月 日の原子力規制委員会有識者会合

において本調査結果は妥当との見解が得られた。これにより、上載地層法が適用できない断層

調査に対して一つの指針を与えうる評価事例を示した。
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高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発

○幌延深地層研究センターの深地層の研究施設において人工バリア性能確認試験等を継続し、

データ＇温度、圧力等（を取得するとともに、データとの比較を通じて、解析コードの適用性を確

認した。また、緩衝材中の やオーバーパック腐食挙動を評価するための原位置計測技術に

ついての適用性確認を進めた。

○長期的な地形変化を考慮した隆起・侵食の影響評価や表層環境条件に応じた生活圏モデル

構築等、安全評価手法に関する技術整備を継続した。グリムゼルの花崗岩を対象として、亀裂

部及びマトリクス部の移行メカニズムの理解や、分配係数に及ぼす試料粉砕影響、室内から原

位置へのアップスケーリング法について検討した。また、コロイド・有機物・微生物が核種移行を

促進する可能性を評価するとともに、幌延深地層研究センターの深地層の研究施設を活用した

データ取得を行った。

○上記の研究開発を通してモデル・データベースの整備・拡充を進め、核種移行データベースに

約 件、工学技術に関するデータベースに約 件のデータを追加した。

○上記の研究開発により整備された技術や知識・経験等の実施主体＇ （への実効的共有

や継承を目指し、共同研究を通して情報交換や人材交流を実施するとともに、次年度以降の共

同研究計画を具体化した。

使用済燃料の直接処分研究開発

○直接処分技術の現状をまとめた第 次取りまとめを平成 年 月に原子力機構の成果報告

書として公開した。また、第 次取りまとめ作成過程で抽出・整理した研究開発課題に対応して、

地質環境の多様性＇結晶質岩と堆積岩（や使用済燃料の多様性＇ 、 （を考慮した直接

処分システムの人工バリアや地下施設の設計・検討を進めるとともに、先進的な材料開発として

の金属ガラスの基本特性に関するデータ取得を行うなど、閉じ込め性能の評価手法の検討・開

発を継続した。これらの研究開発の成果を通して直接処分の技術的基盤の整備を進めるととも

に、次期取りまとめに向けた整理を進めた。

研究開発の進捗状況の確認と情報発信

○研究開発成果は、適宜、機構ウェブサイト上に展開している ＇ ウェブシステム

を活用して、読者の知りたい情報へのアクセスを支援する次世代科学レポートシステム に反映

することとしており、研究開発報告書の刊行に合わせて、 のコンテンツの追加、更新を

行った。

○国民との相互理解の促進の活動については、２つの深地層の研究施設を積極的に活用し、定

期施設見学会の開催、関係自治体や報道機関への施設公開などを進めるとともに、 が

主催する報道機関や若年層を対象とした見学会へ協力した。東濃地科学センターにおいては、
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い腐食モニタリング手法の開発に向けた試験条件の見直しなどに反映した。

－物質移行試験：原位置での物質移行パラメータの取得を目的に、単一割れ目及び健岩

部を対象としたトレーサー試験を実施するとともに、岩盤内のトレーサーの収着・拡散状

態を把握するために岩盤のサンプリングを実施した。また、より合理的な安全評価手法の

構築に向け、拡散係数の温度依存性等に関して、北海道大学と共同研究を実施した。

・「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証」として、割れ目帯を対象とした物質移行試験

の準備も兼ねた水圧擾乱試験計画を立案し、その計画に沿ってボーリング孔の掘削に着手

した。なお、掘削に際しては、幌延深地層研究センターの地質環境に特徴的なメタンガスの

噴出やそれに伴う湧水の発生によるトラブルを考慮し、安全確保を最優先に湧水対策や換気

対策などの取組を行った。

・坑道掘削後の水圧、水質、岩盤の長期な変化や回復過程に関する地質環境特性データの

取得や、低アルカリ性材料の周辺岩盤への影響観測を継続中である。これらの成果は、地層

処分システムの長期挙動評価や長期モニタリング手法の構築などの技術基盤を提供するも

のである。

・地質環境の調査技術やモデル化手法の妥当性評価の一環として、地下施設周辺の断層分

布について、地上からの調査研究段階における調査結果から推定された分布を基に、立坑

や 調査坑道周辺におけるボーリング調査や壁面観察によるデータを用いて更新し、坑

道周辺の地質環境を推定するための手法の信頼性向上を図った。

・国が進める人工バリア等の健全性評価や無線計測技術の適用性の確認、さらには搬送定

置・回収技術の高度化に関わる事業等に協力し、業務の効率化を図りつつ、我が国の研究

開発成果の最大化に貢献した。

地質環境の長期安定性に関する研究

○時間スケールに応じた地質環境変動の予測技術の開発として、地形・地質モデル及び水理モ

デルを統合したモデルを構築した。

○土岐地球年代学研究所が保有する分析装置等を活用しつつ、上載地層法の適用が困難な断

層の活動性を調査・評価するための手法等の開発として、断層岩の構造地質学、鉱物学、地球

化学的解析等を実施した。このうち、光ルミネッセンス＇ （法による年代測定法を実用化した。

○これまでの地質環境の長期安定性研究の成果に基づき、高速増殖原型炉「もんじゅ」敷地内

破砕帯調査の支援を継続した。「敷地内破砕帯に活動的であることを示す証拠は認められない」

とする調査報告書を原子力規制委員会に平成 年 月 日に提出して以降、平成 年度

においては地質試料の分析等を実施し、平成 年 月 日の原子力規制委員会有識者会合

において本調査結果は妥当との見解が得られた。これにより、上載地層法が適用できない断層

調査に対して一つの指針を与えうる評価事例を示した。
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平成 年度約 人＇前年度は約 人（、幌延深地層研究センターでは平成 年度約

人＇前年度約 人（を受け入れた。幌延深地層研究センターにおける研究内容を紹介

する施設である「ゆめ地創館」の来訪者数は、平成 年 月から平成 年 月末日現在で累

計約 ＇前年 月末は約 人（となっている。これらの両研究施設等への来訪者には、

広聴活動の一環として、アンケート調査による地層処分に対する理解度や疑問・不安などの評

価・分析を実施し、その結果を理解促進活動にフィードバック等を実施した。

○平成 年 月 日に地層処分技術に関する研究成果報告会を開催し、「地層処分研究開

発第 次取りまとめ」以降の研究開発成果及び今後の展開について報告した。また、子供を含

めた一般の方々に広く地層処分に関する興味・関心持っていただくことを目的としたシンポジウ

ム及びイベントを、平成 年 月 日に資源エネルギー庁等と共催した。

○研究開発の進捗状況等については、地層処分研究開発・評価委員会を開催し、外部専門家

によって確認され、今後の研究の進め方についての助言をいただいた。

ⅳ 原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分の計画的遂行と技術開発

コスト低減目標として、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進手法導入＇ （

を機構のバックエンド業務に適用することを検討し、有識者の意見を聴取した。その結果、有

識者の意見として、コスト削減の目標として、 等の民活導入時の削減効果を指標とするの

は良いが、原子炉等規制法＇炉規法（での制限から難しい面もあったので、現在の枠組みの中

で具体化を進めることとした。

原子力施設の廃止措置

○廃止措置対象となっている 施設について、収集した施設情報 ＇炉規法の規制を受ける核燃

料物質の保有状況や施設の経過年等（に基づき、施設のリスクレベルや経済性を考慮し、優先

順位＇ つのグループに分類（とホールドポイント＇「燃料等搬出」や「管理区域解除」（ を設定し

た廃止措置の全体計画案を取りまとめ、施設毎の廃止措置条件＇許認可取得、燃料搬出等（を

整理した。それについて、有識者に説明した結果、全体計画案等について妥当であるした上で、

原子力機構内外に向けてバックエンド対策の必要性を発信することなどの意見を頂いた。

○廃止措置に着手している施設については、ホットラボ、液体処理場、再処理特別研究棟、プル

トニウム燃料第二開発室、ふげん、濃縮工学施設、製錬転換施設、重水臨界実験装置＇ （

について、バックエンド対策研究開発・評価委員会＇平成 年 月 日（において、外部専門家

により進捗状況が確認され、今後の研究開発の進め方についての助言を頂くことで、研究開発

成果の品質確保を図った。

○廃止措置、クリアランスの進捗状況

・プルトニウム燃料第二開発室におけるグローブボックス解体・撤去に係る使用許可変更申請
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を実施した＇平成 年 月 日申請（。また、グローブボックス内装設備の分解・撤去を実

施した＇ 一時保管設備＇分解・撤去完了（、 粉末調整設備＇分解完了（（。

・新型転換炉「ふげん」＇「ふげん」（において、比較的汚染が高い原子炉冷却材系設備の一部

であるブースターポンプを対象に、汚染の除去及び解体撤去工事を直営作業にて実施し、

対象設備の解体を完了した。作業は、スポット的な汚染の除去方法及び汚染拡大防止を考

慮した解体手順の確立を目的として実施し、除染効果を高めるための方法、解体による汚染

拡大範囲を縮小する作業計画を作成するための課題を抽出した。この結果を今後の計画に

反映し、被ばくの低減、作業工数の低減等につなげるとともに、更にデータを取得しこれらの

方法を確立する。また、解体撤去工事で発生する解体撤去物のうちタービン建屋から発生す

るクリアランス対象の金属約 トンについて、放射能濃度の測定及び評価方法の認可＇クリ

アランス認可（に向け審査対応を実施した＇ 年度に原子力規制庁面談を 回実施、クリア

ランスモニタの原子力規制庁現地試験を受検（。

・「ふげん」使用済燃料に係る課題については、その処理及び輸送に関して検討を実施した。

・ホットラボについては、ウランマグノックス用鉛セル４基を解体した。

・液体処理場については、解体を終え保管中のタンク周辺機器の撤去に向け、汚染状況の調

査を行い、解体撤去方法の検討を行った。

・再処理特別研究棟については、 タンク内側の解体を行った。

・ については、使用済燃料を へ移動し、廃止措置計画の認可申請を行った。

・ については、廃止措置計画の認可申請に向けての準備として申請前のヒアリングを 回

実施した。

・ については、廃止措置計画の認可申請書について、廃止措置計画の認可申請を行

った。

・ については、重水加熱器及び重水冷却器並びに付属配管等の解体・撤去を完了し、引

続き、重水ストレージタンクの解体に向けた準備作業として接続配管の撤去を実施した。

・旧廃棄物処理建家については、 燃料の保管場所としての再利用に係る検討を行った。

・遠心機処理合理化検討では、濃縮工学施設における分解手順の簡略化及び除染時間の削

減による処理の加速化や、電離イオン測定装置単独でのクリアランス測定簡略化に向けた処

理手順・処理体制を確定し、約 台の処理試験を終了した。

・濃縮工学施設操作室等の設備の解体・撤去では、 操作室の 系機器＇槽類、トラ

ップ類、ポンプ類等（、ユーティリティ系機器、電気計装品、フード、基礎等の解体・撤去終了

及び、 ブレンディング室の約 の解体・撤去を終了した。

・製錬転換施設の廃止措置では、施設を早期に管理を簡略化するための対応を継続し、不要

薬品の処分のための、処理計画及び分析計画を策定した。

放射性廃棄物の処理処分

○廃棄体化施設等の整備状況、低レベル放射性廃棄物の保管管理、減容、安定化に係る処理

の進捗状況

・解体撤去物や放射性固体廃棄物のクリアランス及び運転中に発生した放射性廃棄物の廃棄
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平成 年度約 人＇前年度は約 人（、幌延深地層研究センターでは平成 年度約

人＇前年度約 人（を受け入れた。幌延深地層研究センターにおける研究内容を紹介

する施設である「ゆめ地創館」の来訪者数は、平成 年 月から平成 年 月末日現在で累

計約 ＇前年 月末は約 人（となっている。これらの両研究施設等への来訪者には、

広聴活動の一環として、アンケート調査による地層処分に対する理解度や疑問・不安などの評

価・分析を実施し、その結果を理解促進活動にフィードバック等を実施した。

○平成 年 月 日に地層処分技術に関する研究成果報告会を開催し、「地層処分研究開

発第 次取りまとめ」以降の研究開発成果及び今後の展開について報告した。また、子供を含

めた一般の方々に広く地層処分に関する興味・関心持っていただくことを目的としたシンポジウ

ム及びイベントを、平成 年 月 日に資源エネルギー庁等と共催した。

○研究開発の進捗状況等については、地層処分研究開発・評価委員会を開催し、外部専門家

によって確認され、今後の研究の進め方についての助言をいただいた。

ⅳ 原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分の計画的遂行と技術開発

コスト低減目標として、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進手法導入＇ （

を機構のバックエンド業務に適用することを検討し、有識者の意見を聴取した。その結果、有

識者の意見として、コスト削減の目標として、 等の民活導入時の削減効果を指標とするの

は良いが、原子炉等規制法＇炉規法（での制限から難しい面もあったので、現在の枠組みの中

で具体化を進めることとした。

原子力施設の廃止措置

○廃止措置対象となっている 施設について、収集した施設情報 ＇炉規法の規制を受ける核燃

料物質の保有状況や施設の経過年等（に基づき、施設のリスクレベルや経済性を考慮し、優先

順位＇ つのグループに分類（とホールドポイント＇「燃料等搬出」や「管理区域解除」（ を設定し

た廃止措置の全体計画案を取りまとめ、施設毎の廃止措置条件＇許認可取得、燃料搬出等（を

整理した。それについて、有識者に説明した結果、全体計画案等について妥当であるした上で、

原子力機構内外に向けてバックエンド対策の必要性を発信することなどの意見を頂いた。

○廃止措置に着手している施設については、ホットラボ、液体処理場、再処理特別研究棟、プル

トニウム燃料第二開発室、ふげん、濃縮工学施設、製錬転換施設、重水臨界実験装置＇ （

について、バックエンド対策研究開発・評価委員会＇平成 年 月 日（において、外部専門家

により進捗状況が確認され、今後の研究開発の進め方についての助言を頂くことで、研究開発

成果の品質確保を図った。

○廃止措置、クリアランスの進捗状況

・プルトニウム燃料第二開発室におけるグローブボックス解体・撤去に係る使用許可変更申請
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体化等を推進するためには、これらに含まれる放射能データの把握が必須である。このため

の環境整備として、「ふげん」の施設内に放射性核種分析を目的とした分析設備を設置した。

また、必要な 使用許可に係る変更許可を得て分析室の環境整備を行った。

・低レベル放射性廃棄物については、契約によって外部事業者から受け入れるものの処理も

含め、安全を確保しつつ、各研究開発拠点の既存施設において処理及び保管管理を継続し

た。

・原子力科学研究所＇原科研（放射性廃棄物処理場における新規制基準への対応として、適

合が必要な条項のヒアリング、審査会合を受審＇ヒアリング：約 回 審査会合：約 回（した。

また、 施設の建物、 施設の内装設備について、保有水平耐力、許容応力度等の耐震評

価を実施した。この結果、第 廃棄物処理棟等の 施設の建物、焼却処理設備等の 施設

の内装設備が、現行の耐震基準を満たしていないことを確認した。この結果を受け、第 廃棄

物処理棟焼却処理設備については、新規制基準適合性確認が完了するまで処理運転を停

止することとした。

・高減容処理施設において、 ドラム缶換算で約 本の廃棄物を処理し、約 本の

減容化を達成した。

・機構の各拠点での廃棄体製作に向けて、廃棄体技術基準等検討作業会において、各拠点

の廃棄体製作に係る品質保証体系に関する検討を進めた 。また、放射能濃度評価の合理

化に関する検討を進め、合理化に向けた方策案について報告書を作成した。核種分析技術

の標準化に向けた検討を福島部門と協力して進め、標準マニュアル構成案等を作成した。

・廃棄物管理システムについては、全拠点から受け取った保管廃棄物データを随時入力する

とともに、 の変更に対応可能とするなど所要のシステム改造を行った。

○ については、地上 階床までの施工＇進捗率：約 ％（ を実施した。また、工事に必要

な第 回設工認認可＇平成 年 月 日（及び第 回設工認認可＇平成 年 月 日

を取得した。

○埋設事業の進捗状況

・具体的な工程の策定に向けた検討として、文部科学省による第 回研究施設等廃棄物作

業部会＇平成 年 月 日（で立地基準及び立地手順が了承されたことを受けて、立地手

順等を記載した「埋設処分業務の実施に関する計画」の変更認可申請を行うとともに 平成

年 月 日認可 、立地推進に向けて、国などの関係機関と緊密な情報共有を図った。

・輸送、処理に関する技術的事項として、照射後試験施設廃棄物の廃棄体確認手法の検討を

行い、核燃料の燃焼計算による核種組成比から放射能濃度を評価する方法の有効性を得る

とともに、日本アイソトープ協会、原子力バックエンド推進センター及び機構で、ウラン廃棄物

中の放射能濃度評価手法の検討状況等について情報交換を行った。

・廃棄体の特性等を踏まえた具体的な埋設方法、施設・設備の検討として、管理型処分場の

遮水層構造に着目し、遮水シート及び低透水性材料等の特性、多層構造の効果を検討し、

組み合わせる遮水材料による浸透水量の違いを評価し、浸透水量が最小となる遮水工材料
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の組み合わせを確認した。
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ることが期待されており、早期の実用化が求められている。 このため、「第三段階核融合研究

開発基本計画」＇平成 年 月原子力委員会（、「イーター事業の共同による実施のためのイー

ター国際核融合エネルギー機構の設立に関する協定」＇平成 年 月発効。以下「 協

定」という。（、「核融合エネルギーの研究分野におけるより広範な取組を通じた活動の共同に

よる実施に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間の協定」＇平成 年 月発効。以下

「 協定」という。（、エネルギー基本計画等に基づき、核融合エネルギーの実用化に向けた

研究開発を総合的に行う。具体的には、「 ＇国際熱核融合実験炉（計画」及び「核融合エ

ネルギー研究分野における幅広いアプローチ活動」＇以下「 活動」という。（を国際約束に基

づき、着実に推進しつつ、実験炉 を活用した研究開発、 を活用した先進プラズ

マ研究開発、 活動で整備した施設を活用・拡充した理工学研究開発へ、相互の連携と人

材の流動化を図りつつ、事業を展開する。これにより、核融合エネルギーの科学的・技術的実

現可能性の実証、及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進めるとともに、核融合技術

を活用したイノベーションの創出に貢献する。研究開発の実施に当たっては、大学、研究機関、

産業界などの研究者・技術者や各界の有識者などが参加する核融合エネルギーフォーラム活

動等を通して、国内意見や知識を集約して 計画及び 活動に取り組むことにより国内

連携・協力を推進し、国内核融合研究との成果の相互還流を進め、核融合エネルギーの実用

化に向けた研究・技術開発を促進する。

計画の推進については、 協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、大学、

研究機関、産業界等との協力の下、国内機関としての業務を着実に実施する。また、実験炉

を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施するための準備を進める。

活動を活用して進める先進プラズマ研究開発については、 協定の下、国際的に合意し

た事業計画に基づき、 活動におけるサテライト・トカマク計画事業を実施機関として着実に

実施するとともに、国際約束履行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画＇国内計画（を推進

し、両計画の合同計画である 計画を進め運転を開始する。 計画を支援・補完し

原型炉建設判断に必要な技術基盤を構築するため、炉心プラズマ研究開発を進め、

を活用した先進プラズマ研究開発へ展開する。さらに、国際的に研究開発を主導できる人材

の育成に取り組む。

幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発については、 協定の下、国際的

に合意した事業計画に基づき、 活動における国際核融合エネルギー研究センター事業等

を実施機関として着実に推進する。また、原型炉建設判断に必要な技術基盤構築に向けて、

国際協力及び国内協力の下、推進体制の構築及び人材の育成を進めつつ、 活動で整備

した施設を活用・拡充し、技術の蓄積を行う。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（

であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、補助金等収益

＇ 百万円（等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。
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ⅰ 計画の推進

建設活動

国際的に合意した計画に基づき、 計画における我が国の国内機関として、我が国が調

達責任を有する超伝導導体、超伝導コイル、中性粒子入射加熱装置実機試験施設用機器、

遠隔保守機器、高周波加熱装置及びマイクロフィッションチェンバーの製作を進めるとともに、

遠隔保守機器及び計測装置の詳細設計を継続した。以下に実施した 建設活動の代表

例を示す。

○中性粒子入射加熱装置実機試験施設＇ （用機器として、 万ボルト超高電圧直流電源

の開発を完了し、 の建設地であるイタリアへ搬出した＇平成 年 月プレス発表（。超高

電圧直流電源の開発を完了したことにより、外部加熱による の核融合燃焼の実証につな

がる大きなマイルストーンを達成した。また、今回開発した電送技術は、核融合だけでなく、産業

応用として医療・物理・材料の分野で利用される高エネルギー大電流加速器の分野での活用も

期待される。特に顕著な研究成果として、 の電源機器の調達のために開発した「 万ボ

ルト絶縁変圧器における絶縁手法の考案」について、文部科学大臣表彰創意工夫功労者賞を

受賞＇平成 年 月（、さらに「 向け世界最大級絶縁継手の金属ろう付技術開発」につい

て、内閣総理大臣表彰第 回ものづくり日本大賞を受賞した＇平成 年 月（。

○原子力機構が調達責任を有する機器の輸送、納入、据付工事等の円滑な遂行及び 機

構並びにその他の国内機関との調整機能の強化を目的として、 現地支援チームを平成

年 月に設立した。この 現地支援チームと連携し、イタリアのパドバにある 研での

の据付作業を円滑に開始した。

○中心ソレノイド＇ （・コイル用に日本が製作している超伝導導体の性能試験を、世界で唯一

と同じ運転条件下で試験が可能な那珂核融合研究所の試験装置を用いて実施し、その高

い超伝導性能を実証した＇平成 年 月プレス発表（。 運転と同じ磁場強度及び歪み状

態を中心ソレノイド・コイル用超伝導導体に与え、超伝導状態を維持できる上限温度を精密に測

定し、電磁力によるコイル変形が上限温度に与える影響を評価した。これにより 運転にお

ける上限温度を正確に予測可能としたことは、 の安定な運転に大きく貢献する成果である。

また、「 中心ソレノイド用超伝導導体の量産化と導体性能」に関して、平成 年度低温工

学超伝導学会優良発表賞を受賞した。

○ コイル用導体の調達においては、一部導体に試作では予見できなかった長尺化時の撚線

断線が発見され、製作メーカーと協力して原因を究明した。その結果、低次撚線時のテンション

のかけ方に起因していることが判明した。製作の遅れについては、導体化の順番を入れ替える

等の対策をとり、全体工程に影響が出ないように製作メーカー及び 機構、次段階のコイル

化を担当する米国国内機関と調整を行った。
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マ研究開発、 活動で整備した施設を活用・拡充した理工学研究開発へ、相互の連携と人

材の流動化を図りつつ、事業を展開する。これにより、核融合エネルギーの科学的・技術的実

現可能性の実証、及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進めるとともに、核融合技術

を活用したイノベーションの創出に貢献する。研究開発の実施に当たっては、大学、研究機関、

産業界などの研究者・技術者や各界の有識者などが参加する核融合エネルギーフォーラム活

動等を通して、国内意見や知識を集約して 計画及び 活動に取り組むことにより国内

連携・協力を推進し、国内核融合研究との成果の相互還流を進め、核融合エネルギーの実用

化に向けた研究・技術開発を促進する。

計画の推進については、 協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、大学、

研究機関、産業界等との協力の下、国内機関としての業務を着実に実施する。また、実験炉

を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施するための準備を進める。

活動を活用して進める先進プラズマ研究開発については、 協定の下、国際的に合意し

た事業計画に基づき、 活動におけるサテライト・トカマク計画事業を実施機関として着実に

実施するとともに、国際約束履行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画＇国内計画（を推進

し、両計画の合同計画である 計画を進め運転を開始する。 計画を支援・補完し

原型炉建設判断に必要な技術基盤を構築するため、炉心プラズマ研究開発を進め、

を活用した先進プラズマ研究開発へ展開する。さらに、国際的に研究開発を主導できる人材

の育成に取り組む。

幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発については、 協定の下、国際的

に合意した事業計画に基づき、 活動における国際核融合エネルギー研究センター事業等

を実施機関として着実に推進する。また、原型炉建設判断に必要な技術基盤構築に向けて、

国際協力及び国内協力の下、推進体制の構築及び人材の育成を進めつつ、 活動で整備

した施設を活用・拡充し、技術の蓄積を行う。

本研究開発に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（

であり、その財源として計上した収益は、運営費交付金収益 百万円 、補助金等収益

＇ 百万円（等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。
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○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 導体では設計条

件を上回る導体性能を達成するなど、当初計画を上回る成果を創出しているとする意見が得ら

れた。

○超伝導トロイダル磁場＇ （コイルに用いる、従来よりも 倍以上高い耐放射線性を有する電

気絶縁用積層テープの開発に世界で初めて成功した＇平成 年 月プレス発表（。開発した電

気絶縁用積層テープは、高い電気絶縁性能を有することが国際的に認められ、日本だけでなく、

欧州が製作を担当する コイルにも採用されることが決まり、共同開発した日本企業が受注す

ることになった。また、本開発で得られた知見は、より高い耐放射線性が求められる核融合原型

炉の超伝導コイルを始め、放射線環境下で運転される電気機器の絶縁にも適用可能である。ま

た、 コイル構造物に関する「 核融合実験炉 用高窒素ステンレス極厚鍛鋼品の製造技

術の開発」について、火力原子力発電技術協会苅田記念賞を受賞した＇平成 年 月（。

○今後調達取決めを締結する中性粒子入射加熱装置、高周波加熱装置及び計測装置の一部

については技術仕様確定に向けた試作試験等の調達準備を進めた。トリチウム除去系性能確

証試験に関する調達取決めを締結し、原子力科学研究所のトリチウムプロセス研究棟にて実施

する同試験のための装置製作を開始した。ダイバータについては、 タスクの下でフルタング

ステンダイバータの実規模プロトタイププラズマ対向ユニットの熱負荷試験を実施し耐熱性能を

確認するとともに、フルタングステンダイバータの調達に関する協議を 機構等と進めた。

○ の据付、組立等の作業を詳細化し、工程管理を高度化するための統合作業を支援する

ために、専門家を統合調達工程の調整会合に出席させた。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 コイルの超伝導

特性やダイバータ・プロトタイプの耐熱性能等において要求を上回る革新的な成果を挙げており、

極めて高く評価できるとする意見が得られた。また、日本が調達している機器類は、当初の予定

どおり設計・製作・試験が進んでおり非常に高く評価できるとする意見が得られた。

計画の運営への貢献

計画全体に遅れが発生している状況を改善するために、新機構長の下、 機構への職

員等の積極的な派遣により 機構及び他極国内機関との連携を強化し、 機構と全国

内機関が一体となった 計画の推進に貢献した。今後、 計画の遅れを最小とする達

成可能な長期工程が策定・実施されるよう、 計画の円滑な推進に向けて一層の貢献を果

たす必要がある。以下に貢献例を示す。

○統合作業への貢献を強化するため、 機構の中央統合本部長への日本人専門職員の就

任を支援した。
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○最高経営責任者プロジェクト委員会＇ （の活動の実施と支援等を行い、 計画の円滑な

運営に向けて大きく貢献した。また、 機構及び他極国内機関との調整を集中的に行うユニ

ーク チーム＇ （の活動のため、 機構に職員等を長期派遣し、 機構と国内機関

との共同作業の改善・促進を図った。

○国際的に合意された計画に基づき、超伝導トロイダル磁場コイル、中心ソレノイド・コイル用超

伝導導体、 用電源機器の製作等の建設活動を進めるに当たり、平成 年度の調達に関

わる技術協議を 件行い、参加者総数延べ約 人を派遣し、 機構及び他極国内機

関と連携し設計合理化、取合調整、技術仕様調整等を進めた。

○ 計画に対する我が国の人的貢献の窓口及び 機構からの業務委託の連絡窓口とし

ての役割を果たした。 機構が行った 件の職員募集に対して、邦人からの応募 件に

ついて応募書類を確認の上、全てに対して 機構への推薦手続を行った結果、 機構

職員の邦人数は 人＇内訳： 人退職、 人着任、専門職員： 人、支援職員： 人（となった。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、機構が中核となりオ

ールジャパン体制を構築して国際的なビッグプロジェクトを牽引しており、 計画において世

界を先導する顕著な成果を挙げているとする意見が得られた。

オールジャパン体制の構築

○ を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施するための準備として、核融合エネル

ギーフォーラムを活用し、 ・ 技術推進委員会と調整委員会により、 を活用した研究

開発の内容と実施体制の検討を開始し、産官学にまたがる意見集約を行った。

○核融合エネルギーフォーラムにおける ・ 技術推進委員会の運営に当たっては、事務

局として核融合科学研究所と連携しつつ、原産協会や文部科学省と必要な調整を行い、

理事会＇ （の諮問組織である科学技術諮問委員会＇ （及びテストブランケット・モジュール

計画委員会＇ （、 機構の下での国際トカマク物理活動＇ （などに係わる技術

的案件について、国際スケジュールに沿って会合開催日程や議題を設定し、 の研究開発

の内容と実施体制の検討に対する日本からの参画を効果的に補助した。

○特に について、「 科学技術検討評価 」の会合を開催し、ニュートロニクス、真

空容器内コイル、ディスラプション回避策等に関する日本の専門家の意見を集約させ、

への迅速で効果的な対応を可能にした。

○調整委員会では、専門クラスターにおいて を活用した研究開発の効果的な実施に必要

な制度や体制についての検討を開始した。また、 におけるタングステンダイバータ開発や

ニュートロニクスに関する重要課題について、プラズマ物理クラスターと炉工学クラスターを横断
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○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 導体では設計条

件を上回る導体性能を達成するなど、当初計画を上回る成果を創出しているとする意見が得ら

れた。

○超伝導トロイダル磁場＇ （コイルに用いる、従来よりも 倍以上高い耐放射線性を有する電

気絶縁用積層テープの開発に世界で初めて成功した＇平成 年 月プレス発表（。開発した電

気絶縁用積層テープは、高い電気絶縁性能を有することが国際的に認められ、日本だけでなく、

欧州が製作を担当する コイルにも採用されることが決まり、共同開発した日本企業が受注す

ることになった。また、本開発で得られた知見は、より高い耐放射線性が求められる核融合原型

炉の超伝導コイルを始め、放射線環境下で運転される電気機器の絶縁にも適用可能である。ま

た、 コイル構造物に関する「 核融合実験炉 用高窒素ステンレス極厚鍛鋼品の製造技

術の開発」について、火力原子力発電技術協会苅田記念賞を受賞した＇平成 年 月（。

○今後調達取決めを締結する中性粒子入射加熱装置、高周波加熱装置及び計測装置の一部

については技術仕様確定に向けた試作試験等の調達準備を進めた。トリチウム除去系性能確

証試験に関する調達取決めを締結し、原子力科学研究所のトリチウムプロセス研究棟にて実施

する同試験のための装置製作を開始した。ダイバータについては、 タスクの下でフルタング

ステンダイバータの実規模プロトタイププラズマ対向ユニットの熱負荷試験を実施し耐熱性能を

確認するとともに、フルタングステンダイバータの調達に関する協議を 機構等と進めた。

○ の据付、組立等の作業を詳細化し、工程管理を高度化するための統合作業を支援する

ために、専門家を統合調達工程の調整会合に出席させた。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 コイルの超伝導

特性やダイバータ・プロトタイプの耐熱性能等において要求を上回る革新的な成果を挙げており、

極めて高く評価できるとする意見が得られた。また、日本が調達している機器類は、当初の予定

どおり設計・製作・試験が進んでおり非常に高く評価できるとする意見が得られた。

計画の運営への貢献

計画全体に遅れが発生している状況を改善するために、新機構長の下、 機構への職

員等の積極的な派遣により 機構及び他極国内機関との連携を強化し、 機構と全国

内機関が一体となった 計画の推進に貢献した。今後、 計画の遅れを最小とする達

成可能な長期工程が策定・実施されるよう、 計画の円滑な推進に向けて一層の貢献を果

たす必要がある。以下に貢献例を示す。

○統合作業への貢献を強化するため、 機構の中央統合本部長への日本人専門職員の就

任を支援した。
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する形で関連するサブクラスターの会合を開催し、工学や材料分野の専門家と課題の摘出と解

決方策の整理について情報共有が進んだ。

○調整委員会の「 科学・技術意見交換会」に関しては、 での技術課題について、国

内専門家との技術情報の共有を図るとともに、 を活用した研究開発のひとつとして、テスト

ブランケット・モジュール試験計画についての議論を開始した。

○さらに、産学官で最新情報を共有するために、「 成果報告会 」 を 月 日に

イイノホールで開催し、副大臣等の来賓挨拶を始めとして、約 名の参加を得て成功裡に終

えた。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、原子力機構、大学・

国公立機関、核融合エネルギーフォーラムなどを有機的に結合して円滑に情報共有を図るシス

テムの構築に尽し、 プロジェクトにおける日本の存在感の向上に向けた取組を積極的に

行っているとする意見が得られた。また、産業界を指導し束ねて国産技術開発をレベルアップす

ることに成功している。核融合エネルギーフォーラムによるオールジャパンの体制で産学官の結

集に成功しているとする意見が得られた。

ⅱ 幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発

計画

＜ の機器製作及び組立＞

欧州との会合や製作現場での調整の下、サーマルシールド、コイル端子箱、超伝導フィーダ

ー、極低温バルブと極低温配管等の調達とともに、電源設備の改造、真空容器を始めとする

本体の組立、超伝導コイルを含む超伝導機器の製作及び容器内機器の製作を進め

た。また、欧州が製作した大型機器の国内輸送を実施した。主な実施例を以下に示す。

○大型溶接構造物である真空容器の組立において、真空容器及び真空容器サーマルシールド

の組立のための旋回クレーンを設置するとともに、溶接変形を定量的に予測した組立手法を用

いて、真空容器 °を溶接し、欧州が調達するトロイダル磁場＇ （コイルを挿入する °分

を除き組立を完了した。平成 年 月 日、真空容器サーマルシールド組立の本格開始を

前に、 °まで完成した真空容器内部及び本体室を報道関係者に公開した。この様子はテレ

ビ＇ （、新聞＇朝日、読売、毎日、茨城（等で大きく取り上げられた。

○真空容器サーマルシールドは全 体中 体、下部ポートサーマルシールドは全 体中 体

を製作し、真空容器サーマルシールドの組立を開始した。

○サーマルシールドの製作において一部施工不良が発生する等、一部機器製作で遅れが発生

したが、本体組立手順等を見直すことにより、全体計画に影響が出ないように調整した。事業の
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円滑な推進のためには、遅延リスクに対して、日欧で情報共有を図り、あらかじめ影響を評価す

るとともに、回復策を考えておくことが重要である。

○ コイルに電流を導入するコイル端子箱、コイル端子箱から コイルまで接続する超伝導フ

ィーダー、欧州が調達する極低温システムから コイルへヘリウム冷媒を分配する極低温バル

ブと極低温配管、超伝導コイルをクエンチ時の圧力上昇から保護するための安全弁、 コイル

の超伝導状態を監視する計測制御機器に関する調達取決めを平成 年 月に締結し、平成

年 月までに締結した設計製作の契約に基づき製作を進めた。

○ポロイダル磁場コイル用の大電流フィーダーについては、計画どおり 整流器棟整流器

室及び 室に、欧州製電源機器の据付けに先立って設置した。

○電源の改造については、平成 年度から進めてきた「 用補助電源新設」及び「既設

コイル電源系補助電源の整備」の作業を完了した。サイリスタ変換器盤の整備及び確認試験を

完了し、位相制御装置 では、 垂直磁場コイル電源 と異なる回路構成及び制

御手法に対応するための改造設計、各種機器を安全に制御するための保護連動の見直し、

制御基板の整備を実施するなど、計画どおりブースター電源の主要部分の整備を実施し

た。

○欧州が調達した極低温システムを日立港から那珂核融合研究所に平成 年 月上旪から

月末にかけて輸送した。輸送品には大型かつ重量物であるヘリウムバッファタンク＇直径 、長

さ 、 トン（ 本が含まれ、 トンクレーンを用いて基礎上に予定どおり据え付けた。航空

便で届く機器を含め、全ての極低温システムの機器の輸送を完了した。平成 年 月 日、

イタリアからの電源機器及びフランスからの冷凍機システムの搬入・据付け、ドイツからの高温超

伝導リードの搬入、さらに日本による組立作業として °までの真空容器の設置を終了したこ

とを受け、 の進捗状況を披露する式典及び見学会を開催し、藤井文部科学副大臣や

欧州連合駐日大使を始めとする日欧関係者約 名の参加を得るとともに、その様子はテレビ

＇ （、新聞＇朝日、毎日、産経、読売、茨城、東京、電気（等で大きく報道された。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、安全確保を前提とし

た効率的な管理体制の構築に最大限の尽力を払い、 の種々の機器製作及び組立て

を当初計画どおり進めており、極めて高く評価できるとする意見が得られた。

＜ 運転のための保守・整備及び調整＞

欧州電源機器の受入検査に必要な既存の電動発電機の細密点検を開始する等、

で再使用する 既存設備の保守・改修を実施するとともに、加熱及び計測機器等を

に適合させるための開発・整備を行った。また、欧州が据え付けた極低温システムの

調整運転に着手した。主な実施例を以下に示す。
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する形で関連するサブクラスターの会合を開催し、工学や材料分野の専門家と課題の摘出と解

決方策の整理について情報共有が進んだ。

○調整委員会の「 科学・技術意見交換会」に関しては、 での技術課題について、国

内専門家との技術情報の共有を図るとともに、 を活用した研究開発のひとつとして、テスト

ブランケット・モジュール試験計画についての議論を開始した。

○さらに、産学官で最新情報を共有するために、「 成果報告会 」 を 月 日に

イイノホールで開催し、副大臣等の来賓挨拶を始めとして、約 名の参加を得て成功裡に終

えた。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、原子力機構、大学・

国公立機関、核融合エネルギーフォーラムなどを有機的に結合して円滑に情報共有を図るシス

テムの構築に尽し、 プロジェクトにおける日本の存在感の向上に向けた取組を積極的に

行っているとする意見が得られた。また、産業界を指導し束ねて国産技術開発をレベルアップす

ることに成功している。核融合エネルギーフォーラムによるオールジャパンの体制で産学官の結

集に成功しているとする意見が得られた。

ⅱ 幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発

計画

＜ の機器製作及び組立＞

欧州との会合や製作現場での調整の下、サーマルシールド、コイル端子箱、超伝導フィーダ

ー、極低温バルブと極低温配管等の調達とともに、電源設備の改造、真空容器を始めとする

本体の組立、超伝導コイルを含む超伝導機器の製作及び容器内機器の製作を進め

た。また、欧州が製作した大型機器の国内輸送を実施した。主な実施例を以下に示す。

○大型溶接構造物である真空容器の組立において、真空容器及び真空容器サーマルシールド

の組立のための旋回クレーンを設置するとともに、溶接変形を定量的に予測した組立手法を用

いて、真空容器 °を溶接し、欧州が調達するトロイダル磁場＇ （コイルを挿入する °分

を除き組立を完了した。平成 年 月 日、真空容器サーマルシールド組立の本格開始を

前に、 °まで完成した真空容器内部及び本体室を報道関係者に公開した。この様子はテレ

ビ＇ （、新聞＇朝日、読売、毎日、茨城（等で大きく取り上げられた。

○真空容器サーマルシールドは全 体中 体、下部ポートサーマルシールドは全 体中 体

を製作し、真空容器サーマルシールドの組立を開始した。

○サーマルシールドの製作において一部施工不良が発生する等、一部機器製作で遅れが発生

したが、本体組立手順等を見直すことにより、全体計画に影響が出ないように調整した。事業の
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○平成 年 月から、電動発電機本体の細密点検として主要な電気機械の機器を中心に分解

点検を実施するなど、本体及び周辺機器の綿密な点検整備を行った。

○「韓国国立核融合研究所 研究協力計画」に基づき、 加熱用正イオンビ

ームの長パルス化のための開発研究を韓国原子力研究所の試験施設を用いて実施した。

にて加熱のために用いる中性粒子入射装置＇ （を持ち込み、イオン源内でのイオン

ビーム収束性の务化を抑える長時間運転技術を開発した結果、 用 で要求されるイ

オン源一台当たりのイオンビームパワー 万ワットを超える 万ワットのビームを従来より 倍

以上長い 秒間生成することに成功した＇平成 年 月プレス発表（。この成果は、 秒

以上の長時間運転が要求される や連続運転が要求される核融合原型炉で利用するイオ

ン源の実現に貢献するものであり、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に資する成果を

得た。また、半導体用イオン注入装置、大型加速器用イオン源等の長時間運転にも適用でき、

産業用装置の経済性の向上につながる技術である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、正イオン源が要求性

能を上回る特性を示したことは極めて高く評価できるとする意見が得られた。

○電子サイクロトロン加熱＇ （ 装置の高周波＇ （ 源である複数周波数ジャイロトロンについ

ては、 向けの開発目標である と の 周波数で既に 秒

の発振を実証済みであるが、平成 年度は、拡張目標である で 秒の発振に

成功した。加熱のために用いるジャイロトロンの開発において、複数周波数ジャイロトロンの性能

拡張を目指し、電子ビームの引出 加速条件、不要モード発生等を調べながら、発振調整を実

施し、 、 、 の 周波数で の仕様 を満足又は上回る高出力

発振を実証し、世界をリードする成果が得られた。「周波数可変型大電力・長パルスジャイロトロ

ンの開発」について、平成 年度 吉川允二核融合エネルギー奨励賞を受賞した＇平成 年

月（。この複数周波数ジャイロトロンでは、従来のジャイロトロンの発振モードより高次モード化し

たことで、空胴共振器の熱負荷の低減化に成功しており、これにより更なる高出力へ展望を拓い

た。原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築にも大きく貢献する成果である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、機器製作・組立てを

順調に進めると同時に、 加熱装置で要求値を上回る長パルス正イオンビームを生成する

等、 運転に向けた開発において成果を挙げており、極めて高く評価できるとする意

見が得られた。

＜ の運転＞

○ の運転に向け、日欧研究者による の研究計画の検討を進め、 リサ

ーチプランにまとめた。日欧の幅広い研究コミュニティ＇日本：核融合エネルギーフォーラム、欧

州： （と連携し、 リサーチプラン を平成 年 月に完成し公開した。
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共著者数は前回＇ （より更に増加し、約 名で、日本約 名＇原子力機構約 名、

国内大学等＇ 研究機関、約 名（、欧州約 名＇ カ国、 研究機関（、プロジェクトチー

ム 約 名である。

○今回の は、平成 年 月に策定した に基づき、日欧の原型炉設計の進展に

対応させ、それらの原型炉運転領域に貢献すべき の役割について、プラズマ性能の

詳細検討を行い発展させた。装置建設の中期段階で既に 人を越す欧州研究者が研究計

画の策定に取り組んでいることは、我が国に立地する実験装置と我が国の科学技術に大きな信

頼と期待を寄せていることの現れである。

○原子力施設への応用が可能な独創的・革新的な国際水準の研究成果として、「クリアランスを

考慮した放射化した大型核融合実験装置 の解体技術」は第 回日本原子力学会賞

技術賞を受賞した＇平成 年 月（。

炉心プラズマ研究開発

○ 等の実験データ解析や ＇米（、 ＇韓（、 ＇欧（等への実験参加を行うとと

もに、 等の実験データを用いた検証によって統合コードの予測精度を更に向上させた。

また、燃焼プラズマ制御研究に向けた統合予測コードの拡充を進めた。これらによって、

の燃焼プラズマ制御や の定常高ベータ化に向け必要な輸送特性や安定性、運転シ

ナリオ等の研究を実施した。

○ 実験データ解析及び 実験により、磁気シアが負でプラズマ回転シアが大きい条

件では、 での電子加熱時のイオン熱輸送の务化が抑制されることを初めて解明した。

において、損失高速イオンの計測手法を開発し、データを取得することに成功した。

と の実験データを用いた熱輸送モデルの検証を行い、統合コードによる プ

ラズマの予測精度を向上させた。

○上記成果により、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に向けた物理データベースの確

立を進めた。

○ レーザー強度分布モニターに関して、常時精密な調整が必要な の長距離＇約

レーザー伝送システムに必要なレーザー光束モニターの長寿命化に成功した。出願審

査請求中の レーザーモニター装置に関する特許について、企業との実施許諾に関する契

約を行い、商品化に向けた技術指導を実施した。

○独創的・革新的な国際水準の研究成果の創出として、「核融合プラズマの回転分布決定機構

の研究」は文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞した＇平成 年 月（。
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○平成 年 月から、電動発電機本体の細密点検として主要な電気機械の機器を中心に分解

点検を実施するなど、本体及び周辺機器の綿密な点検整備を行った。

○「韓国国立核融合研究所 研究協力計画」に基づき、 加熱用正イオンビ

ームの長パルス化のための開発研究を韓国原子力研究所の試験施設を用いて実施した。

にて加熱のために用いる中性粒子入射装置＇ （を持ち込み、イオン源内でのイオン

ビーム収束性の务化を抑える長時間運転技術を開発した結果、 用 で要求されるイ

オン源一台当たりのイオンビームパワー 万ワットを超える 万ワットのビームを従来より 倍

以上長い 秒間生成することに成功した＇平成 年 月プレス発表（。この成果は、 秒

以上の長時間運転が要求される や連続運転が要求される核融合原型炉で利用するイオ

ン源の実現に貢献するものであり、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に資する成果を

得た。また、半導体用イオン注入装置、大型加速器用イオン源等の長時間運転にも適用でき、

産業用装置の経済性の向上につながる技術である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、正イオン源が要求性

能を上回る特性を示したことは極めて高く評価できるとする意見が得られた。

○電子サイクロトロン加熱＇ （ 装置の高周波＇ （ 源である複数周波数ジャイロトロンについ

ては、 向けの開発目標である と の 周波数で既に 秒

の発振を実証済みであるが、平成 年度は、拡張目標である で 秒の発振に

成功した。加熱のために用いるジャイロトロンの開発において、複数周波数ジャイロトロンの性能

拡張を目指し、電子ビームの引出 加速条件、不要モード発生等を調べながら、発振調整を実

施し、 、 、 の 周波数で の仕様 を満足又は上回る高出力

発振を実証し、世界をリードする成果が得られた。「周波数可変型大電力・長パルスジャイロトロ

ンの開発」について、平成 年度 吉川允二核融合エネルギー奨励賞を受賞した＇平成 年

月（。この複数周波数ジャイロトロンでは、従来のジャイロトロンの発振モードより高次モード化し

たことで、空胴共振器の熱負荷の低減化に成功しており、これにより更なる高出力へ展望を拓い

た。原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築にも大きく貢献する成果である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、機器製作・組立てを

順調に進めると同時に、 加熱装置で要求値を上回る長パルス正イオンビームを生成する

等、 運転に向けた開発において成果を挙げており、極めて高く評価できるとする意

見が得られた。

＜ の運転＞

○ の運転に向け、日欧研究者による の研究計画の検討を進め、 リサ

ーチプランにまとめた。日欧の幅広い研究コミュニティ＇日本：核融合エネルギーフォーラム、欧

州： （と連携し、 リサーチプラン を平成 年 月に完成し公開した。
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○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、実験とモデリング研究

を総合的に推進することによって、炉心プラズマ研究の重要な課題に多くの成果を挙げており、

高く評価できるとする意見が得られた。

国際的に研究開発を主導できる人材の育成

○ の実験研究を担う若手研究者を中心に リサーチプラン を平成

年 月に完成させた。

○大学等との連携・協力を推進し、国際協力等を活用して国際的に研究開発を主導できる人材

の育成に貢献した。 と の物理及び技術課題並びに の物理課題を包含し

た公募型の「トカマク炉心プラズマ共同研究」＇ 件 、 件 、 件 （では、研究

協力者の半数以上が助教と大学院生であり、国内の人材育成に着実に貢献する実績である。

○ トカマク計画、日米協力、日韓協力等を活用し、国内で稼働中のトカマク装置がない状況

において実験を行うために必要な能力を習得させるため、 ＇欧（、 米 、 韓 に

実験参加を行った。平成 年度の実績は、 名 年間、 名短期 回 、 名短期

回 、 名短期 回 である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 リサーチプ

ラン策定を日欧の研究コミュニティと連携して進め、国際的に研究を主導できる人材の育成に貢

献しているとする意見が得られた。

ⅲ 幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発

国際核融合エネルギー研究センター＇ （事業並びに国際核融合材料照射施設＇ （

に関する工学実証及び工学設計活動＇ （事業

＜ 事業＞

事業に関する活動として、安全性研究を含めた原型炉の日欧共同設計活動及び

研究成果の取りまとめに向けて放射性同位元素の利用を含む試験研究を継続した。計

算機シミュレーションセンターでは高性能計算機の運用を継続し、公募で採択した課題に関す

る利用支援を継続した。 遠隔実験センター構築のためのソフトウェアの開発を継続すると

ともに、遠隔実験室等のハードウェアの整備を開始した。主な実施例を以下に示す。

○原型炉設計では、安全性研究を含む、日欧共同による原型炉概念設計を継続して実施した。

特に、ダイバータの高熱負荷領域＇ （と低熱負荷領域＇ （とで冷却方式を

分けるための工学検討を進め、高熱負荷領域は銅合金配管として ℃ の冷却水を通

水、低熱負荷領域は低放射化フェライト鋼配管として ℃ の冷却水を通水して除熱

する検討を行い、ダイバータカセット内の配管ルーティング、ターゲット板の支持等の見通しを得

た。高熱負荷の対向材については詳細な熱構造解析を行い、熱負荷が 以下であれ
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ば、工学的に対向材の設計が成立し得ることを確認した。これにより、国際的にも科学的意義の

高い研究開発成果として、物理＇プラズマシミュレーション等（、工学＇除熱機器（及び先進概念

を幅広く検討し、特に難しい課題＇ダイバータ除熱（を解決し得るダイバータ概念を提示すること

により、世界をリードした。

○九州大学との共同研究により、増殖ブランケット及びダイバータから一次冷却水に透過するトリ

チウム量を評価し、ブランケットの増殖領域で生産されたトリチウムの透過が過半数であることを

示した。この透過量は既存の重水炉用のトリチウム除去設備で処理できる量であり、この評価に

より、水冷却方式の原型炉の懸念の一つを払拭させた。

○安全性研究では、大規模な冷却水喪失事故＇ （に対する安全性解析を継続した。真空

容器外 に対しては、圧力緩和システムを採用することにより、原型炉であっても流出する

高圧水による建屋内過圧を緩和可能であり、トリチウム閉じ込め障壁の健全性を担保し得ること

を示した。

○六ヶ所 サイト原型炉 棟の多目的 設備を使用し、原型炉設計に向けた研究活動

及び大学等との共同研究を進め、トリチウム計量管理、材料中のトリチウム挙動、トリチウム耐久

性に関する基礎データを継続して取得した。特に、昨年度追加された トリチウムタスクとして、

欧州核融合実験装置＇ （から採取した を模擬したタングステンタイルとダストと称する炉

内生成物の分析を進めた。

○上記成果により、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に向けた工学データベースの確

立を進めた。

○核融合計算機シミュレーションセンター＇ （に係る活動については、日欧ユーザーの計算機

利用のため、第 サイクル＇平成 年 月～平成 年 月（を当初予定どおり完了する

とともに、第 サイクル＇平成 年 月〜（を開始した。また、第 サイクルの資源配分のた

めの常設委員会活動の支援、 高性能計算機システムの運用及びユーザーサポート業務

を継続した。第 サイクルにおける利用者数は約 名、平均利用率もほぼ ％を維持してお

り、多数の日欧研究者により効率的な利用が行われている。

○ 遠隔実験センターに係る活動については、調達取決めに基づき、遠隔実験のためのシ

ステムソフトウェアの開発、及び遠隔データ解析ソフトウェアやプラズマ性能を予測するシミュレ

ーションソフトの開発を継続した。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、計算機シミュレーショ

ンセンターで特に高い成果が得られており、多数の学術的価値の高い成果を創出している＇運

用開始以降、累積約 編の学術論文（とする意見が得られた。
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○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、実験とモデリング研究

を総合的に推進することによって、炉心プラズマ研究の重要な課題に多くの成果を挙げており、

高く評価できるとする意見が得られた。

国際的に研究開発を主導できる人材の育成

○ の実験研究を担う若手研究者を中心に リサーチプラン を平成

年 月に完成させた。

○大学等との連携・協力を推進し、国際協力等を活用して国際的に研究開発を主導できる人材

の育成に貢献した。 と の物理及び技術課題並びに の物理課題を包含し

た公募型の「トカマク炉心プラズマ共同研究」＇ 件 、 件 、 件 （では、研究

協力者の半数以上が助教と大学院生であり、国内の人材育成に着実に貢献する実績である。

○ トカマク計画、日米協力、日韓協力等を活用し、国内で稼働中のトカマク装置がない状況

において実験を行うために必要な能力を習得させるため、 ＇欧（、 米 、 韓 に

実験参加を行った。平成 年度の実績は、 名 年間、 名短期 回 、 名短期

回 、 名短期 回 である。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 リサーチプ

ラン策定を日欧の研究コミュニティと連携して進め、国際的に研究を主導できる人材の育成に貢

献しているとする意見が得られた。

ⅲ 幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発

国際核融合エネルギー研究センター＇ （事業並びに国際核融合材料照射施設＇ （

に関する工学実証及び工学設計活動＇ （事業

＜ 事業＞

事業に関する活動として、安全性研究を含めた原型炉の日欧共同設計活動及び

研究成果の取りまとめに向けて放射性同位元素の利用を含む試験研究を継続した。計

算機シミュレーションセンターでは高性能計算機の運用を継続し、公募で採択した課題に関す

る利用支援を継続した。 遠隔実験センター構築のためのソフトウェアの開発を継続すると

ともに、遠隔実験室等のハードウェアの整備を開始した。主な実施例を以下に示す。

○原型炉設計では、安全性研究を含む、日欧共同による原型炉概念設計を継続して実施した。

特に、ダイバータの高熱負荷領域＇ （と低熱負荷領域＇ （とで冷却方式を

分けるための工学検討を進め、高熱負荷領域は銅合金配管として ℃ の冷却水を通

水、低熱負荷領域は低放射化フェライト鋼配管として ℃ の冷却水を通水して除熱

する検討を行い、ダイバータカセット内の配管ルーティング、ターゲット板の支持等の見通しを得

た。高熱負荷の対向材については詳細な熱構造解析を行い、熱負荷が 以下であれ
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＜ 事業＞

事業として、原型加速器入射器の調整試験及びビーム試験を完了するとと

もに、高周波四重極加速器用高周波入力結合器の組込みを含め高周波四重極加速器の据

付調整を開始した。主な実施例を以下に示す。

○ 副事業長以下、 事業の業務を実施するための専門家を事業

チームに派遣するとともに、事業に必要な支援要員を提供し、事業遂行の責務を果たした。

○ 原型加速器の実証試験においては、パルスビーム試験、種々のインターロック

試験等を経て、平成 年 月に陽子ビームの連続運転に成功した＇ 、 （。エミッ

タンスの測定、イオン種の測定等を行い、平成 年 月から重陽子ビームの試験を開始し、所

定の性能を確認するためのビーム試験を平成 年末までに実施し、目標とする性能を達成し完

了した。

○欧州＇スペイン、イタリア（が調達した高周波源及びその電源、高周波四重極加速器の本体や

冷却設備等を 開発試験棟へ搬入し、据付調整を開始した。また、日本調達の

高周波入力結合器の製作を平成 年 月に完了した。

○高圧ガス保安法に基づく超伝導線形加速器の超伝導空洞の特認申請については、平成 年

月に認可された。

○欧州分担機器の製作遅れから六ヶ所サイトでの組立作業が遅延している現状を踏まえ、最終

段階の実証試験までの改訂スケジュールについて事業委員会で議論され、 事業とともに

事業期間を平成 年末まで延長することが 月の運営委員会において承認された。日欧緊密

な連携のもと改訂スケジュールに沿って着実に事業を推進していくことが重要である。

○独創的・革新的な国際水準の研究成果の創出として、「 プロジェクトにおける

液体リチウムターゲットの工学実証」がプラズマ核融合学会第 回技術進歩賞を受賞した＇平成

年 月（。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、原子力の立地地域の

青森に新しく国際研究センターを立ち上げ、日欧の共同プロジェクトの特色を活かして 原

型 加速器の設置と重陽子ビーム試験を成功させたことは特筆すべき成果であるとする意見が

得られた。

＜実施機関活動＞

○原型炉 活動の進展に伴い必要となった共同研究棟の建設を進め、計画どおり平成 年
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月に竣工した。

○設備の維持・安全対策などの六ヶ所サイト管理、大学・産業界との連携強化等を 活動のホ

スト国として実施した。

○六ヶ所核融合研究所の研究資源を教育に役立てるため、夏期実習及び共同研究により、国内

大学の学生を積極的に受け入れた。また、六ヶ所地区での研究連携のため、東北大学六ヶ所分

室との意見交換会を開催するとともに、地元学生の研修のため、八戸工業大学の講演・視察、

八戸高専の講義・視察対応を行った。

○原型炉及び 活動に関する裾野拡大のため、原型炉設計プラットフォーム会合を開催し＇平

成 年 月（、大学・産業界との連携強化に努めた。

○六ヶ所核融合研究所では、地元自治体、住民等に対して幅広い理解促進を図るため、講演会

の開催、模型やパネルなどを用いたアウトリーチ活動、地元でのイベント等への参加を積極的に

行うとともに、ホームページを通して情報発信を行った。特に、六ヶ所村たのしむベフェスティバ

ル及び六ヶ所産業まつりへの参画、並びに親子サイエンスカフェ、青森県 計画推進会議

の開催などにより核融合・ 活動の理解促進を行った。また、施設見学への招待などを実施し、

科学技術や核融合研究への関心の向上及び知識の普及に努めた。平成 年度の六ヶ所核融

合研究所への見学者数は約 件で合計約 人である。

活動で整備した施設を活用・拡充した研究開発

＜原型炉設計研究開発活動＞

原型炉へ向けた技術基盤構築のため、原型炉の概念設計活動、低放射化フェライト鋼等の

構造材料重照射データベース整備を継続するとともに、ブランケット構造材料、機能材料及び

ブランケットでのトリチウム挙動に関するデータベース構築活動に着手した。主な実施例を以下

に示す。

○ブランケット構造材料に関するデータベース構築活動として、中性子増倍材の製造技術を開発

し、均質化処理が不要かつ水蒸気反応性が低いベリライド＇ （の合成に世界で初めて成功

した。本製造技術は、二つの画期的新技術＇プラズマ焼結法、回転電極法（を複合したものであ

り、ベリライド微小球の量産化を可能とするものである。独創的・革新的な国際水準の研究成果

の創出として、「核融合炉先進中性子増倍材の資源循環技術開発研究」について吉川允二核

融合エネルギー奨励賞＇平成 年 月（及び世界的に権威ある核融合炉材料国際会議の「ポ

スター発表賞」＇平成 年 月（を受賞した。

○低放射化フェライト鋼 の重照射データベース整備を継続し、米国エネルギー省・オーク

リッジ国立研究所との協力研究において 炉による照射実験及び照射後実験を継続し、
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＜ 事業＞

事業として、原型加速器入射器の調整試験及びビーム試験を完了するとと

もに、高周波四重極加速器用高周波入力結合器の組込みを含め高周波四重極加速器の据

付調整を開始した。主な実施例を以下に示す。

○ 副事業長以下、 事業の業務を実施するための専門家を事業

チームに派遣するとともに、事業に必要な支援要員を提供し、事業遂行の責務を果たした。

○ 原型加速器の実証試験においては、パルスビーム試験、種々のインターロック

試験等を経て、平成 年 月に陽子ビームの連続運転に成功した＇ 、 （。エミッ

タンスの測定、イオン種の測定等を行い、平成 年 月から重陽子ビームの試験を開始し、所

定の性能を確認するためのビーム試験を平成 年末までに実施し、目標とする性能を達成し完

了した。

○欧州＇スペイン、イタリア（が調達した高周波源及びその電源、高周波四重極加速器の本体や

冷却設備等を 開発試験棟へ搬入し、据付調整を開始した。また、日本調達の

高周波入力結合器の製作を平成 年 月に完了した。

○高圧ガス保安法に基づく超伝導線形加速器の超伝導空洞の特認申請については、平成 年

月に認可された。

○欧州分担機器の製作遅れから六ヶ所サイトでの組立作業が遅延している現状を踏まえ、最終

段階の実証試験までの改訂スケジュールについて事業委員会で議論され、 事業とともに

事業期間を平成 年末まで延長することが 月の運営委員会において承認された。日欧緊密

な連携のもと改訂スケジュールに沿って着実に事業を推進していくことが重要である。

○独創的・革新的な国際水準の研究成果の創出として、「 プロジェクトにおける

液体リチウムターゲットの工学実証」がプラズマ核融合学会第 回技術進歩賞を受賞した＇平成

年 月（。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、原子力の立地地域の

青森に新しく国際研究センターを立ち上げ、日欧の共同プロジェクトの特色を活かして 原

型 加速器の設置と重陽子ビーム試験を成功させたことは特筆すべき成果であるとする意見が

得られた。

＜実施機関活動＞

○原型炉 活動の進展に伴い必要となった共同研究棟の建設を進め、計画どおり平成 年
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重照射材の照射後実験においては照射温度引張試験を実施し、照射硬化、延性务化と

もに 弱より進行することを確認した。

○トリチウム増殖材として使用するため、リチウムを海水から直接かつ高効率で回収する革新的技

術開発に成功した。本技術は、これまでに開発した回収法＇平成 年 月プレス発表（に対し、

炭酸ガス直接バブリング法を用いることにより、数分程度の短時間での高い生成率と高純度の

粉末合成に成功したものであり、採算ラインコストに見通しを得ることができた。独創的・革新的

な国際水準の研究成果の創出として、「イオン伝導体によるリチウム資源の革新的分離回収技

術の研究」について、文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞した＇平成 年 月（。さらに特

許を申請した。

○上記成果により、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に向けた工学データベースの確

立を進めた。

○原型炉設計をオールジャパン体制で実施するため、六ヶ所核融合研究所に大学や産業界の

人材を糾合した原型炉設計合同特別チームを設置した＇平成 年 月（。原子力機構、核融合

科学研究所、産業界や大学から 名が参画するオールジャパン体制を整え、実施計画の策定、

文書・情報管理等、特別チーム運営体制の整備を完了し、原型炉開発へ向けた大きな第一歩

を踏み出した。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 計画及び

活動として国際協力で進めている や原型炉設計の研究開発を基礎に、原型炉設計をオー

ルジャパンで進める合同特別チームが発足・活動を開始したことは長期的視点に立って国内の

核融合研究を活性化する重要な成果であるとする意見が得られた。また、各極が競っているブラ

ンケット用の低放射化フェライト鋼の耐照射特性研究において、日米協力による中性子重照射

実験を系統的に着実に進めて評価データ構築を国際的に牽引しているとする意見が得られた。

＜テストブランケット計画＞

○テストブランケットモジュール 試験計画について、概念設計レビューの結果を受けて、

機構と協議しつつ、設計解析の最適化及び詳細化を進めた。予備設計に向けた研究開発

としては、構造材料である低放射化フェライト鋼 鋼に係る規格基準の調査とともに、構造

材料の冷却水による流れ加速腐食の調査を進めた。

○概念設計レビューの抽出課題である冷却水放射化に伴う線量評価について、冷却水配管近

傍の線量は基準値＇ （より 桁高いことから、計測系電子機器への影響の観点からポ

ートセル内を基準値以下にするには崩壊タンク設置や遮蔽の併用が必要であることを明らかに

した。
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○構造材料である の流れ加速腐食について、 の冷却水条件＇ ℃（

では、冷却水中の溶存酸素濃度を 程度とすることで、腐食が抑制される方向に作用す

ることを見出した。

＜理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動＞

○スーパーコンピュータ「京」の高い演算性能をフル活用することで、イオンが作る乱流と電子が

作る乱流が混在する複雑なプラズマ乱流の振る舞いを正確にシミュレーションすることに初めて

成功した。その結果、イオンが作る乱流による電子の極微細な渦の引きちぎりや、電子が作る乱

流によるイオンの層流状流れの減衰といった、マルチスケール相互作用の存在を突き止めた。さ

らに、これらの相互作用が、プラズマの閉じ込め性能に影響を与え得ることを明らかにした。国際

的にも科学的意義の高い研究開発成果として、本研究の成果は、従来のスケール分離の仮定

が成立しない状況をシミュレーションで示したプラズマ物理学上の発見であるとともに、核融合炉

におけるプラズマ閉じ込め性能の評価・予測の進展に大きく貢献するものである。本研究は名古

屋大学、原子力機構、核融合科学研究所の共同研究として行われ、その研究成果は米国科学

雑誌 誌に平成 年 月 日に掲載された＇平成 年 月、プレス

発表（。

○ と衝突による高エネルギー粒子分布の緩和を考慮したマルチ時間シミュレーションにより

＇ （ の研究を進め、これまで周波数掃引現象の再現に成功

した。今回、マルチフェイズシュミレーション手法を新たに採用し、 間隔ごとに の間、

と衝突に起因する速度分布関数の緩和を解き、 を解かない時間帯では速度分布

関数の緩和のみを解 く 、いわゆる間引き計算によ り長時間シ ミ ュ レーシ ョ ン を

計算機において初めて実現し、 スパイクを再現することに成功した。

また、 コードによるマルチ時間シミュレーションにより高ベータトカマクでは、イオン音波と

アルヴェン波のスペクトルが重なり、それらの波が強く共鳴し得ることを新たに発見した。高エネ

ルギー粒子駆動アルヴェン不安定性からイオン音波を介してバルクイオンを加熱するチャネルと

なることが明らかになった。独創的・革新的な国際水準の研究成果の創出として、研究成果は米

国科学雑誌 誌に掲載されるとともに、同誌の表紙を飾った。「高エネル

ギー粒子・ 連結シミュレーションコード の開発」はプラズマ核融合学会第 回技

術進歩賞を受賞した＇平成 年 月（。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、時空間スケールの大

きく異なるイオン系と電子系の双方を取り入れた大規模シミュレーションの実現と相互作用物理

の解明は、世界的観点からも科学的意義が極めて高いとする意見が得られた。また、高エネル

ギー粒子駆動モードの発生や高エネルギー粒子損失のダイナミックスを実形状・実時間で解明

した研究や周辺局在モードの特性解析も研究の完成度が高く、世界的に高い評価を受けてい

るとする意見が得られた。
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重照射材の照射後実験においては照射温度引張試験を実施し、照射硬化、延性务化と

もに 弱より進行することを確認した。

○トリチウム増殖材として使用するため、リチウムを海水から直接かつ高効率で回収する革新的技

術開発に成功した。本技術は、これまでに開発した回収法＇平成 年 月プレス発表（に対し、

炭酸ガス直接バブリング法を用いることにより、数分程度の短時間での高い生成率と高純度の

粉末合成に成功したものであり、採算ラインコストに見通しを得ることができた。独創的・革新的

な国際水準の研究成果の創出として、「イオン伝導体によるリチウム資源の革新的分離回収技

術の研究」について、文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞した＇平成 年 月（。さらに特

許を申請した。

○上記成果により、原型炉の建設判断に必要な技術基盤構築に向けた工学データベースの確

立を進めた。

○原型炉設計をオールジャパン体制で実施するため、六ヶ所核融合研究所に大学や産業界の

人材を糾合した原型炉設計合同特別チームを設置した＇平成 年 月（。原子力機構、核融合

科学研究所、産業界や大学から 名が参画するオールジャパン体制を整え、実施計画の策定、

文書・情報管理等、特別チーム運営体制の整備を完了し、原型炉開発へ向けた大きな第一歩

を踏み出した。

○核融合研究開発・評価委員会＇平成 年 月（によるレビューにおいて、 計画及び

活動として国際協力で進めている や原型炉設計の研究開発を基礎に、原型炉設計をオー

ルジャパンで進める合同特別チームが発足・活動を開始したことは長期的視点に立って国内の

核融合研究を活性化する重要な成果であるとする意見が得られた。また、各極が競っているブラ

ンケット用の低放射化フェライト鋼の耐照射特性研究において、日米協力による中性子重照射

実験を系統的に着実に進めて評価データ構築を国際的に牽引しているとする意見が得られた。

＜テストブランケット計画＞

○テストブランケットモジュール 試験計画について、概念設計レビューの結果を受けて、

機構と協議しつつ、設計解析の最適化及び詳細化を進めた。予備設計に向けた研究開発

としては、構造材料である低放射化フェライト鋼 鋼に係る規格基準の調査とともに、構造

材料の冷却水による流れ加速腐食の調査を進めた。

○概念設計レビューの抽出課題である冷却水放射化に伴う線量評価について、冷却水配管近

傍の線量は基準値＇ （より 桁高いことから、計測系電子機器への影響の観点からポ

ートセル内を基準値以下にするには崩壊タンク設置や遮蔽の併用が必要であることを明らかに

した。
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＜核融合中性子源開発＞

○大洗研究開発センターに設置したリチウム試験ループについては、ループに内包されているリ

チウムの回収、洗浄装置の製作等、解体の準備を進め、平成 年 月までにループ内に内包

されていたリチウムの約 割を回収し専用のドラム缶で施設内に保管した。

○回収したリチウムのドラム缶を六ヶ所において一時保管するリチウム保管施設については、年

度内に実施設計を完了した。

○中性子源の概念検討に必要な各種データとして、リチウム純化系システムにおける窒素吸収挙

動の高温データ＇ ℃～ ℃（等のデータ収集、及び水試験ループ装置による高速流動の安

定性評価と振動解析評価のためのデータ収集を実施した。

⑧ 産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動

国立研究開発法人として機構が業務を実施するに当たっては、研究成果の最大化を図り、

その成果を広く国民・社会に還元するとともに、イノベーション創出につなげることが求められて

いる。このため、エネルギー基本計画や第 期科学技術基本計画等を踏まえ、イノベーション

創出等に向けた産学官との連携強化、民間の原子力事業者への核燃料サイクル技術支援、

国際的な協力・貢献等の取組により社会への成果の還元を図るとともに、広報・アウトリーチ活

動の強化により社会からの理解増進と信頼確保に取り組む。

イノベーション創出に向けた取り組みについては、イノベーション等創出戦略を策定し、機構

の各事業において展開する。また、産業界、大学等と緊密な連携を図る観点から、共同研究

等による研究協力を推進し、研究開発成果を創出、原子力に関する基本技術や産業界等が

活用する可能性の高い技術を中心に精選して知的財産の権利化を進める。また、機構が保有

する学術論文、知的財産、研究施設等の情報や、機構が開発・整備した解析コード、データベ

ース等を体系的に整理し、一体的かつ外部の者が利用しやすい形で提供する。さらに、国内

外の原子力科学技術に関する学術情報を幅広く収集・整理・提供し、産業界、大学等におけ

る研究開発活動を支援等する。

民間の原子力事業者の核燃料サイクル事業への支援について、核燃料サイクル技術につ

いては、既に移転された技術を含め、民間の原子力事業者からの要請に応じて、機構の資源

を活用し、情報の提供や技術者の派遣による人的支援及び要員の受入れによる養成訓練を

継続するとともに、機構が所有する試験施設等を活用した試験、問題解決等に積極的に取り

組み、民間事業の推進に必要な技術支援を行う。

国際協力の推進については、東京電力福島第一原子力発電所事故対応をはじめとする各

研究開発分野において、諸外国の英知の活用による研究開発成果の最大化を図るとともに、

我が国の原子力技術や経験等を国内のみならず世界で活用していくため、各研究開発分野

の特徴を踏まえた国際戦略を策定し、国際協力と機構の国際化を積極的に推進する。また、

関係行政機関の要請に基づき、国際機関の委員会に専門家を派遣すること等により、国際的
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な基準作り等に参加し、国際的な貢献を果たす。

社会や立地地域の信頼の確保に向けた取組については、機構の研究成果、事故・トラブル

等について、積極的に情報の提供・公開を行い、事業の透明性を確保する。また、研究開発

成果の社会還元や、社会とのリスクコミュニケーションの観点を考慮しつつ、丁寧な広聴・広

報・対話活動により、機構に対する社会や立地地域からの理解と信頼を得る。さらに、機構は、

学協会等の外部機関と連携し、原子力が有する課題を、学際的な観点から整理・発信してい

く。

本活動に要した費用は、 百万円＇うち、業務費 百万円、受託費 百万円（であり、

その財源として計上した収益は、運営費交付金収益＇ 百万円 、政府受託研究収入 百

万円 等である。これらの財源による本年度の主な実績は、以下に示す通りである。

ⅰ イノベーション創出に向けた取組

特許等知財の管理とその利活用及び研究開発成果の発信に係る戦略＇基本方針（のもと、

「大学及び産業界等との研究協力、連携協力の推進」、「特許等知的財産の効率的管理、研

究開発成果の大学及び産業界等への利用機会拡充」、「機構の研究開発成果の取りまとめ、

国内外への発信」、「原子力科学技術に関する学術情報の収集・整理・提供、原子力情報の

国際的共有化」の各事業を実施し、以下に挙げる業務実績をあげた。

＜大学及び産業界等との研究協力、連携協力の推進＞

○大学、産業界等の意見及びニーズを反映し、共同研究等研究協力の研究課題の設定を行うと

ともに、各部門等と連携しその契約業務を的確に実施した。大学及び産業界等との共同研究締

結実績は以下の通り。

・各大学、国立研究開発法人等：約 件＇平成 年度 件（

・企業等産業界：約 件＇平成 年度 件（

・企業を含む複数機関：約 件＇平成 年度 件（

○機構の特許等を利用し企業との実用化共同研究開発を行う成果展開事業として、東日本大震

災及び東京電力福島第一原子力発電所事故対応で 件、一般対応 件の計 件を実施し、こ

れら技術について全て実用化に向けた技術開発の見通しを得た。

○機構の「ベンチャー」支援制度に基づき「複合型光ファイバー技術を用いた医療機器システム

や産業用配管等の検査・修理機器の研究開発及び製造販売」などを事業内容とするベンチャ

ー企業への支援を進め、平成 年には純利益が得られるようになった。

○機構が開発した高感度ガス分析装置などの特許技術を活用し、社会的ニーズに応じた技術協

力や企業との実用化開発に関する共同研究 件を実施し、茨城県が進めるフレーバーリリース

＇喉から鼻を抜けて感じられる香り（の測定研究において食肉の香り成分の数値化に協力した。
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＜核融合中性子源開発＞

○大洗研究開発センターに設置したリチウム試験ループについては、ループに内包されているリ

チウムの回収、洗浄装置の製作等、解体の準備を進め、平成 年 月までにループ内に内包

されていたリチウムの約 割を回収し専用のドラム缶で施設内に保管した。

○回収したリチウムのドラム缶を六ヶ所において一時保管するリチウム保管施設については、年

度内に実施設計を完了した。

○中性子源の概念検討に必要な各種データとして、リチウム純化系システムにおける窒素吸収挙

動の高温データ＇ ℃～ ℃（等のデータ収集、及び水試験ループ装置による高速流動の安

定性評価と振動解析評価のためのデータ収集を実施した。

⑧ 産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動

国立研究開発法人として機構が業務を実施するに当たっては、研究成果の最大化を図り、

その成果を広く国民・社会に還元するとともに、イノベーション創出につなげることが求められて

いる。このため、エネルギー基本計画や第 期科学技術基本計画等を踏まえ、イノベーション

創出等に向けた産学官との連携強化、民間の原子力事業者への核燃料サイクル技術支援、

国際的な協力・貢献等の取組により社会への成果の還元を図るとともに、広報・アウトリーチ活

動の強化により社会からの理解増進と信頼確保に取り組む。

イノベーション創出に向けた取り組みについては、イノベーション等創出戦略を策定し、機構

の各事業において展開する。また、産業界、大学等と緊密な連携を図る観点から、共同研究

等による研究協力を推進し、研究開発成果を創出、原子力に関する基本技術や産業界等が

活用する可能性の高い技術を中心に精選して知的財産の権利化を進める。また、機構が保有

する学術論文、知的財産、研究施設等の情報や、機構が開発・整備した解析コード、データベ

ース等を体系的に整理し、一体的かつ外部の者が利用しやすい形で提供する。さらに、国内

外の原子力科学技術に関する学術情報を幅広く収集・整理・提供し、産業界、大学等におけ

る研究開発活動を支援等する。

民間の原子力事業者の核燃料サイクル事業への支援について、核燃料サイクル技術につ

いては、既に移転された技術を含め、民間の原子力事業者からの要請に応じて、機構の資源

を活用し、情報の提供や技術者の派遣による人的支援及び要員の受入れによる養成訓練を

継続するとともに、機構が所有する試験施設等を活用した試験、問題解決等に積極的に取り

組み、民間事業の推進に必要な技術支援を行う。

国際協力の推進については、東京電力福島第一原子力発電所事故対応をはじめとする各

研究開発分野において、諸外国の英知の活用による研究開発成果の最大化を図るとともに、

我が国の原子力技術や経験等を国内のみならず世界で活用していくため、各研究開発分野

の特徴を踏まえた国際戦略を策定し、国際協力と機構の国際化を積極的に推進する。また、

関係行政機関の要請に基づき、国際機関の委員会に専門家を派遣すること等により、国際的

－115－



116 

さらに、企業からの受託研究 件を実施し、中間貯蔵施設に降る雤などの全量排水放射能モニ

タリング装置 特許出願 件 の実用化に向けた実証試験を福島県内で実施し、実用化の目途を

つけた。その結果、高感度ガス分析装置などの特許技術について企業から共同研究 約

千円 、受託研究＇約 千円（、特許収入 約 千円 及び特定寄附 約 千円 を合わせ

て約 千円＇平成 年度 千円（の収入を得た。

＜特許等知的財産の効率的管理、研究開発成果の大学及び産業界等への利用機会拡充＞

○創出された研究開発成果の権利化について、その意義や費用対効果の観点から保有特許等

の見直しを実施。原子力に関する基本技術や産業界等が活用する可能性の高い技術の精選

により保有特許等の件数を約 件 平成 年度末 から 件＇平成 年度末（とした。

○機構内において知的財産の管理に係る教育・研修講座を２回実施し、知的財産の管理及び権

利化の意義を啓蒙した。

○社会のニーズと研究開発成果・シーズの「橋渡し」を行う観点から、以下に挙げる取組を実施し

た。

・機構が保有する特許技術等の中から大学、産業界等が利活用できる技術について、その解

説資料＇技術シーズ集（を 月に発刊し、 月にその全文を機構の公開ホームページから発

信した。機構内外からのアクセス数は約 万 千回であった。

・大学及び産業界の関係者が集う「イノベーションジャパン」、「日本原子力学会」等の会合に

おいて、機構保有技術の紹介、機構成果展開事業の説明及び福島アーカイブ等情報発信

のデモンストレーションを計 回実施した＇平成 年度 回（。また、機構のいわき事務所

に「産学連携コーナー」を開設し、福島県内において中小企業を対象とした技術説明会を

回実施した。

・研究開発成果の大学及び産業界等への利用機会拡充を効率的かつ効果的にすすめるため、

以下に挙げる外部機関が主催する産学官マッチング事業に参加して機構の技術等を紹介す

るとともに、マッチング事業等への参加で得た知見等を機構内にフィードバックした。

・科学技術振興機構＇ （と連携して「日本原子力研究開発機構 新技術説明会」を開催し、

技術移転可能性の高い医療、環境、材料等の分野に係る技術について、機構職員＇発明者（

自らが企業に説明する場を設け、実用化に係る個別相談＇延べ 社（、質問・コメントシート

対応＇ 社（を実施した。説明会等で得た企業ニーズを関係部署にフィードバックし、イノベー

ション創出に向けた機構内への意識付けへの取組を行った。

・新たに、新エネルギー・産業技術総合開発機構＇ （が実施する「中堅・中小企業への橋

渡し研究開発促進事業」への「橋渡し機関」申請を行い、その認定を受けた。

・また、我が国における産業のイノベーション創出及び競争力の強化に寄与することを目的に

設立されたオープンイノベーション協議会＇事務局 （へ入会し、協議会から得たオープ

ンイノベーションに関する取組や参加企業の情報等を機構内に展開し関係部署との共有を

図った。
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○これら取組を実施した結果、実施許諾等契約件数は約 件＇うち新規に実施許諾契約を締

結した案件は約 件（となり、実施許諾契約率＇契約件数／保有特許等件数（は ％＇平成

年度末（から ％＇平成 年度末（へと向上した。

＜機構の研究開発成果の取りまとめ、国内外への発信＞

○機構の研究開発成果を取りまとめ、研究開発報告書類約 件＇平成 年度 件（を刊行

し、その全文を国内外に発信した。また、機構の学術論文等の成果を分かりやすく紹介する成

果普及情報誌＇和文版「原子力機構の研究開発成果」／英文版「 」（を刊行し、

その全文を発信した。成果普及情報誌の機構内外からのアクセス数は約 万回＇平成 年

度 万回（であった。

○機構職員等が学術雑誌や国際会議等の場で発表した成果の標題、抄録等の書誌情報約

件＇平成 年度 件（及び研究開発報告書類の全文を取りまとめ、研究開発成果検

索・閲覧システム＇ （を通じて国内外に発信した。

○ が収録する研究開発成果情報は累積で約 万 千件となった。機構の研究開発成果

のより広範な普及・展開を図るため、国立情報学研究所の学術機関リポジトリポータル＇ （

及び国立国会図書館の サーチとのデータ連携を継続した。これら外部機関との研究開発

成果情報のデータ連携及び平成 年度に実施した 対応の改良による からの

検索アクセスにより、 の機構内外からのアクセス数は年間約約 万回＇平成 年度

約 万回（であった。

○機構の研究開発成果の普及を図り、また産業界への「橋渡し」ツールとして活用するために、機

構が保有する特許等知財、発表論文、供用施設等の情報を一体的に管理・発信するシステム

の検討に着手した。その最初の取組として を改良し、個々の論文情報に

＇トムソンロイター社（の被引用数を表示するとともに、関連特許、使用した供用施設の情報と関

連付けた発信を開始した。

○機構が開発した解析コード、データベース等については、平成 年 月～ 月に現状調査を

実施し、体系的な整理を行い、 で検索可能なシステム＇ （として構築し、機構内外

に周知した。また、日本原子力学会秋の大会＇平成 年 月（において の紹介を行っ

た。

＜原子力に関する学術情報の収集・整理・提供、東京電力福島第一原子力発電所事故に係

る研究開発支援の取組＞

○原子力に関する図書資料等約 件＇平成 年度 件（を収集・整理し、機構図書館

所蔵資料目録情報発信システム＇ （に収録し機構各部門への利用に供した。国立国会図
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さらに、企業からの受託研究 件を実施し、中間貯蔵施設に降る雤などの全量排水放射能モニ

タリング装置 特許出願 件 の実用化に向けた実証試験を福島県内で実施し、実用化の目途を

つけた。その結果、高感度ガス分析装置などの特許技術について企業から共同研究 約

千円 、受託研究＇約 千円（、特許収入 約 千円 及び特定寄附 約 千円 を合わせ

て約 千円＇平成 年度 千円（の収入を得た。

＜特許等知的財産の効率的管理、研究開発成果の大学及び産業界等への利用機会拡充＞

○創出された研究開発成果の権利化について、その意義や費用対効果の観点から保有特許等

の見直しを実施。原子力に関する基本技術や産業界等が活用する可能性の高い技術の精選

により保有特許等の件数を約 件 平成 年度末 から 件＇平成 年度末（とした。

○機構内において知的財産の管理に係る教育・研修講座を２回実施し、知的財産の管理及び権

利化の意義を啓蒙した。

○社会のニーズと研究開発成果・シーズの「橋渡し」を行う観点から、以下に挙げる取組を実施し

た。

・機構が保有する特許技術等の中から大学、産業界等が利活用できる技術について、その解

説資料＇技術シーズ集（を 月に発刊し、 月にその全文を機構の公開ホームページから発

信した。機構内外からのアクセス数は約 万 千回であった。

・大学及び産業界の関係者が集う「イノベーションジャパン」、「日本原子力学会」等の会合に

おいて、機構保有技術の紹介、機構成果展開事業の説明及び福島アーカイブ等情報発信

のデモンストレーションを計 回実施した＇平成 年度 回（。また、機構のいわき事務所

に「産学連携コーナー」を開設し、福島県内において中小企業を対象とした技術説明会を

回実施した。

・研究開発成果の大学及び産業界等への利用機会拡充を効率的かつ効果的にすすめるため、

以下に挙げる外部機関が主催する産学官マッチング事業に参加して機構の技術等を紹介す

るとともに、マッチング事業等への参加で得た知見等を機構内にフィードバックした。

・科学技術振興機構＇ （と連携して「日本原子力研究開発機構 新技術説明会」を開催し、

技術移転可能性の高い医療、環境、材料等の分野に係る技術について、機構職員＇発明者（

自らが企業に説明する場を設け、実用化に係る個別相談＇延べ 社（、質問・コメントシート

対応＇ 社（を実施した。説明会等で得た企業ニーズを関係部署にフィードバックし、イノベー

ション創出に向けた機構内への意識付けへの取組を行った。

・新たに、新エネルギー・産業技術総合開発機構＇ （が実施する「中堅・中小企業への橋

渡し研究開発促進事業」への「橋渡し機関」申請を行い、その認定を受けた。

・また、我が国における産業のイノベーション創出及び競争力の強化に寄与することを目的に

設立されたオープンイノベーション協議会＇事務局 （へ入会し、協議会から得たオープ

ンイノベーションに関する取組や参加企業の情報等を機構内に展開し関係部署との共有を

図った。
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書館の科学技術収集部署と定期的な会合を催すとともに、同館が実施する文献複写及び貸借

サービス等を積極的に活用することで、原子力に関する学術情報の効率的な収集と効果的な提

供を図った。また、国立研究開発法人物質・材料研究機構等 機関の実務者と学術情報の収

集・整理・提供について定期的に意見交換を図り、電子ジャーナルの収集方法や業務連係サー

ビスの実施方法の情報収集を図った。

○原子力草創期に収集した海外原子力レポートの目録情報約 件＇平成 年度 件（

を整備し、 への遡及入力を図った。これにより、 に収録する図書資料の目録情報

は合計約 万件となった。

○ の国内外発信を継続実施するとともに、機構図書館の所蔵資料やその利用方法、

検索方法等に係る説明会、デモンストレーションを東京大学大学院原子力施設、日本原

子力学会等の場で 回実施した。こうした の国内外発信や機構図書館の利用等の紹介

を行った結果、 へのアクセス件数は約 万回＇平成 年度約 万回（と約 倍に

増加した。

○平成 年度の全拠点図書館の利用実績は、来館閲覧者約 人＇平成 年度

人（、貸出約 件＇平成 年度 件（、文献複写約 件＇平成 年度 件（、

電子ジャーナル利用件数＇論文ダウンロード数（約 件＇平成 年度 件（であっ

た。国際原子力機関＇ （からの要請により実施する海外原子力機関への文献複写事業

＇ ＇国際原子力図書館ネットワーク（（に協力し、ブラジル等から 件の文献複写依頼に対

応した＇平成 年度 件（。

○東京電力福島第一原子力発電所事故に係る研究開発支援の取組として、以下に挙げる関連

情報の収集・発信を行った。

・東京電力福島第一発電所事故に関わる研究開発を支援するため、同事故に関する文献情

報等 外部発表論文約 件＇平成 年度 件（、研究開発報告書類約 件＇平成

年度 件（、口頭発表約 件＇平成 年度 件（の収集・整理・提供を継続実施し

た。

・情報の散逸・消失が危惧される事故関連の情報の保存と利用を図る目的から、平成 年

月より運用を開始した「福島原子力発電所事故関連情報アーカイブ＇福島アーカイブ（」に、イ

ンターネット情報等約 件 内訳は、東京電力約 件、原子力機構約 件、原

子力規制委員会約 件、原子力安全・保安院約 件、経産省約 件、政府事故調

約 件、口頭発表情報約 件 を新たに収録した。

・国際原子力機関＇ （からの要請に基づき、 が構築を進めている国際原子力事故情

報ポータル＇ （のコンサルタント会議＇平成 年 月（に出席し、機構の福島アーカイ

ブ事業を紹介し、関係者との意見交換を行った。

・福島アーカイブをより一層外部にわかりやすく発信するため、平成 年 月に全収録データ

＇約 万件（が から検索できるよう機能を改良するとともに、平成 年 月に国立国
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会図書館東日本大震災アーカイブとのデータ連携機能を追加、さらに平成 年 月には分

野別検索機能を追加するなど、通期にわたってユーザーインターフェースの改良を図った。

・原子力損害賠償・廃炉等支援機構＇ （、技術研究組合国際廃炉研究開発機構＇ （及

び放射線医学総合研究所＇ （に対し、福島アーカイブの取組について個別の説明会を

実施した。

・米国科学振興協会＇ （ 年次総会に 展示ブースを設置し、原子力機構の主要

事業及び福島アーカイブ等成果発信に係る取組を紹介した。

・これら福島アーカイブの機能改良、外部への取組紹介等を図った結果、福島アーカイブのア

クセス数は約 万回と平成 年度約 万回に比して約 倍に増加した。

○原子力情報の国際的共有及び関係行政機関の要請を受けた政策立案等の活動支援に係る

取組

・ 国際原子力情報システム 計画について、原子力機構の研究開発成果及び国内

で公表された東京電力福島第一原子力発電所事故に係る情報を中心に約 件＇平成

年度 件（の技術情報を収集し、 に提供した。日本の提供件数は 全体の

加盟国 カ国 の約 ％を占め、国別入力件数では第 位であった。 データベース

の日本からのアクセス数は、約 件＇平成 年度 件（であった。

・高速炉の研究開発に関し、関係国及び国際機関における研究開発の状況、政策動向などを

調査・整理し、政府等関係者への情報提供を実施した。

・文部科学省原子力科学技術委員会に対し、研究開発動向に関する情報を収集・分析した資

料を提供し、研究施設等廃棄物作業部会「埋設処分業務の実施に関する計画」及び群分

離・核変換技術評価作業部会「群分離・核変換技術に係る研究開発の今後の進め方」に反

映された。

・東京電力ホールディングス福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関して、国及び原

子力損害賠償・廃炉等支援機構＇ （等における燃料デブリ取り出し方針の決定に資する

ため、原子炉建屋内の線量分布評価結果等、専門的知見や技術情報等を提供した。

ⅱ 民間の原子力事業者の核燃料サイクル事業への支援

年度計画の遂行にあたり、日本原燃㈱からの要請に応じて、以下に挙げる人的・技術支援

及び受託業務を実施した。

機構技術者による人的支援及び要員の受入れによる技術研修及び受託業務の実施

○日本原燃㈱の要請に応じて、以下の通り機構技術者の人的支援及び要員の受入れによる技

術研修を実施した。

・再処理事業については、平成 年 月から平成 年 月にかけて日本原燃㈱の技術者

名をプルトニウム転換技術開発施設＇ （で受入れ、 の混合転換処理運転を通した

運転技術の習得を主な目的とした研修を実施した。

・ 運転に関する技術的知見を有する技術者を平成 年 月から 月にかけて日本原燃
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書館の科学技術収集部署と定期的な会合を催すとともに、同館が実施する文献複写及び貸借

サービス等を積極的に活用することで、原子力に関する学術情報の効率的な収集と効果的な提

供を図った。また、国立研究開発法人物質・材料研究機構等 機関の実務者と学術情報の収

集・整理・提供について定期的に意見交換を図り、電子ジャーナルの収集方法や業務連係サー

ビスの実施方法の情報収集を図った。

○原子力草創期に収集した海外原子力レポートの目録情報約 件＇平成 年度 件（

を整備し、 への遡及入力を図った。これにより、 に収録する図書資料の目録情報

は合計約 万件となった。

○ の国内外発信を継続実施するとともに、機構図書館の所蔵資料やその利用方法、

検索方法等に係る説明会、デモンストレーションを東京大学大学院原子力施設、日本原

子力学会等の場で 回実施した。こうした の国内外発信や機構図書館の利用等の紹介

を行った結果、 へのアクセス件数は約 万回＇平成 年度約 万回（と約 倍に

増加した。

○平成 年度の全拠点図書館の利用実績は、来館閲覧者約 人＇平成 年度

人（、貸出約 件＇平成 年度 件（、文献複写約 件＇平成 年度 件（、

電子ジャーナル利用件数＇論文ダウンロード数（約 件＇平成 年度 件（であっ

た。国際原子力機関＇ （からの要請により実施する海外原子力機関への文献複写事業

＇ ＇国際原子力図書館ネットワーク（（に協力し、ブラジル等から 件の文献複写依頼に対

応した＇平成 年度 件（。

○東京電力福島第一原子力発電所事故に係る研究開発支援の取組として、以下に挙げる関連

情報の収集・発信を行った。

・東京電力福島第一発電所事故に関わる研究開発を支援するため、同事故に関する文献情

報等 外部発表論文約 件＇平成 年度 件（、研究開発報告書類約 件＇平成

年度 件（、口頭発表約 件＇平成 年度 件（の収集・整理・提供を継続実施し

た。

・情報の散逸・消失が危惧される事故関連の情報の保存と利用を図る目的から、平成 年

月より運用を開始した「福島原子力発電所事故関連情報アーカイブ＇福島アーカイブ（」に、イ

ンターネット情報等約 件 内訳は、東京電力約 件、原子力機構約 件、原

子力規制委員会約 件、原子力安全・保安院約 件、経産省約 件、政府事故調

約 件、口頭発表情報約 件 を新たに収録した。

・国際原子力機関＇ （からの要請に基づき、 が構築を進めている国際原子力事故情

報ポータル＇ （のコンサルタント会議＇平成 年 月（に出席し、機構の福島アーカイ

ブ事業を紹介し、関係者との意見交換を行った。

・福島アーカイブをより一層外部にわかりやすく発信するため、平成 年 月に全収録データ

＇約 万件（が から検索できるよう機能を改良するとともに、平成 年 月に国立国
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再処理事業所へ派遣し、新型溶融炉モックアップ試験＇ （に係わる計画立案、運転デ

ータ解析・評価等の技術検討会議に参画し、ガラス固化施設＇ 施設（への新型溶融炉導入

の技術的判断に必要となるデータの取得に貢献した。また六ヶ所再処理工場の試運転支援

として技術者 名を出向派遣した。

・このほか日本原燃㈱の技術者 名を受入れ再処理工程における分析技術に係る共同研究

を実施した。

・ 燃料加工事業については、日本原燃㈱の技術者 名をプルトニウム燃料第三開発室

＇ （へ受入れ、 の施設運転を通したプルトニウム安全取扱いに係る技術研修を実施

した。

・六ヵ所 燃料加工施設は、海外の燃料製造プロセス 法 を採用している。一方、

原料粉末には原子力機構が開発したマイクロ波加熱直接脱硝 粉末＇ （を予定

しており、その適合性を確認する試験等の施設運転に必要となるデータ取得に貢献した。ま

た施設の建設・運転に向けた技術支援として、 燃料製造施設運転に関する技術的知見

を有する技術者 名を出向派遣した。

○平成 年度日本原燃㈱からの受託業務は以下の 件。

・新型溶融炉モックアップ試験への支援 その （

・新型ガラス溶融炉実規模モックアップ試験＇ 試験（ガラスの分析

・ 燃料加工施設の詳細設計等に係る技術協力業務＇その （

・ 燃料加工技術の高度化研究＇その （

・ スパイク量産技術確証試験＇その （

ⅲ 国際協力の推進

年度計画の遂行にあたり、国際協力を推進する各研究開発部門等の代表者により構成され、

機構の国際協力に係る事項について審議等を行う国際協力委員会において、機構の国際協

力の実施状況等のレビューを実施し、これを踏まえて国際戦略の検討を行い、その検討結果

をとりまとめた。また、海外機関との協力取決めの締結や職員の国際機関等への派遣、海外か

らの研究者の受入れなどにより多様な国際協力を推進するとともに、機構の輸出管理を確実に

実施した。主な事業取組とその成果は以下のとおり。

多様な国際協力の実施

○国際協力委員会において、機構の各研究開発分野における国際協力の実施状況等のレビュ

ーを行い、これを踏まえて、研究開発成果の最大化や我が国の原子力技術等の世界での活

用に資する多様な国際協力を進める際の基本的な考え方となる国際戦略の検討を行い、その

検討結果をとりまとめた。

○国際協力委員会において、主な国際協力案件の進め方等に関する検討・審議を行い、これ

を踏まえ、二国間及び多国間での共同研究契約や協力取決め、研究者派遣・受入取決め等
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を約 件＇平成 年度 件（締結・改正した。これにより、諸外国の英知の活用による研究

開発成果の最大化や我が国の原子力技術等の世界での活用に資する多様な国際協力を推

進した。

○外国人研究者等の受入れ環境の整備として、外国人研究者向けポータルサイト等の充実を

図り、教育研修に係る資料の英文の掲載を進めたほか、メーリングリストを更新し、地域におけ

る生活情報のメール配信などを行った。また、外国人研究者を対象とした日本語教室を毎週開

催するとともに、日本人職員と海外技術者等との語学交流＇英語・仏語・露語・伊語・中国語・

日本語（を実施し 名の参加を得たほか、外国人研究者等のための茶道、書道、華道及び折

り紙の体験教室などの文化交流イベントを 回開催し、延べ 名が参加した。この他、外国

人研究者等の受入れ環境の整備に係る各拠点の担当者を集め、情報交換会を開催した。こう

した取り組みなどを踏まえ、外国人招聘者・駐在者等の総数は約 名 平成 年度 名

となり、前年度比で約 ％増加した。

○国際機関への協力では、国際原子力機関＇ （、経済協力開発機構 原子力機関

、 機構等へ職員を長期派遣＇計 名 平成 年度 名 （するとともに、

国際機関の諮問委員会、専門家会合等へ専門家を派遣＇計 名＇平成 年度 名（（し、

これら国際機関の運営、国際協力の実施、査察等の評価、国際基準の作成等に貢献した。

＇長期・短期派遣計： 名＇平成 年度 名（（

○アジア諸国等への協力に関して、アジア原子力協力フォーラム の各種委員会、プロジ

ェクトへの専門家の参加等を通じ、各国の原子力技術基盤の向上とともに、日本の原子力技

術の国際展開にも寄与することを目指したアジア諸国への人材育成･技術支援等に係る協力

を進めた。

○各研究開発部門からの調査依頼等への対応を含め、各海外事務所において、現地での関係

者からの聞き取りや会合への出席、現地のマスメディアやコンサルタントなどを通じて、原子力

機構の業務に関連する情報の収集・調査・分析に努め、毎月月報を発行したほか、機構内にメ

ール等で適宜情報を配信し、国際共同研究、国際連携協力を推進する上での基礎情報として

活用するなどした。

○平成 年 月に設立された量子科学技術研究開発機構＇量研機構（への業務移管に伴い、

核融合研究開発や量子ビーム応用研究に係る協力取決め等約 件を移管する手続きを進

め、適切に移管が完了した。また、一部の取決めについて、相手機関と原子力機構との間の二

者間の取決めを、新法人を含めた三者間の取決めとして再締結するための準備などを進めた。

この他、量研機構における外国人研究者の受入れに係る規程類の整備等を支援した。
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再処理事業所へ派遣し、新型溶融炉モックアップ試験＇ （に係わる計画立案、運転デ

ータ解析・評価等の技術検討会議に参画し、ガラス固化施設＇ 施設（への新型溶融炉導入

の技術的判断に必要となるデータの取得に貢献した。また六ヶ所再処理工場の試運転支援

として技術者 名を出向派遣した。

・このほか日本原燃㈱の技術者 名を受入れ再処理工程における分析技術に係る共同研究

を実施した。

・ 燃料加工事業については、日本原燃㈱の技術者 名をプルトニウム燃料第三開発室

＇ （へ受入れ、 の施設運転を通したプルトニウム安全取扱いに係る技術研修を実施

した。

・六ヵ所 燃料加工施設は、海外の燃料製造プロセス 法 を採用している。一方、

原料粉末には原子力機構が開発したマイクロ波加熱直接脱硝 粉末＇ （を予定

しており、その適合性を確認する試験等の施設運転に必要となるデータ取得に貢献した。ま

た施設の建設・運転に向けた技術支援として、 燃料製造施設運転に関する技術的知見

を有する技術者 名を出向派遣した。

○平成 年度日本原燃㈱からの受託業務は以下の 件。

・新型溶融炉モックアップ試験への支援 その （

・新型ガラス溶融炉実規模モックアップ試験＇ 試験（ガラスの分析

・ 燃料加工施設の詳細設計等に係る技術協力業務＇その （

・ 燃料加工技術の高度化研究＇その （

・ スパイク量産技術確証試験＇その （

ⅲ 国際協力の推進

年度計画の遂行にあたり、国際協力を推進する各研究開発部門等の代表者により構成され、

機構の国際協力に係る事項について審議等を行う国際協力委員会において、機構の国際協

力の実施状況等のレビューを実施し、これを踏まえて国際戦略の検討を行い、その検討結果

をとりまとめた。また、海外機関との協力取決めの締結や職員の国際機関等への派遣、海外か

らの研究者の受入れなどにより多様な国際協力を推進するとともに、機構の輸出管理を確実に

実施した。主な事業取組とその成果は以下のとおり。

多様な国際協力の実施

○国際協力委員会において、機構の各研究開発分野における国際協力の実施状況等のレビュ

ーを行い、これを踏まえて、研究開発成果の最大化や我が国の原子力技術等の世界での活

用に資する多様な国際協力を進める際の基本的な考え方となる国際戦略の検討を行い、その

検討結果をとりまとめた。

○国際協力委員会において、主な国際協力案件の進め方等に関する検討・審議を行い、これ

を踏まえ、二国間及び多国間での共同研究契約や協力取決め、研究者派遣・受入取決め等
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輸出管理の確実な実施

○国際協力活動の活性化に伴い、リスク管理として重要性を持つ輸出管理については、該非判

定＇計約 件（を励行するなどにより、違反リスクの低減に努め、国際協力活動の円滑な実施

に貢献した。また、包括許可の運用により、平成 年度において、本来それぞれ ～ か月の手

続き期間を必要とする約 件＇技術の提供 件、貨物の輸出 件（の個別許可の申請手続が

不要となり、効率的な輸出管理の推進に資することができた。

○平成 年 月の機構組織の改正に伴う輸出管理規程類及び自己管理チェックリスト並びに包

括許可の変更届を経済産業省に対して行った。改訂した輸出管理規程等については機構内に

適切に周知した。さらに、 月には自己管理チェックリストを経済産業省へ提出し、機構の輸出管

理が的確に実施されたことを示す受理票が交付された。

○政省令等の改正及び、外国ユーザーリストの改正情報を収集し、業連により機構内に周知する

と共にイントラに掲載した。また、輸出管理規程に基づく内部監査計画を策定し、監査対象とし

た該非判定案件について関連書類の確認を実施した。この結果、関連の書類が適切に保管・

管理されていることが確認できた。さらに、職員への啓蒙活動＇教育研修（・相談等を通じ、輸出

管理の一層の浸透を図り、不適切な情報の流出等のリスクの低減に努めた。

○量研機構への核融合研究開発部門等の移管に伴い、量研機構において引き続き適用される、

技術の提供及び貨物の輸出に係る包括許可の取得に向け、放射線医学研究所における輸出

管理内部規程等の改正、自己管理チェックリストの作成、経済産業省の遵守状況立入検査の準

備等を支援し、平成 年度中における当該許可の取得や輸出管理体制の構築に貢献した。

ⅳ 社会や立地地域の信頼の確保に向けた取組

年度計画の遂行にあたり、社会の信頼を得るためには常に相手方の目線で考え、分かり易

い情報提供、広聴・広報・対話活動を行うことが必要なため、「一人ひとりが広報パーソン」を基

本に、平成 年度は特に活動効果の分析を行い、分析結果のフィードバックを実施した。また、

諸活動について、外部有識者による広報企画委員会及び情報公開委員会を開催し、効果的

な情報発信に向けた社会一般の視点からの意見や助言を得て広報活動業務に反映した。具

体的な事業取組とその成果は以下のとおり。

積極的な情報の提供・公開と透明性の確保

○機構公開ホームページを活用した情報発信力の強化に努め、以下の取組を実施した。

・写真や画像中心の電子版広報誌「 」を日本語版と英語版を各 本制作した。

・研究者や技術者が自らの研究成果を発信する短編動画「 」を 本＇日本語版

本、英語版 本（、及び福島アーカイブ紹介動画＇日本語版 本、英語版 本（を制作した。

・発信情報の訴求効果を把握するため、 アンケート調査を約 名に対して実施し、機構

の認知度の他、機構公開ホームページにおける理解度や利便性などの把握を行い、改善事
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項を反映すると共に各研究サイトにも展開を行った。また、機構公開ホームページへのアクセ

ス分析を実施した結果、平成 年度に実施した分析結果と比較して集客力が向上した。一

方、誘導力に低下が見られたが、研究開発拠点や部門の公開ホームページのリニューアル

等を積極的に実施したことから、平成 年度は更なる改善に向けて取り組む。

○広報誌を活用した情報発信力の強化に努め、以下の取組を実施した。

・機構の最新の研究開発成果を広く一般の方に知ってもらうべく広報誌「未来へげんき」を年

回発行し、立地地域だけでなく首都圏における外部出展時においても積極的に配布した。

・「未来へげんき」に対する理解度や機構の認知度等について把握するため、関東地方在住

の一般読者約 名に対して アンケート調査を実施し、さらに首都圏在住の一般読者約

名によるグループディスカッションによる詳細な調査を実施した。調査結果に対する専門家

による分析結果を踏まえ、ターゲット＇読者層（の再定義や、読者目線による記事の優先掲載

等の改善事項を整理し把握した。 月末発行の号では、表紙デザインの修正や文章量の低

減・平易化を実施すると共に、更なる改善に向けて検討を行った。

・研究開発拠点においても自らの事業を立地地域の方に知ってもらうべく、広報誌等を積極的

に発行した。特に福島における環境回復及び廃止措置に関する研究開発成果を分り易くまと

めた「 福島」、「明日へ向けて」を 回＇日本語版 回、英語版 回（作成し、機構

公開ホームページより発信することで、社会ニーズに対応した研究開発成果の普及に取り組

んだ。

○報道機関に対する積極的な情報発信に努め、以下の取組を実施した。

・研究開発成果約 件＇平成 年度 件（に限らず、機構の安全確保に対する取組状況や

施設における事故・故障の情報など約 件発表するとともに、主要な施設の運転状況など

は「原子力機構週報」としてほぼ毎週発表し、各研究開発拠点が関係する報道機関への説

明も行った。さらに、記者勉強会・見学会は約 回、取材対応は約 回＇平成 年度

件（実施するなど、積極的かつ能動的な情報の発信に取り組んだ。

・報道発表技術の向上と、正確かつ効果的に意図を伝えるメディアトレーニングを昨年度に引

き続き全拠点で開催し、約 名が参加した。

・発表内容や方法の更なる改善に向けて、機構が報道発表した案件の報道状況のモニタリン

グを実施した。最多報道案件は、研究成果では「レーザーでトンネルコンクリートの健全性を

高速で検査する」＇ 件：全国 件、地元 件（、研究成果以外では「楢葉遠隔技術開発セ

ンター開所式」＇ 件：全国 件、地元 件（であった。また、「もんじゅ」に対する社会の関心

は非常に高く、原子力規制委員会及び文部科学省対応関連等で引き続き厳しい報道環境

にあるため、社会の関心度を踏まえ、今後も適切で丁寧な発信が必要であることを改めて確

認した。

○情報公開制度運用の客観性・透明性の確保に向けて以下の取組を実施した。

・開示請求は平成 年度 件と比較して 件に倍増したものの、情報公開法の定めに則っ
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輸出管理の確実な実施

○国際協力活動の活性化に伴い、リスク管理として重要性を持つ輸出管理については、該非判

定＇計約 件（を励行するなどにより、違反リスクの低減に努め、国際協力活動の円滑な実施

に貢献した。また、包括許可の運用により、平成 年度において、本来それぞれ ～ か月の手

続き期間を必要とする約 件＇技術の提供 件、貨物の輸出 件（の個別許可の申請手続が

不要となり、効率的な輸出管理の推進に資することができた。

○平成 年 月の機構組織の改正に伴う輸出管理規程類及び自己管理チェックリスト並びに包

括許可の変更届を経済産業省に対して行った。改訂した輸出管理規程等については機構内に

適切に周知した。さらに、 月には自己管理チェックリストを経済産業省へ提出し、機構の輸出管

理が的確に実施されたことを示す受理票が交付された。

○政省令等の改正及び、外国ユーザーリストの改正情報を収集し、業連により機構内に周知する

と共にイントラに掲載した。また、輸出管理規程に基づく内部監査計画を策定し、監査対象とし

た該非判定案件について関連書類の確認を実施した。この結果、関連の書類が適切に保管・

管理されていることが確認できた。さらに、職員への啓蒙活動＇教育研修（・相談等を通じ、輸出

管理の一層の浸透を図り、不適切な情報の流出等のリスクの低減に努めた。

○量研機構への核融合研究開発部門等の移管に伴い、量研機構において引き続き適用される、

技術の提供及び貨物の輸出に係る包括許可の取得に向け、放射線医学研究所における輸出

管理内部規程等の改正、自己管理チェックリストの作成、経済産業省の遵守状況立入検査の準

備等を支援し、平成 年度中における当該許可の取得や輸出管理体制の構築に貢献した。

ⅳ 社会や立地地域の信頼の確保に向けた取組

年度計画の遂行にあたり、社会の信頼を得るためには常に相手方の目線で考え、分かり易

い情報提供、広聴・広報・対話活動を行うことが必要なため、「一人ひとりが広報パーソン」を基

本に、平成 年度は特に活動効果の分析を行い、分析結果のフィードバックを実施した。また、

諸活動について、外部有識者による広報企画委員会及び情報公開委員会を開催し、効果的

な情報発信に向けた社会一般の視点からの意見や助言を得て広報活動業務に反映した。具

体的な事業取組とその成果は以下のとおり。

積極的な情報の提供・公開と透明性の確保

○機構公開ホームページを活用した情報発信力の強化に努め、以下の取組を実施した。

・写真や画像中心の電子版広報誌「 」を日本語版と英語版を各 本制作した。

・研究者や技術者が自らの研究成果を発信する短編動画「 」を 本＇日本語版

本、英語版 本（、及び福島アーカイブ紹介動画＇日本語版 本、英語版 本（を制作した。

・発信情報の訴求効果を把握するため、 アンケート調査を約 名に対して実施し、機構

の認知度の他、機構公開ホームページにおける理解度や利便性などの把握を行い、改善事
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て適切に対応した。

・弁護士や大学教授等の外部有識者による情報公開委員会を 回開催し、機構の開示請求

対応のレビューを一般社会からの視点を踏まえて実施した。また、開示請求対応に限らず、

機構が取り組むリスクコミュニケーション活動を報告し、これらの議事録や資料などを機構公

開ホームページにてタイムリーに公開した。

広聴・広報及び対話活動の実施による理解促進

○社会や立地地域からの信頼確保に向けて以下の取組を実施した。

・研究拠点の所在する立地地域を中心に、事業計画や結果等に関する直接対話活動を約

回＇平成 年度 回（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約 名（が参

加した。

・機構の事業内容を直接知ってもらうべく施設公開や見学者の受入れを約 回＇平成

年度 回＇一般見学 回含む（（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約

名＇一般見学 名含む（（が参加した。

・成果普及及び理数科教育支援として研究者の顔が見えるアウトリーチ活動を約 回＇平成

年度 回（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約 名（が参加した。内訳

として、立地地域を中心に小中学生、高校生などを対象とした出張授業、実験教室等の学校

教育支援や、外部講演、サイエンスカフェを 回実施し、延べ約 名が参加した。ま

た、外部機関・団体が主催するイベントにも積極的に参加し、都市部を中心に約 回のブ

ース出展を行い、延べ約 名が参加した。これらの活動においては訪問者に対するアン

ケート調査を通じて機構の認知度等を把握した。例として科学の祭典全国大会では約 割の

参加者から「よく理解できた」「理解できた」との回筓を得た。得られた結果については他の外

部出展時に反映した。機構報告会や拠点主催報告会、研究テーマごとのシンポジウムなどの

成果報告会を約 回開催し、自治体関係者や地元住民、産業界、大学等から延べ約

名の参加を得た。また、参加者に対してアンケートを実施し、理解度等について把握し

た。例として機構報告会では、約 割＇平成 年度約 割（の参加者が理解し、特に「よく理

解できた」との回筓が ％＇平成 年度 ％（を占めた。原子力分野以外も含めた理工系の

大学＇院（生、さらには高等専門学校や文系学部を対象に第一線の機構の研究者・技術者を

派遣し、講義形式で研究開発成果の普及を行う「大学等への公開特別講座」を 回開催し

た。福島対応や放射線測定実習などの幅広いテーマに対しての延べ約 名の学生が

参加した。また、日本滞在中の海外の学生に対しては核セキュリティの取り組みの講義を実

施した。受講した学生に対してアンケート調査を実施し理解度等を把握した。この結果、機構

の研究開発成果への理解について約 割の参加者から「とても深まった」「深まった」との回筓

を得た。これらの結果については講師へのフィードバックを実施し、平成 年度は講座内容

の更なる改善を図る。研究者・技術者が放射線や原子力の疑問に筓える理解活動について

は約 回開催し延べ約 名が参加した。福島県内で開催している「放射線に関するご

質問に筓える会」の他、立地地域、さらには立地地域以外からの依頼にも各研究開発拠点な

どと連携して柔軟に対応した。
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・リスクコミュニケーション活動は、震災直後から実施している「放射線に関するご質問に筓える

会」をはじめとするさまざまな活動から、リスクコミュニケーションの要素、活用可能な手法等を

抽出し、平成 年度からの活動に向けた基本的考え方を取りまとめた。具体的には、ＷＢＣ

受検者への検査結果の説明について、個別に仕切られた匿名性の高いスペースで、家族単

位で説明する、分かり易い言葉で説明を行う「コミュニケーター」を養成し同席させる等の手法

を導入しているが、検査前アンケート約 、検査後アンケート約 についての統計的

手法による分析＇クロス分析（により、「説明の分かりやすさ」「相談のしやすさ」の度合いが増

加すると不安軽減の度合いが増加することに相関関係が認められ、検査結果の説明方法が

適切であったことが伺えた。また、「放射線に関するご質問に筓える会」においては、帰還を検

討している方の不安解消のために生活パターンに沿った外部被ばく線量を実測・評価し、結

果を分かり易く説明を行った。さらに住民の方々の相談や質問を通じて知りたい情報を把握

し、約１年かけてわかりやすい筓えを目指して自治体や住民の方の反応を分析し、その結果

をＱ＆Ａ形式で報道発表すると共に機構ウェブサイトに公開した。

・効果的な広聴・広報活動の推進及び積極的な情報の提供に向けて、メディア関係者＇作家、

記者 （、大学教授等の外部有識者による広報企画委員会を立地拠点＇大洗、那珂（にて

回開催し、社会や立地地域の信頼の確保に向けたこれらの取組についてのレビューを実施

した。委員からは、一般の関心を引くような記事タイトル、キャッチフレーズの使用や、アピー

ルする事項を取捨選択し絞り込むべき等の意見があり、機構報告会の講演内容・方法や広

報誌「未来へげんき」に反映した。

⑨ 法人共通事業

本事業は、人件費 役職員給与、任期制職員給与等 、一般管理費 管理施設維持管理費、

土地建物借料、公租公課等 など組織運営に必要となるものである。

本事業に要した費用は、 百万円＇うち、一般管理費 百万円（であり、その財源とし

て計上した収益は、運営費交付金収益 百万円等である。

以上
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て適切に対応した。

・弁護士や大学教授等の外部有識者による情報公開委員会を 回開催し、機構の開示請求

対応のレビューを一般社会からの視点を踏まえて実施した。また、開示請求対応に限らず、

機構が取り組むリスクコミュニケーション活動を報告し、これらの議事録や資料などを機構公

開ホームページにてタイムリーに公開した。

広聴・広報及び対話活動の実施による理解促進

○社会や立地地域からの信頼確保に向けて以下の取組を実施した。

・研究拠点の所在する立地地域を中心に、事業計画や結果等に関する直接対話活動を約

回＇平成 年度 回（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約 名（が参

加した。

・機構の事業内容を直接知ってもらうべく施設公開や見学者の受入れを約 回＇平成

年度 回＇一般見学 回含む（（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約

名＇一般見学 名含む（（が参加した。

・成果普及及び理数科教育支援として研究者の顔が見えるアウトリーチ活動を約 回＇平成

年度 回（開催し、延べ約 名＇平成 年度延べ約 名（が参加した。内訳

として、立地地域を中心に小中学生、高校生などを対象とした出張授業、実験教室等の学校

教育支援や、外部講演、サイエンスカフェを 回実施し、延べ約 名が参加した。ま

た、外部機関・団体が主催するイベントにも積極的に参加し、都市部を中心に約 回のブ

ース出展を行い、延べ約 名が参加した。これらの活動においては訪問者に対するアン

ケート調査を通じて機構の認知度等を把握した。例として科学の祭典全国大会では約 割の

参加者から「よく理解できた」「理解できた」との回筓を得た。得られた結果については他の外

部出展時に反映した。機構報告会や拠点主催報告会、研究テーマごとのシンポジウムなどの

成果報告会を約 回開催し、自治体関係者や地元住民、産業界、大学等から延べ約

名の参加を得た。また、参加者に対してアンケートを実施し、理解度等について把握し

た。例として機構報告会では、約 割＇平成 年度約 割（の参加者が理解し、特に「よく理

解できた」との回筓が ％＇平成 年度 ％（を占めた。原子力分野以外も含めた理工系の

大学＇院（生、さらには高等専門学校や文系学部を対象に第一線の機構の研究者・技術者を

派遣し、講義形式で研究開発成果の普及を行う「大学等への公開特別講座」を 回開催し

た。福島対応や放射線測定実習などの幅広いテーマに対しての延べ約 名の学生が

参加した。また、日本滞在中の海外の学生に対しては核セキュリティの取り組みの講義を実

施した。受講した学生に対してアンケート調査を実施し理解度等を把握した。この結果、機構

の研究開発成果への理解について約 割の参加者から「とても深まった」「深まった」との回筓

を得た。これらの結果については講師へのフィードバックを実施し、平成 年度は講座内容

の更なる改善を図る。研究者・技術者が放射線や原子力の疑問に筓える理解活動について

は約 回開催し延べ約 名が参加した。福島県内で開催している「放射線に関するご

質問に筓える会」の他、立地地域、さらには立地地域以外からの依頼にも各研究開発拠点な

どと連携して柔軟に対応した。
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